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研究要旨 
がん対策推進基本計画に個別目標として明記されている「全ての市町村で精度管理を行

う」「50％の受診率達成」に資する体制を構築するための検討を行った。 
精度管理指標についての検討では、過去のコンセンサスパネルに基づいて集団検診チェッ

クリスト（CL）の改訂案を作成し、新たに個別検診CLを作成するための検討を進めた。昨年
度までの調査により、個別検診CLでは医師会の役割を明確化すべきであることを明らかにし
ており、今年は先進自治体（10自治体）へのヒアリングにより、医師会と自治体の連携体制
について事例を収集した。またプロセス指標については、H17～22の指標値の都道府県毎ベ
ンチマーキングにより改訂案作成の検討を開始した。精検受診率については全体的に水準が
向上しており基準値の引き上げが妥当だと判断された。 
精度管理手法についての検討では、昨年度に引き続き都道府県が管轄下各市区町村や検診

機関に対して行うべき精度管理手法を標準化し、それらを都道府県の精度管理の要である生
活習慣病検診等管理指導協議会（協議会）関係者に周知する為の全国講習会を開催した。講
習会では40県（74名）の参加を得た。さらに、講習会の効果と都道府県の精度管理水準を評
価する手法を確立した。 
全国の精度管理状況を把握するために、市区町村の検診実施体制（CL実施率）、及び協議

会（がん部会）の活動状況を調査した。前者はH21年度から調査を開始し、これで5回目にな
る。実施率は初年度より約10ポイント上昇しており、全体では改善しているものの、調査開
始時より一貫して実施率が低い項目（個別受診勧奨の実施、受診歴別等の詳細なデータ収集、
適切な基準による委託検診機関の選定）も明らかになった。協議会の活動状況については、
がん種によって若干の差はあるが、32～33県が協議会を開催しており、管轄下市町村の精度
管理状況を公表しているのは14～16県、検診機関の精度管理状況を公表しているのは10県だ
った。各県につき協議会の活動状況を5段階評価し、研究班のホームページにて公表した。 
精度管理を向上させる体制については、市町村担当者を支援するツールとして「自治体

担当者のための精度管理向上指導マニュアル」を作成した。マニュアルでは、精度管理の
基本、チェックリスト改善のための具体策、先進自治体の取り組み事例等を紹介した。ま
た、都道府県担当者を支援するツールとして「自治体のためのがん検診精度管理支援のペ
ージ」を開設した。このホームページでは研究班が開発した精度管理ツールや、精度管理
についての最新情報、常設の相談窓口の提供が可能になった。 
受診率を向上させる体制については、既に海外で受診率向上のエビデンスがある

call-recall(網羅的な対象者名簿の作成、対象者全員への個別受診勧奨、再勧奨)の普及率
を調査し、約6%であることが分かった。 
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Ａ．研究目的 
2007 年にがん対策基本法が施行され、がんによる

死亡率を 20％減少させることを目標にした、がん対
策推進基本計画が策定された。平成 24 年 6月のいわ
ゆる第 2 期基本計画の中では、そのために取り組む
べき施策とその個別目標として、全ての市区町村で
有効性の認められたがん検診を、適切な精度管理の
下で提供し、かつ受診率をあげることが求められて
いる。がん検診は常に一定水準の質が担保されてい
なければ、十分な死亡率減少効果を発揮することが
できない。既に欧米では組織型検診として十分な精
度管理体制の下で検診が行われており、実際に英国
など多くの国で乳がん・子宮がんの死亡率減少を実
現している。一方、わが国ではがん検診精度管理の
手法・体制が未整備であり、がん検診の質が低迷し
てきた。実は欧米においてもその体制が未整備な国
では成果が上がっていない。 
組織型検診における精度管理の手法は品質保証/

管理(Quality assurance:QA)であり、その骨子が上
記第 2 期計画の個別目標に反映されている。本研究
では、QA の 3段階をなす①精度管理水準の評価指標
の設定と手法の開発、②①を用いたモニタリング、
③②の分析による評価とその対応策の還元による改
善のそれぞれの検討を行って、がん検診の質向上の
ための基盤整備に必要な条件を明らかにするととも
に、最終目的は、わが国の対策型検診における精度
管理手法を構築することである。その中で今年度は、
精度管理水準の評価指標・手法の開発、精度管理手
法の実態把握、精度管理を向上させる対策について
各々課題を設定し、検討を行った。 
 
 
 
Ｂ．研究の背景・方法 
以下、項目別に背景・方法を記述する。 
 
1.精度管理の評価指標・手法の開発 
（1）検診実施体制指標の作成 
①集団検診の評価指標の改訂案作成 
健康増進事業として行われる対策型検診には集

団検診と個別検診がある。このうち集団検診の検
診体制を測る指標として、本研究班の前身研究班
が「事業評価のためのチェックリスト（CL）」を
作成し、厚労省の検討会を経て H20 年に公表され
た。この CL は 5がん（胃がん、大腸がん、肺がん、
乳がん、子宮頸がん）について各々都道府県版、
市町村版、検診機関版で構成され、検診体制とし
て最低限整備すべき項目がリスト化されている。
これら CL の達成状況をモニタリングすることで
全国の検診実施体制が初めて把握可能になる。が
ん対策推進基本計画中間報告書（H22）においても、
同基本計画「全ての市町村で精度管理を行うこと」
の進捗指標として用いられた。 

CLの指標としての意義はすでに確認されている
が、一方で、その改善すべき点も明らかになって
おり、また全国の精度管理状況の変化を踏まえた
改訂の検討も必要である。この CL 項目の内容につ
いて、本研究班がこれまでに実施したコンセンサ
スパネル（CL 項目内容の妥当性を検証する会議）
や、毎年行っている CL の達成度を測る調査（後述）
の中で指摘された問題点、及び公表後 5 年間の精
度管理体制に関する状況の変化について検証し、
改訂案を作成した。 

 
②個別検診チェックリストの作成 
個別検診は CL 作成当時、現在ほど健康増進事業

の中での実施割合は高くなく、また精度管理体制
が集団検診と比べると、著しく不備なため、まず、
集団検診の体制評価を目的に現在の CL が作成さ
れた。その後、個別検診の受診者数は年々増加し
ており、近年では健康増進事業の受診者のほぼ半
分を占めているが、その精度管理体制については
殆ど整備されず、集団検診との較差が大きい。昨
年の調査でも、個別検診の主たる担当者で本来精
度管理を主導する立場にある医師会が実際には十
分に機能できていないことを特定した。個別検診
用の CL にはこうした医師会との連携体制に関す
る要件項目が不可欠であり、既存の集団検診 CL が
そのまま適用できない。従って、個別検診に必須
の要件を含んだ新たな CL が必要である。 
今年度は、昨年の調査により、優れた個別検診

精度管理を行っていることが判明した 10 自治体
（2 医師会）に対し、精度管理の取り組み事例、
即ち自治体と医師の連携体制や各々業務範囲につ
いて詳細なヒアリング調査を実施した。次いで、
各事例から個別検診で整備すべき要件を抽出し、
それが他自治体でも適用可能かどうかについて、
全国調査によって検証した。全国調査の対象はH23
年度の地域保健・健康増進事業報告で、1 種類の
がんでも個別検診を行っていた 1531 市区町村、及
び 47 都道府県とした。 

 
（2）プロセス指標の数値目標の設定 

精度管理のもう一方の指標であるプロセス指標
（精検受診率、発見率等）について、前身研究班
では、都道府県別のベンチマーキングにより基準
値（許容値、目標値）を設定し、これが厚労省検
討会を経て H20 年に公表された。公表時の方針と
しては、基準値設定の目的は全国自治体のボトム
アップであること、また今後の状況の変化に応じ
て基準値自体を見直す可能性があること、とされ
ていた。そこで今回、基準値運用開始から 5 年間
が経過したのを機に、その間のプロセス指標値の
推移を検証し、基準値改訂の是非について検討を
行った。 

 



 
2.全国の精度管理状況の把握 
（1）市区町村の精度管理状況について 

全国市区町村のがん検診実施体制（集団検診）
を把握するため、集団検診 CL（市町村用）の実施
状況を調査した。この調査は前身の研究班にてH21
年度に開始し、今回で 5 回目にあたる。調査票は
基本的には初回時に作成したものを用いた（全項
目の回答基準を統一）。回答対象は全 1704 市区町
村（H25 年当時）のがん検診担当者で、回答方法
は各 CL 項目への 2 択（はい/いいえ）とした。事
前に都道府県に調査協力（管轄下市区町村への周
知等）を依頼し、協力を了承した 46 都道府県の市
区町村を調査対象とした。 

 
（2）都道府県の生活習慣病検診等管理指導協議会
（協議会）の精度管理状況について 

都道府県の精度管理状況を把握するために協
議会（がん部会）の活動状況を調査し公表した。
回答対象は各都道府県のがん検診担当者とした。
「協議会の活動」は平成 20 年の厚労省健康局長通
達(厚労省がん検診事業評価委員会報告書)を踏ま
えて定義した。調査内容は、H24 年度の胃がん部
会、大腸がん部会、肺がん部会について、部会開
催の有無、部会の検討事項、検討事項公表の有無、
及び都道府県 CL の達成状況とした。この調査は全
国の都道府県の精度管理状況の把握とともに、H23
年度に行った肺がんの全国研修会の効果をみるこ
とも目的にしている。なお結果を公表することに
ついては、予め調査前に承諾を得ている。 

 
 
3.精度管理向上体制に関する検討 
（1）市区町村の精度管理向上に対する支援 

精度管理を向上させる上で、まずは CL の達成度
を上げることが重要である。過去の調査により、
CLの項目によっては自治体の自助努力のみでは達
成できない項目があること、今後達成するために
他県の成功例を必要としていること等を把握して
いた。そこで昨年に、それらの項目について先進
自治体の取り組みについてヒアリングを行い、自
治体の規模に応じた具体的な解決策を検証した。
今年はこれらに解説を添えて、自治体担当者向け
の参考書「自治体担当者のためのがん検診精度管
理マニュアル」としてまとめた（国立がん研究セ
ンター事業への協力として提供した）。 

 
（2）生活習慣病検診等管理指導協議会（協議会）の
行うべき精度管理の検討及び都道府県の精度管理
向上に対する支援 
①全国がん検診指導者講習会のコンテンツ作成 
協議会はがん種ごとにがん部会を設け、都道府

県内の全市区町村及び全検診機関の検診精度管理

を担うべき組織とされている。具体的には、各自
治体、各検診機関の精度管理状況を個別に把握し、
評価・分析した上で、各組織にフィードバックし、
具体的な改善策を指導・助言し、かつその内容を
住民に公表するべきとされている（平成 20 年厚労
省健康局長通達)。しかしながら、現状では一部の
都道府県（がん検診に詳しい専門家がいる都道府
県）を除いてほとんど形骸化していた。その主な
要因は標準化された精度管理手法がなかったこと
だと想定される。そこで本研究班は協議会が行う
べき精度管理手法（CL・プロセス指標の分析に基
づく手法）、及び協議会が精度管理を行う際に必要
なツール（文書雛形等）を作成し、それらを普及
するための全国講習会を開催した（国立がん研究
センターが講習会を開催し、本研究班が会のコン
テンツを作成した）。今年度は胃がん、大腸がん、
肺がんのコンテンツを更新した。 

 
②都道府県行政担当者への情報提供、及びがん検
診精度管理対策への支援 

  都道府県の行政担当より「市町村からの質問に
どう回答すべきか知りたい」「他県の取り組みを
聞きたい」「精度管理について専門家の意見を聞
きたい」等、精度管理についての情報提供を頻繁
に求められている。また、都道府県の行政担当者
の異動により、精度管理に関する知識が定着しに
くい現状も指摘されてきた。そこで、行政担当者
との相互コミュニケーションを図る目的で「自治
体の為のがん検診精度管理支援のページ」を開設
し、行政担当者からの質問対応（がん検診精度管
理全般）や、過去の CL 調査結果やプロセス指標数
値（全国平均値との比較つき）を都道府県毎にフ
ィードバックした（ホームページは国立がん研究
センター事業の下で開設し、本研究班はそのコン
テンツを開発した）。 

 
③標準化受診率の算出 
地域の受診率を比較するためには、受診率の算

定方法（特に推計対象者数の算定方法）を自治体
間で統一する必要がある。前身の「標準的検診法
と精度管理や医療経済効果に関する研究」班では
、検診の推計対象者数の考え方について検討し、
その算定方法を確立した。すなわち、全人口-40
歳（子宮頸がんは 20 歳）以上の就業者数+農林水
産業従事者-要介護 4・5 の認定者を標準の推計対
象数とした。今年度は、昨年度に算出した推定対
象者数（分母）を使用し、新たに H23 年度のがん
検診受診率を算出した※（標準化受診率の算定、公
表は国立がん研究センター事業において行い、本
研究班は知見の提供及び集計作業を担当した）。
H23 年度の受診者数の出典は以下の通りである。 

 
※H23 年度（H23 年度地域保健・健康増進事業報告



使用） 
・胃がん：第 16-1、第 16-2 表、第 16-3 表 
・大腸がん：第 18-１表、18-2 表、第 18-3 表 
・肺がん：第 17-1 表、第 17-2 表、第 17-3 表 
・乳がん：第 20-1 表、第 20-2 表、第 34-1 表、
第 20-3 表、第 20-4 表、第 35-1 表 

・子宮頸がん：第 19-1 表、第 19-2 表、第 32-1   
 表 

 
4.受診率向上に関する検討 
（1）自治体での Call-recall システム整備状況の
把握 
全国の個別受診勧奨及び再勧奨の実施体制、

いわゆる Call-recall システム（CRS）の普及
率を把握する為にアンケート調査を行った。回
答対象は全市区町村のがん検診担当者で、調査
項目は「対象者の網羅的な名簿を作成している
か」「がん検診の対象者全員に個別に受診勧奨を
行っているか」「未受診者全員に個別に再勧奨
を行っているか」とした。 

 
 
（倫理面への配慮） 
上記の研究において倫理審査の対象となる案件は
ない。官庁統計等は所定の申請・許可を得て用い
ている。 

 
 
 
Ｃ．研究結果 
以下、項目別に研究結果を記述する。 
1.精度管理の評価指標・手法の開発 
（1）検診実施体制指標の作成 
①集団検診の評価指標の改訂案作成 
今回の研究期間（2 年間）では検診機関版の改

訂案（別添資料 1）を作成した。主な改訂点とし
ては、CL 公表時（H20 年）以降 5 年間に生じた変
化の反映（例として学会規定の更新：読影医や技
師の認定制度の変更、撮影機器や技術の進歩、各
種検診マニュアルの更新等）、CL 項目について誤
った解釈を避けるための解説の追記、を行った。
改訂は 5 がん全てについて行い、厚生労働省「が
ん検診のあり方に関する検討会（H25年 7月 3日）」
に CL 改訂案として提案した。 

 
②個別検診 CL の作成 
10 自治体へのヒアリングの結果、個別検診の精

度管理の要件として、「精度管理項目を明記した検
診実施要項の作成」、「検診実施要項が遵守可能な
医療機関とのみ委託契約」「委託後の各医療機関
における要綱の遵守状況の調査」「医療機関別の
精度管理状況の確認・分析」「各医療機関への分析
結果の還元・指導・助言」が重要なことが示され

た。またこれらには行政（県、市町村）と県医師
会・地域医師会等が各々関与していたが、どの組
織がどの程度関与するかについては 10 自治体の
中でもかなり多様性があった。従って、これらの
要件を CL 項目化する際には、どの組織に何を義務
付けるかについて、他自治体の実態を十分検証す
ることが必要なことが判明した。そこで H26 年 2
月より、上記の要件についてどの組織が、どの程
度関与しているかについて具体的に把握するため
の全国調査を開始した（調査票は別添資料 2）。H26
年 5月時点での回収率は 57.4％（880/1531 市区町
村）で、今後詳細を分析予定である。 

 
（2）プロセス指標の数値目標の設定 

直近 5年間（H17 年～H22 年）のプロセス指標値
について、H20 年当時の基準値の設定方法に基づ
いて、都道府県毎のベンチマーキングを行い（別
添資料 3）、新たな基準値を検討した。その結果、
要精検率の許容値は、胃がん検診で 10％（現行
11％）、乳がん検診で 9％（現行 11％）と、各々現
行の許容値より 1～2％低かった。また精検受診率
の許容値は、胃がん検診で 80％（現行 70％）、肺
がん検診で 75％（現行 70％）、乳がん検診で 85％
（現行 80％）と、各々現行の許容値より 5～10％
高かった。それ以外では変動がみられず、現行の
基準値の据え置きが妥当と判断された。今後、こ
れまでの 5 年間の変動の要因も踏まえて分析した
上で、新しい基準値案を決定し、最終的に厚労省
「がん検診のあり方検討会」に提案する予定であ
る。 

 
 
2.全国の精度管理状況の把握 
（1）市区町村の精度管理状況について 

調査の回答率は 83.9％（1429/1704 市区町村）
だった。CL 各項目の実施率一覧は別添資料 4に示
す。主要な項目について記すと、がん種により若
干の差はあるが、「対象者の網羅的な名簿を住民
台帳に基づいて作成している」が 88～89％、「対
象者に均等に受診勧奨を実施している」が 50～
51％、「仕様書によって委託検診機関を選定して
いる」が 57～59％、「仕様書が精度管理上適切で
ある」が 42～44％であった。 

 
 
（2）都道府県の生活習慣病検診等管理指導協議会
（協議会）の精度管理状況について 

全 47 都道府県より回答を得た。その結果、がん
部会を開催した県は 32 県（胃がん、大腸がん）、
33 県（肺がん）だった。また、管轄下全市区町村
の CL 遵守状況を公表した県は 15 県（胃がん）、14
県（大腸がん）、16 県（肺がん）、全検診機関の CL
遵守状況を公表した県は 10 県（3がん共通）だっ



た。以上の調査結果について都道府県別に評価し、
研究班のホームページ※で公表した（別添資料 5） 
また、肺がん部会の活動状況について昨年度と比
較すると、がん部会の開催については 1 県、市区
町村CL遵守状況の公表については3県増加してい
た（胃がん部会、大腸がん部会の活動状況調査は
今年度が初回である）。 
※
http://canscreen.ncc.go.jp/management/index.
html 

 
 
3.精度管理向上体制に関する検討 
（1）市区町村の精度管理向上に対する支援 
「自治体担当者のための精度管理マニュアル」を
作成した（H26 年 6月に全自治体に送付予定） 

 
（2）生活習慣病検診等管理指導協議会（協議会）の
行うべき精度管理の検討及び都道府県の精度管理
向上に対する支援 
①全国がん検診指導者講習会のコンテンツ作成 
講習会には 40 県（約 74 名）の胃がん部会、大

腸がん部会、肺がん部会関係者の出席を得た。講
習会のコンテンツとして、検診精度管理の基本的
な解説に加え、応用編として実際の地域における
取り組み事例（福井、大阪、東京、金沢）を紹介
した。開催概要、及び資料は研究班ホームページ
にて公開した。 

 
②都道府県行政担当者への情報提供、及びがん検
診精度管理対策への支援 
各都道府県が精度管理対策の基礎資料として利

用できるよう、国立がん研究センター「自治体の
ためのがん検診精度管理支援のページ」において、
今年の市町村用 CL の結果やプロセス指標結果を
還元した。還元したデータは、H26 年 2 月現在で
34 県が利用した。 

 
③標準化受診率の算出 

H23年度の全国市区町村の推計対象者数と受診
率を算出した。今後国立がん研究センターがん対
策情報センターの情報提供サイト「がん情報サー
ビス※」に掲載される予定である。 
※
http://ganjoho.jp/professional/statistics/s
tatistics.html 

 
 
4.受診率向上に関する検討 
（1）自治体での Call-recall システム整備状況の
把握 
上記 2（1）の調査で有効回答のあった市区町

村のうち、網羅的な対象者名簿がある市区町村

は約 88％、対象者名簿を基に個別勧奨をしてい
る市区町村は約 50％、上記の 2項目に加え、未
受診者全員に再勧奨をしている市区町村は、
6.4%（胃がん）、6.6%（大腸がん）、7.2%（肺が
ん）、6.1%（乳がん）、6.1％（子宮頸がん）であ
った。 

 
 
 
Ｄ．考察 
最近までわが国のがん検診は自治体での精度管理

の手法を欠き、検診実施体制の実態も不明だった。
本研究班は、前身の研究班（H18～20 年度）におい
てがん検診の構造指標(がん検診 CL)を作成し、一連
の成果が厚労省「がん予防重点教育及び検診実施の
ための指針」に盛り込まれた。以来、初めてわが国
のがん検診体制の実態把握や精度管理改善の為の対
策が可能となった。本研究では上記の基礎的検討に
基づいて、より実効性の高い精度管理体制の構築に
ついて検討したものである。 
 
1.精度管理の評価指標・手法の開発 
・集団検診 CL の改訂 
集団検診 CL の体制指標としては、H20 年に集団検

診 CL（検診体制を測る構造指標）が厚労省より公表
されている。これにより、全国の検診精度管理体制
の把握や、自治体や検診機関による自己点検が可能
となり、その水準の向上も図れるようになった。そ
の後、H21 年～23 年の前研究班では CL の適切性評価
を行い、「CL の要求内容を 100％満たすことが可能
か」、「要求されている項目に曖昧さがないか」等を
検証した。今年度はこれらの過去の知見を踏まえて
CL 改訂案を作成し、現在厚労省で行われている「が
ん検診のあり方に関する検討会」に提出した。以上
の一連の作業により、今後、CL の評価指標としての
有用性がさらに向上することが期待できる。 
 
・個別検診 CL の開発 
個別検診についてはこれまで全く精度管理が行わ

れておらず、体制指標も作成されていなかった。実
際に、その精度管理水準は集団検診と比較して極め
て低く、例えば精検受診率は集団検診より約10～20%
も低い。しかも自治体検診における個別検診の割合
は年々増加しており、このままでは従来の比較的精
度管理の良好な集団検診が個別検診に置換され、全
体として検診の質が低下することが予想される。従
って個別検診 CL の作成は急務である。集団検診と個
別検診の最大の違いは、個別検診においては地域医
師会が検診とその後の診療へ関与する比重が大きい
ことである。しかし、昨年度の調査によると、多く
の自治体で医師会との連携体制が無く、精度管理に
医師会が関与していないことが明らかとなった。そ
こで今年度は先進自治体へのヒアリング調査や全国



調査を通じて、医師会と行政の連携体制の実態を調
査し、個別検診の精度管理水準が高い自治体では両
者が連携して「検診実施要項の作成」「要綱に沿った
検診機関の選定」「医療機関別の精度管理水準の分
析、改善指導」を実施していることが明らかになっ
た。今後これらの要件を盛り込んだ CL を作成し、妥
当性・有用性評価を行った後運用することで、全国
の個別検診の水準の向上が期待できる。 
 
・プロセス指標基準値の改訂 
プロセス指標値の基準値については、H20 年の基

準値設定当時の方針（都道府県毎のベンチマーキン
グ）を引き継ぐことで合意を得たが、具体的な数値
については今後がん種毎に十分検討する必要がある。
例えば、精検受診率は 5 年前より改善傾向を示して
いるが、その理由については、精検受診勧奨の取り
組みが改善し、精検受診状況が実際に向上した可能
性とともに、健康増進事業報告の集計時期が改訂さ
れたことで精検結果未把握が減少し(それ自体、精度
管理上望ましいことであるが)、実際の精検受診状況
は改善していない可能性も考えられる。また改善率
についてもがん種によって異なり、子宮頸がんは僅
かな改善にとどまるが、その他のがんは 5～10 ポイ
ント程度改善している。要精検率や発見率について
はさらに臓器特異的な要素が加わる為、今後各臓器
の専門家や関連学会の協力者と共に詳細に分析を行
う必要がある。また、H20 年以降 5 年間の間に、地
域保健・健康増進事業の集計様式の改訂、CLの普及、
クーポン事業の実施といった様々な施策が施行され、
それらがプロセス指標値に与える影響を検証するこ
とは大変重要である。 
 
2.全国の精度管理状況の把握 
・市区町村の実態把握 
健康増進事業に基づく集団検診の精度管理状況に

ついて、市区町村における CL 項目の達成率を調査初
年度（H21 年度）と比較すると、がん種によって異
なるもののH25年度では3～7ポイント改善している。
しかしながら本来 CL は全項目遵守すべきものであ
ることを考えると、現状の精度管理水準はまだ不十
分である。 
 
・都道府県の実態把握 
都道府県の精度管理状況については、がん部会を

開催している都道府県は 30 県以上あるものの、市町
村や検診機関の精度管理水準を公表している県は10
～16 県にとどまり、厚労省から求められた本来の活
動が行われていない実態が明らかになった。なお、
肺がん部会の活動状況調査は他がんに先駆けて開始
しており、H25 年度で 2 回目の調査を終了した。初
年度の調査時より部会開催や市町村 CL 公表を行っ
た県が若干増加しており、前年度に研究班が評価結
果を公表したことにより改善を促したことが予想さ

れる。今後各都道府県の評価結果を毎年継続して公
表することにより、さらに精度管理改善を促進する
ことが期待できる。 
 
3.精度管理向上体制に関する検討 
・市区町村の精度管理水準 
市町村の精度管理に対する支援として、精度管理

の基本となる市町村 CL 項目実施のための具体的な
改善策を纏めた（自治体担当者のためのがん検診精
度管理マニュアル）。理論のみならず、実際に水準の
高い自治体における有効な取り組みを反映し、かつ
自治体の規模別に具体策を提示したものである。マ
ニュアルでは精度管理の基礎知識や CL 項目の正し
い解釈についても解説しており、市町村担当者への
教育効果も期待できる。 
 
・都道府県の精度管理水準 
都道府県の標準的精度管理手法が開発され 
たことにより、協議会の活性化が初めて可能とな

った。全国研修会を通じてこの手法を普及させるこ
とで、全国の協議会が活性化し、検診の質の均てん
化につながる大きな効果が期待できる。実際、全国
研修会や研修会後の都道府県の活動度の評価はまだ
始まったばかりであるが、部会開催や、自治体の精
度管理を新たに開始した県が認められている。今後
継続的に都道府県の活動度の評価を行う予定である。 
さらに、都道府県担当者向けのホームページを開

設したことにより、新しい精精度管理ツールの提供
や常設の相談窓口を通じた支援体制が整備された。
今後はこのホームページを利用して、e-ランニング
講座の実施等を検討している。 
 
4.受診率向上体制に関する検討 
受診率向上のエビデンスのある call-recall が日

本ではわずか6～7％の市区町村でしか行われておら
ず、昨年度とほぼ横ばいであった。なお、約 88％の
市区町村が網羅的な対象者名簿があると回答したが、
これは過大評価の可能性が指摘されている。網羅的
な対象者とは本来「住民基本台帳に基づく全住民」
を指しているが、実際には自治体によって対象者の
定義が多様である（例えばクーポン事業の対象者の
み名簿化しているなど）。今後は本来作成すべき名簿
の周知をはじめ、実際に機能する call-recall シス
テム整備のための啓発が必要である。 
 
以上のように、本研究ではがん対策推進基本計画

の個別目標の具体的な推進のために重要な知見を提
示した。 
 

 
 
Ｅ．結論 
死亡率減少が実現できるがん検診精度管理体制の



構築のために、1.精度管理の評価指標・手法の開発 2.
全国の精度管理状況の把握 3.精度管理向上体制に
関する検討、4.受診率向上体制についてそれぞれの
検討課題を設定し検討を行った。これらの検討結果
を今後国の支援の下に全国都道府県・市区町村にお
いてがん検診精度管理に活用することにより、全国
のがん検診の質の向上と標準化に寄与し、最終目的
であるがん死亡率減少に資することが期待できる。 
 
 

 
Ｆ．健康危険情報 
なし  
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現 行  変 更 案  
子 宮 頸 が ん 検 診 の ため の チェ ッ ク リ ス ト 子 宮 頸 が ん 検 診 の た め の チェ ッ ク リ ス ト 
【 検 診 実 施 機 関 用 】  【 検 診 実 施 機 関 用 】  

解 説 ： 医 師 会 な どが 、 診 療 所 ・ 病 院 等 に 検 体 採 取 を委 託 して 管 理 する 場  
合 に は 、 その 医 師 会 全 体 を ひとつの 検 診 機 関 とみ な して よ い  

１ ． 受 診 者 へ の 説 明  １ ． 受 診 者 へ の 説 明  

解 説 ： ① こ の 項 目(1)-(5)は い ず れ も、 チラ シな どで 受 診 前 に 全 員 に 知 らせ 
て い れ ば ○、 全 員 で な け れ ば ×、 ポス ターや 問 診 票 な ど持 ち 帰 れ な い も  
の な ら× 
② 受 診 者 へ の 説 明 は 市 区 町 村 との 共 同 責 任 で あ り 、 市 区 町 村 が 担 う こ と  
も可 とする  

（ 1）                        要 精 密 検 査 とな っ た 場 合 に は 、 必 ず 精 密 検 査 を 受 け る 必 要 が あ
る 
こ とを事 前 に 明 確 に 知 らせ て い る か 

変 更 な し 

（ 2）         精密 検査の 方法 や内容 について 説明 して いるか 変 更 な し 
（ 3）               精 密検査 の結 果の市 町村へ の報 告な どの個人 情報 の取り 扱いに （ 3） 検 診 結 果 （ 精 検 結 果 を含 む ） の 検診 機 関 、 市 町 村 等 への 報 告 ・ 照 会 の 
つい て 、 受 診 者 に 対 し十 分 な 説 明 を行 って い る か  必 要 性 と、 個 人 情 報 の 取 り 扱 い 、 守 秘 義 務 な どに つい て 、 受 診 者 に 知 ら  

せ て い る か  

 （ 4） 検 診 の 有 効 性 ・ 限 界 に つい て 事 前 に 説明 して い る か 

 （ 5） 他 の 医 療 機 関 に 精 検 を紹 介 した場 合 に は 、 その 結 果 を紹 介 元 で 把 握 
して い る か 

２ ． 問 診 ・ 視 診 の 精 度 管 理  ２ ． 問 診 ・ 視 診 の 精 度 管 理  

（ 1）                     検 診 項 目 は 、 子 宮 頚 部 の 細 胞 診 の ほ か 、 問 診 、 視 診 、 及 び 内 診 と
し 

（ 1） 検 診 項 目 として は 、 子 宮 頸 部 の 、 医 師の 検 体 採 取 に よる 細 胞 診を行 っ 
て い る か て い る か 

（ 2）              問 診は、 妊娠 及び分 娩歴、 月経 の状況 、不正 性器 出血等 の症状
の 

（ 2）              問 診は、 妊娠 及び分 娩歴、 月経 の状況 、不正 性器 出血等 の症状 の 
有 無 、 過 去 の 検 診 受 診 状 況 等 を 聴 取 して い る か  有 無 、 喫 煙 の 有 無 、 過 去 の 検 診 受 診 状 況 等 を 聴 取 して い る か  
（ 3）                   問 診 の 上 、 症 状 （ 体 が ん の 症 状 を 含 む ） の あ る 者 に は 、 適 切 な 医 療
機 関 へ の 受 診 勧 奨 を行 って い る か  

変 更 な し 

（ 4）             問 診 記 録 は 少 な くとも 5 年 間 は 保 存 して い る か 変 更 な し 

（ 5）                  視 診 は 膣 鏡 を 挿 入 し、 子 宮 頚 部 の 状 況 を 観 察 して い る か 変 更 な し 
３ ． 細 胞 診 の 精 度 管 理  ３ ． 細 胞 診 の 精 度 管 理  

解 説 ： 細 胞 診 の 判 定 業 務 を検 査 施 設 に 委 託 して い る 場 合 は 、 その 検 査 施  
設 全 体 で の(4)～ （ 8） お よ び(11)～(13)の 状況 を確 認 して 回 答 する 

（ 1）                   細 胞 診 は 、 直 視 下 に （ 必 要 に 応 じて 双 合 診 を 併 用 し） 子 宮 頚 管 及
び 

（ 1） 細 胞 診 は 直 視 下 に 子 宮 頸 管 及 び 膣 部 表 面 の 全 面 擦 過 に よ り 細 胞 を  
膣 部 表 面 の 全 面 擦 過 に よ り 細 胞 を採 取 し、 迅 速 に 処 理 (固 定)した後 、 パ  採 取 し、 迅 速 に 処 理 （ 固 定 な ど） して い る か 
パ ニコ ロ ウ 染 色 を行 い 観 察 して い る か  

 （ 2） 各 検 診 機 関 、 医 療 機 関で 採 取 され た細 胞 診 検 体 が 適 切な 細 胞 診 標 本 
に 作 製 され て い る か どう か 確 認 して い る か 

（ 2）                   細 胞 診 の 業 務 を 委 託 す る 場 合 は 、 そ の 委 託 機 関 （ 施 設 名 ） を 明 記 し （ 3） 委 託 機 関 （ 施 設 名） を仕 様 書 に 明 記 して い る か 
て い る か  

解 説 ： 委 託 先 で 適 正 に 検 査 が 行 わ れ て い る か ど う か 、 精 度 管 理 状 況 等 を  
把 握 す る 。 具 体 的 に は （ 4） ～ （ 8） 、 （ 11） ～ （ 13） に つい て 確 認 で き れ ば ○） 

（ 3）                日本臨 床細 胞学会 の認定 を受 けた細 胞診専 門医 と細 胞 検査士 が （ 4） 公 益 社 団 法 人日 本 臨 床 細 胞 学 会 の 認 定 を 受 け た細 胞 診 専 門 医 と細  
連 携 して 検 査 を行 って い る か注 1） 胞 検 査 士 が連 携 して 検 査 を行 って い る か   注 1） 

（ 4）                    細 胞 診 陰 性 と判 断 され た 検 体 は 、 そ の 10％ 以 上 に つい て 、 再 ス ク （ 5）                    細 胞 診 陰 性 と判 断 され た 検 体 は 、 そ の 10％ 以 上 に つい て 、 再 ス ク リ
ー リーニン グを行っている か注 1） 。 または 再ス クリーニング 施行 率を報 告し ニン グ を行 って い る か 注 1） 。  ま たは 再 ス クリ ーニン グ 施 行 率 を報 告 して 

て い る か い る か  

解 説 ： 10％ 以 上 で あ れ ば ○、 10% 未 満 は ×、 ま た公 益 社 団 法 人 日 本 臨 床  
細 胞 学 会 の 認 定 施 設 に お い て は 、 再 ス クリ ーニン グ 率 を学 会 に 報 告 して  
いれば○ 

（ 5）                     細 胞 診 の 結 果 は 、 速 や か に 検 査 を 依 頼 した 者 に 通 知 し て い る か （ 6） 細 胞 診 の 結 果 は 、 速 やか に 検 査 を依 頼 したものに 通 知 して い る か 

解 説 ： 依 頼 した もの とは 、 市 町 村 、 細 胞 診委 託 元 検 診 機 関、 受 診 者 の い ず 
れも可 。 
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（ 6）        細 胞 診 結 果 の 分類 に は 、 日 本 母性 保 護 産 婦 人 科医 会 の 分 類 及 び 
Bethesda      system に よ る 分 類 の どち らを用 い たか を明 記 して い る か 注 
2） 。 日本 母 性 保 護 産 婦 人 科医 会 の 分 類 を用 い た場 合 は 、 検体 の 状 態 に お
いて「 判定可 能」 もしくは「 判定不 可能」 （ Bethesda     system によ る分類 
の 「 適正 ・ 不 適 正 」 に相 当 ） を明 記 して い る か 

（ 7） 細 胞 診 結 果 の 報 告 に は、 ベ セ ス ダシステ ム 注 2） を用 い て い る か 。 
 
 
 
 
 
(8) 細 胞 診結 果 に は 、 検 体 の状 態 に 応 じて 「 適 正 ・ 不 適正 」 （ ベ セ ス ダシ
ス テ ムに 基 づ く） を明 記 して い る か 。 

 
（ 7）        検体 が 適正で な く、判 定 できな い と判 断された場 合に は、 再 検査
を 行ってい るか 

（ 9）      検 体 が 適 正 で な く～ （ 以 下 略 ） 

（ 8）        検 体 が 適 正 で な い 場 合 は そ の 原 因 等 を 検 討 し対 策 を 構 じて い る か                       （ 10）        検 体 が 適 正 で な い 場 合 ～ （ 以 下 略 ） 
 

（ 9）   が ん 発 見 例 は 、 過 去 の 細 胞 所 見 の 見 直 しを 行 っ て い る か  （ 11）       が ん 発 見 例 は ～ （ 以 下 略 ） 

（ 10）  標 本 は 少 な くとも 3 年 間 は 保 存 して い る か  （ 12） 標 本 は ～ (以 下 略 ） 

（ 11）   検診 結 果は少 な くとも 5 年間は 保存 して い るか  (13） 検診結 果は ～（以 下略 ） 
４ ． シス テ ムと し て の 精 度 管 理  ４ ．    シス テ ム と し て の 精 度 管 理 

 
（ 1）              精 密検査 結果 及び治 療注 3） 結 果の 報 告を、 精密 検査 実 施機関
か ら受 けて いる か 

 
（ 1）                精 密検査 結果 及び治 療結果 の報 告を、 精密検 査実 施機関 から受
け て いる か。 

 
解 説 ： 精 密 検 査 結 果 とは 、 組 織 型 、 臨 床 進行 期 を指 す。 治 療 機 関 か らの 
報 告 も含 む 。 

 

（ 2） 受 診 者 へ の 通 知 ・ 説 明、 ま たは その ため の 市 町 村 へ の結 果 報 告 は 、 
検 診 受 診 後 4 週 間 以 内 に な され て い る か  

（ 2）     診断 の ため の 検 討 会 や 委 員 会     (第 三 者 の 子 宮 頸が ん 専 門 家 を交 え      （ 3） 診 断 の ため の 検 討 会や 委 員 会     (第 三 者 の 子 宮 頸 が ん専 門 家 を交 え

た 
た会)を設 置 して い る か 会)を設 置 して い る か  

 
解 説 ： 診 断 ・ 判 定 の 精 度 向 上 の ため の 症 例 検 討 会 が 定 期 的 に 開 催 され て  
い れ ば ○ 

 
（ 3） 都 道 府 県 が プロ セ ス 指標(受 診 率 、 要 精検 率 、 精 検 受 診率 、 が ん発 見
率 、 陽 性 反応 適 中 度)   に 基づ く検 討 が で きる よ う データを提 出 して い る  
か  
（ 4）                       実 施 主 体 へ の が ん 検 診 の 集 計 ・ 報 告 は 、 地 域 保 健 ・ 健 康 増 進 事
業 
報 告 に 必 要 な 項 目 で 集 計 して い る か  

（ 4） 都道 府県が ～（以 下略 ） 
 
（ 5） 市 町 村 へ のが ん検 診 の 集 計 ・ 報 告は 、 地 域 保 健 ・ 健 康 増 進 事 業 報 告 
に 必 要 な 項 目 で 集 計 して い る か  

 
 

注 1）  日 本 臨 床 細胞 学 会    細 胞 診 精 度 管 理 ガイ ド ラ イ ン 参 照  注 1）    公 益 社 団 法 人日 本 臨 床 細 胞 学 会       細 胞 診 精 度 管理 ガ イ ド ラ イ ン参 
照 

注 2）  日 本 母 性 保 護 産 婦 人 科 医 会 の 分 類 ： 日 本 母 性 保 護 産 婦 人 科 
医 会 編 集 、子 宮 が ん検 診 の 手 引 き参 照   Bethesda   Sｙstem に よ る 分
類 ：  The Bethesda System for Reporting Cervical Cytology second 
edition お よ びベ セ ス ダシステ ム 2001 アト ラ ス 参 照 

注 2） Bethesda Sｙstem に よ る 分 類 ： The Bethesda System for 
Reporting Cervical  Cytology  second edition お よ びベ セ ス ダシス テ ム 2001
アト ラ ス  参 照 

 

注 3）  組 織 や 病 期把 握 の ため の 治 療 な ど  （ 削除 ）    4（ 1） の解 説に含 まれ ている ため 
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仕 様 書 に 明 記 す べ き必 要 最 低 限 の 精 度 管 理 項 目 【 子 宮 頸 が ん 検 診 】  

現 行  変 更 案  

1.  検 査 の 精 度 管 理  1.  検 査 の 精 度 管 理  

検 診 項 目  検 診 項 目  
□       検 診 項 目 は 、 子 宮 頸部 の 細 胞 診 の ほか 、 問 診 、 視 診、 及 び内 診 とす 
る 。 □ 検 診 項 目 は 、 子 宮 頸 部 の 医 師 の 検 体 採 取 に よ る 細 胞 診 とする 。  

問 診  問 診  
□   問 診 は 、 妊 娠 及 び 分 娩 歴 、 月 経 の 状 況 、 不 正 性 器 出 血 等 の 症 状 の 有
無 、 過 去 の 検 診 受 診 状 況 等 を 聴 取 する 。  

□   問 診 は 、 妊 娠 及 び 分 娩 歴 、 月 経 の 状 況 、 不 正 性 器 出 血 等 の 症 状 の 有 
無 、 喫 煙 の 有 無 、 過 去 の 検 診 受 診 状 況 等 を聴 取 する 。  

視 診  視 診  

□     視 診 は 膣 鏡 を挿 入 し、 子 宮 頸 部 の 状 況 を観 察 する 。 変 更 な し 

細 胞 診  細 胞 診  
 
□ 細胞 診 は 、 直 視 下 に （ 必 要 に 応 じて 双 合 診 を 併 用 し） 子 宮 頸 管 及 び 膣
部 表 面 の 全 面 擦 過 に よ り 細 胞 を 採 取 し 、 迅 速 に 処 理  (固 定 )し た 後 、  
パ パ ニ コ ロ ウ 染 色 を行 い 観 察 す る 。  

 
□   細 胞 診 は 、 直 視 下 に 子 宮 頸 管 及 び 膣 部 表 面 の 全 面 擦 過 に よ り 細 胞 を 
採 取 し、 迅 速 に 処 理 （ 固 定 な ど） する 。  

 
□      細 胞診 の 業 務 を委 託 する 場 合 は 、 その 委 託 機 関 （ 施 設 名 ） を明 記 す  
る 。 

 
□               細胞診 の業務 を委 託する 場合は 、仕 様書に その委 託機 関（ 施 設名） を 
明記する（ 委託先 で適正 に検 査が行 われて いる かどう か把握 する ）             。 

 
□採 取 され た細 胞 診 検 体 が 適切 な 細 胞 診 標 本に 作 製 され て い る か どう か  確 認
する 。 

□     日 本 臨 床 細 胞 学 会 の 認 定 を 受 け た細 胞 診 専 門 医 と細 胞 検 査 士 が 連 
携 して 検 査 を行 う 注 1）。  

□  公 益 社 団 法 人日 本 臨 床 細 胞 学 会    の 認 定 を受 け た細 胞 診 専 門 医 と細 
胞 検 査 士 が 連 携 して 検 査 を 行 う 注 1）。  

 
□      細 胞 診 陰 性 と判 断 され た検 体 は 、 その 10％ 以 上 に つい て 、 再 ス ク  
リ ーニン グ を行 う 注 1）。 ま たは 再 ス クリ ーニン グ 施 行 率 を報 告 する 。 

 
□ 細 胞 診 陰性 と判 断 され た検 体 は 、 その 10％ 以 上 に つい て 再 ス クリ ーニ ン
グ を 行 う 注 1 ） 。 ま た 公 益 社 団 法 人 日 本 臨 床 細 胞 学 会 の 認 定 施 設 に お い  
て は 、 再 ス クリ ーニン グ 施 行 率 を学 会 に 報 告 す る 。  

 

□ 細 胞 診 の 結 果 は 、 速 や か に 検 査 を依 頼 した者 に 通 知 する 。  
 
□       細 胞 診 の 結 果 は 、 速や か に 検 査 を依 頼 したもの （ 市 町 村 、 細 胞 診 委託 
元 検 診 機 関、 受 診 者 な ど） に 通 知 する  。 

 
□     細 胞 診 結 果 の 分 類 に は 、 日 本 母 性 保 護 産 婦 人 科 医 会 の 分 類 及 び 
Bethesda    system に よ る 分 類 の どち らを用 い たか を明 記 する 注 2） 。 日
本 母 性 保 護 産 婦 人 科 医 会 の 分 類 を用 い た場 合 は 、 検 体 の 状 態 に お い
て  
「 判定 可能」 もしくは「 判定 不可 能 」 

（ Bethesda      system に よる 分類 の「適 正・ 不 適正 」に相 当） を明記 する。 

 
 
（ 削 除 ） 

□細 胞 診 結果 に は 、 ベセ ス ダシ ス テ ム 注 2）を用 い る 。 
 

 
□細 胞 診 結果 に は 、 検 体 の状 態 に 応 じて 「 適 正 ・ 不 適正 」 （ ベ セ ス ダシス テ 
ムに 基 づ く） を明 記 する 。 

□    検 体 が 適 正 で な い と判 断 され る 場 合 には 、 再 検 査 を行 う 。 変 更 な し 

□     が ん発 見 例 は 、 過 去 の細 胞 所 見 の 見 直 しを行 う 。 変 更 な し 

記 録 ・ 標 本 の 保 存  記 録 ・ 標 本 の 保 存  

□  標 本 は 少な くとも 3 年 間 は 保 存 する 。 変 更 な し 

□   問 診 記 録・ 検 診 結 果 は 少な くとも 5 年 間 は 保 存 する 。 変 更 な し 

受 診 者 へ の 説 明  受 診 者 へ の 説 明  
（ 説明 は受診 前に 行う。 また、チラ シな ど全 員が持 ち 帰れる 方法 で行う 。） 
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□     問 診の 上 、 症 状 （ 体 が んの 症 状 を含 む） の あ る 者 に は、 適 切 な 医 療 
□検 診 の 有 効 性 ・ 限 界 に つい て 事 前 に 説 明 す る 。   

機 関 へ の 受診 勧 奨 を行 う 。  変 更 な し 
 □       要 精 密 検 査 とな った場 合 に は 、 必 ず精 密 検 査 を受 け る 必 要 が あ る こ  とを事 前

に 明 確 に 知 らせ る 。  変 更 な し 

□ 精 密 検 査 の 方 法 や 内 容 に つい て 説 明 する 。  変 更 な し  
 

□他 の 医 療機 関 に 精 検 を紹 介 した場 合 に は 、 その 結 果 を紹 介 元 で 把 握 する
こ とを説 明 する 。 

 
 

□    精 密 検 査 の 結 果 の 市 町 村 へ の 報 告 な どの 個 人 情 報 の 取 り 扱 い に つ  
い て 、 受 診 者 に 対 し十 分 な 説 明 を行 う 。  

□検 診 結 果 （ 精 検 結 果 を 含 む ） の 検 診 機 関 、 市 町 村 等 へ の 報 告 ・ 照 会 の 必
要 性 と、 個 人 情 報 の 取 り 扱い 、 守 秘 義 務 な どに つい て 、 受 診 者 に 説 明 する 。 

 

2.  シ ス テ ム と し て の 精 度 管 理  2. シ ス テ ム と し て の 精 度 管 理  

□  精 密 検 査 結 果 及 び 治 療 注 3）結 果 の 報 告 を 、 精 密 検 査 実 施 機 関 か ら 受   □  精 密 検 査 結 果 及 び治 療 注 3）結 果 の 報 告 を、 精 密 検 査 実 施 機 関 か ら受  
け る 。 け る 。 

□  受 診 者 へ の 通 知 ・ 説 明 、 ま たは その ため の 市 町 村 へ の 結 果 報 告 は 、  
検診受 診後 4 週 間以内に行 う         。 

 
□   診 断 の ため の 検 討 会 や 委 員 会   (第 三 者 の 子 宮 頸 が ん専 門 家 を交 え  

た会)を設 置 す る 。  □ 診 断 ・ 判 定 の 精 度 向 上の ため の 症 例 検 討 会 を 定 期 的 に 開 催 す る 。  
 

3.  事 業 評 価 に 関 す る 検 討 3. 事 業 評 価 に 関 す る 検 討  

□ チェ ックリ ス ト に 基 づ く検 討 を実 施 する 。  変 更 な し 
 □ 都 道 府 県 が プ ロ セ ス 指 標(受 診 率 、 要 精 検 率 、 精 検 受 診 率 、 が ん発 見 率 、 陽 性

反 応 適 中 度) に 基 づ く検 討 が で きる よ う デー タを提 出 する  変 更 な し 
4.   が ん 検 診 の 集 計 ・ 報 告  4.  が ん 検 診 の 集 計 ・ 報 告  

 
□   実 施 主 体 へ の が ん 検 診 の 集 計 ・ 報 告 は 、 地 域 保 健 ・ 健 康 増 進 事 業 
報 告 に 必 要 な 項 目 で 集 計 する 。  

□   市 町 村 へ の が ん検 診 の 集 計 ・ 報 告 は 、 地 域 保 健 ・ 健 康 増 進 事 業 報 告 
に 必 要 な 項 目 で 集 計 す る 。  

 

注 1) 日本臨床 細胞学会  細胞診精度管理ガイドライン参照 注 1)  公 益 社 団 法 人日 本 臨 床 細 胞 学 会     細 胞 診 精 度 管 理 ガイ ド ラ イ ン 参  
照 

 

注 2)     日 本 母 性 保 護 産 婦 人 科 医 会 の 分 類 ： 日 本 母 性 保 護 産 婦 人 科 医
会 編 集 、 子 宮 が ん検 診 の 手 引 き参 照  

Bethesda Sｙstem に よ る 分 類 ： The Bethesda System for 
Reporting Cervical Cytology second edition 参 照  

 
注 2)Bethesda  Sｙstem に よ る 分 類 ： The  Bethesda  System  for  
Reporting Cervical Cytology second edition 、 お よ びベ セ ス ダシス テ ム
2001 アト ラ ス 参 照 

 
 

注 3) 組 織 や 病 期 把 握 の ため の 治 療 な ど  注 3) 精 密 検 査 結 果 とは 、 組 織 型 、 臨 床 進 行 期 を指 す 。 治 療 機 関 か ら の
報 告 も含 む 。  
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現 行  変 更 案  
乳 が ん 検 診 の た め の チ ェ ッ ク リ ス ト 【 検 診 機 関 用 】  乳 が ん 検 診 の た め の チ ェ ッ ク リ ス ト 【 検 診 機 関 用 】  

１ ． 受 診 者 へ の 説 明  １ .      受 診 者 へ の 説 明  

解説： 
① こ の 項 目(1)-(5)は い ず れ も、 チラ シな どで 受 診 前 に 全 員 に 知 らせ て い  
れ ば ○、 全員 で な け れ ば×、 ポス ターや 問 診 票 な ど持 ち 帰 れ な い もの な ら 
× 
② 受 診 者 へ の 説 明 は 市 区 町 村 との 共 同 責 任 で あ り 、 市 区 町 村 が 担 う こ と  
も可 とする。 

 （ 1）                検 診 の 有 効 性 ・ 限 界 に つい て 事 前 に 説 明 して い る か 。 

（ 1）                      要 精 密 検 査 とな っ た 場 合 に は 、 必 ず 精 密 検 査 を 受 け る 必 要 が あ る
こ 

（ 2） 要 精 密 検 査 とな った場 合 に は 、 必 ず 精密 検 査 を受 け る 必 要 が あ る こ と 
とを事 前 に 明 確 に 知 らせ て い る か  を事 前 に 明 確 に 知 らせ て い る か 。  

解 説 ： 例 ） マ ン モグ ラ フィ に よ る 乳 が ん検 診 の 手 引 き第 5 版 105 頁 参照 

（ 2）         精密 検査の 方法 や内容 について 説明 して いるか （ 3） 精 密 検 査 の 方 法 や 内 容に つい て 説 明 して い る か 
解 説 ： 例 ） マ ン モグ ラ フィ に よ る 乳 が ん検 診 の 手 引 き第 5 版 105 頁 参照 

 (4)他 の 医 療 機 関 に 精 検 を紹 介 した場 合 に は 、 その 結 果 を 紹 介 元 で 把 握  
する こ とを説 明 して い る か 

（ 3）               精 密検査 の結 果の市 町村へ の報 告な どの個人 情報 の取り 扱いに (5)検 診 結 果 （ 精 検 結 果 を含 む ） の 検 診 機 関 、 市 町 村 等 へ の 報 告 ・ 照 会 の  
つい て 、 受 診 者 に 対 し十 分 な 説 明 を行 って い る か  必 要 性 と、 個 人 情 報 の 取 り 扱 い 、 守 秘 義 務 な どに つい て 、 受 診 者 に 知 ら  

せ て い る か。 

２ ． 問 診 お よ び 撮 影 の 精 度 管 理  ２ ． 問 診 お よ び 撮 影 の 精 度 管 理  

（ 1）            検 診 項 目 は 、 問 診 、 視 ・ 触 診 、 マ ン モ グ ラ フ ィ 検 査 として い る か （ 1） 検診 項目 は 、問診 、マ ンモグ ラフィ検 査な らびに視触 診として い るか。 
解 説 ： 但 し視 触 診 は 必 須 としな い 。 

（ 2）             問 診 記 録 は 少 な くとも 5 年 間 は 保 存 して い る か （ 削 除： 読 影 の 精 度 管 理 へ移 動 ） 

（ 3）               乳 房エックス線 撮影 装置が 日本 医学放 射線学 会の 定める 仕様基
準 
注 1)を満 たして い る か 

（ 2）        乳 房 エ ック ス 線 撮 影 装 置 ～ （ 以 下 略 ） 

 （ 3） 40 歳 以 上 50 歳 未満 の 受 診 者 に 対 して は 、 内 外 斜 位 方向 ・ 頭 尾 方 向 の 
2 方 向 を撮 影 して い る か  

（ 4）                      乳 房 エ ック ス 線 撮 影 に お け る 線 量 お よ び 写 真 の 画 質 に つい て 、 第
三 

（ 4）                      乳 房 エ ック ス 線 撮 影 に お け る 線 量 お よ び 写 真 の 画 質 に つい て 、 第 三 
者 に よ る 外部 評 価 をう け て い る か 者 に よ る 外部 評 価 をう け て い る か 。 

解 説 ： マ ン モグ ラ フィ 検 診 精 度 管 理 中 央 委員 会 の 行 う 施 設画 像 評 価 にて A 
ま たは B を収 得 して い れ ば 〇 。  評 価 C ま たは D、 施 設 画 像 評 価 を受 け
て い  な け れ ば × 

（ 5）                   撮 影 技 師 は マ ン モ グ ラ フ ィ の 撮 影 に 関 す る 適 切 な 研 修 注 2） を 修 了
し 

（ 5）                     撮 影 技 師 は マ ン モ グ ラ ム の 撮 影 に 関 す る 適 切 な 研 修 注 2） を 修 了 し
て て い る か い る か  
解 説 ： 注 2） の 講 習 会 を受 講 し、 A ま たは B の 評 価 を得 て い れ ば 〇 。C ま た 
は D 評 価 、 講 習 会 未 受 講 で あ れ ば × 

３ ． 読 影 の 精 度 管 理  ３ ． 読 影 の 精 度 管 理  

（ 1）                  マ ン モ グ ラ フ ィ 読 影 講 習 会 注 2） を 修 了 し、 そ の 評 価 試 験 の 結 果 が
A 

（ 1） 読 影 は 二 重 読 影 を行 い 、 読 影 に 従 事 する 医 師 の う ち 少な くとも一 人 は 
ま たは B で あ る 者 が 、 読 影 に 従 事 して い る か  マ ン モグ ラ ムの 読 影 に 関 する 適 切 な 研 修 注 2)を修 了 し、 A ま たは B の

評  価 を得 て い る か 。 
解 説 ： 注 2） の 講 習 会 を受 講 し、 A ま たは B の 評 価 を得 て い れ ば 〇 。C ま た 
は D 評 価 、 講 習 会 未 受 講 で あ れ ば × 

（ 2）             読 影 は ダ ブ ル チ ェ ック を 行 っ て い る か （ う ち 1 人 は マ ン モ グ ラ フ ィ の
読 

（ 削 除 ） 
影 に 関 する 適 切 な 研 修 注 2)を修 了 しその 評 価 試 験 の 結 果 が Ａ ま たは Ｂ  
で あ る ） 
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 （ 2） 二 重 読 影 の 所 見 に 応 じて 、 過 去 に 撮 影 した乳 房 X 線 写 真 と比 較 読 影 し 

て い る か 

（ 3）               マ ン モ グ ラ フ ィ 写 真 は 少 な くとも 3 年 間 は 保 存 して い る か 変 更 な し 

（ 4）             検 診 結 果 は 少 な くとも 5 年 間 は 保 存 して い る か （ 4）                問 診 記 録 ・ 検 診 結 果 は 少 な くとも 5 年 間 は 保 存 して い る か 

４ ． シ ス テ ム と し て の 精 度 管 理   
（ 1）              精 密検査 結果 及び治 療注 3） 結 果の 報 告を、 精密 検査 実 施機関 か （ 1） 精 密 検 査 結 果 及 び組 織 型・ 病 期 の報 告 を、 精 密 検 査 実施 機 関 か ら受 
ら受 け て い る か け て い る か  

解 説 ： 組 織 型 （ 特 に 非 浸 潤癌 か 否 か ） 、 病期 を 含 む 報 告 を受 け て い れ ば 
〇 。 単 な る 癌 か 否 か の 報 告 で は × 

 （ 2） 受 診 者 へ の 通 知 ・ 説 明、 ま たは その ため の 市 町 村 へ の結 果 報 告 は 、 
検 診 受 診 後 4 週 間 以 内 に な され て い る か  

（ 2）         診断 のため の検 討会 や 委員会          (第三 者の乳 がん専門 家 を交え た （ 3）         診断 のため の検 討会 や 委員会          (第 三 者の乳 がん専門 家 を交え た
会) 会)を設 置 して い る か  を設 置 して い る か 
解 説 ： 施 設 内 で の 症 例 検 討 会 、 精 度 管 理 委 員 会 な どを意 味 する 。 施 設 内  
で の 設 置 が 困 難 な 施 設 で は 、 市 町 村 等 が 行 う 検 診 発 見 癌 の 検 討 会 へ の  
参 加 な どで もよ い 

 （ 4） チェ ックリ ストに 基づ く検 討 を実施 してい るか 。 

（ 3）                       都 道 府 県 が プ ロ セ ス 指 標 (受 診 率 、 要 精 検 率 、 精 検 受 診 率 、 が ん
発 

（ 5） 都道 府県が ～（以 下略 ） 
見 率 、 陽 性反 応 適 中 度)   に基 づ く検 討 が で きる よ う データを提 出 して い る 
か 

（ 4）                       実 施 主 体 へ の が ん 検 診 の 集 計 ・ 報 告 は 、 地 域 保 健 ・ 健 康 増 進 事 業 （ 6）                        市 町 村 へ の が ん 検 診 の 集 計 ・ 報 告 は 、 地 域 保 健 ・ 健 康 増 進 事 業 報
告 報 告 に 必 要 な 項 目 で 集 計 して い る か  に 必 要 な 項 目 で 集 計 して い る か  

  
注 1） 乳 が ん検 診 に 用 い る エックス 線 装 置 の 仕 様 基 準 ： マン モ グ ラ フィ に 注 1）           乳 がん検 診に 用い る エックス線装 置の 仕様基 準： マン モグラ フィ に 
よ る 乳 が ん検 診 の 手 引 き-精 度 管 理 マ ニュ アル 第 3 版 参 照  よ る 乳 が ん検 診 の 手 引 き第 5 版 、 マ ン モグ ラ フィ ガイ ド ラ イ ン 第 3 版 参 照 

注 2） マ ン モグ ラ フィ 撮 影 、 読 影 及 び精 度 管 理 に 関 する 基 本 講 習 プロ グ ラ 変 更 な し 
ムに 準 じた講 習 会  
基 本 講 習 プロ グ ラ ムに 準 じた講 習 会 とは 、 検 診 関 連 ６ 学 会(日 本 乳 癌 検  
診 学 会 、 日 本 乳 癌 学 会 、 日 本 医 学 放 射 線 学 会 、 日 本 産 科 婦 人 科 学 会 、  
日 本 放 射 線 技 術 学 会 、 日 本 医 学 物 理 学 会)か ら構 成 され る マ ン モグ ラ  
フィ 検 診 精 度 管 理 中 央 委 員 会 の 教 育 ・ 研 修 委 員 会 の 行 う 講 習 会 等 をい  
う 。 な お 、こ れ ま で 実 施 され た「 マ ン モグラ フィ 検 診 の 実施 と精 度 向 上 に 
関 する 調 査 研 究 」 班 、「 マ ン モグ ラ フィ に よ る 乳 が ん検 診 の 推 進 と精 度 向 
上 に 関 する 調 査 研 究 」 班 お よ び 日 本 放 射 線 技 術 学 会 乳 房 撮 影 ガ イ ド ラ  
イ ン ・ 精 度 管 理 普 及 班 に よ る 講 習 会 等 を含 む  
注 3） 組 織 や 病 期 把 握 の ため の 治 療 な ど  （ 削除： 解説 に含 まれて いる ため ） 
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仕 様 書 に 明 記 す べ き必 要 最 低 限 の 精 度 管 理 項 目 【 乳 が ん検 診 】  
現 行  変 更 案  

1.検 査 の 精 度 管 理  1.検 査 の 精 度 管 理  

受 診 者 へ の 説 明  
（ 説明 は受診 前に 行う。 また、チラ シな ど全 員が持 ち 帰れる 方法 で行う 。） 

□検 診 の 有 効 性 ・ 限 界 に つい て 事 前 に 説 明 す る 。  
□ 要 精 密 検 査 とな った 場 合 に は 、 必 ず 精 密 検 査 を 受 け る 必 要 が あ る こ と  を
事 前 に 明 確に 知 らせ る 。(例： マ ン モグ ラ フィ に よ る 乳 が ん検 診 の 手 引 き 第
5 版 105 頁 参 照 ) 

 
□     精 密 検 査 の 方 法 や 内 容に つい て 説 明 する(例 ： マ ン モグラ フィ に よ る 乳 
が ん検 診 の 手 引 き第 5 版 105 頁 参 照 )。  

 
□他 の 医 療機 関 に 精 検 を紹 介 した場 合 に は 、 その 結 果 を紹 介 元 で 把 握 する
こ とを説 明 する 。 

 
□検 診 結 果 （ 精 検 結 果 を 含 む ） の 検 診 機 関 、 市 町 村 等 へ の 報 告 ・ 照 会 の 必
要 性 と 、 個 人 情 報 の 取 り 扱 い 、 守 秘 義 務 な ど に つ い て 、 受 診 者 に 説 明  す
る 。 

検 診 項 目  検 診 項 目  

□     検診 項目 は、 問診、 マン モグ ラ フィ 検査 、視・ 触 診とする 。 □        検 診項 目は 、問診 、マ ンモグ ラフィ検 査な らびに視触 診注 1） とする。 

撮 影 （ 撮 影 機 器 、 撮 影 技 師 ）  撮 影 （ 撮 影 機 器 、 撮 影 技 師 ）  
□   乳 房 エ ックス 線 撮 影 装 置 が 日 本 医 学 放 射 線 学 会 の 定 め る 仕 様 基 準 
注 1） を満 たす 。  

□   乳 房 エ ックス 線 撮 影 装 置 が 日 本 医 学 放 射 線 学 会 の 定 め る 仕 様 基 準 注 
2） を満 たす 。  

□   40 歳 以 上 50 歳 未 満 の 受 診 者 に 対 して は 、 内 外 斜 位 方 向 ・ 頭 尾 方 向
の 2 方 向 を 撮 影 する 。  

 
□       乳 房 エックス 線 撮 影 に お け る 線 量 およ び 写 真 の 画 質に つい て 、 第 三 
者 に よ る 外 部 評 価 を受 け る 。  

 
□ 乳 房 エ ックス 線 撮 影 に お け る 線 量 お よ び 写 真 の 画 質 に つ い て 、 第 三 者  
に よ る 外 部 評 価 を 受 け る 。 （ マ ン モ グ ラ フ ィ 検 診 精 度 管 理 中 央 委 員 会 の 行 
う 施 設 画 像 評 価 に て A ま たは B を取 得 する ）  

 
□       撮 影 技 師 は マ ン モグ ラ フィ の 撮 影 に関 す る 適 切 な 研修 注 2)を修 了 す  
る 。 

 
□       撮 影 技 師 は マ ン モグ ラ ムの 撮 影 に 関 する 適 切 な 研 修注 3)を修 了 し、 A 
ま たは B の 評 価 を得 る 。  

読 影  読 影  
 
□  マ ン モグラ フィ 読 影 講 習会 注 ２） を修 了 し、 その 評 価 試 験 の 結 果が A ま  
たは B で あ る 者 が 、 読 影 に 従 事 する 。  
 

 
□        読影 はダブルチェ ックを行う 。(う ち一 人はマ ンモグ ラ フィ の読 影に関 
する 適 切 な 研 修 注 2)を修 了 しその 評 価 試 験の 結 果 が A ま たは B で あ る ） 

 
 
□      読 影 は 二 重 読 影 を行 い 、 読 影 に 従 事 する 医 師 の う ち 少な くとも一 人 は 
マ ン モグ ラ ムの 読 影 に 関 する 適 切 な 研 修注 3)を修 了 し、 A ま た は B の 評 価 

 
を得る 。 
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□二 重 読 影の 所 見 に 応 じて 、 過 去 に 撮 影 した乳 房 X 線 写 真 との 比 較 読 影 を
行 う 。 

記 録 の 保 存  記 録 の 保 存  

□ マン モグ ラ フィ 写 真 は 少な くとも 3 年 間 は 保 存 する 。 変 更 な し 

□   問 診 記 録・ 検 診 結 果 は 少な くとも 5 年 間 は 保 存 する 。 変 更 な し 

受 診 者 へ の 説 明  
□       要 精 密 検 査 とな った場 合 に は 、 必 ず精 密 検 査 を受 け る 必 要 が あ る こ  
とを事 前 に 明 確 に 知 らせ る 。  
□  精 密 検 査 の 方 法 や 内 容 に つい て 説 明 する 。  

（ 受 診 者 へ の 説 明 は 冒 頭 へ 移 動 ）  
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□    精 密 検 査 の 結 果 の 市 町 村 へ の 報 告 な どの 個 人 情 報 の 取 り 扱 い に つ  
い て 、 受 診者 に 対 し十 分 な 説 明 を行 う 。 

 

2. シ ス テ ム と し て の 精 度 管 理  2. シ ス テ ム と し て の 精 度 管 理  
□  精 密 検 査 結 果 及 び 治 療 注 3） 結 果 の 報 告 を 、 精 密 検 査 実 施 機 関 か ら  □  精 密 検 査 結 果 及 び 組 織 型 ・ 病 期 の 報 告(特 に 浸 潤 が んか 否 か)を、 精  
受ける 。 密 検 査 実 施 機 関 か ら受 け る 。  

 □  受 診 者 へ の 通 知 ・ 説 明 、 ま たは その ため の 市 町 村 へ の 結 果 報 告 は 、  
 検 診 受 診 後 4 週 間 以 内 に 行 う 。  

□   診 断 の た め の 検 討 会 や 委 員 会   (第 三 者 の 乳 が ん 専 門 家 を 交 え た会) □   診 断 の ため の 検 討 会 や 委 員 会   (第 三 者 の 乳 が ん 専 門 家 を 交 え た会)を  
を設 置 する 。 設 置 する 。（ 施 設 内 で の 症例 検 討 会 、 精 度管 理 委 員 会 な どを意 味 する 。 施 

設 内 で の 設 置 が 困 難 な 施 設 で は 、 市 町 村 等 が 行 う 検 診 発 見 癌 の 検 討 会  
へ の 参 加 な どで もよ い ） 

3. 事 業 評 価 に 関 す る 検 討  3. 事 業 評 価 に 関 す る 検 討  

□  チェ ックリス トに基 づ く検討 を実施する。 変 更 な し 

□ 都 道 府 県 が プ ロ セ ス 指 標(受 診 率 、 要 精 検 率 、 精 検 受 診 率 、 が ん発  変 更 な し 
見 率 、 陽 性反 応 適 中 度)   に基 づ く検 討 が で きる よ う データを提 出 する 。 

4.  が ん 検 診 の 集 計 ・ 報 告  4.  が ん 検 診 の 集 計 ・ 報 告  

□   実 施 主 体 へ の が ん 検 診 の 集 計 ・ 報 告 は 、 地 域 保 健 ・ 健 康 増 進 事 業  □   市 町 村 へ の が ん検 診 の 集 計 ・ 報 告 は 、 地 域 保 健 ・ 健 康 増 進 事 業 報 告  
報 告 に 必 要 な 項 目 で 集 計 する 。  に 必 要 な 項 目 で 集 計 す る 。  

 
 

注 1）           乳が ん検診 に用 いる エックス線 装置 の仕 様基準 ：マ ンモグ ラフィ 

注 1） 但 し視 触 診 は 必 須 としな い 。 

注 2)     乳 が ん検 診 に 用 いる エ ックス 線 装 置 の 仕 様 基 準 ：マ ン モグ ラ フィ に 
に よ る 乳 が ん 検 診 の 手 引 き―精 度 管 理 マ ニュ アル 第 3 版 参 照  よ る 乳 が ん検 診 の 手 引 き―精 度 管 理 マ ニュ アル 第 5 版参 照  

注 2)       マ ン モグ ラ フィ 撮 影 、 読 影 及 び精 度 管 理 に 関 する 基 本 講 習 プロ グ 注 3） マ ン モグ ラ フィ 撮 影 、 読 影 及 び精 度 管 理 に 関 する 基 本 講 習 プロ グ ラ 
ラ ムに 準 じた講 習 会  ムに 準 じた講 習 会  

基 本 講 習 プロ グ ラ ムに 準 じた講 習 会 とは 、 検 診 関 連 6 学 会 （ 日 本 乳 癌 基 本 講 習 プロ グ ラ ムに 準 じた講 習 会 とは 、 検 診 関 連 6 学 会 （ 日 本 乳 癌 検 診 
診 学 会 、 日 本 乳 癌 学 会 、 日 本 医 学 放 射 線 学 会 、 日 本 産 科 婦 人 科 学 会 、  学 会 、 日 本 乳 癌 学 会 、 日 本 医 学 放 射 線 学 会 、 日 本 産 科 婦 人 科 学 会 、 日 本  
日 本 放 射 線 技 術 学 会 、 日 本 医 学 物 理 学 会 ） か ら構 成 され る マ ン モグ ラ  放 射 線 技 術学 会 、 日 本 医 学物 理 学 会 ） か ら構 成 され る マ ン モグ ラ フィ 検 診 
フィ 検 診 精 度 管 理 中 央 委 員 会 の 教 育 ・ 研 修 委 員 会 の 行 う 講 習 会 等 をい  精 度 管 理 中央 委 員 会 の 教 育・ 研 修 委 員 会 の行 う 講 習 会 等 をい う 。 な お 、 こ 
う 。 な お 、こ れ ま で 実 施 され た「 マ ン モグラ フィ 検 診 の 実施 と精 度 向 上 に れ ま で 実 施 され た「 マ ン モグ ラ フィ 検 診 の 実 施 と精 度 向 上 に 関 する 調 査 研 
関 する 調 査 研 究 」 班 、「 マ ン モグ ラ フィ に よ る 乳 が ん検 診 の 推 進 と精 度 向 究 」 班、 「 マ ン モグ ラ フィ に よ る 乳 が ん検 診 の 推 進 と精 度 向 上 に 関 する 調 
上 に 関 する 調 査 研 究 」 班 お よ び 日 本 放 射 線 技 術 学 会 乳 房 撮 影 ガ イ ド ラ  査 研 究」 班 お よ び日 本 放 射 線 技 術 学 会 乳 房撮 影 ガイ ド ラ イ ン・ 精 度 管 理 
イ ン ・ 精 度 管 理 普 及 班 に よ る 講 習 会 等 を含 む  普 及 班 に よ る 講 習 会 等 を含 む  

注 3） 組 織 や 病 期 把 握 の た め の 治 療 な ど  （ 削 除 ） 
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現 行  変 更 案  
大 腸 が ん 検 診 の ため の チ ェ ッ ク リ ス ト 
【 検 診 実 施 機 関 用 】  

大 腸 が ん 検 診 の た め の チェ ッ ク リ ス ト 
【 検 診 実 施 機 関 用 】  

１ ． 受 診 者 へ の 説 明  １ ． 受 診 者 へ の 説 明  

解説： 
① こ の 項 目(1)-(4)は い ず れ も、 チラ シな どで 受 診 前 に 全 員 に 知 らせ て い  
れ ば ○、 全員 で な け れ ば×、 ポス ターや 問 診 票 な ど持 ち 帰 れ な い もの な ら 
× 
② 受 診 者 へ の 説 明 は 市 区 町 村 との 共 同 責 任 で あ り 、 市 区 町 村 が 担 う こ と  
も可 とする  

（ 1）                     便 潜 血 陽 性 で 要 精 密 検 査 とな っ た 場 合 に は 、 原 則 として 内 視 鏡 検 （ 1）                       便 潜 血 陽 性 で 要 精 密 検 査 とな っ た 場 合 に は 、 原 則 として 内 視 鏡 検
査 査 に よ り 必ず 精 検 を受 け る 必 要 が あ る こ とを事 前 に 明 確 に知 ら せ て い る 等 に よ り 必 ず 精 検 を受 け る 必 要 が あ る こ とを事 前 に 明 確 に 知 らせ て い る  

か か 
（ 2）               精 密検査 の方 法(大 腸内視 鏡検 査ま たは注腸 エックス線 検査)の方 
法 や 内 容 に つい て 説 明 して い る か  

変 更 な し 

（ 3）                精密検 査の 結果の 市町村 への 報告等 の個人 情報 の取り 扱いに つ （ 3） 検 診 結 果 （ 精 検 結 果 を含 む ） の 検診 機 関 、 市 町 村 等 への 報 告 ・ 照 会 の 
い て 、 受 診者 に 対 し十 分 な 説 明 を行 って い る か 必 要 性 と、 個 人 情 報 の 取 り 扱 い 、 守 秘 義 務 な どに つい て 、 受 診 者 に 知 ら  

せ て い る か  

 （ 4） 検 診 の 有 効 性 ・ 限 界 に つい て 事 前 に 説明 して い る か 

例 ： 「 大 腸 が んが あ って も便 潜 血 検 査 が 陰性 とな って しま う こ とが あ り ま 
す 。 
結 果 が 異 常な しで あ って も、 翌 年 ま た検 診 を受 け ま しょう 。 ま た、 検 診 受 診 
後 に こ れ ま で に な い 自 覚 症 状 が 現 れ た 場 合 に は 、 医 療 機 関 で 診 察 お よ び  
検査を受け て下 さい。」 

２ ． 検 査 の 精 度 管 理  ２ ． 検 査 の 精 度 管 理  

（ 1）                臨床検 査技 師の ために技 術講 習会や 研修会 などを定 期 的に開 催
し 

（ 1）                臨床検 査技 師の ために技 術講 習会や 研修会 などを定 期 的に開 催し 
て い る か て い る か 

解 説 ： 臨 床 検 査 技 師 を 便 潜 血 検 査 や 大 腸 が ん 検 診 に 関 連 した学 会 や 研  
究 会 に 、 定 期 的 に 参 加 させ て い れ ば よ い  

（ 2）              検 査 は 、 便 潜 血 検 査 2 日 法 を 行 っ て い る か 変 更 な し 

（ 3）                便 潜 血 キ ット が 定 量 法 の 場 合 は カ ット オ フ 値 を 把 握 して い る か （ 3） 便潜 血検 査 キットの 測定 法（ キット名 ） と、定 量の場 合に はカ ットオフ値 
を把 握 して い る か 

（ 4）                      大 腸 が ん 検 診 マ ニ ュ ア ル (1992)に 記 載 され た 方 法 に 準 拠 して 行 な
っ 

（ 4） 大 腸 が ん検 診 マ ニュ アル （ 2013 年 日本 消 化 器 が ん検 診 学 会 刊 行 ） に 
て い る か 記 載 され た方 法 に 準 拠 して 行 って い る か  

解 説 ： 具 体 的 に は 測 定 原 理に よ り 様 々 な キット が あ り 、 判定 は 機 械 に よ る 
比 色 定 量 の他 に 目 視 判 定 があ る 。 キット の 使 用 期 限 を守 る と共 に 、 日 々 、 
機 器 お よ び測 定 系 の 精 度 管 理 に 務 め な け れ ば な らな い 。  

３ ． 検 体 の 取 り 扱 い  ３ ． 検 体 の 取 り 扱 い  

（ 1）                 採 便 方 法 に つい て チ ラ シ や リ ー フ レ ッ ト を 用 い て 受 診 者 に 説 明 して 
い る か  

変 更 な し 

（ 2）                 検 便 採 取 後 即 日 (2 日 目 )回 収 を 原 則 として い る か 変 更 な し 

（ 3）                        採 便 後 は 検 体 を 冷 蔵 庫 あ る い は 冷 所 に 保 存 す る よ う 受 診 者 に 指
導 
して い る か 

変 更 な し 

（ 4）                     受 診 者 か ら 検 体 を 回 収 して か ら 自 施 設 で 検 査 を 行 う ま で の 間 あ る
い 
は 検 査 施 設 へ 引 き渡 す ま で の 間 、 冷 蔵 保 存 して い る か  

変 更 な し 

（ 5）          検診 機関で は検 体を受 領後冷 蔵保 存して いるか （ 5）          検査 施設で は検 体を受 領後冷 蔵保 存して いるか 

（ 6）                   検 体 受 領 後 原 則 として 24 時 間 以 内 に 測 定 して い る か （ 6）                   検 体 受 領 後 原 則 として 24 時 間 以 内 に 測 定 して い る か 
解 説 ： 離 島 や 遠 隔 地 、 検 査 機 器 の 不 調 、 検 査 提 出 数 が 想 定 以 上 に 多 か っ  
た場 合 を除 い て 24 時 間 以 内 に 測 定 され て い る か 。  

（ 7）                 受診者 への 通知の ための 市町 村へ の 結果報 告は 、検体 回収後 2
週 
間 以 内 に な され て い る か  

（ 削除 ：      4 システムとしての 精 度管理 へ移 動） 
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（ 8）             検 診 結 果 は 少 な くとも 5 年 間 は 保 存 して い る か （ 7）                 検 診 結 果 は 少 な くとも 3 年 間 か ら 5 年 間 は 保 存 して い る か 

 （ 8） 定 量 法 で 便 潜 血 検 査 をした場 合 は 定 量値 を 記 録 し、 都 道 府 県 ・ 市町 
村 の 要 請 に 応 じて 報 告 で きる か  

４ ． シ ス テ ム と し て の 精 度 管 理  ４ ． シ ス テ ム と し て の 精 度 管 理  

 (1)受 診 者 へ の 通 知 ・ 説 明 、 ま たは そ  
診 受 診 後 4 週 間 以 内に な され て い る
か  

ため の 市 町 村 へ の 結 果 報 告 は 、 検  

 
（ 1）                        精 密 検 査 結 果 及 び 治 療 注 ） 結 果 の 報 告 を 、 精 密 検 査 実 施 機 関 か
ら 

（ 2）     精密 検 査結果 及び治療            注） 結果 の 報告を、精 密検 査 実施機 関か ら 
受 け て い る か  受 け て い る か  
（ 2）                       都 道 府 県 が プ ロ セ ス 指 標 (受 診 率 、 要 精 検 率 、 精 検 受 診 率 、 が ん
発 

(3)市 町 村 へ の が ん検 診 の 集 計 ・ 報 告 は 、 地 域 保 健 ・ 健 康 増 進 事 業 報 告 に  
見 率 、 陽 性反 応 適 中 度)   に基 づ く検 討 が で きる よ う データを提 出 して い る 必 要 な 項 目 で 集 計 して い る か  
か 
（ 3）                       実 施 主 体 へ の が ん 検 診 の 集 計 ・ 報 告 は 、 地 域 保 健 ・ 健 康 増 進 事 業 (4) 都 道 府 県 が プロ セ ス 指 標 (受 診 率 、 要 精 検 率 、 精 検 受 診 率 、 が ん 発 見  
報 告 に 必 要 な 項 目 で 集 計 して い る か  率 、 陽 性 反応 適 中 度)   に 基 づ く検 討 が で きる よ う データを提 出 して い る か 

  
注 ） 組 織 や 病 期 把 握 の ため の 内 視 鏡 治 療 な ど  注 ） 内 視 鏡 診 断 や 生 検 結 果 、 内 視 鏡 治 療 ま たは 外 科 手 術 所 見 と病 理 組  

織 検 査 結 果 な ど  
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仕 様 書 に 明 記 す べ き必 要 最 低 限 の 精 度 管 理 項 目 【 大 腸 が ん検 診 】  
現 行  変 更 案  

1.  検 査 の 精 度 管 理  1.  検 査 の 精 度 管 理  

便 潜 血 検 査  便 潜 血 検 査  

□   検 査 は 、 便 潜 血 検査 2 日 法 を行 う 。 変 更 な し 

□  便 潜 血 キット が 定 量 法 の場 合 は カ ット オフ値 を把 握 する 。 □便潜 血検 査キット の測 定法（ キット名） と定量法 の 場合に はカ ット オフ値 を
把 握 する 。 

□      大 腸 が ん検 診 マ ニュ アル(1992)に 記 載 され た方 法 に 準 拠 して 行 う 。 □    大 腸 が ん検 診 マ ニュ アル(2013 年 日 本 消 化 器 が ん 検 診 学 会 刊 行)に 記 
載 され た 方 法 に 準 拠 して 行 う 。  

□ 検 体 受 領 後 原 則 として 24 時 間 以 内 に 測 定 す る 。  □      検 体受 領 後 原 則 として 24 時 間 以 内 に 測定 す る 。 （ 離 島 や 遠 隔 地 、 検
査 機 器 の 不 調 、 検 査 提 出 数 が 想 定 以 上 に 多 か った場 合 を除 く）  

検 体 の 取 り 扱 い  検 体 の 取 り 扱 い  

□  採 便 方 法 に つい て チラ シや リ ーフレ ット を用 い て 受 診 者に 説 明 する 。 変 更 な し 

□ 検 便 採 取 後 即 日(2 日 目)回 収 を原 則 とする 。  変 更 な し 
 
□  採 便 後 は 検 体 を冷 蔵 庫 あ る い は 冷 所 に 保 存 する よ う 受 診 者 に 指 導 
する 。  変 更 な し 

□       受 診 者 か ら検 体 を回 収 して か ら自 施 設 で 検 査 を行 う ま で の 間 あ る い 
は 検 査 施 設 へ 引 き渡 す ま で の 間 、 冷 蔵 保 存 す る 。  変 更 な し 

□  検 診 機 関 で は 検 体 を受 領 後 冷 蔵 保 存 する 。  □  検 査 施 設で は 検 体 を受 領 後 冷 蔵 保 存 する 。  

記 録 の 保 存  記 録 の 保 存  

□   検 診 結 果は 少 な くとも 5 年 間 は 保 存 する 。 □    検 診 結 果 は 少 な くとも 3 年 間 から 5 年 間は 保 存 する 。 
 

□定 量 法 で便 潜 血 検 査 をした場 合 は 定 量 値 を記 録 し、 都 道 府 県 ・ 市 町村 の
要 請 に 応 じて 報 告 する 。  

受 診 者 へ の 説 明  受 診 者 へ の 説 明  
（ 説明 は受診 前に 行う。 また、チラ シな ど全 員が持 ち 帰れる 方法 で行う 。） 

 
□検 診 の 有効 性 ・ 限 界 に つい て 事 前 に 説 明 する 。  例 ： 「 大 腸が んが あ って
も便 潜 血 検 査 が 陰 性 とな って しま う こ とが あ り ま す。結 果が 異 常な しで あっ
ても、翌 年ま た検 診を受 けま しょう 。また、検 診 受 診 後 に こ れま で に な い 自
覚 症 状 が 現れ た 場 合 に は 、医 療 機 関 で 診 察 お よ び検 査 を受 け て 下 さい 。 」 

 
□  便 潜 血 陽 性 で 要 精 密 検 査 とな った場 合 に は 、 必 ず 内 視 鏡 検 査 等 で  
精 検 を 受 け る 必 要 が あ る こ とを事 前 に 明 確 に 知 らせ る 。  変 更 な し 

 
□    精 密 検 査 の 方 法(大 腸 内 視 鏡 検 査 ま たは 注 腸 エ ックス 線 検 査)の 方 法 
や 内 容 に つい て 説 明 す る 。  変 更 な し 

 
□    精 密 検 査 の 結 果 の 市 町 村 へ の 報 告 等 の 個 人 情 報 の 取 り 扱 い に つい 
て 、 受 診 者 に 対 し十 分 な 説 明 を 行 う 。  

 
□        検 診結 果 （ 精 検結 果 を含 む ） の検 診 機 関 、 市 町 村 等へ の 報 告 ・ 照 会の 
必 要 性 と、 個 人 情 報 の 取 り 扱 い 、 守 秘 義 務 な どに つい て 、 受 診 者 に 説 明 
する 。  

2. シ ス テ ム と し て の 精 度 管 理  2. シ ス テ ム と し て の 精 度 管 理  
 
□  精 密 検 査 結 果 及 び 治 療 注 ） 結 果 の 報 告 を 、 精 密 検 査 実 施 機 関 か ら 受 
け る 。  変 更 な し 

□  受 診 者 へ の 通 知 ・ 説 明 、 ま たは その ため の 市 町 村 へ の 結 果 報 告 は 、 
検 診 受 診 後 4 週 間 以 内 に 行 う 。  

3. 事 業 評 価 に 関 す る 検 討  3. 事 業 評 価 に 関 す る 検 討  

□  チェ ックリス トに基 づ く検討 を実施する。 変 更 な し 
□ 都 道 府 県 が プ ロ セ ス 指 標(受 診 率 、 要 精 検 率 、 精 検 受 診 率 、 が ん発 
見 率 、 陽 性反 応 適 中 度)   に基 づ く検 討 が で きる よ う データを提 出 する 。 変 更 な し 
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4.  が ん 検 診 の 集 計 ・ 報 告  
 
□   実 施 主 体 へ の が ん 検 診 の 集 計 ・ 報 告 は 、 地 域 保 健 ・ 健 康 増 進 事 業 報
告 に 必 要 な 項 目 で 集 計 する 。  

4.  が ん 検 診 の 集 計 ・ 報 告  
 
□市 町 村 へ の が ん検 診 の 集 計 ・ 報 告 は 、 地 域 保 健 ・ 健 康 増 進 事 業 報 告 に 
必 要 な 項 目 で 集 計 する 。  

注 ）         組 織 や 病 期 把 握 の ため の 内 視 鏡 治療 な ど 注 ）            内 視 鏡 診 断 や 生検 結 果 、 内 視 鏡治 療 ま たは 外 科 手 術 所 見 と病 理 組 
織 検 査 結 果 な ど  
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現 行  変 更 案  
肺 が ん 検 診 の た め の チ ェ ッ ク リ ス ト 
【 検 診 実 施 機 関 用 】  

肺 が ん 検 診 の た め の チ ェ ッ ク リ ス ト 
【 検 診 実 施 機 関 用 】  

１ ． 受 診 者 へ の 説 明  １ ． 受 診 者 へ の 説 明  

解 説 ：     ① こ の 項 目(1)-(5)は い ず れ も、 チラ シな どで 受 診 前 に 全 員 に 知ら 
せ て い れ ば ○、 全 員 で な け れ ば ×、 ポス ターや 問 診 票 な ど持 ち 帰 れ な い  
もの な ら× 
② 受 診 者 へ の 説 明 は 市 区 町 村 との 共 同 責 任 で あ り 、 市 区 町 村 が 担 う こ と  
も可 とする  

(1)       要 精 密 検 査 とな った場 合 に は 、 必 ず精 密 検 査 を受 け る 必 要 が あ る こ 
とを事 前 に 明 確 に 知 らせ て い る か  

変 更 な し 

(2)  精 密 検 査 の 方 法 や 内 容 に つい て 説 明 して い る か  変 更 な し 

(3)    精 密 検 査 の 結 果 の 市 町 村 へ の 報 告 な どの 個 人 情 報 の 取 り 扱 い に つ  （ 3） 検 診 結 果 （ 精 検 結 果 を含 む ） の 検診 機 関 、 市 町 村 等 への 報 告 ・ 照 会 の 
い て 、 受 診者 に 対 し十 分 な 説 明 を行 って い る か 必 要 性 と、 個 人 情 報 の 取 り 扱 い 、 守 秘 義 務 な どに つい て 、 受 診 者 に 知 ら  

せ て い る か  

(4)  禁 煙 及 び防 煙 指 導 等 、 肺 が んに 関 する 正 しい 知 識 の 啓 発 普 及 を  
行 って い る か 

変 更 な し 

 （ 5） 検 診 の 有 効 性 ・ 限 界 に つい て 事 前 に 説明 して い る か 

２ ． 問 診 お よ び 撮 影 の 精 度 管 理  ２ ． 問 診 お よ び 撮 影 の 精 度 管 理  

(1)      検 診 項 目 は 、 問 診 、胸 部 X 線検 査 、 お よ び喀 痰 細 胞 診 を行 って い る (1) 検 診 項 目 は 、 問 診 、 胸 部 X 線 検 査 、 お よ び 問 診 の 結 果 、 喫 煙 指 数 が  
か 600 以 上 だ った者 へ の 喀 痰 細 胞 診 を行 って い る か  

(2)  問 診 は 喫 煙 歴 お よ び血 痰 の 有 無 を 聴 取 して い る か  （ 2） 問 診 で は 喫 煙 歴 を必 ず 聴 取 し、 か つ、 過 去 の 検 診 の 受診 状 況 等 を聴 
取 して い る か 。 ま た血 痰 な ど自 覚 症 状 の あ る 場 合 に は 検 診 で は な くすみ  
や か に 専 門機 関 を受 診 し、 精 査 を行 う よ うに 勧 め て い る か 

(3)    問 診 記 録 は 少 な くとも 5 年 間 は 保 存 して い る か 変 更 な し 

(4) 肺 が ん診 断 に 適 格 な 胸 部 X 線 撮 影 を行 って い る か 注 1）  変 更 な し 

(5)      撮 影機 器の 種類（ 直接・ 間接 撮影、 ミラー・ I.I.方式 等） 、フィ ルムサ イ (5)        撮影 機器 の種類 （直 接・ 間 接撮影 、デジタル 方式） 、フィル ムサイズを 
ズを明 らか に して い る か注 2） 明 らか に して い る か  注 2） 

(6)     1 日 あ たり の 実 施 可 能人 数 を明 らか に して い る か (6) 1 日 あ たり の 実 施 可 能 人 数 を仕 様 書 で 明 らか に して い る か  

３ ． X 線 読 影 の 精 度 管 理  ３ ． X 線 読 影 の 精 度 管 理  

(1)      2 名 以 上 の 医 師 に よ って 読 影 し、 う ち 一 人 は 十 分 な経 験 を要 した呼
吸 

(1)     2 名 以 上 の 医 師 に よ って 読 影 し、 う ち 一 人 は 十 分 な経 験 を要 した熟 練
し 器 ま たは 放 射 線 の 専 門 医 を含 め て い る か  た呼 吸 器 科 ま たは 放 射 線 科 の 医 師 を含 め て い る か  

(2) 2 名 の うち ど ち らか が 「 要 比 較 読 影」 とした もの は 、 過 去 に 撮 影 した胸 
部 X 線 写 真 と比 較 読 影 して い る か  

変 更 な し 

(3) 比 較 読 影 した症 例 数 を 報 告 して い る か  変 更 な し 

(4)    X 線 写 真 は 少 な くとも 3 年 間 は 保 存 して い る か 変 更 な し 

(5)     X 線 検 査 結 果 は 少 な くとも 5 年 間は 保 存 して い る か 変 更 な し 

４ ． 喀 痰 細 胞 診 の 精 度 管 理  ４ ． 喀 痰 細 胞 診 の 精 度 管 理  

(1)      喀 痰 細 胞 診 は 、 年齢 50 才 以 上 喫 煙指 数 400 もしくは 600 以 上、 あ
る い 

(1)     喀 痰 細 胞 診 は 、 問 診の 結 果 、 喫 煙 指数 ６ ００以 上 の 者 に 対 し行 って い 
は 年 齢 40 才 以 上 6 ヶ月 以 内 に 血 痰 を 有 したもの 、 その 他 職 業 性 な ど高
危  

る か  
険 群 と考 え られ る もの に 行 って い る か 

(2)     細 胞 診 の 業 務 を委 託 する 場 合 は 、 その 委 託 機 関（ 施 設 名 ） を明 記 し (2)      細 胞診 の 業 務 を委 託 する 場 合 は 、 その 委 託 機 関（ 施 設 名 ） を仕 様 書 に 
て い る か 明 記 して い る か 

（ 解 説） 委 託 先 で 適 正 に 検査 が 行 わ れ て いる か どう か 把 握 する 



別 添 資 料 1  
 
 

(3)  採取 した喀 痰 は 、2 枚 の ス ラ イ ドに 塗 沫 し、 湿 固 定 の上 、 パ パ ニコ ロ
ウ 
染 色 を 行 って い る か  

変 更 な し 

(4)    固 定 標 本 の 顕 微 鏡 検 査 は 、 日 本 臨 床 細 胞 学 会 の 認 定 を 受 け た細 胞  
診 専 門 医 と細 胞 検 査 士 が 連 携 して 行 って い る か 注 3）  

変 更 な し 

(5) が ん発 見 例 は 、 過 去 の 細 胞 所 見 の 見 直 しを行 って い る か  変 更 な し 

(6)   標 本 は 少 な くとも 3 年 間 は 保 存 して い る か 変 更 な し 

(7)      喀 痰 細 胞 診 検 査 結 果は 少 な くとも 5 年 間 は 保 存 して い る か 変 更 な し 

５ ． シ ス テ ム と し て の 精 度 管 理  ５ ． シ ス テ ム と し て の 精 度 管 理  

(1)  精 密 検 査 結 果 及 び 治 療 注 4） 結 果 の 報 告 を 、 精 密 検 査 実 施 機 関 か ら  
受 け て い る か  

変 更 な し 

 （ 2） 受 診 者 へ の 通 知 ・ 説 明、 ま たは その ため の 市 町 村 へ の結 果 報 告 は 、 
検 診 受 診 後 4 週 間 以 内 に な され て い る か  

(2)   診 断 の た め の 検 討 会 や 委 員 会   (第 三 者 の 肺 が ん専 門 家 を交 え た
会) 

（ 3） 読 影 向 上 の ため の 検 討 会 や 委 員 会 (外 部 の 肺 が ん専 門 家 を交 え た  
を設 置 して い る か 会)を設 置 して い る か  

解 説 ： 外 部 の 肺 が ん専 門 家 とは 、 当 該 市 町 村 で 行 わ れ る 肺 が ん 検 診 の 読  
影 に 直 接 従 事 して い な い 医 師 を 指 す  

(3)      都 道 府 県 が プロ セ ス指 標 （ 受 診率 、 要 精 検 率 、 精 検受 診 率 、 が ん発 （ 4） 都 道 府 県 が プロ セ ス 指標 （ 受 診 率 、 要精 検 率 、 精 検 受診 率 、 が ん発 見 
見 率 、 陽 性反 応 適 中 度 ） に基 づ く検 討 が で きる よ う データを提 出 して い る 率 、 陽 性 反応 適 中 度 ） に 基づ く検 討 が で きる よ う データを提 出 して い る か 
か 
(4) 実 施 主 体 へ の が ん 検 診 の 集 計 ・ 報 告 は 、 地 域 保 健 ・ 健 康 増 進 事 業 報  (5)市 町 村へ の が ん検 診 の 集 計 ・ 報 告 は 、 地 域 保 健 ・ 健 康 増 進 事 業 報 告 に  
告 に 必 要 な 項 目 で 集 計 して い る か  必 要 な 項 目 で 集 計 して い る か  

  注 1） 肺 が ん診 断 に 適 格 な 胸 部 X 線 撮 影 ： 日 本 肺 癌 学 会 編 集 、 肺 癌 取
り  

注 1） 肺 が ん診 断 に 適 格 な 胸 部 X 線 撮 影 ： 日 本 肺 癌 学 会 編 集 、 肺 癌 取 り
扱  扱 い 規 約   改 訂 第 6 版 よ り  い 規 約   改 訂 第 7 版よ り  

背 腹 一 方 向 撮 影 1 枚 に よ る 場 合 、 適 格 な 胸 部 X 線 写 真 とは 、 肺 尖 、 肺 変 更 な し 
外 側 縁 、 横隔 膜 、 肋 骨 横 隔膜 角 な どを含 む よ う に 正 しく位 置 づ け され 、 
適 度 な 濃 度 とコ ン ト ラ ス トお よ び良 好 な 鮮 鋭 度 をもち 、 中 心 陰 影 に 重 な っ 
た気 管 、 主 気 管 支 の 透 亮 像 な らびに 心 陰 影 及 び 横 隔 膜 に 重 な った肺 血  
管 が 観 察 で きる もの  
注 2） 撮 影 法 ： 日 本 肺 癌 学会 編 集 、 肺 癌 取り 扱 い 規 約       改 訂 第 6 版 よ り 注 2） 撮 影 法 ： 日 本 肺 癌 学会 編 集 、 肺 癌 取り 扱 い 規 約       改 訂 第 7 版よ り 

1： 間 接撮 影 の 場 合 は 、 100mm ミラ ーカ メ ラ と、 定 格 出力 150kV 以 上 の 撮 変 更 な し 
影 装 置 を用 い て 120kV 以 上 の 管 電 圧 に よ り 撮 影 す る 。 や む を得 ず 定 格  
出 力 125kV の 撮 影 装 置 を用 い る 場 合 は 、 110kV 以 上 の 管 電 圧 に よ る 撮  
影 を行 い 縦 隔 部 の 感 度 を肺 野 部 に 対 して 高 め る ため 、 希 土 類（ グ ラ デー 
ション 型 ） 蛍 光 板 を用 い る 。 定 格 出力 125kV 未 満 の 撮 影 装置 は 用 い な い 
2： 直 接撮 影 の 場 合 は 、 被 検者 ー 管 球 間 距 離を 1.5m 以 上 とし、 定 格 出 力 
150kV 以 上 の 撮 影 装 置 を用 い 、 120kV 以 上 の 管 電 圧 及 び希 土 類 シス テ  
ム（ 希 土 類増 感 紙 ＋ オル ソタイ プフィ ル ム） に よ る 撮 影 がよ い 。 や む を得 
ず 100～ 120kV の 管 電 圧 で 撮 影 する 場 合 も 、 被 曝 軽 減 の ため に 希 土 類
シ  ス テ ム（ 希 土 類 増 感 紙 ＋ オル ソタイ プフィ ル ム ） を用 い る 
3： CR の 場 合 は 、 120kV 以 上 の 管 電 圧 及 び 散 乱 線 除 去 用 格 子 比 12:1 以  
上 を使 用 して 撮 影 し、 適 切 な 階 調 処 理 、 周波 数 処 理 、 ダイ ナ ミックレ ン ジ 
圧 縮 処 理 な どを施 した画 像 として 出 力 する 事 が 望 ま しい 

注 3） 日 本 臨 床 細 胞 学 会 細 胞 診 精 度 管 理 ガ イ ド ラ イ ン 参 照  変 更 な し 
注 4） 組 織 や 病 期 把 握 の ため の 治 療 な ど  変 更 な し 
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仕 様 書 に 明 記 す べ き必 要 最 低 限 の 精 度 管 理 項 目 【 肺 が ん検 診 】  
現 行  変 更 案  

1.  検 査 の 精 度 管 理  1.  検 査 の 精 度 管 理  

検 診 項 目  検 診 項 目  

□     検 診 項 目 は 、 問 診 、 胸部 X 線 検 査 、 およ び 喀 痰 細 胞 診 とする 。 □ 検 診 項 目 は 、 問 診 、 胸 部 X 線 検 査 、 お よ び 、 問 診 の 結 果 喫 煙 指 数 が 
600 以 上 だ った者 へ の 喀 痰 細 胞 診 とする 。  

問 診  問 診  

□  問 診 は 喫 煙 歴 及 び 血 痰 の 有 無 を必 ず 聴 取 す る 。  □ 問 診 は 喫 煙 歴 を 必 ず 聴 取 し 、 か つ 、 過 去 の 検 診 の 受 診 状 況 等 を 聴 取  
する 。 ま た血 痰 な ど自 覚 症 状 の あ る 場 合 には 検 診 で は な くすみ や か に 専 門
機 関 を 受 診 し、 精 査 を 行 う よ う に 勧 め る 。  

撮 影  撮 影  

□    肺 が ん診 断 に 適 格 な 胸部 X 線 撮 影 を行 う 。 注 1） 変 更 な し 
□   撮 影 機 器 の 種 類(直 接・ 間 接 撮 影 、 ミラ ー   I.I.方 式 等)、 フィ ル ムサ イ
ズ を明 らか に する 。 注 2) 

□     撮 影 機 器の 種 類(直 接・ 間 接 撮 影 、 デジタル 方 式 等)、 フィ ル ムサ イ ズを 
明 らか に す る 。 注 2) 

□    1 日 あ たり の 実 施 可 能人 数 を明 らか に する 。 変 更 な し 

読 影  読 影  
□      2 名 以 上 の 医 師 に よ って 読 影 し、 う ち 一 人 は 十 分 な 経験 を 要 した呼 吸 
器 ま たは 放 射 線 の 専 門 医 を含 め る こ と。  

□     2 名 以 上 の 医 師 に よ って 読 影 し、 う ち 一 人 は 十 分 な 経験 を 要 した熟 練 し 
た呼 吸 器 科 ま たは 放 射 線 科 の 医 師 を含 め る こ と。  

 
□ 2 名 の う ち どち らか が 「 要 比 較 読 影 」 としたもの は 、 過 去に 撮 影 した胸 
部 X 線 写 真 と比 較 読 影 する 。 変 更 な し 

□    比 較読 影 した症 例 数 を報 告 する 。 変 更 な し 

喀 痰 細 胞 診  喀 痰 細 胞 診  
 
□ 喀 痰 細 胞 診 は 、 年 齢 50 才 以 上 喫 煙 指数 400 もしくは 600 以 上 、 あ る い  
は 年齢 40 才 以 上 6 ヶ月 以 内 に 血 痰 を有 したもの 、 その 他 職 業 性 な ど高 危 
険 群 と考 え られ る もの に 行 う 。  

□   喀 痰 細 胞 診 は 、 問 診 の結 果 、 喫 煙 指 数 ６００以 上 の 者 に 行 う 。 

 
□      細 胞診 の 業 務 を委 託 する 場 合 は 、 その 委 託 機 関 （ 施 設 名 ） を明 記 す  
る 。 

 
□               細胞 診 の業務 を委 託する 場合は 、その委 託 機関（ 施設 名） を仕様書 に 
明記する（ 委託先 で適正 に検 査が行 われて いる かどう か把握 する ）             。 

 
□  採 取 した喀 痰 は 、 2 枚 の ス ラ イ ド に 塗 沫 し、 湿 固 定 の 上、 パ パ ニコ ロ ウ 
染 色 を行 う 。 変 更 な し 

□    固 定 標 本 の 顕 微 鏡 検 査 は 、 日 本 臨 床 細 胞 学 会 の 認 定 を受 け た細 胞 
診 専 門 医 と細 胞 検 査 士 が 連 携 して 行 う 注 3)。  変 更 な し 

□     が ん発 見 例 は 、 過 去 の細 胞 所 見 の 見 直 しを行 う 。 変 更 な し 

記 録 ・ 標 本 の 保 存  記 録 ・ 標 本 の 保 存  

□   標 本 、 X 線写 真 は 少 な くとも 3 年 間は 保 存 する 。 変 更 な し 

□   問 診 記 録・ 検 診 結 果 は 少な くとも 5 年 間 は 保 存 する 。 変 更 な し 

受 診 者 へ の 説 明  受 診 者 へ の 説 明  
（ 説 明は 受 診 前 に 行 う 。 ま た、 チラ シな ど全 員 が 持 ち 帰 れる 方 法 で 行 

う 。 ） 
□検 診 の 有 効 性 ・ 限 界 に つい て 事 前 に 説 明 す る 。  

 
□       要 精 密 検 査 とな った場 合 に は 、 必 ず精 密 検 査 を受 け る 必 要 が あ る こ  
とを事 前 に 明 確 に 知 らせ る 。  変 更 な し 

□  精 密 検 査 の 方 法 や 内 容 に つい て 説 明 する 。  変 更 な し 
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□    精 密 検 査 の 結 果 の 市 町 村 へ の 報 告 な どの 個 人 情 報 の 取 り 扱 い に つ  □検 診 結 果 （ 精 検 結 果 を含 む ） の 検 診 機 関 、 市 町 村 等 へ の 報 告 ・ 照 会 の  
い て 、 受 診者 に 対 し十 分 な 説 明 を行 う 。 必 要 性 と、 個 人 情 報 の 取 り 扱 い 、 守 秘 義 務 な どに つい て 、 受 診 者 に 説 明  
 する。 
□  禁 煙 及 び防 煙 指 導 等 、 肺 が んに 関 する 正 しい 知 識 の 啓 発 普 及 を行  変 更 な し 
う 。 
2. シ ス テ ム と し て の 精 度 管 理  2. シ ス テ ム と し て の 精 度 管 理  

□  精 密 検 査 結 果 及 び 治 療 注 4） 結 果 の 報 告 を 、 精 密 検 査 実 施 機 関 か ら  変 更 な し 
受ける 。  
 □受 診 者 へ の 通 知 ・ 説 明 、 ま たは その ため の 市 町 村 へ の 結 果 報 告 は 、 検  
 診 受 診 後 4 週 間 以 内 に 行 う 。  

□   診 断 の た め の 検 討 会 や 委 員 会   (第 三 者 の 肺 が ん 専 門 家 を 交 え た会) □   読 影 向 上の ため の 検 討 会 や 委 員 会    (外 部 の 肺 が ん専 門 家 を交 え た  
を設 置 する 。 会)を設 置 する 。 （ 外 部の 肺 が ん専 門 家 とは 、 当 該 市 町 村 で行 わ れ る 肺 が 

ん検 診 の 読 影 に 直 接 従 事 して い な い 医 師 を指 す ）  

3. 事 業 評 価 に 関 す る 検 討  3. 事 業 評 価 に 関 す る 検 討  

□  チェ ックリス トに基 づ く検討 を実施する。 変 更 な し 

□ 都 道 府 県 が プ ロ セ ス 指 標(受 診 率 、 要 精 検 率 、 精 検 受 診 率 、 が ん発  変 更 な し 
見 率 、 陽 性反 応 適 中 度)   に基 づ く検 討 が で きる よ う データを提 出 する 。 

4.  が ん 検 診 の 集 計 ・ 報 告  4.  が ん 検 診 の 集 計 ・ 報 告  

□   実 施 主 体 へ の が ん 検 診 の 集 計 ・ 報 告 は 、 地 域 保 健 ・ 健 康 増 進 事 業  □   市 町 村 へ の が ん検 診 の 集 計 ・ 報 告 は 、 地 域 保 健 ・ 健 康 増 進 事 業 報 告  
報 告 に 必 要 な 項 目 で 集 計 する 。  に 必 要 な 項 目 で 集 計 す る 。  

注 1）         肺 が ん診 断 に 適 格 な 胸 部 X 線 撮 影 ： 日 本 肺 癌 学会 編 集 、 肺 癌 取 注 1）         肺 が ん診 断 に 適 格 な 胸 部 X 線 撮 影 ： 日 本 肺 癌 学会 編 集 、 肺 癌 取
扱 い 規 約   改 訂 第 6 版 よ り  扱 い 規 約   改 訂 第 7 版よ り  

背 腹 一 方 向 撮 影 1 枚 に よ る 場 合 、 適 格 な 胸 部 X 線 写 真 とは 、 肺 尖 、 肺 変 更 な し 
外 側 縁 、 横隔 膜 、 肋 骨 横 隔膜 角 な どを含 む よ う に 正 しく位 置 づ け され 、  
適 度 な 濃 度 とコ ン ト ラ ス トお よ び良 好 な 鮮 鋭 度 をもち 、 中 心 陰 影 に 重 な っ  
た気 管 、 主 気 管 支 の 透 亮 像 な らびに 心 陰 影 及 び 横 隔 膜 に 重 な った肺 血   
管 が 観 察 で きる もの   
注 2)  撮 影 法 ： 日 本 肺 癌 学 会 編 集 、 肺 癌 取 り 扱 い 規 約   改 訂 第 6 版 よ り  注 2)  撮 影 法 ： 日 本 肺 癌 学 会 編 集 、 肺 癌 取 り 扱 い 規 約   改 訂 第 7 版よ り  

1：            間 接 撮影の 場合 は、100mm ミラ ーカ メ ラと、定 格出力 150kV 以上 変 更 な し 
撮 影 装 置 を用 い て 120kV 以 上 の 管 電 圧 に よ り 撮 影 す る 。 や む を得 ず 定   
格 出 力 125kV の 撮 影 装 置 を 用 い る 場 合 は 、 110kV 以 上 の 管 電 圧 に よ る   
撮 影 を行 い 縦 隔 部 の 感 度 を肺 野 部 に 対 して 高 め る ため 、 希 土 類        (グ ラ  
デー ション 型 ) 蛍 光 板 を用 い る 。 定 格 出 力 125kV 未 満 の 撮 影 装 置 は 用
い  

 
な い  
2：                 直 接撮影 の場 合は、 被検者 ー管 球間 距 離を 1.5m 以 上 とし、 定格
出 

 
力 150kV 以 上 の 撮 影 装 置 を 用 い 、 120kV 以 上 の 管 電 圧 及 び 希 土 類 シ ス   
テ ム(希 土類 増 感 紙 ＋ オル ソタイ プフィ ル ム)    に よ る 撮 影 がよ い 。 や む を  
得 ず 100〜120kV の 管 電 圧 で 撮 影 する 場 合 も、 被 曝 軽 減 の た め に 希 土   
類 シス テ ム  (希 土 類 増 感 紙＋ オ ル ソタイ プフィ ル ム)  を用 い る  
3：                     CR の場合 は、120kV 以上 の管 電圧 及び散 乱線 除去 用 格子比
12:1 

 
以 上 を使 用 して 撮 影 し、 適 切 な 階 調 処 理 、周 波 数 処 理 、 ダイ ナ ミックレ ン   
ジ圧 縮 処 理 な どを施 した画 像 として 出 力 する 事 が 望 ま しい  
注 3）     日 本 臨 床 細 胞 学 会     細 胞 診 精 度 管理 ガ イ ド ラ イ ン参 照 変 更 な し 
注 4）   組 織 や 病 期 把 握 の た め の 治 療 な ど  変 更 な し 
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現 行  変 更 案  
胃 が ん 検 診 の た め の チ ェ ッ ク リ ス ト 
【 検 診 実 施 機 関 用 】  

胃 が ん 検 診 の た め の チ ェ ッ ク リ ス ト 
【 検 診 実 施 機 関 用 】  

１ ． 受 診 者 へ の 説 明  １ ． 受 診 者 へ の 説 明  

解説： 
① こ の 項 目(1)-(4)は い ず れ も、 チラ シな どで 受 診 前 に 全 員 に 知 らせ て い  
れ ば ○、 全員 で な け れ ば×、 ポス ターや 問 診 票 な ど持 ち 帰 れ な い もの な ら 
× 
② 受 診 者 へ の 説 明 は 市 区 町 村 との 共 同 責 任 で あ り 、 市 区 町 村 が 担 う こ と  
も可 とする。 

（ 1）                      要 精 密 検 査 とな っ た 場 合 に は 、 必 ず 精 密 検 査 を 受 け る 必 要 が あ る
こ 
とを事 前 に 明 確 に 知 らせ て い る か  

変 更 な し 

（ 2）         精密 検査の 方法 や内容 について 説明 して いるか 変 更 な し 

（ 3）               精 密検査 の結 果の市 町村へ の報 告な どの個人 情報 の取り 扱いに （ 3） 検 診 結 果 （ 精 検 結 果 を含 む ） の 検診 機 関 、 市 町 村 等 への 報 告 ・ 照 会 の 
つい て 、 受 診 者 に 対 し十 分 な 説 明 を行 って い る か  必 要 性 と、 個 人 情 報 の 取 り 扱 い 、 守 秘 義 務 な どに つい て 、 受 診 者 に 知 ら  

せ て い る か  

 （ 4） 検 診 の 有 効 性 ・ 限 界 に つい て 事 前 に 説明 して い る か 

２ ． 問 診 お よ び 撮 影 の 精 度 管 理  ２ ． 問 診 お よ び 撮 影 の 精 度 管 理  

（ 1）                検 診 項 目 は 、 問 診 及 び 胃 部 X 線 検 査 として い る か 変 更 な し 

（ 2）                        問 診 は 現 在 の 病 状 、 既 往 歴 、 家 族 歴 、 過 去 の 検 診 の 受 診 状 況 等
を 
聴 取 して い る か 

変 更 な し 

（ 3）             問 診 記 録 は 少 な くとも 5 年 間 は 保 存 して い る か 変 更 な し 

（ 4）                   撮 影 機 器 の 種 類 （ 直 接 ・ 間 接 ・ Ｄ Ｒ 撮 影 、 イ メ ージ ・ イ ン テ ン シフ ァ イ
ア 

（ 4） 撮影 機器 の 種類（ 直接・ 間接 ・ ＤＲ 撮影、 イメ ージ・ イン テン シファ イア 
(I..I..)方 式 等 ） を明 らか に して い る か 。 原 則 として 間 接 撮 影で 、 10×10cm (I..I..)方 式 等 ） を仕 様 書 で 明 らか に して い る か 。     原 則 として 、 間 接 撮 影 で 
以 上 の フィ ル ム で I..I..方 式 とす る  10×10cm 以 上 の フィ ル ムで I..I..方 式 か DR 撮 影 とする 。  

（ 5）          撮 影 枚 数 は 最 低 7 枚 として い る か （ 5）           撮 影 枚 数 は 最 低 8 枚 として い る か 

（ 6）               撮 影の体 位及 び方 法 は日本 消化 器が ん検診学 会の 方式に よるも （ 6）               撮 影の体 位及 び方 法 は日本 消化 器が ん検診学 会の 方式（ 変法も含 
のとしている か 注 2） む） に よる もの として いる か注 2） 

（ 7）                    造 影 剤 の 使 用 に 当 た っ て は 、 そ の 濃 度 を 適 切 に （ 180～ 220W/V%
の 

変 更 な し 
高 濃 度 バ リウ ム 、 120～ 150ml とする ） 保 つとともに 、 副 作 用 等 の 事 故 に 
注 意 して い る か 

（ 8）                       撮 影 技 師 は 撮 影 に 関 して 、 日 本 消 化 器 が ん 検 診 学 会 に よ る 研 修
を 

（ 8） 撮 影 技 師 は 撮 影 に 関 して 、 日 本 消 化 器が ん 検 診 学 会 もしくは 、NPO 日 
修 了 して い る か 。 本 消 化 器 が ん 検 診 精 度 管 理 評 価 機 構 に よ る 研 修 を修 了 して い る か  

（ 9） 撮 影 技 師 の 全 数 と、 日 本 消 化 器 が ん検 診 学 会 認 定 技 師数 を 報 告 し （ 9） 撮 影 技 師 の 全 数 と、 日 本 消 化 器 が ん検 診 学 会 認 定 技 師 数 を都 道 府  
て い る か 県 等 の 求 め に 応 じて 報 告 で きる か  

３ ． 読 影 の 精 度 管 理  ３ ． 読 影 の 精 度 管 理  

（ 1）               読 影に従 事する医 師 は、読 影医 全数 と日本消 化器 がん検 診学会
認 

（ 1） 読 影 医 全 数 と日 本 消 化 器 が ん検 診 学 会 認 定 医 数 を、 都 道 府 県 等 の  
定 医 数 を報 告 して い る か  求 め に 応 じて 報 告 で きる か  

（ 2）                 読 影 は 、 原 則 として 2 名 以 上 の 医 師 に よ っ て 行 っ て い る か （ う ち 一
人 

（ 2）                      読 影 は 二 重 読 影 とし、 原 則 として 判 定 医 の １ 名 は 日 本 消 化 器 が ん 検 
は 日 本 消 化 器 が ん検 診 学 会 認 定 医 とする ） その 結 果 に 応 じて 過 去 に 撮  診 学 会 認 定 医 で あ る か 。 必 要 に 応 じて 過 去 に 撮 影 した X 線 写 真 と比 較 読  
影 した X 線 写 真 と比 較 読 影 して い る か  影 して い る か 

（ 3）             X 線 写 真 は 少 な くとも 3 年 間 は 保 存 して い る か 変 更 な し 
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（ 4）             検 診 結 果 は 少 な くとも 5 年 間 は 保 存 して い る か 変 更 な し 

４ ． シ ス テ ム と し て の 精 度 管 理  ４ ． シ ス テ ム と し て の 精 度 管 理  

（ 1）              精 密検査 結果 及び治 療注 3） 結 果の 報 告を、 精密 検査 実 施機関 か 
ら受 け て い る か 

変 更 な し 

 （ 2） 受 診 者 へ の 通 知 ・ 説 明、 ま たは その ため の 市 町 村 へ の結 果 報 告 は 、 
検 診 受 診 後 4 週 間 以 内 に な され て い る か  

（ 2）         診断 のため の検 討会 や 委員会          (第三 者の胃 がん専門 家 を交え た （ 3） 読 影 向 上 の ため の 検 討 会 や 委 員 会 （ 外 部 の 胃 が ん専 門 家 を交 え た  
会)を設 置 して い る か  会 ） を設 置 して い る か 

（ 3）                       都 道 府 県 が プ ロ セ ス 指 標 (受 診 率 、 要 精 検 率 、 精 検 受 診 率 、 が ん
発 

（ 4） 都道 府県が ～（以 下略 ） 
見 率 、 陽 性反 応 適 中 度)   に基 づ く検 討 が で きる よ う データを提 出 して い る 
か 
（ 4）                       実 施 主 体 へ の が ん 検 診 の 集 計 ・ 報 告 は 、 地 域 保 健 ・ 健 康 増 進 事 業 （ 5） 市 町 村 へ のが ん検 診 の 集 計 ・ 報 告は 、 地 域 保 健 ・ 健 康 増 進 事 業 報 告 
報 告 に 必 要 な 項 目 で 集 計 して い る か  に 必 要 な 項 目 で 集 計 して い る か  

  注 1） 本 チェ ックリ ス ト は 「 が ん予 防 重 点 健 康 教 育 及 びが ん検 診 実 施 の た 
め の 指 針」 一 部 改 正 （ 平 成 18 年 3 月 通 達 ） に 基 づ き作 成 した 

変 更 な し 

注 2） 新 ・ 撮 影 法 ・ 変法 、 直 接 撮 影 法 、DR(Digital Radiography)及 び 
FPD(Flat  Panel  Detector)に よ る 撮 影 法 は 、 日 本 消 化 器 が ん 検 診 学 会
発  
行、新 ・ 胃 X 線 撮影法 （間 接・ 直 接） ガイド ライン (2005)を参 照 

注 2） 新 ・ 撮 影 法 ・ 変法 、 直 接 撮 影 法 、DR(Digital Radiography)及 び 
FPD(Flat  Panel  Detector)に よ る 撮 影 法 は 、 日 本 消 化 器 が ん 検 診 学 会 発  
行 、 新・ 胃 X 線 撮 影 法 ガイ ド ラ イ ン 改 訂 版(2011)を参 照 

注 3） 組 織 や 病 期 把 握 の ため の 内 視 鏡 治 療 な ど  注 3） 内 視 鏡 診 断 や 生 検 結 果 、 内 視 鏡 治 療 ま たは 外 科 手 術 所 見 と病 理 組  
織 検 査 結 果 な ど  
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仕 様 書 に 明 記 す べ き必 要 最 低 限 の 精 度 管 理 項 目 【 胃 が ん検 診 】  
現 行  変 更 案  

1. 検 査 の 精 度 管 理  1. 検 査 の 精 度 管 理  

検 診 項 目  検 診 項 目  

□ 検 診 項 目 は 、 問 診 及 び胃 部 X 線 検 査 とす る 。  変 更 な し 

問 診  問 診  

□ 問 診 は 現 在 の 病 状 、 既 往 歴 、 過 去 の 検 診 の 受 診 状 況 等 を聴 取 する 。  変 更 な し 

撮 影  撮 影  
□   撮 影 機 器 の 種 類(直 接・ 間 接 ・ Ｄ Ｒ撮 影 、 I.I.方 式 等)を明 らか に する 。 原 
則 として 間 接 撮 影 で 、 10×10cm 以 上 の フィ ル ムで I.I.方 式 とする 。  

□   撮 影 機 器 の 種 類(直 接・ 間 接 ・ Ｄ Ｒ撮 影 、 I.I.方 式 等)を明 らか に する 。 原 
則 として 間 接 撮 影 で 、 10×10cm 以 上 の フィ ル ムで I.I.方式 か DR 撮 影 とす 
る 。 

□ 撮 影 枚 数 は 最 低 7 枚 とする 。  □ 撮 影 枚 数 は 最 低 8 枚とする 。  
 
□    撮 影 の 体 位 及 び方 法 は 日 本 消 化 器 が ん検 診 学 会 の 方 式 に よ る もの 
とす る 。 注 1）  

 
□    撮 影 の 体 位 及 び方 法 は 日 本 消 化 器 が ん検 診 学 会 の 方 式 （ 変 法 も含 
む ） に よ る もの とす る 。 注 1）  

 
□ 造 影 剤 の 使 用 に 当 た っ て は 、 そ の 濃 度 を 適 切 に (180～ 220W/V% の 高  濃
度 バ リ ウ ム、 120～ 150ml とする )保 つとともに 、 副 作 用 等 の事 故 に 注 意 す
る 。 

変 更 な し 

□  撮 影 技 師 は 撮 影 に 関 して 、 日 本 消 化 器 が ん 検 診 学 会 に よ る 研 修 を 修 
了 する こ と。  

□      撮 影技 師 は 撮 影 に 関 して 、 日 本 消 化 器が ん 検 診 学 会 、 もしくは NPO 日 
本 消 化 器 が ん 検 診 精 度 管 理 評 価 機 構 に よ る 研 修 を修 了 する 。  

 
□           撮 影 技 師 の 全 数 と、 日 本 消 化 器 が ん検 診 学 会 認 定技 師 数 を報 告 す 
る 。 

 
□   撮 影 技 師 の 全 数 と、 日 本 消 化 器 が ん検 診 学 会 認 定 技 師 数 を 、 都 道 府 
県 な どの 求 め に 応 じて 報 告 する 。  

読 影  読 影  
□    読 影 に 従 事 する 医 師 は 、 読 影 医 全 数 と日 本 消 化 器 が ん検 診 学 会 認 
定 医 数 を報 告 す る 。  

□読 影 医 全 数 と日 本 消 化 器 が ん 検 診 学 会 認 定 医 数 を、 都 道 府 県 な どの 求
め に 応 じて 報 告 する 。  

 
□ 読 影 は 原 則 として 2 名 以 上 の 医 師 に よ って 行 う （ う ち 一 人 は 日 本 消 化 
器 が ん 検 診 学 会 認 定 医 とす る ） 。 そ の 結 果 に 応 じて 過 去 に 撮 影 した X 線 
写 真 と比 較 読 影 する 。  

 
□    読 影 は 二 重 読 影 とし、 判 定 医 の 一 人 は 日 本 消 化 器 が ん検 診 学 会 認 定 
医 とする 。 必 要 に 応 じて 過 去 に 撮 影 した X 線 写 真 と比 較 読 影 す る 。  

記 録 の 保 存  記 録 の 保 存  

□   X 線 写 真 は 少 な くとも 3 年 間 は 保 存 する 。 変 更 な し 

□   問 診 記 録・ 検 診 結 果 は 少な くとも 5 年 間 は 保 存 する 。 変 更 な し 

受 診 者 へ の 説 明  受 診 者 へ の 説 明  
説 明 は 受 診前 に 行 う 。 ま た、 チラ シな ど全 員 が 持 ち 帰 れ る方 法 で 行 う 。 
□検 診 の 有 効 性 ・ 限 界 に つい て 事 前 に 説 明 す る 。  

 
□       要 精 密 検 査 とな った場 合 に は 、 必 ず精 密 検 査 を受 け る 必 要 が あ る こ  
とを事 前 に 明 確 に 知 らせ る 。  変 更 な し 

□  精 密 検 査 の 方 法 や 内 容 に つい て 説 明 する 。  変 更 な し 
 
□    精 密 検 査 の 結 果 の 市 町 村 へ の 報 告 な どの 個 人 情 報 の 取 り 扱 い に つ  
い て 、 受 診 者 に 対 し十 分 な 説 明 を行 う 。  

 
□検 診 結 果 （ 精 検 結 果 を 含 む ） の 検 診 機 関 、 市 町 村 等 へ の 報 告 ・ 照 会 の 必
要 性 と 、 個 人 情 報 の 取 り 扱 い 、 守 秘 義 務 な ど に つ い て 、 受 診 者 に 説 明  す
る 。 

2. シ ス テ ム と し て の 精 度 管 理  2. シ ス テ ム と し て の 精 度 管 理  
 
□  精 密 検 査 結 果 及 び 治 療 注 2） 結 果 の 報 告 を 、 精 密 検 査 実 施 機 関 か ら 
受 け る 。  変 更 な し 

□   診 断 の た め の 検 討 会 や 委 員 会   (第 三 者 の 胃 が ん 専 門 家 を 交 え た会) 
を設 置 する 。  

□読 影 向 上の た め の 検 討 会や 委 員 会 （ 外 部の 胃 が ん専 門 家 を交 え た会 ）  を設
置 する 。 
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3. 事 業 評 価 に 関 す る 検 討  3. 事 業 評 価 に 関 す る 検 討  

□  チェ ックリス トに基 づ く検討 を実施する。 変 更 な し 

 □受 診 者 へ の 通 知 ・ 説 明 、 ま たは その ため の 市 町 村 へ の 結 果 報 告 は 、 検  
 診 受 診 後 4 週 間 以 内 に 行 う 。  

□ 都 道 府 県 が プ ロ セ ス 指 標(受 診 率 、 要 精 検 率 、 精 検 受 診 率 、 が ん発  変 更 な し 
見 率 、 陽 性反 応 適 中 度)   に基 づ く検 討 が で きる よ う データを提 出 する 。 

4.  が ん 検 診 の 集 計 ・ 報 告  4.  が ん 検 診 の 集 計 ・ 報 告  

□   実 施 主 体 へ の が ん 検 診 の 集 計 ・ 報 告 は 、 地 域 保 健 ・ 健 康 増 進 事 業  □   市 町 村 へ の が ん検 診 の 集 計 ・ 報 告 は 、 地 域 保 健 ・ 健 康 増 進 事 業 報 告  
報 告 に 必 要 な 項 目 で 集 計 する 。  に 必 要 な 項 目 で 集 計 す る 。  

注 １ ）    新・ 撮 影法・ 変法 、直接 撮影法 、DR（ Digital  Radiography） 及び 注 １ ）     新・ 撮 影法・ 変法 、直接 撮影法 、DR（ Digital  Radiography） 及び
FDP（ Flat    Panel    Detector） に よ る 撮 影法 は 、 日 本 消 化器 が ん検 診 学 会 （ Flat   Panel   Detector） に よ る 撮 影 法 は、 日 本 消 化 器 が ん検 診 学 会 発 行、 
発行、 新・ 胃 X 線撮影 法     (間 接 ・ 直接 )ガイドラ イン（ 2005） を参照 新 ・ 胃 X 線 撮 影 法 ガイ ド ラ イ ン 改 訂 版（ 2011） を参 照 

注 2）   組 織 や 病 期 把 握 の た め の 内 視 鏡 治 療 な ど  注 2） 内 視 鏡 診 断 や 生 検 結 果 、 内 視 鏡 治 療 ま たは 外 科 手 術 所 見 と病 理 組  
織 検 査 結 果 な ど  
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 集団検診  

（以下の３つより１つ）  

個別検診  

（以下の３つより１つ）  
 
実施しているがん種について 

は全て示している  
  

一部のがんについて 
示している  

 

示していない  

 集団検診  個別検診  

実施している  実施していない  実施している  実施していない  

胃がん検診    

肺がん検診    

大腸がん検診    

乳がん検診    

子宮頸がん検診    

 集団検診  
（以下の 6 つより１つ）  

個別検診  
（以下の 6 つより１つ）  

 

貴自治体    

 

都道府県  

 

郡市医師会  

 

都道府県医師会  

関係機関で構成された 
協議会等  

 
（ 

その他   
） 
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がん検診精度管理（個別検診）に関する実態調査  

記入方法：黒色のペンまたは鉛筆で      の中を正確に塗りつぶして下さい。  
※特に断らない場合、胃がん検診はバリウムによる胃Ⅹ線検査、肺がん検診は胸部Ⅹ 
線検査及び高危険群への喀痰検査、大腸がん検診は便潜血検査、乳がん検診はマンモ  

 グラフィのみ /  マンモグラフィ視触診併用法、子宮頸がん検診は細胞診を指します。   
 

問  0-1  貴自治体では、集団検診  /  個別検診を実施していますか。 集団検診、個別検診それぞれにつ
いて、当てはまるものを各がん検診につき、1             つずつ選び、  

を塗りつぶして下さい。  

1 検診実施要綱 / 要領、仕様書の作成 ※ 

※仕様書は本来検診機関側が作成するものですが、自治体が雛形を作成する場合もあります。  

A. 実施要綱 / 要領等  
 
問  1-1      検診を委託する際、検診実施上の遵守事項（実施要綱  /  要領）を示していますか。 集団検診、

個別検診それぞれについて、当てはまるものを    1    つずつ選び、        を塗りつぶして下さい。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問  0-2   集団検診、個別検診のそれぞれについて、がん検診を実施している検診機関数・医療機関

数を ご記入下さい。  

問 1-2    問 1-1 で「実施しているがん種については全て示している」又は「一部のがんについて示してい
る」 と答えた方にお伺いいたします。  

実施要綱     /     要領等は、次のうち、どの機関が作成していますか。 集団検診、個別検診それぞれについ

て、当てはまるものを    1    つずつ選び、         を塗りつぶしてください。  
 

 集団検診  個別検診 ※ 

胃がん検診  （ ） （ ） 

肺がん検診  （ ） （ ） 

大腸がん検診  （ ） （ ） 

乳がん検診  （ ） （ ） 

子宮頸がん検診  （ ） （ ） 
※個別検診を医師会等を介して委託している場合、恐れ入りますが、検診機関数・医療機関数を医師会等にご確認ください。  

 

問 0-

3  

個別検診において、医療機関への委託形態は、次の  4  つのうちどれに当たりますか。 

当てはまるものを 1 つだけ選び、   を塗りつぶして下さい。  

 
市区町村と郡市医師会の 

一括契約   都道府県による 
集合契約※   

市区町村と各医療機関の 
個別契約  その他  

（ ） 
※「都道府県と郡市医師会   」、「都道府県と各医療機関   」、「都道府県と都道府県医師会」の契約  



注）このページの設問は 、全て「個別検診」についてお答え下さ 注）このページの設問は 、全て「個別検診」についてお答え下さ
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 胃がん検診  肺がん検診  大腸がん検診  乳がん検診  子宮頸がん検診  

検査としての精度管理  （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） 

システムとしての精度管理  （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） 

事業評価に関する検討  （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） 

がん検診の集計・報告  （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） 

 胃がん  肺がん  大腸がん  乳がん  子宮頸がん  

 

検診参加への意思表示       

 

事業説明会への参加  

自治体が定める精度管理上の 
要件に沿った検診の実施  

 

必要な資格の保持  

 

研修会への参加  

その他  

（ ）
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B.（仕様書または要綱 / 要領への）精度管理項目の記載状

況  

2 適切な委託医療機関の選定  

 
問 1-3 国では、検診機関が遵守すべき必要最低限の精度管理項目を設定しています（添付資料    ）。 添付

資料のうち、貴自治体の仕様書もしくは実施要綱   /   要領等で、記載されている項目数をご記入 
下さい。  

問 2-
1  

個別検診を委託する際、委託先の医療機関（一次検診を行う施設）の検診体制・精度管理体制を  

事前に点検していますか。当てはまるものを選び、     を塗りつぶして下さい。  

※医師会等の外部機関に点検を依頼している場合は、恐れ入りますが医師会等にご確認下さい。  
実施しているがん種に  
ついては全て点検する  

一部のがん種について  
点検する  

点検しない  

 
 
 

問 2-2  問  2-1  で 、「実施しているがん種については全て点検する」又は「一部のがん種について点検する」 

と答えた方にお伺いします。  

点検の際の判断基準に、仕様書、検診実施要綱  /  要領等の内容を根拠にしていますか。 

当てはまるものを選び、    を塗りつぶして下さい。  

 
 

C. 検診結果（一次・精検両方）の把握様
式  

 

全てのがん種で 

根拠にしている  

 

一部のがん種で 

根拠にしている  

 
根拠にしていない  

 

問   1-4      貴自治体の仕様書もしくは実施要綱   /   要領等では、検診結果（一次・精検両方）の把握

のための  

様式例は提示されていますか。当てはまるものを選び、      を塗りつぶして下さい。  

 
 

「根拠にしていない」と答えた方は、点検の際の判断基準について、根拠にしている内容を お

答え下さい。  
実施している全てのがん種で  

提示されている  
実施している一部のがん種で  

提示されている  
提示されていない （ ） 

 

問 2-3  委託に際して、実施医療機関に求める必須条件は、次のうちどれですか。 各がん検診につい

て、当てはまるものを全て選び、     を塗りつぶして下さい 。（複数回答）  
 
 

＜様式例＞胃がんの場合   
1 次検診 精密検査  



注）このページの設問は 、全て「個別検診」についてお答え下さ 注）このページの設問は 、全て「個別検診」についてお答え下さ
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 把握している  把握していない  検診を実施していない  

胃がん検診  

（ 右 の 3 つ よ り 1 つ ） 

 

肺がん検診  

（ 右 の 3 つ よ り 1 

つ ） 

 

大腸がん検診  

（ 右 の 3 つ よ り 1 

つ ） 

 

乳がん検診  

（ 右 の 3 つ よ り 1 

つ ） 

 

子宮頸がん検診  

（ 右 の 3 つ よ り 1 

つ ） 

 

 委託時の点検  委託後の遵守状況確認  
 

貴自治体    

 

都道府県  

 

郡市医師会  

 

都道府県医師会  

 
（ 

その他   
） 
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問 2-

4  

個別検診の委託契約後、委託先の医療機関が、仕様書、検診実施要綱       /       要領等を厳格に遵守
したか  

（ほぼ 100% 実施したか）を定期的に（年に 1 回程度）確認していますか。 

当てはまるものを選び、    を塗りつぶしてください。  

3 各医療機関の検診実施体制の把握と集計  
A. 各医療機関の検診実施体制の把握  

※医師会等の外部機関に点検を依頼している場合は、恐れ入りますが医師会等にご確認下さい。  問 3-
1  

個別検診において、実施医療機関ごとの検診実施体制を把握していますか。  

※医師会等の外部機関を通じて把握している場合・医師会等から医療機関別のデータを入手できる場合  

全てのがん種について  

確認する  

一部のがん種について  

確認する  

確認しない  は「把握している 」、医師会単位のデータしか入手できない場合は「把握していない」の        を塗りつ  

ぶして下さい。  

 
 
 
 
問 2-

5  

委託時の点検（問２－１）と委託後の遵守状況確認（問２－４）は、どの機関が行っていますか。 点

検および遵守状況確認をする機関として当てはまるものを全て選び、      を塗りつぶして下さい。  

（複数回答）  

※がん種により状況が異なる場合は、主要なものについてお答えください。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問 3-2 【 問 3 － 1 で 1 つのがん検診でも把握していないと答えた方のみ】  

把握できない理由を次の選択肢の中から、当てはまるものを全て選び、      を塗りつぶして下さい。  

（複数回答）  
 

医療機関の 

数が多すぎる  

把握する手段が 

ない  

必要性を 

感じない  

医師会にまかせたの 
だから自治体は細部 

に関与できない  

 
 
 
 
 

問 3-3 【 問 3 － 1 で 1 つのがん検診でも把握していると答えた方のみ】  

どのような手段で検診実施体制を把握していますか。  

次の選択肢の中から、当てはまるものを全て選び、     を塗りつぶして下さい 。（複数回答）  
 

現在公開されている、 
国のチェックリスト  

（集団検診用）を活用 
して把握  

 
独自に作成した アンケ
ートを実施して 把握  

会議の場や医師会への 
ヒアリングを通じて把握  
※医師会から報告を受ける 

場合も含む  

その他  

（ ） 
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都道府県   

 

医療機関  

 

郡市医師会  

 

都道府県医師会  

 

保健所  

検診機関  

（対がん協会等）  

 
（ 

その他   
） 
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B. 把握した結果の集計 / 分析  

問 3-4 【 問 3 － 1 で 1 つのがん検診でも把握していると答えた方のみ】 実施医療機
関ごとの、一次検診および精密検査結果を集計  /  分析していますか。 各がん検
診について、当てはまるものを選び、     を塗りつぶして下さい。  

問 3-6  【 問 3 － 5 で 1 つのがん検診でも共有していると答えた方の
み】 どの機関と共有していますか  。（複数回答）  

当てはまるものを以下の 7 つから全て選び、   を塗りつぶして下さい。  

 

 実施している  実施していない  
 

胃がん検診   

 

肺がん検診   

 

大腸がん検診   

 

乳がん検診   

 

子宮頸がん検診   

 
 

C. 集計 / 分析結果の共有  

問 3-5 【 問 3 － 4 で 1 つのがん検診でも実施していると答えた方のみ】  

集計      /      分析した結果を、都道府県、医師会、保健所等の関係機関と共有していますか。  

当てはまるものを選び、    を塗りつぶして下さい。  

 
 共有している  共有していない  
 

胃がん検診   

 

肺がん検診   

 

大腸がん検診   

 

乳がん検診   

 

子宮頸がん検診   



注）このページの設問は 、全て「個別検診」についてお答え下さ 注）このページの設問は 、全て「個別検診」についてお答え下さ
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 集計  /  分析している  集計  /  分析していない  
 

胃がん検診   

 

肺がん検診   

 

大腸がん検診   

 

乳がん検診   

 

子宮頸がん検診   

 把握している  把握していない  検診を実施していない  

胃がん検診  

（ 右 の 3 つ よ り 1 

つ ） 

 

肺がん検診  

（ 右 の 3 つ よ り 1 

つ ） 

 

大腸がん検診  

（ 右 の 3 つ よ り 1 

つ ） 

 

乳がん検診  

（ 右 の 3 つ よ り 1 

つ ） 

 

子宮頸がん検診  

（ 右 の 3 つ よ り 1 

つ ） 

 

 要精検率  精検受診率  精検未受診率  精検未把握率  陽性反応適中度  がん発見率  

胃がん検診   
右の 6 つより  

当てはまるもの全て  

肺がん検診   
右の 6 つより  

当てはまるもの全て  

大腸がん検診   
右の 6 つより  

当てはまるもの全て  

乳がん検診   
右の 6 つより  

当てはまるもの全て  

子宮頸がん検診   
右の 6 つより  

当てはまるもの全て  

別
添

資
料

2 
4 各医療機関のプロセス指標値の把握と集計  

A. 各医療機関のプロセス指標値の把握  

B. 把握した結果の集計 / 分析  

問 4-4 【 問 4 － 1 で 1 つのがん検診でも把握していると答えた方の
み】 プロセス指標値を、医療機関別に集計  /  分析しています
か。  

問 4-

1  

各実施医療機関のプロセス指標値を把握していますか。  
※医師会等の外部機関を通じて把握している場合・医師会等から医療機関別のデータを入手できる場合 は

「把握している 」、医師会単位のデータしか入手できない場合は「把握していない」の を塗りつ ぶし
て下さい。  

当てはまるものを選び、    を塗りつぶして下さい。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問 4-2 【 問 4 － 1 で 1 つのがん検診でも把握していないと答えた方のみ】 把握できない理由として、

当てはまるものを全て選び、      を塗りつぶして下さい 。（複数回答）  

問  4-5  【問４－４で  1  つのがん検診でも集計  /  分析していると答えた方のみ】  

医療機関別に集計     /     分析を行っているのは、どの指標ですか。  

当てはまるものを全て選び、     を塗りつぶして下さい 。（複数回答）  
 

医療機関の 

数が多すぎる  

把握する手段が 

ない  

必要性を 

感じない  

医師会にまかせたの 
だから自治体は細部 

に関与できない  

 
 
 
 
 

問 4-3 【 問 4 － 1 で 1 つのがん検診でも把握していると答えた方のみ】  

どのような手段でプロセス指標値を把握していますか。  

次の選択肢の中から、当てはまるものを 1 つ選び、    を塗りつぶして下さい。  

※がん種により状況が異なる場合は、主要なものについてお答えください。  
 

各医療機関からの 

個別の報告  

 
医師会からの 

一括の報告  

受診者からの報告  
※精検受診の有無、 

検診結果等  

その他  

（ ） 



注）このページの設問は 、全て「個別検診」についてお答え下さ 注）このページの設問は 、全て「個別検診」についてお答え下さ
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 共有している  共有していない  
 

胃がん検診   

 

肺がん検診   

 

大腸がん検診   

 

乳がん検診   

 

子宮頸がん検診    

検診の受診勧奨   

 

精検の受診勧奨  

精検受診の有無の網羅的な把握  

（および把握体制）  

精検結果の網羅的な把握  

（および把握体制）  

委託先医療機関の精度管理水準  

（検診方法等が適切かどうか）の確認  

 

上記項目への医師会の協力  

その他  

（ ） 

別
添

資
料

2 

C. 集計 / 分析結果の共有  

問 4-6 【 問 4 － 4 で 1 つのがん検診でも集計 / 分析していると答えた方のみ】  

集計      /      分析した結果を、都道府県、医師会、保健所等の関係機関と共有しています

か。  

当てはまるものを選び、    を塗りつぶして下さい。  

5 

問 5-

1  

個別検診精度管理上の課題の解決策の検討  

個別検診について、精度管理上の課題や解決策を、医師会等関係機関と会議の場を持ち、検討してい ま

すか。  

当てはまるものを選び、    を塗りつぶして下さい。  

一部のがんについて  
5  がんとも検討している  検討している  検討していない  

 
 
 
 
 

問 5-2  【 問 5 － 1 で 「 5 がんとも検討している」又は「一部のがんについて検討している」と答えた方の

み】  

どのような内容について検討していますか  。（複数回答）  

当てはまるものを全て選び、    を塗りつぶして下さい。  

 
 
 
 
 
 
 
問 4-7 【 問 4 － 6 で 1 つのがん検診でも共有していると答えた方のみ】  

どの機関と共有していますか  。（複数回答）  

当てはまるものを全て選び、    を塗りつぶして下さい。  
 

 

都道府県   

 

医療機関  

 

郡市医師会  

 

都道府県医師会  

 

保健所  

検診機関  

（対がん協会等）  

 
（ 

その他   
） 
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都道府県   

 

医療機関  

 

郡市医師会  

 

都道府県医師会  

 

保健所  

検診機関  

（対がん協会等）  

 
（ 

その他   
） 

別
添

資
料

2 
 
問 5-3  【 問 5 － 1 で 「 5 がんとも検討している」又は「一部のがんについて検討している」と答えた方の

み】 どの機関と検討していますか  。（複数回答）  

当てはまるものを全て選び、    を塗りつぶしてください。  

注）このページの設問は 、全て「個別検診」についてお答え下さい。  

6 精度管理上の課題解決のための取り組み  
（各医療機関へのフィードバック・指導等）  

A. 医療機関別集計結果の開示について  
 
 

問 6-1  個別検診において、個々の医療機関の検診実施体制やプロセス指標値から特定した課題を当該の 医

療機関に開示していますか。当てはまるものを選び、      を塗りつぶして下さい。  

※医師会など貴自治体から委託を受けた機関が開示している場合は 、「開示している」の        を

塗り つぶして下さい。  

また、都道府県が開示している場合は 、「開示していない」の       を塗りつぶして下さい。  

 
5 がんとも 

開示している  
一部のがんで 
開示している  開示していない  

 
 
 
 
 
 

問  6-2  【問６－１で「5  がんとも開示している」又は「一部のがんで開示している」と答えた方のみ】  

どのような手段で開示していますか  。（複数回答）  

当てはまるものを全て選び、    を塗りつぶして下さい。  

 
 

 
 
問 5-4  【 問 5 － 1 で 「 5 がんとも検討している」又は「一部のがんについて検討している」と答えた方の

み】 検討の頻度はどの程度ですか。  

対面  
（検討会等の会議 
の場での開示）  

 
書面 ホームページ 電話  

その他  

（ ） 

年（ ）回  

 
 
 

問  6-3  【問６－１で「5  がんとも開示している」又は「一部のがんで開示している」と答えた方のみ】  

個々の医療機関に対する開示は、他の医療機関とのプロセス指標値や実施体制の差が分かる形で実施  

していますか。  

当てはまるものを選び、    を塗りつぶして下さい。  
 

他の実施医療機関との差が 
分かる形で開示  

自医療機関の状況のみ 
分かる形で開示  



注）このページの設問は 、全て「個別検診」についてお答え下さ注）このページの設問は 、全て「個別検診」についてお答え下さ
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① 
 

一次検診を行う医療機関⇒貴自治体   

 

② 
 

一次検診を行う医療機関⇒郡市医師会⇒貴自治体  

 

③ 
 

一次検診を行う医療機関⇒精検医療機関⇒貴自治体  

 

④ 
 

一次検診を行う医療機関⇒精検医療機関⇒郡市医師会⇒貴自治体  

 

⑤ 
 

その他（ ） 

 

貴自治体   

 

郡市医師会  

 

都道府県医師会  

関係機関で構成された 
協議会等  

 
（ 

その他   
） 

別
添

資
料

2 
B. 各医療機関への指導 / フィードバックについ
て  

7 その他  
A. 検診結果把握の詳細（個別検診について）  

問 6-
4  

個別検診において、課題のある医療機関に対して個々に改善指導を行っていますか。  

当てはまるものを選び、    を塗りつぶして下さい。  

※医師会など貴自治体から委託を受けた機関が指導している場合は 、「指導している」の        を

塗り つぶして下さい。  

また、都道府県が指導している場合は 、「指導していない」の       を塗りつぶして下さい。  

問 7-
1  

 
貴自治体の個別検診において、一次検診結果の報告経路は、次のうちどれに該当しますか。 当

てはまるものを選び、    を塗りつぶして下さい。  

複数の経路がある場合は、主要な経路の       を塗りつぶして下さい。  

 
 

5  がんとも指導してい
る  

一部のがんで 

指導している  

 
指導していない  

 
 
 
 
 

問 6-5  【問６－４で「5  がんとも指導している」又は「一部のがんで指導している」と答えた方のみ】  

どのような手段で指導していますか。当てはまるものを選び、      を塗りつぶして下さい。  
 

対面  
（検討会等の会議 
の場での指導）  

 
書面 ホームページ 電話  

その他  

（ ） 

 
 
 
 
 

問 6-6  【問６－４で「5 がんとも指導している」又は「一部のがんで指導している」と答えた方のみ】 
どの機関が指導を行っていますか。当てはまるものを選び、      を塗りつぶして下さい。  

問 7-

2  

【問７－１で「②一次検診を行う医療機関⇒郡市医師会⇒貴自治体」または「④一次検診を行う医療 機関
⇒精検医療機関⇒郡市医師会⇒貴自治体」と答えた方のみ】 郡市医師会が検診結果を取りまとめる際、結
果が返却されない場合の対応（医療機関への問い合わせ、 または受診者本人への問い合わせ）についても
医師会が実施しますか。  

当てはまるものを選び、    を塗りつぶして下さい。  
 

医師会との契約に 
含まれており、 
医師会が実施  

医師会との契約に 含
まれていないが、 医

師会が実施  

 
貴自治体が実施  

その他  

（ ） 

 
 
 
 
 

問 7-3  精検未受診者に対する精検の受診勧奨はどのように行われていますか。 当

てはまるものを選び、    を塗りつぶして下さい。 複数の勧奨方法がある

場合は、主要なもののみ       を塗りつぶして下さい。  
 

貴自治体が 精検
未受診者を 特定

して勧奨  

郡市医師会が 精
検未受診者を 特

定して勧奨  

一次検診機関が 
精検未受診者を 
特定して勧奨  

精検未受診者を 特
定しての勧奨は 行

っていない  
その他  

（ ） 



注）このページの設問は 、全て「個別検診」についてお答え下さ注）このページの設問は 、全て「個別検診」についてお答え下さ
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① 
 

一次検診を行う医療機関⇒貴自治体   

 

② 
 

一次検診を行う医療機関⇒郡市医師会⇒貴自治体  

 

③ 
 

一次検診を行う医療機関⇒精検医療機関⇒貴自治体  

 

④ 
 

一次検診を行う医療機関⇒精検医療機関⇒郡市医師会⇒貴自治体  

 

⑤ 
 

その他（ ） 

自治体名   
所属課名  氏名  

  
TEL  FAX  e-

   

別
添

資
料

2 

問 7-

4  

 

個別検診において、精密検査結果の報告経路はどれに該当しますか。 

当てはまるものを選び、    を塗りつぶして下さい。 複数の経路があ

る場合、主要な経路の       を塗りつぶして下さい。  

問 7-
7  

 
個別検診において、貴自治体以外で精密検査が行われた場合、精検結果の報告経路は整備されて い

ますか。当てはまるものを選び、     を塗りつぶして下さい。  

整備されている 整備されていない  

 
 
 
 
 

問 7-8  貴自治体で、精度管理上の課題として感じていることはありますか。以下に自由にご記入ください。  

 

 
 

問 7-

5  

 

【問７－４で「②一次検診を行う医療機関⇒郡市医師会⇒貴自治体」または「④一次検診を行う医療 機

関⇒精検医療機関⇒郡市医師会⇒貴自治体」と答えた方のみ】 郡市医師会が精検結果を取りまとめる

際、精検結果が返却されない場合の対応（精検機関への問い 合わせなど）についても医師会が実施し

ますか。  

当てはまるものを選び、    を塗りつぶして下さい。  

あなたの自治体名・所属課・御名前等についてお伺いします。  

 
医師会との契約に 
含まれており、 
医師会が実施  

医師会との契約に 含
まれていないが、 医

師会が実施  

 
貴自治体が実施  

その他  

（ ） 

 
 
 

調査は以上です。ご協力誠にありがとうございました。  

 
 
 
 
問 7-

6  

我が国の精検結果未把握率は非常に高いことが問題です。特に個別検診では顕著です。  

（例えば、直近の大腸がん検診の精検結果未把握率は、集団検診で  9.3%、個別検診で  26.3％です 。） 

貴自治体において、精検結果回収の際に最大の問題点は何でしょうか。以下にご記入下さい。  

 



H17 要 精 検 率  H18 要 精 検 率  H19 要 精 検 率  H20 要 精 検 率  H21 要 精 検 率  H22 要 精 検 率  

栃 木 県  6.32 岡 山 県  7.03 栃 木 県  6.65 奈 良 県  6.17 一 重 県  5.65 奈 良 県  5.96 
岡 山 県  6.80 新 潟 県  7.23 徳 島 県  6.81 栃 木 県  6.42 奈 良 県  6.17 高 知 県  6.09 
新 潟 県  7.21 福 岡 県  7.29 福 岡 県  7.22 一 重 県  6.78 徳 島 県  6.25 熊 本 県  6.30 
福 岡 県  7.58 栃 木 県  7.41 岡 山 県  7.31 徳 島 県  6.84 高 知 県  6.31 新 潟 県  6.73 
奈 良 県  8.09 沖 縄 県  7.48 新 潟 県  7.33 岡 山 県  6.89 滋 賀 県  6.42 栃 木 県  6.79 
山 梨 県  8.20 山 梨 県  7.60 沖 縄 県  7.40 新 潟 県  7.05 新 潟 県  6.50 香 川 県  6.90 
滋 賀 県  8.24 長 崎 県  7.65 奈 良 県  7.42 鳥 取 県  7.26 栃 木 県  6.52 岡 山 県  6.99 

長 崎 県  8.53 奈 良 県  7.82 滋 賀 県  7.63 島 根 県  7.33 岡 山 県  6.62 徳 島 県  7.06 
一 重 県  8.59 宮 城 県  8.51 山 梨 県  7.82 福 岡 県  7.49 大 分 県  7.01 鳥 取 県  7.26 
宮 城 県  8.69 滋 賀 県  8.93 愛 媛 県  8.11 熊 本 県  7.72 島 根 県  7.05 一 重 県  7.37 
鹿 児 島 県  9.02 徳 島 県  9.29 長 崎 県  8.31 香 川 県  7.89 広 島 県  7.08 埼 玉 県  7.40 
沖 縄 県  9.20 富 山 県  9.31 熊 本 県  8.31 沖 縄 県  8.00 福 岡 県  7.12 島 根 県  7.41 
和 歌 山 県  9.27 鹿 児 島 県  9.31 宮 城 県  8.36 岩 手 県  8.06 熊 本 県  7.56 大 分 県  7.46 
静 岡 県  9.29 熊 本 県  9.33 香 川 県  8.37 宮 城 県  8.18 鳥 取 県  7.58 愛 媛 県  7.49 
熊 本 県  9.46 一 重 県  9.34 鹿 児 島 県  8.56 広 島 県  8.31 北 海 道  7.81 山 口 県  7.56 
青 森 県  9.50 愛 媛 県  9.36 島 根 県  8.62 山 口 県  8.35 宮 城 県  7.87 岩 手 県  7.60 
岩 手 県  9.52 静 岡 県  9.46 岩 手 県  8.64 北 海 道  8.46 香 川 県  7.89 北 海 道  7.70 
香 川 県  9.63 山 口 県  9.59 北 海 道  8.75 山 梨 県  8.56 山 口 県  8.09 宮 城 県  7.80 
徳 島 県  9.65 広 島 県  9.61 高 知 県  8.85 高 知 県  8.84 岩 手 県  8.16 山 梨 県  7.93 
北 海 道  9.75 香 川 県  9.63 山 口 県  8.91 長 崎 県  9.02 長 崎 県  8.28 滋 賀 県  8.33 

大 阪 府  9.90 岩 手 県  9.68 大 阪 府  9.30 静 岡 県  9.19 山 梨 県  8.35 大 阪 府  8.38 

富 山 県  9.91 北 海 道  9.70 広 島 県  9.30 大 分 県  9.20 埼 玉 県  8.40 広 島 県  8.41 
山 口 県  9.94 青 森 県  9.73 神 奈 川 県  9.35 埼 玉 県  9.24 兵 庫 県  8.75 兵 庫 県  8.49 
兵 庫 県  9.99 大 阪 府  10.01 鳥 取 県  9.41 滋 賀 県  9.34 沖 縄 県  8.86 長 崎 県  8.55 

広 島 県  10.01 大 分 県  10.03 青 森 県  9.50 兵 庫 県  9.35 静 岡 県  8.95 福 岡 県  8.56 

愛 媛 県  10.24 神 奈 川 県  10.37 一 重 県  9.53 鹿 児 島 県  9.36 大 阪 府  9.07 富 山 県  8.62 

島 根 県  10.42 埼 玉 県  10.44 静 岡 県  9.57 大 阪 府  9.46 愛 媛 県  9.09 沖 縄 県  8.73 
岐 阜 県  10.47 愛 知 県  10.52 埼 玉 県  9.64 愛 知 県  9.49 福 井 県  9.22 宮 崎 県  8.78 
愛 知 県  10.52 高 知 県  10.54 兵 庫 県  9.67 富 山 県  9.77 富 山 県  9.26 福 井 県  9.06 
大 分 県  10.52 宮 崎 県  10.55 大 分 県  9.77 青 森 県  9.87 宮 崎 県  9.26 静 岡 県  9.15 

茨 城 県  10.90 和 歌 山 県  10.58 富 山 県  9.89 宮 崎 県  9.91 鹿 児 島 県  9.26 東 京 都  9.49 
石 川 県  10.90 兵 庫 県  10.60 千 葉 県  9.90 千 葉 県  10.12 千 葉 県  9.49 福 島 県  9.50 
宮 崎 県  10.92 福 井 県  10.70 宮 崎 県  9.97 秋 田 県  10.14 愛 知 県  9.51 岐 阜 県  9.71 
神 奈 川 県  10.95 島 根 県  10.77 愛 知 県  10.01 福 井 県  10.20 石 川 県  10.10 鹿 児 島 県  9.75 
埼 玉 県  10.99 石 川 県  10.84 石 川 県  10.25 福 島 県  10.38 福 島 県  10.19 千 葉 県  9.79 
千 葉 県  11.02 千 葉 県  10.85 福 井 県  10.39 石 川 県  10.56 山 形 県  10.33 愛 知 県  9.82 

群 馬 県  11.15 鳥 取 県  10.92 岐 阜 県  10.42 愛 媛 県  10.67 青 森 県  10.36 和 歌 山 県  9.91 

福 島 県  11.49 岐 阜 県  10.96 福 島 県  10.53 山 形 県  10.81 岐 阜 県  10.37 群 馬 県  10.22 
高 知 県  11.71 福 島 県  11.14 山 形 県  11.35 岐 阜 県  10.94 東 京 都  10.86 山 形 県  10.34 
福 井 県  11.90 山 形 県  11.47 群 馬 県  11.73 神 奈 川 県  11.43 群 馬 県  11.07 石 川 県  10.94 
山 形 県  12.38 群 馬 県  12.23 和 歌 山 県  11.77 長 野 県  11.54 秋 田 県  11.37 青 森 県  11.04 
長 野 県  12.96 長 野 県  12.43 佐 賀 県  12.02 和 歌 山 県  11.75 和 歌 山 県  11.66 神 奈 川 県  11.22 

秋 田 県  13.23 秋 田 県  12.79 長 野 県  12.13 東 京 都  12.36 神 奈 川 県  11.79 長 野 県  11.29 

佐 賀 県  13.42 佐 賀 県  12.81 秋 田 県  12.26 佐 賀 県  12.61 長 野 県  11.84 秋 田 県  11.61 

京 都 府  13.60 茨 城 県  13.02 東 京 都  13.57 群 馬 県  12.78 佐 賀 県  13.50 佐 賀 県  13.02 
東 京 都  14.05 東 京 都  14.08 茨 城 県  13.69 茨 城 県  14.00 茨 城 県  13.67 茨 城 県  13.05 
鳥 取 県  43.70 京 都 府  14.80 京 都 府  15.66 京 都 府  15.06 京 都 府  15.03 京 都 府  14.95 
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胃 が ん検 診 精 度 管 理 指 標 値 (40""74 歳 )    赤字:許 容 値を クリアし て いな い
県  

胃がん：要精検率 
 

 
胃 が ん検 診 精 度 管 理 指 標 値 (40""74 歳 )    赤字:許 容 値を クリアし て いな い
県  

胃がん：発⾒率 

H17 発 見 率  H18 発 見 率  H19 発 見 率  H20 発 見 率  H21 発 見 率  H22 発 見 率  

鳥 取 県  0.266 鳥 取 県  0.253 鳥 取 県  0.263 長 崎 県  0.237 群 馬 県  0.215 長 崎 県  0.251 
奈 良 県  0.183 山 口 県  0.225 富 山 県  0.237 宮 城 県  0.200 福 井 県  0.210 和 歌 山 県  0.247 
石 川 県  0.183 新 潟 県  0.198 新 潟 県  0.205 和 歌 山 県  0.198 佐 賀 県  0.201 滋 賀 県  0.214 
富 山 県  0.178 滋 賀 県  0.190 山 口 県  0.186 新 潟 県  0.189 石 川 県  0.200 福 岡 県  0.200 
滋 賀 県  0.172 富 山 県  0.189 和 歌 山 県  0.185 群 馬 県  0.187 大 阪 府  0.191 群 馬 県  0.191 
山 口 県  0.169 群 馬 県  0.183 石 川 県  0.177 滋 賀 県  0.186 福 岡 県  0.190 京 都 府  0.187 
愛 知 県  0.167 和 歌 山 県  0.182 京 都 府  0.168 山 口 県  0.185 和 歌 山 県  0.188 福 井 県  0.186 
宮 崎 県  0.165 長 崎 県  0.181 広 島 県  0.167 香 川 県  0.182 新 潟 県  0.181 佐 賀 県  0.184 
福 島 県  0.164 愛 知 県  0.175 岩 手 県  0.167 大 阪 府  0.182 福 島 県  0.179 福 島 県  0.183 
山 形 県  0.162 香 川 県  0.167 福 島 県  0.162 福 岡 県  0.178 宮 城 県  0.173 大 阪 府  0.181 
兵 庫 県  0.161 福 岡 県  0.166 福 岡 県  0.160 富 山 県  0.174 長 崎 県  0.170 香 川 県  0.180 
群 馬 県  0.154 福 島 県  0.164 愛 知 県  0.158 福 島 県  0.170 岩 手 県  0.169 秋 田 県  0.179 
高 知 県  0.146 岩 手 県  0.163 一 重 県  0.149 京 都 府  0.163 秋 田 県  0.167 島 根 県  0.177 
徳 島 県  0.143 佐 賀 県  0.162 佐 賀 県  0.147 神 奈 川 県  0.157 富 山 県  0.165 新 潟 県  0.175 
広 島 県  0.140 福 井 県  0.156 群 馬 県  0.141 石 川 県  0.156 山 口 県  0.161 茨 城 県  0.173 
福 岡 県  0.140 石 川 県  0.150 山 形 県  0.141 広 島 県  0.154 兵 庫 県  0.152 宮 城 県  0.169 
岩 手 県  0.137 高 知 県  0.150 高 知 県  0.136 鳥 取 県  0.150 奈 良 県  0.147 広 島 県  0.158 
秋 田 県  0.136 岐 阜 県  0.147 奈 良 県  0.135 茨 城 県  0.148 愛 知 県  0.143 富 山 県  0.157 
新 潟 県  0.134 奈 良 県  0.147 長 崎 県  0.131 兵 庫 県  0.147 茨 城 県  0.141 石 川 県  0.157 
北 海 道  0.133 秋 田 県  0.144 岡 山 県  0.128 山 形 県  0.139 香 川 県  0.139 神 奈 川 県  0.157 
香 川 県  0.132 山 形 県  0.140 茨 城 県  0.126 愛 知 県  0.134 青 森 県  0.135 千 葉 県  0.151 
岐 阜 県  0.130 島 根 県  0.140 埼 玉 県  0.126 高 知 県  0.133 北 海 道  0.134 岩 手 県  0.147 
長 崎 県  0.129 京 都 府  0.137 秋 田 県  0.125 北 海 道  0.133 鳥 取 県  0.134 山 口 県  0.147 
京 都 府  0.126 広 島 県  0.136 島 根 県  0.124 岩 手 県  0.132 山 形 県  0.132 愛 知 県  0.145 

神 奈 川 県  0.126 宮 崎 県  0.135 宮 城 県  0.123 奈 良 県  0.131 千 葉 県  0.131 宮 崎 県  0.142 
島 根 県  0.121 長 野 県  0.134 兵 庫 県  0.123 愛 媛 県  0.129 岐 阜 県  0.130 兵 庫 県  0.139 

和 歌 山 県  0.121 茨 城 県  0.123 福 井 県  0.119 千 葉 県  0.124 広 島 県  0.129 山 形 県  0.130 
大 阪 府  0.119 千 葉 県  0.122 栃 木 県  0.117 岐 阜 県  0.123 愛 媛 県  0.127 北 海 道  0.127 
愛 媛 県  0.119 愛 媛 県  0.122 滋 賀 県  0.115 鹿 児 島 県  0.122 神 奈 川 県  0.125 奈 良 県  0.125 
埼 玉 県  0.110 兵 庫 県  0.121 岐 阜 県  0.114 埼 玉 県  0.121 島 根 県  0.122 徳 島 県  0.124 
青 森 県  0.109 北 海 道  0.118 長 野 県  0.113 山 梨 県  0.114 京 都 府  0.119 愛 媛 県  0.123 
茨 城 県  0.109 埼 玉 県  0.118 山 梨 県  0.112 福 井 県  0.111 埼 玉 県  0.114 岐 阜 県  0.120 
佐 賀 県  0.109 大 阪 府  0.110 徳 島 県  0.112 秋 田 県  0.110 大 分 県  0.114 山 梨 県  0.118 

千 葉 県  0.105 一 重 県  0.107 大 阪 府  0.112 宮 崎 県  0.109 滋 賀 県  0.113 青 森 県  0.111 
宮 城 県  0.103 徳 島 県  0.106 香 川 県  0.107 徳 島 県  0.107 長 野 県  0.111 埼 玉 県  0.110 
福 井 県  0.101 岡 山 県  0.103 大 分 県  0.102 東 京 都  0.103 徳 島 県  0.108 大 分 県  0.109 
一 重 県  0.100 青 森 県  0.099 青 森 県  0.100 一 重 県  0.098 山 梨 県  0.106 静 岡 県  0.108 
山 梨 県  0.099 東 京 都  0.098 熊 本 県  0.099 長 野 県  0.098 静 岡 県  0.104 一 重 県  0.105 
大 分 県  0.097 栃 木 県  0.097 北 海 道  0.096 熊 本 県  0.097 東 京 都  0.102 栃 木 県  0.103 
東 京 都  0.097 沖 縄 県  0.096 千 葉 県  0.094 佐 賀 県  0.095 岡 山 県  0.099 岡 山 県  0.102 
熊 本 県  0.097 神 奈 川 県  0.096 東 京 都  0.093 岡 山 県  0.094 宮 崎 県  0.097 高 知 県  0.099 
岡 山 県  0.097 大 分 県  0.093 神 奈 川 県  0.089 栃 木 県  0.093 高 知 県  0.088 東 京 都  0.094 
栃 木 県  0.094 熊 本 県  0.087 愛 媛 県  0.086 青 森 県  0.092 栃 木 県  0.082 鳥 取 県  0.094 
静 岡 県  0.082 宮 城 県  0.087 静 岡 県  0.084 島 根 県  0.090 一 重 県  0.076 鹿 児 島 県  0.092 

鹿 児 島 県  0.082 静 岡 県  0.085 宮 崎 県  0.082 静 岡 県  0.087 鹿 児 島 県  0.074 熊 本 県  0.076 
長 野 県  0.080 鹿 児 島 県  0.082 鹿 児 島 県  0.075 大 分 県  0.076 熊 本 県  0.068 長 野 県  0.076 
沖 縄 県  0.072 山 梨 県  0.076 沖 縄 県  0.049 沖 縄 県  0.041 沖 縄 県  0.048 沖 縄 県  0.073 

下 線 以 下 は 精 度 管 理 不 良 県 30% 
許容 値 11%以下  

下線 以 下は 精度 管 理不 良 県 30%  
許容値 0.11%以上  



H17 精 検 受 診 率  H18 精 検 受 診 率  H19 精 検 受 診 率  H20 精 検 受 診 率  H21 精 検 受 診 率  H22 精 検 受 診 率  

鳥 取 県  97.0 高 知 県  91.0 新 潟 県  89.4 宮 城 県  94.4 宮 城 県  96.3 宮 城 県  93.4 
高 知 県  90.0 新 潟 県  90.3 宮 城 県  89.1 山 口 県  92.1 高 知 県  93.3 群 馬 県  91.2 

群 馬 県  88.7 鳥 取 県  89.7 群 馬 県  89.1 高 知 県  91.3 山 口 県  91.4 長 崎 県  90.2 
山 口 県  86.7 宮 城 県  88.7 鳥 取 県  88.9 滋 賀 県  89.2 群 馬 県  90.9 山 口 県  90.1 
宮 城 県  86.0 群 馬 県  86.9 滋 賀 県  87.2 群 馬 県  89.0 香 川 県  90.6 滋 賀 県  90.1 

香 川 県  84.9 滋 賀 県  86.4 高 知 県  87.2 香 川 県  88.7 新 潟 県  88.5 新 潟 県  90.0 
石 川 県  84.6 山 口 県  86.1 富 山 県  87.2 長 崎 県  88.4 岩 手 県  88.0 高 知 県  89.9 

岩 手 県  83.3 富 山 県  85.8 山 口 県  87.1 鹿 児 島 県  88.2 石 川 県  87.9 香 川 県  89.7 
宮 崎 県  82.0 長 崎 県  84.4 石 川 県  84.9 新 潟 県  87.9 富 山 県  87.9 鹿 児 島 県  88.6 

大 分 県  81.8 石 川 県  83.9 岩 手 県  83.5 岩 手 県  87.7 鹿 児 島 県  87.5 富 山 県  87.5 
滋 賀 県  81.7 宮 崎 県  82.9 岐 阜 県  82.6 宮 崎 県  87.6 滋 賀 県  87.2 宮 崎 県  86.9 

福 岡 県  81.6 香 川 県  81.8 長 崎 県  82.3 福 岡 県  86.9 長 崎 県  87.0 福 岡 県  86.8 

富 山 県  81.2 大 分 県  81.8 佐 賀 県  82.2 富 山 県  86.0 宮 崎 県  86.8 岩 手 県  86.8 

佐 賀 県  79.8 佐 賀 県  81.2 福 岡 県  81.2 大 分 県  85.9 徳 島 県  85.8 徳 島 県  85.6 

徳 島 県  79.5 岩 手 県  80.8 愛 知 県  81.2 佐 賀 県  85.3 鳥 取 県  84.8 愛 媛 県  85.3 

岐 阜 県  79.5 徳 島 県  80.5 宮 崎 県  80.7 石 川 県  85.0 福 岡 県  84.3 佐 賀 県  85.0 
山 形 県  78.8 岐 阜 県  80.5 徳 島 県  80.5 徳 島 県  85.0 佐 賀 県  84.3 石 川 県  84.8 
長 野 県  78.5 福 岡 県  80.0 京 都 府  80.0 愛 媛 県  84.1 千 葉 県  84.2 大 分 県  84.1 
京 都 府  78.3 愛 媛 県  80.0 大 分 県  79.8 奈 良 県  83.1 山 形 県  83.2 大 阪 府  83.8 

福 島 県  77.9 愛 知 県  78.8 愛 媛 県  79.8 茨 城 県  83.0 福 島 県  82.3 鳥 取 県  83.4 
岡 山 県  77.4 兵 庫 県  78.2 兵 庫 県  79.0 福 島 県  82.7 大 分 県  82.1 山 形 県  83.1 

福 井 県  77.4 長 野 県  78.1 鹿 児 島 県  79.0 千 葉 県  82.3 熊 本 県  81.7 長 野 県  83.0 
熊 本 県  77.2 広 島 県  77.3 香 川 県  78.1 鳥 取 県  82.0 福 井 県  81.0 茨 城 県  82.7 
広 島 県  77.0 岡 山 県  76.9 岡 山 県  78.1 山 形 県  81.8 大 阪 府  80.9 兵 庫 県  82.1 

愛 知 県  77.0 山 形 県  76.5 長 野 県  77.8 長 野 県  81.3 茨 城 県  80.7 熊 本 県  81.7 
沖 縄 県  77.0 福 井 県  76.4 島 根 県  77.2 兵 庫 県  81.1 長 野 県  80.6 福 井 県  81.7 
兵 庫 県  76.7 熊 本 県  76.3 福 井 県  77.0 岐 阜 県  81.0 愛 媛 県  80.4 岐 阜 県  81.3 

愛 媛 県  76.6 沖 縄 県  75.7 広 島 県  76.8 大 阪 府  80.3 奈 良 県  80.2 島 根 県  81.2 

長 崎 県  76.2 京 都 府  75.6 山 梨 県  75.1 広 島 県  80.2 京 都 府  79.9 千 葉 県  81.2 

山 梨 県  73.0 福 島 県  75.2 山 形 県  75.1 京 都 府  80.1 埼 玉 県  79.6 奈 良 県  81.0 
北 海 道  72.9 千 葉 県  73.8 茨 城 県  74.1 愛 知 県  79.9 兵 庫 県  79.5 岡 山 県  79.9 

鹿 児 島 県  72.8 鹿 児 島 県  73.4 奈 良 県  73.8 北 海 道  79.7 岐 阜 県  79.4 愛 知 県  79.5 
静 岡 県  71.6 秋 田 県  73.1 福 島 県  73.3 熊 本 県  79.5 青 森 県  78.0 福 島 県  79.3 

青 森 県  71.4 北 海 道  72.9 熊 本 県  73.2 福 井 県  79.4 岡 山 県  78.0 青 森 県  78.7 
奈 良 県  70.4 茨 城 県  72.7 千 葉 県  72.0 島 根 県  78.6 愛 知 県  77.9 広 島 県  77.3 
秋 田 県  69.9 奈 良 県  72.2 埼 玉 県  72.0 岡 山 県  78.2 島 根 県  77.6 京 都 府  77.1 
千 葉 県  69.0 和 歌 山 県  72.2 青 森 県  71.8 山 梨 県  78.2 北 海 道  77.0 埼 玉 県  76.6 

和 歌 山 県  69.0 埼 玉 県  71.6 沖 縄 県  71.5 青 森 県  76.6 山 梨 県  77.0 山 梨 県  76.1 
埼 玉 県  68.8 山 梨 県  71.3 北 海 道  70.4 静 岡 県  75.2 広 島 県  76.7 北 海 道  75.9 
茨 城 県  68.8 青 森 県  70.8 栃 木 県  69.8 神 奈 川 県  74.8 栃 木 県  75.8 和 歌 山 県  75.8 
島 根 県  67.0 静 岡 県  70.7 和 歌 山 県  69.0 和 歌 山 県  72.5 神 奈 川 県  75.3 栃 木 県  74.7 
大 阪 府  66.0 大 阪 府  68.5 静 岡 県  67.1 秋 田 県  72.1 秋 田 県  75.1 静 岡 県  74.5 
栃 木 県  63.6 栃 木 県  68.4 一 重 県  66.8 埼 玉 県  71.3 静 岡 県  74.8 秋 田 県  74.1 

神 奈 川 県  61.6 一 重 県  64.8 秋 田 県  66.6 栃 木 県  67.3 一 重 県  70.5 神 奈 川 県  74.0 
新 潟 県  60.6 島 根 県  64.4 大 阪 府  65.5 一 重 県  66.9 和 歌 山 県  69.4 一 重 県  71.2 
一 重 県  59.3 神 奈 川 県  62.7 東 京 都  57.7 東 京 都  57.2 沖 縄 県  64.0 東 京 都  71.1 
東 京 都  53.1 東 京 都  50.9 神 奈 川 県  56.3 沖 縄 県  48.1 東 京 都  57.4 沖 縄 県  61.6 
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胃 が ん検 診 精 度 管 理 指 標 値 (40""74 歳 )    赤字:許 容 値を クリアし て いな い
県  

胃がん：PPV  
胃 が ん検 診 精 度 管 理 指 標 値 (40""74 歳 )  青 字:目標 値を クリアし た県   赤字:許容 値を クリアし て いな い
県  

胃がん：精検受診率 

H17
P 

PV H18P PV H19P PV H20
P 

PV H21P PV H22P PV 

奈 良 県  2.27 新 潟 県  2.74 新 潟 県  2.80 新 潟 県  2.68 新 潟 県  2.79 長 崎 県  2.93 
滋 賀 県  2.09 長 崎 県  2.36 鳥 取 県  2.79 長 崎 県  2.63 福 岡 県  2.67 新 潟 県  2.61 

新 潟 県  1.85 山 口 県  2.34 富 山 県  2.40 宮 城 県  2.44 奈 良 県  2.38 香 川 県  2.60 
福 岡 県  1.84 鳥 取 県  2.31 福 岡 県  2.22 福 岡 県  2.37 福 井 県  2.28 滋 賀 県  2.57 
富 山 県  1.80 福 岡 県  2.28 山 口 県  2.09 香 川 県  2.30 宮 城 県  2.20 和 歌 山 県  2.49 
山 口 県  1.69 滋 賀 県  2.13 岩 手 県  1.93 山 口 県  2.21 大 阪 府  2.10 島 根 県  2.38 

石 川 県  1.68 富 山 県  2.03 奈 良 県  1.81 奈 良 県  2.11 岩 手 県  2.07 福 岡 県  2.34 
兵 庫 県  1.61 奈 良 県  1.88 広 島 県  1.80 鳥 取 県  2.07 長 崎 県  2.05 宮 城 県  2.17 
愛 知 県  1.59 香 川 県  1.73 栃 木 県  1.76 滋 賀 県  1.99 山 口 県  1.99 大 阪 府  2.16 

長 崎 県  1.51 和 歌 山 県  1.72 岡 山 県  1.75 大 阪 府  1.92 石 川 県  1.98 奈 良 県  2.10 
宮 崎 県  1.51 岩 手 県  1.68 石 川 県  1.73 広 島 県  1.85 群 馬 県  1.94 福 井 県  2.05 
栃 木 県  1.49 愛 知 県  1.67 徳 島 県  1.64 富 山 県  1.78 広 島 県  1.82 山 口 県  1.95 

徳 島 県  1.48 群 馬 県  1.49 愛 知 県  1.58 和 歌 山 県  1.69 富 山 県  1.78 岩 手 県  1.94 
岩 手 県  1.44 福 島 県  1.48 長 崎 県  1.57 岩 手 県  1.64 鳥 取 県  1.77 福 島 県  1.92 

福 島 県  1.42 福 井 県  1.46 和 歌 山 県  1.57 福 島 県  1.64 香 川 県  1.77 広 島 県  1.87 
岡 山 県  1.42 岡 山 県  1.46 一 重 県  1.56 北 海 道  1.57 滋 賀 県  1.76 群 馬 県  1.86 

広 島 県  1.40 高 知 県  1.42 福 島 県  1.54 兵 庫 県  1.57 福 島 県  1.75 富 山 県  1.82 

群 馬 県  1.38 広 島 県  1.42 高 知 県  1.54 徳 島 県  1.57 島 根 県  1.73 徳 島 県  1.75 
香 川 県  1.37 石 川 県  1.38 滋 賀 県  1.50 高 知 県  1.51 兵 庫 県  1.73 北 海 道  1.65 

北 海 道  1.36 岐 阜 県  1.34 宮 城 県  1.47 石 川 県  1.47 徳 島 県  1.73 愛 媛 県  1.64 
山 形 県  1.31 栃 木 県  1.31 山 梨 県  1.44 群 馬 県  1.47 北 海 道  1.72 兵 庫 県  1.64 

和 歌 山 県  1.31 愛 媛 県  1.31 島 根 県  1.44 栃 木 県  1.45 大 分 県  1.62 宮 崎 県  1.62 

岐 阜 県  1.24 島 根 県  1.30 埼 玉 県  1.31 一 重 県  1.45 和 歌 山 県  1.61 高 知 県  1.62 

高 知 県  1.24 沖 縄 県  1.29 香 川 県  1.28 愛 知 県  1.42 愛 知 県  1.51 秋 田 県  1.54 
山 梨 県  1.21 宮 崎 県  1.28 兵 庫 県  1.27 神 奈 川 県  1.37 岡 山 県  1.49 千 葉 県  1.54 
大 阪 府  1.21 佐 賀 県  1.26 山 形 県  1.24 岡 山 県  1.37 佐 賀 県  1.49 栃 木 県  1.52 

宮 城 県  1.19 山 形 県  1.22 佐 賀 県  1.23 山 梨 県  1.34 秋 田 県  1.47 山 梨 県  1.49 
一 重 県  1.17 北 海 道  1.22 群 馬 県  1.20 埼 玉 県  1.31 愛 媛 県  1.40 埼 玉 県  1.48 
島 根 県  1.16 一 重 県  1.15 大 阪 府  1.20 鹿 児 島 県  1.31 高 知 県  1.39 愛 知 県  1.48 
愛 媛 県  1.16 徳 島 県  1.15 熊 本 県  1.20 山 形 県  1.29 千 葉 県  1.38 岡 山 県  1.46 

神 奈 川 県  1.15 兵 庫 県  1.14 福 井 県  1.14 熊 本 県  1.25 埼 玉 県  1.36 大 分 県  1.45 
青 森 県  1.15 千 葉 県  1.13 北 海 道  1.09 島 根 県  1.23 一 重 県  1.34 石 川 県  1.43 
秋 田 県  1.03 秋 田 県  1.13 岐 阜 県  1.09 千 葉 県  1.22 青 森 県  1.30 一 重 県  1.42 

熊 本 県  1.02 埼 玉 県  1.13 京 都 府  1.07 愛 媛 県  1.21 山 形 県  1.28 佐 賀 県  1.41 
埼 玉 県  1.00 大 阪 府  1.10 愛 媛 県  1.07 岐 阜 県  1.13 山 梨 県  1.27 神 奈 川 県  1.40 
茨 城 県  1.00 長 野 県  1.08 青 森 県  1.06 宮 崎 県  1.10 栃 木 県  1.26 茨 城 県  1.33 

千 葉 県  0.96 宮 城 県  1.02 大 分 県  1.05 福 井 県  1.09 岐 阜 県  1.25 鳥 取 県  1.29 

京 都 府  0.93 青 森 県  1.02 秋 田 県  1.02 秋 田 県  1.09 静 岡 県  1.16 山 形 県  1.26 

大 分 県  0.92 山 梨 県  1.00 千 葉 県  0.95 京 都 府  1.08 神 奈 川 県  1.06 京 都 府  1.25 

鹿 児 島 県  0.91 茨 城 県  0.95 神 奈 川 県  0.95 茨 城 県  1.05 宮 崎 県  1.05 岐 阜 県  1.23 

静 岡 県  0.89 熊 本 県  0.93 長 野 県  0.93 静 岡 県  0.95 茨 城 県  1.03 熊 本 県  1.21 

福 井 県  0.85 大 分 県  0.93 茨 城 県  0.92 青 森 県  0.93 長 野 県  0.94 静 岡 県  1.18 

佐 賀 県  0.81 神 奈 川 県  0.92 鹿 児 島 県  0.88 長 野 県  0.85 東 京 都  0.94 青 森 県  1.01 
沖 縄 県  0.79 京 都 府  0.92 静 岡 県  0.87 東 京 都  0.83 熊 本 県  0.90 東 京 都  1.00 
東 京 都  0.69 静 岡 県  0.90 宮 崎 県  0.82 大 分 県  0.83 鹿 児 島 県  0.80 鹿 児 島 県  0.94 
長 野 県  0.61 鹿 児 島 県  0.88 東 京 都  0.68 佐 賀 県  0.75 京 都 府  0.79 沖 縄 県  0.83 
鳥 取 県  0.61 東 京 都  0.70 沖 縄 県  0.66 沖 縄 県  0.51 沖 縄 県  0.55 長 野 県  0.67 

下 線 以 下 は 精 度 管 理 不 良 県 30%  
許容値 1.0%以上  

下 線 は 精 度 管 理 優 良 県 10%、 及 び、精 度 管 理 不 良 県 30%の 境 界 を 示 す  
目標 値 90%以上、許容値 70%以 上  



H17 未 把 握 率  H18 未 把 握 率  H19 未 把 握 率  H20 未 把 握 率  H21 未 把 握 率  H22 未 把 握 率  

石 川 県  0.1 佐 賀 県  0.0 石 川 県  0.0 宮 城 県  0.2 宮 城 県  0.1 宮 城 県  0.2 
鳥 取 県  0.2 徳 島 県  0.1 佐 賀 県  0.0 鹿 児 島 県  0.5 石 川 県  0.3 富 山 県  0.4 
佐 賀 県  1.0 和 歌 山 県  0.3 富 山 県  0.1 富 山 県  0.8 鹿 児 島 県  0.7 茨 城 県  1.5 

高 知 県  1.1 富 山 県  0.4 鳥 取 県  0.1 宮 崎 県  0.9 新 潟 県  0.8 佐 賀 県  1.8 
徳 島 県  1.3 新 潟 県  0.9 鹿 児 島 県  0.2 石 川 県  1.4 茨 城 県  1.5 石 川 県  1.9 

北 海 道  1.7 北 海 道  1.5 和 歌 山 県  0.5 岩 手 県  1.5 富 山 県  1.5 香 川 県  2.0 
和 歌 山 県  1.7 鹿 児 島 県  1.5 新 潟 県  0.7 群 馬 県  1.5 北 海 道  1.8 鹿 児 島 県  2.0 

富 山 県  2.2 滋 賀 県  1.8 徳 島 県  0.9 徳 島 県  1.7 佐 賀 県  2.0 新 潟 県  2.0 
岩 手 県  2.4 石 川 県  1.9 北 海 道  1.3 奈 良 県  1.8 岩 手 県  2.0 滋 賀 県  2.1 

山 梨 県  2.6 高 知 県  2.0 群 馬 県  1.5 山 口 県  2.1 徳 島 県  2.1 山 口 県  2.1 

群 馬 県  2.7 群 馬 県  2.1 岩 手 県  1.6 長 野 県  2.2 鳥 取 県  2.8 長 野 県  2.4 
長 野 県  2.9 山 梨 県  2.4 滋 賀 県  2.3 滋 賀 県  2.4 山 口 県  3.0 岩 手 県  2.8 

京 都 府  3.1 鳥 取 県  2.8 京 都 府  2.4 茨 城 県  2.4 香 川 県  3.8 大 阪 府  2.9 

熊 本 県  3.1 熊 本 県  2.8 高 知 県  2.8 佐 賀 県  2.6 高 知 県  4.0 福 井 県  3.2 

栃 木 県  3.6 長 野 県  3.0 山 梨 県  3.0 香 川 県  5.2 京 都 府  4.3 徳 島 県  3.3 

山 口 県  4.4 愛 媛 県  3.1 宮 崎 県  3.5 千 葉 県  5.3 秋 田 県  4.3 愛 媛 県  3.8 

福 島 県  4.6 栃 木 県  3.6 栃 木 県  3.8 山 梨 県  5.6 滋 賀 県  4.3 山 梨 県  4.1 
沖 縄 県  5.5 京 都 府  3.6 山 口 県  3.9 鳥 取 県  5.6 長 野 県  4.5 北 海 道  4.2 
山 形 県  5.9 岩 手 県  3.7 熊 本 県  4.6 和 歌 山 県  5.6 和 歌 山 県  4.8 秋 田 県  4.5 
岐 阜 県  6.0 山 口 県  4.5 長 野 県  5.0 福 岡 県  5.6 群 馬 県  4.9 京 都 府  5.3 

鹿 児 島 県  6.0 沖 縄 県  4.9 岐 阜 県  5.0 大 分 県  6.0 大 阪 府  5.1 千 葉 県  5.4 
愛 媛 県  6.1 宮 崎 県  6.0 島 根 県  6.2 愛 媛 県  6.3 栃 木 県  5.1 山 形 県  5.5 

滋 賀 県  6.2 山 形 県  6.1 埼 玉 県  6.7 山 形 県  6.7 岐 阜 県  5.6 群 馬 県  5.7 
宮 崎 県  6.3 岐 阜 県  6.6 秋 田 県  7.1 高 知 県  6.7 千 葉 県  5.9 鳥 取 県  6.1 

大 分 県  7.1 埼 玉 県  6.6 静 岡 県  7.5 秋 田 県  6.8 福 井 県  5.9 大 分 県  6.3 

香 川 県  8.3 大 分 県  7.0 宮 城 県  7.5 京 都 府  6.9 宮 崎 県  6.3 高 知 県  6.8 

秋 田 県  8.6 福 島 県  7.3 山 形 県  7.6 新 潟 県  6.9 愛 媛 県  6.4 岐 阜 県  6.9 

奈 良 県  9.8 秋 田 県  7.5 愛 知 県  8.0 栃 木 県  7.0 大 分 県  7.8 長 崎 県  7.0 
愛 知 県  10.5 宮 城 県  8.3 福 岡 県  9.1 福 井 県  7.0 山 梨 県  8.4 福 岡 県  7.4 
埼 玉 県  10.6 福 井 県  8.4 大 分 県  9.8 大 阪 府  7.1 山 形 県  8.5 熊 本 県  7.8 
静 岡 県  10.9 福 岡 県  8.4 愛 媛 県  9.8 北 海 道  7.7 熊 本 県  9.0 和 歌 山 県  8.1 

兵 庫 県  11.1 愛 知 県  9.2 福 井 県  10.3 長 崎 県  8.6 福 岡 県  9.3 栃 木 県  8.4 
岡 山 県  11.7 広 島 県  10.4 千 葉 県  10.7 岐 阜 県  9.6 長 崎 県  9.4 宮 崎 県  9.4 

宮 城 県  11.7 長 崎 県  10.7 広 島 県  10.9 熊 本 県  10.0 神 奈 川 県  10.8 島 根 県  12.2 
福 岡 県  11.9 千 葉 県  11.5 香 川 県  11.0 神 奈 川 県  11.1 奈 良 県  11.3 岡 山 県  12.2 

福 井 県  12.2 香 川 県  12.9 茨 城 県  11.3 兵 庫 県  11.5 島 根 県  11.9 奈 良 県  12.3 

広 島 県  12.2 静 岡 県  12.9 沖 縄 県  12.0 島 根 県  11.5 岡 山 県  12.5 一 重 県  12.6 

神 奈 川 県  13.5 兵 庫 県  13.6 長 崎 県  12.8 岡 山 県  13.0 埼 玉 県  13.1 神 奈 川 県  12.7 
千 葉 県  13.9 岡 山 県  13.7 兵 庫 県  13.0 福 島 県  13.2 福 島 県  14.1 兵 庫 県  13.2 

茨 城 県  14.5 神 奈 川 県  13.9 岡 山 県  13.6 広 島 県  13.2 一 重 県  14.7 埼 玉 県  13.7 
青 森 県  14.7 茨 城 県  14.0 奈 良 県  15.2 愛 知 県  14.3 兵 庫 県  15.3 青 森 県  15.2 

大 阪 府  16.4 奈 良 県  14.3 大 阪 府  17.9 青 森 県  15.9 青 森 県  15.8 愛 知 県  15.4 
長 崎 県  18.7 青 森 県  15.5 福 島 県  18.4 埼 玉 県  16.6 愛 知 県  16.0 広 島 県  16.1 

島 根 県  19.0 大 阪 府  16.4 神 奈 川 県  20.6 一 重 県  18.6 広 島 県  16.6 福 島 県  18.2 

一 重 県  28.8 島 根 県  18.5 青 森 県  20.7 静 岡 県  22.3 静 岡 県  20.3 静 岡 県  18.4 
新 潟 県  31.2 一 重 県  22.4 一 重 県  23.2 沖 縄 県  29.2 沖 縄 県  25.3 東 京 都  22.6 

東 京 都  40.4 東 京 都  42.1 東 京 都  37.4 東 京 都  38.9 東 京 都  38.4 沖 縄 県  29.1 
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胃 が ん検 診 精 度 管 理 指 標 値 (40""74 歳 )  青字:目 標 値を クリアし た県   赤 字:許容 値を クリアし て いな い
県  

胃がん：未受診率  
胃 が ん検 診 精 度 管 理 指 標 値 (40""74 歳 )  青 字:目標 値を クリアし た県   赤字:許容 値を クリアし て いな い
県  

胃がん：未把握率 

H17 未 受 診 率  H18 未 受 診 率  H19 未 受 診 率  H20 未 受 診 率  H21 未 受 診 率  H22 未 受 診 率  

宮 城 県  2.3 宮 城 県  3.1 宮 城 県  3.4 高 知 県  2.0 高 知 県  2.6 福 島 県  2.5 
鳥 取 県  2.8 長 崎 県  4.9 東 京 都  4.9 静 岡 県  2.5 長 崎 県  3.6 長 崎 県  2.8 

長 崎 県  5.1 香 川 県  5.3 長 崎 県  4.9 長 崎 県  3.0 宮 城 県  3.6 群 馬 県  3.0 
福 岡 県  6.5 高 知 県  6.9 青 森 県  7.6 東 京 都  4.0 福 島 県  3.6 高 知 県  3.2 
東 京 都  6.6 東 京 都  7.0 兵 庫 県  8.0 福 島 県  4.2 東 京 都  4.2 宮 崎 県  3.8 

香 川 県  6.8 鳥 取 県  7.5 岡 山 県  8.3 新 潟 県  5.2 群 馬 県  4.3 兵 庫 県  4.7 
新 潟 県  8.2 兵 庫 県  8.2 福 島 県  8.3 宮 城 県  5.4 静 岡 県  4.9 愛 知 県  5.1 

群 馬 県  8.6 新 潟 県  8.8 山 口 県  9.0 愛 知 県  5.8 兵 庫 県  5.2 福 岡 県  5.8 

山 口 県  8.9 山 口 県  9.3 群 馬 県  9.5 山 口 県  5.8 山 口 県  5.6 青 森 県  6.0 
高 知 県  8.9 岡 山 県  9.4 福 岡 県  9.7 香 川 県  6.1 香 川 県  5.6 東 京 都  6.2 

福 井 県  10.4 群 馬 県  11.0 新 潟 県  9.8 広 島 県  6.6 愛 知 県  6.1 宮 城 県  6.5 

広 島 県  10.7 宮 崎 県  11.1 一 重 県  10.0 兵 庫 県  7.4 青 森 県  6.2 広 島 県  6.5 

岡 山 県  10.9 大 分 県  11.3 高 知 県  10.0 福 岡 県  7.5 福 岡 県  6.3 島 根 県  6.7 
大 分 県  11.1 福 岡 県  11.6 大 分 県  10.4 青 森 県  7.5 広 島 県  6.6 奈 良 県  6.7 
宮 崎 県  11.7 滋 賀 県  11.9 愛 媛 県  10.4 大 分 県  8.1 宮 崎 県  6.9 静 岡 県  7.1 
一 重 県  11.9 愛 知 県  12.0 滋 賀 県  10.5 滋 賀 県  8.4 埼 玉 県  7.4 山 口 県  7.8 
滋 賀 県  12.2 広 島 県  12.3 愛 知 県  10.8 岡 山 県  8.8 山 形 県  8.2 岡 山 県  7.9 
兵 庫 県  12.2 一 重 県  12.8 香 川 県  10.9 岐 阜 県  9.4 滋 賀 県  8.5 滋 賀 県  7.9 
愛 知 県  12.5 岐 阜 県  12.9 奈 良 県  11.0 群 馬 県  9.5 奈 良 県  8.5 新 潟 県  8.0 
青 森 県  13.9 茨 城 県  13.2 鳥 取 県  11.0 愛 媛 県  9.6 熊 本 県  9.3 香 川 県  8.4 
島 根 県  14.0 奈 良 県  13.4 広 島 県  12.3 島 根 県  9.8 岡 山 県  9.5 沖 縄 県  9.3 

岩 手 県  14.4 青 森 県  13.7 岐 阜 県  12.4 熊 本 県  10.6 千 葉 県  10.0 鹿 児 島 県  9.4 
岐 阜 県  14.5 富 山 県  13.9 福 井 県  12.6 岩 手 県  10.8 岩 手 県  10.1 大 分 県  9.6 

石 川 県  15.3 石 川 県  14.3 富 山 県  12.8 鹿 児 島 県  11.3 大 分 県  10.2 埼 玉 県  9.7 
山 形 県  15.3 千 葉 県  14.7 茨 城 県  14.6 山 形 県  11.5 島 根 県  10.5 岩 手 県  10.4 
富 山 県  16.6 大 阪 府  15.0 岩 手 県  14.8 宮 崎 県  11.5 富 山 県  10.6 鳥 取 県  10.4 
茨 城 県  16.8 福 井 県  15.2 石 川 県  15.1 埼 玉 県  12.1 新 潟 県  10.6 熊 本 県  10.4 
千 葉 県  17.1 岩 手 県  15.4 宮 崎 県  15.8 佐 賀 県  12.2 沖 縄 県  10.7 愛 媛 県  10.9 
愛 媛 県  17.3 静 岡 県  16.3 沖 縄 県  16.6 千 葉 県  12.4 鹿 児 島 県  11.8 徳 島 県  11.0 
静 岡 県  17.4 愛 媛 県  16.9 島 根 県  16.6 鳥 取 県  12.4 石 川 県  11.8 山 形 県  11.4 
沖 縄 県  17.5 島 根 県  17.1 大 阪 府  16.6 大 阪 府  12.5 徳 島 県  12.1 岐 阜 県  11.7 
福 島 県  17.5 山 形 県  17.4 千 葉 県  17.2 北 海 道  12.6 鳥 取 県  12.5 富 山 県  12.1 
大 阪 府  17.6 福 島 県  17.5 長 野 県  17.3 京 都 府  13.0 福 井 県  13.0 佐 賀 県  13.1 

京 都 府  18.6 佐 賀 県  18.8 山 形 県  17.3 富 山 県  13.3 愛 媛 県  13.3 石 川 県  13.2 
長 野 県  18.6 長 野 県  18.9 京 都 府  17.6 徳 島 県  13.3 佐 賀 県  13.8 大 阪 府  13.3 

徳 島 県  19.1 徳 島 県  19.4 佐 賀 県  17.8 福 井 県  13.6 神 奈 川 県  13.8 神 奈 川 県  13.3 

佐 賀 県  19.2 秋 田 県  19.4 徳 島 県  18.6 石 川 県  13.7 大 阪 府  14.0 千 葉 県  13.5 

熊 本 県  19.7 沖 縄 県  19.4 鹿 児 島 県  20.8 神 奈 川 県  14.0 山 梨 県  14.6 長 野 県  14.6 
奈 良 県  19.7 京 都 府  20.8 埼 玉 県  21.4 一 重 県  14.5 一 重 県  14.8 福 井 県  15.0 
埼 玉 県  20.6 熊 本 県  20.9 山 梨 県  21.9 茨 城 県  14.5 長 野 県  14.9 茨 城 県  15.9 

鹿 児 島 県  21.2 埼 玉 県  21.8 熊 本 県  22.2 奈 良 県  15.1 岐 阜 県  15.0 和 歌 山 県  16.1 

秋 田 県  21.5 神 奈 川 県  23.4 神 奈 川 県  23.1 山 梨 県  16.2 京 都 府  15.8 一 重 県  16.3 

山 梨 県  24.4 鹿 児 島 県  25.0 静 岡 県  25.4 長 野 県  16.5 茨 城 県  17.8 栃 木 県  17.0 
神 奈 川 県  24.9 北 海 道  25.6 秋 田 県  26.3 秋 田 県  21.1 栃 木 県  19.0 京 都 府  17.6 

北 海 道  25.4 山 梨 県  26.3 栃 木 県  26.5 和 歌 山 県  21.9 秋 田 県  20.5 山 梨 県  19.8 

和 歌 山 県  29.3 和 歌 山 県  27.5 北 海 道  28.3 沖 縄 県  22.7 北 海 道  21.2 北 海 道  20.0 
栃 木 県  32.7 栃 木 県  28.0 和 歌 山 県  30.5 栃 木 県  25.7 和 歌 山 県  25.9 秋 田 県  21.4 

下 線 は 精 度 管 理 優 良 県 10%、 及 び、精 度 管 理 不 良 県 30%の 境 界 を 示
す  
許容 値 20%以下 、目 標値 5%以下  

下 線 は 精 度 管 理 優 良 県 10%、 及 び、精 度 管 理 不 良 県 30%の 境 界 を 示 す  
許容 値 10%以下 、許 容値 5%以下  



H17 要 精 検 率  H18 要 精 検 率  H19 要 精 検 率  H20 要 精 検 率  H21 要 精 検 率  H22 要 精 検 率  

高 知 県  3.44 高 知 県  3.53 高 知 県  3.44 宮 城 県  4.59 高 知 県  3.69 高 知 県  3.84 
青 森 県  3.51 青 森 県  4.15 青 森 県  4.01 青 森 県  4.71 栃 木 県  5.01 福 井 県  4.21 
宮 城 県  4.64 宮 城 県  4.81 宮 城 県  4.84 高 知 県  4.77 福 井 県  5.18 栃 木 県  4.98 
福 井 県  4.86 福 井 県  4.91 福 井 県  5.20 栃 木 県  5.16 宮 城 県  5.52 群 馬 県  5.31 

島 根 県  5.28 山 梨 県  5.49 栃 木 県  5.35 福 井 県  5.19 群 馬 県  5.76 宮 城 県  5.36 

栃 木 県  5.43 栃 木 県  5.54 山 梨 県  5.47 山 梨 県  5.49 岩 手 県  5.85 岩 手 県  5.45 
熊 本 県  5.54 秋 田 県  5.58 神 奈 川 県  5.66 秋 田 県  5.66 山 梨 県  5.89 秋 田 県  5.46 
秋 田 県  5.59 島 根 県  5.62 埼 玉 県  5.73 富 山 県  5.94 青 森 県  5.92 新 潟 県  5.74 
新 潟 県  5.60 神 奈 川 県  5.71 熊 本 県  5.76 兵 庫 県  5.94 島 根 県  5.96 石 川 県  5.76 
神 奈 川 県  5.75 新 潟 県  5.85 新 潟 県  5.77 石 川 県  6.04 兵 庫 県  5.98 青 森 県  5.87 
静 岡 県  5.87 兵 庫 県  5.90 静 岡 県  5.80 新 潟 県  6.05 新 潟 県  5.98 兵 庫 県  5.87 
山 梨 県  5.90 熊 本 県  5.99 秋 田 県  5.85 熊 本 県  6.05 秋 田 県  6.00 山 梨 県  5.88 

兵 庫 県  5.91 静 岡 県  6.03 富 山 県  5.95 岩 手 県  6.10 長 野 県  6.07 長 野 県  5.93 
愛 媛 県  6.06 愛 媛 県  6.11 兵 庫 県  6.00 群 馬 県  6.13 石 川 県  6.13 山 口 県  5.95 
群 馬 県  6.17 千 葉 県  6.15 島 根 県  6.12 奈 良 県  6.32 奈 良 県  6.24 山 形 県  6.06 
岐 阜 県  6.18 岩 手 県  6.19 岩 手 県  6.19 山 形 県  6.34 山 形 県  6.28 奈 良 県  6.07 
京 都 府  6.28 埼 玉 県  6.24 山 形 県  6.25 神 奈 川 県  6.36 東 京 都  6.30 滋 賀 県  6.18 

岩 手 県  6.29 東 京 都  6.43 群 馬 県  6.26 東 京 都  6.37 神 奈 川 県  6.30 東 京 都  6.23 
奈 良 県  6.31 鹿 児 島 県  6.44 岡 山 県  6.32 静 岡 県  6.42 広 島 県  6.41 沖 縄 県  6.34 
沖 縄 県  6.39 富 山 県  6.45 岐 阜 県  6.46 沖 縄 県  6.55 熊 本 県  6.44 茨 城 県  6.37 
石 川 県  6.42 群 馬 県  6.46 石 川 県  6.49 愛 知 県  6.56 愛 媛 県  6.60 神 奈 川 県  6.37 
千 葉 県  6.45 岡 山 県  6.58 奈 良 県  6.59 広 島 県  6.62 滋 賀 県  6.64 広 島 県  6.38 

徳 島 県  6.55 山 形 県  6.64 愛 媛 県  6.62 岐 阜 県  6.66 富 山 県  6.69 一 重 県  6.42 
滋 賀 県  6.64 沖 縄 県  6.68 徳 島 県  6.64 島 根 県  6.70 沖 縄 県  6.69 埼 玉 県  6.44 
鹿 児 島 県  6.74 石 川 県  6.68 広 島 県  6.69 長 野 県  6.71 埼 玉 県  6.73 愛 媛 県  6.53 

愛 知 県  6.76 香 川 県  6.79 滋 賀 県  6.70 岡 山 県  6.73 茨 城 県  6.85 熊 本 県  6.61 

岡 山 県  6.83 徳 島 県  6.81 沖 縄 県  6.71 愛 媛 県  6.79 山 口 県  6.85 富 山 県  6.62 
和 歌 山 県  6.89 滋 賀 県  6.82 茨 城 県  6.75 埼 玉 県  6.82 一 重 県  6.86 静 岡 県  6.63 

埼 玉 県  6.89 奈 良 県  6.91 東 京 都  6.79 茨 城 県  6.83 宮 崎 県  6.86 鳥 取 県  6.71 
東 京 都  6.93 愛 知 県  6.92 愛 知 県  6.86 滋 賀 県  6.91 岡 山 県  6.91 岡 山 県  6.73 
茨 城 県  6.94 長 野 県  6.95 大 分 県  6.90 一 重 県  6.92 静 岡 県  6.92 福 島 県  6.88 

山 形 県  6.94 宮 崎 県  6.96 一 重 県  7.13 大 分 県  6.95 福 島 県  7.17 宮 崎 県  6.93 
香 川 県  6.95 茨 城 県  7.04 宮 崎 県  7.20 千 葉 県  7.03 京 都 府  7.22 京 都 府  6.95 
長 野 県  7.02 和 歌 山 県  7.12 山 口 県  7.25 宮 崎 県  7.09 鹿 児 島 県  7.24 香 川 県  6.96 
宮 崎 県  7.13 岐 阜 県  7.13 香 川 県  7.29 香 川 県  7.12 福 岡 県  7.39 鹿 児 島 県  6.98 
富 山 県  7.17 広 島 県  7.31 長 野 県  7.38 京 都 府  7.17 香 川 県  7.39 福 岡 県  6.99 
一 重 県  7.24 鳥 取 県  7.33 大 阪 府  7.45 鳥 取 県  7.21 大 分 県  7.45 愛 知 県  7.00 
広 島 県  7.25 大 阪 府  7.38 鳥 取 県  7.49 福 島 県  7.24 岐 阜 県  7.49 大 阪 府  7.13 
大 阪 府  7.62 一 重 県  7.48 和 歌 山 県  7.52 鹿 児 島 県  7.29 鳥 取 県  7.62 島 根 県  7.22 
大 分 県  7.77 大 分 県  7.62 千 葉 県  7.59 山 口 県  7.30 大 阪 府  7.67 北 海 道  7.30 
山 口 県  7.81 山 口 県  7.64 福 島 県  7.71 大 阪 府  7.72 北 海 道  7.72 大 分 県  7.75 
鳥 取 県  7.96 福 岡 県  7.88 鹿 児 島 県  7.80 北 海 道  7.80 愛 知 県  7.75 岐 阜 県  7.77 
福 島 県  8.15 京 都 府  7.89 京 都 府  7.84 和 歌 山 県  8.10 千 葉 県  7.77 和 歌 山 県  7.93 
福 岡 県  8.16 福 島 県  7.96 福 岡 県  7.95 福 岡 県  8.16 佐 賀 県  8.01 千 葉 県  8.02 
北 海 道  8.37 北 海 道  8.57 北 海 道  8.45 長 崎 県  8.77 和 歌 山 県  8.08 長 崎 県  8.23 
長 崎 県  8.48 長 崎 県  8.61 佐 賀 県  8.71 佐 賀 県  8.94 徳 島 県  8.39 徳 島 県  8.36 

佐 賀 県  9.93 佐 賀 県  9.31 長 崎 県  8.75 徳 島 県  9.24 長 崎 県  8.96 佐 賀 県  8.63 
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大 腸 が ん 検 診 精 度 管 理 指 標 値 (40""74 歳)    赤 字:許 容値 を クリアし て いな い
県  

⼤腸がん：要精検率  
大 腸 が ん 検 診 精 度 管 理 指 標 値 (40""74 歳)    赤 字:許 容値 を クリアし て いな い
県  

⼤腸がん：発⾒率 

H17 発 見 率  H18 発 見 率  H19 発 見 率  H20 発 見 率  H21 発 見 率  H22 発 見 率  

富 山 県  0.284 新 潟 県  0.260 新 潟 県  0.265 新 潟 県  0.340 大 阪 府  0.330 山 口 県  0.359 
新 潟 県  0.272 富 山 県  0.246 山 口 県  0.251 山 口 県  0.314 奈 良 県  0.321 大 阪 府  0.331 
岩 手 県  0.267 鳥 取 県  0.232 京 都 府  0.250 大 阪 府  0.296 長 崎 県  0.303 奈 良 県  0.299 
鳥 取 県  0.216 島 根 県  0.220 岩 手 県  0.248 鳥 取 県  0.268 新 潟 県  0.293 島 根 県  0.297 
山 口 県  0.211 長 崎 県  0.219 香 川 県  0.246 島 根 県  0.267 山 口 県  0.287 新 潟 県  0.291 
滋 賀 県  0.210 京 都 府  0.215 富 山 県  0.236 福 井 県  0.257 島 根 県  0.279 長 崎 県  0.289 
石 川 県  0.205 岐 阜 県  0.205 福 岡 県  0.217 福 岡 県  0.256 富 山 県  0.249 富 山 県  0.261 
島 根 県  0.201 滋 賀 県  0.203 鳥 取 県  0.210 奈 良 県  0.255 岩 手 県  0.248 岩 手 県  0.245 
香 川 県  0.192 山 口 県  0.196 岐 阜 県  0.207 長 崎 県  0.253 神 奈 川 県  0.242 福 岡 県  0.241 

和 歌 山 県  0.190 石 川 県  0.193 島 根 県  0.207 富 山 県  0.249 和 歌 山 県  0.241 京 都 府  0.238 
福 岡 県  0.189 岩 手 県  0.192 石 川 県  0.204 岩 手 県  0.247 愛 知 県  0.240 神 奈 川 県  0.235 
群 馬 県  0.189 佐 賀 県  0.185 奈 良 県  0.203 神 奈 川 県  0.234 石 川 県  0.232 和 歌 山 県  0.233 
長 崎 県  0.181 福 岡 県  0.183 長 崎 県  0.193 岐 阜 県  0.231 鳥 取 県  0.227 滋 賀 県  0.231 
熊 本 県  0.171 福 井 県  0.181 滋 賀 県  0.190 京 都 府  0.231 福 岡 県  0.226 愛 知 県  0.226 
岐 阜 県  0.171 群 馬 県  0.180 鹿 児 島 県  0.188 広 島 県  0.228 滋 賀 県  0.225 鳥 取 県  0.220 
愛 知 県  0.169 福 島 県  0.179 和 歌 山 県  0.184 佐 賀 県  0.219 岐 阜 県  0.216 石 川 県  0.218 
宮 城 県  0.166 奈 良 県  0.176 愛 知 県  0.181 群 馬 県  0.214 高 知 県  0.206 青 森 県  0.214 
広 島 県  0.166 和 歌 山 県  0.171 佐 賀 県  0.178 滋 賀 県  0.210 兵 庫 県  0.199 北 海 道  0.211 
大 阪 府  0.164 愛 知 県  0.171 愛 媛 県  0.177 徳 島 県  0.210 一 重 県  0.197 埼 玉 県  0.199 
沖 縄 県  0.164 大 阪 府  0.169 群 馬 県  0.173 石 川 県  0.203 茨 城 県  0.196 一 重 県  0.196 
京 都 府  0.162 宮 城 県  0.167 福 井 県  0.170 香 川 県  0.194 群 馬 県  0.195 岐 阜 県  0.194 
福 島 県  0.159 高 知 県  0.166 北 海 道  0.166 和 歌 山 県  0.190 京 都 府  0.192 宮 城 県  0.194 
北 海 道  0.150 香 川 県  0.165 大 阪 府  0.163 北 海 道  0.190 佐 賀 県  0.191 佐 賀 県  0.191 
佐 賀 県  0.150 北 海 道  0.164 福 島 県  0.159 埼 玉 県  0.188 青 森 県  0.190 群 馬 県  0.190 
一 重 県  0.144 愛 媛 県  0.160 一 重 県  0.154 茨 城 県  0.185 香 川 県  0.190 広 島 県  0.189 
茨 城 県  0.142 長 野 県  0.160 徳 島 県  0.150 兵 庫 県  0.182 静 岡 県  0.187 茨 城 県  0.188 
宮 崎 県  0.137 栃 木 県  0.157 宮 崎 県  0.148 山 形 県  0.176 沖 縄 県  0.187 徳 島 県  0.186 

鹿 児 島 県  0.136 広 島 県  0.153 長 野 県  0.145 宮 城 県  0.175 北 海 道  0.186 兵 庫 県  0.186 
兵 庫 県  0.132 一 重 県  0.152 宮 城 県  0.144 高 知 県  0.172 秋 田 県  0.178 静 岡 県  0.181 
福 井 県  0.131 沖 縄 県  0.149 茨 城 県  0.143 福 島 県  0.171 徳 島 県  0.172 香 川 県  0.173 
秋 田 県  0.129 大 分 県  0.146 神 奈 川 県  0.142 静 岡 県  0.168 山 形 県  0.169 長 野 県  0.173 
栃 木 県  0.129 兵 庫 県  0.143 沖 縄 県  0.139 宮 崎 県  0.165 鹿 児 島 県  0.165 秋 田 県  0.168 
長 野 県  0.126 埼 玉 県  0.139 秋 田 県  0.137 青 森 県  0.161 福 島 県  0.164 東 京 都  0.166 

埼 玉 県  0.125 秋 田 県  0.138 広 島 県  0.135 千 葉 県  0.158 埼 玉 県  0.160 宮 崎 県  0.165 
岡 山 県  0.124 宮 崎 県  0.132 兵 庫 県  0.135 秋 田 県  0.156 宮 崎 県  0.157 福 島 県  0.164 
奈 良 県  0.122 静 岡 県  0.127 熊 本 県  0.134 愛 知 県  0.156 長 野 県  0.155 福 井 県  0.162 
静 岡 県  0.122 鹿 児 島 県  0.126 山 形 県  0.132 愛 媛 県  0.155 千 葉 県  0.153 栃 木 県  0.162 
大 分 県  0.120 岡 山 県  0.122 埼 玉 県  0.128 長 野 県  0.155 岡 山 県  0.152 千 葉 県  0.158 
徳 島 県  0.120 茨 城 県  0.121 高 知 県  0.128 一 重 県  0.151 東 京 都  0.150 高 知 県  0.157 
高 知 県  0.119 神 奈 川 県  0.119 静 岡 県  0.123 大 分 県  0.149 宮 城 県  0.148 愛 媛 県  0.155 
千 葉 県  0.118 青 森 県  0.114 大 分 県  0.120 鹿 児 島 県  0.149 大 分 県  0.147 熊 本 県  0.151 

神 奈 川 県  0.116 山 形 県  0.111 岡 山 県  0.120 東 京 都  0.140 広 島 県  0.143 山 梨 県  0.150 
山 形 県  0.113 徳 島 県  0.108 栃 木 県  0.115 熊 本 県  0.134 福 井 県  0.140 鹿 児 島 県  0.148 
東 京 都  0.107 熊 本 県  0.107 千 葉 県  0.107 岡 山 県  0.125 山 梨 県  0.124 山 形 県  0.148 
愛 媛 県  0.105 山 梨 県  0.106 青 森 県  0.106 山 梨 県  0.117 栃 木 県  0.123 大 分 県  0.147 
青 森 県  0.096 東 京 都  0.097 東 京 都  0.097 栃 木 県  0.102 愛 媛 県  0.122 岡 山 県  0.146 
山 梨 県  0.082 千 葉 県  0.095 山 梨 県  0.084 沖 縄 県  0.100 熊 本 県  0.121 沖 縄 県  0.137 

下 線 以 下 は 精 度 管 理 不 良 県 30% 
許容 値 7%以下  

下線 以 下は 精度 管 理不 良 県 30%  
許容値 0.13%以上  



H17 精 検 受 診 率  H18 精 検 受 診 率  H19 精 検 受 診 率  H20 精 検 受 診 率  H21 精 検 受 診 率  H22 精 検 受 診 率  

宮 城 県  78.9 宮 城 県  81.9 宮 城 県  79.9 宮 城 県  84.2 岩 手 県  83.3 宮 城 県  84.9 
岩 手 県  78.7 高 知 県  77.9 岩 手 県  79.0 岩 手 県  83.1 宮 城 県  83.2 岩 手 県  81.4 
高 知 県  75.5 岩 手 県  77.7 高 知 県  77.6 高 知 県  79.9 高 知 県  82.6 高 知 県  80.2 
石 川 県  75.2 富 山 県  77.4 富 山 県  76.7 山 口 県  79.6 富 山 県  81.6 福 井 県  79.0 
山 口 県  72.7 石 川 県  76.9 石 川 県  75.1 佐 賀 県  77.5 鳥 取 県  78.6 滋 賀 県  78.7 

新 潟 県  71.9 山 形 県  73.8 山 口 県  74.1 富 山 県  77.5 新 潟 県  78.1 鳥 取 県  78.4 
山 形 県  71.7 新 潟 県  72.3 新 潟 県  72.3 新 潟 県  77.4 宮 崎 県  77.6 新 潟 県  78.3 
滋 賀 県  69.7 山 口 県  71.8 山 形 県  71.6 鹿 児 島 県  77.2 滋 賀 県  77.3 富 山 県  78.3 
佐 賀 県  69.3 滋 賀 県  71.6 愛 媛 県  71.6 宮 崎 県  76.7 山 形 県  76.8 鹿 児 島 県  78.1 
香 川 県  69.3 佐 賀 県  70.8 滋 賀 県  71.6 福 井 県  76.7 鹿 児 島 県  76.6 熊 本 県  77.8 
熊 本 県  68.4 鳥 取 県  69.1 佐 賀 県  71.3 滋 賀 県  75.9 山 口 県  76.5 山 形 県  76.6 
沖 縄 県  67.7 香 川 県  69.0 鹿 児 島 県  71.0 石 川 県  75.9 福 島 県  76.1 石 川 県  76.2 
長 野 県  67.6 宮 崎 県  68.8 徳 島 県  70.9 鳥 取 県  75.5 佐 賀 県  75.9 宮 崎 県  75.8 
宮 崎 県  67.3 大 分 県  68.5 福 島 県  70.6 熊 本 県  75.4 石 川 県  75.7 青 森 県  74.7 
大 分 県  67.3 愛 知 県  68.5 京 都 府  69.7 山 形 県  74.4 熊 本 県  75.1 愛 媛 県  74.6 
福 島 県  67.3 愛 媛 県  68.4 熊 本 県  69.7 福 島 県  73.7 長 崎 県  74.1 長 崎 県  74.3 
鳥 取 県  67.2 福 岡 県  67.5 愛 知 県  68.6 茨 城 県  73.2 青 森 県  74.0 山 口 県  74.1 
愛 媛 県  66.6 徳 島 県  66.9 長 野 県  67.9 青 森 県  73.0 福 井 県  73.7 福 島 県  74.0 
徳 島 県  66.4 岐 阜 県  66.8 岐 阜 県  67.6 大 分 県  72.9 徳 島 県  73.2 福 岡 県  73.9 
富 山 県  66.4 長 野 県  66.5 大 分 県  67.3 福 岡 県  72.6 愛 媛 県  73.0 長 野 県  73.1 

鹿 児 島 県  65.8 北 海 道  65.2 鳥 取 県  67.0 愛 媛 県  72.1 大 分 県  72.8 徳 島 県  72.5 
愛 知 県  65.6 熊 本 県  64.9 福 井 県  66.9 徳 島 県  72.1 岐 阜 県  72.1 茨 城 県  71.3 
岐 阜 県  65.1 沖 縄 県  64.8 長 崎 県  66.4 長 崎 県  71.6 茨 城 県  71.6 愛 知 県  70.5 
京 都 府  64.7 福 島 県  64.8 福 岡 県  66.0 北 海 道  71.6 長 野 県  71.1 大 分 県  69.8 
群 馬 県  63.2 京 都 府  64.0 宮 崎 県  64.9 長 野 県  70.4 福 岡 県  70.9 京 都 府  69.0 
福 岡 県  63.0 群 馬 県  63.1 群 馬 県  64.5 京 都 府  69.9 愛 知 県  69.7 佐 賀 県  69.0 
長 崎 県  62.8 鹿 児 島 県  62.5 茨 城 県  64.0 岐 阜 県  69.3 京 都 府  68.5 群 馬 県  68.7 
岡 山 県  62.4 青 森 県  62.5 北 海 道  63.6 愛 知 県  68.5 岡 山 県  68.0 岡 山 県  68.4 
北 海 道  61.8 長 崎 県  62.3 沖 縄 県  62.6 奈 良 県  67.5 群 馬 県  68.0 岐 阜 県  68.2 
青 森 県  60.3 福 井 県  61.5 岡 山 県  62.3 広 島 県  67.5 北 海 道  67.5 北 海 道  68.0 
茨 城 県  59.4 広 島 県  60.7 青 森 県  61.0 群 馬 県  67.0 香 川 県  66.7 秋 田 県  67.8 
福 井 県  58.8 岡 山 県  60.7 香 川 県  60.8 岡 山 県  66.1 奈 良 県  66.6 奈 良 県  67.7 
広 島 県  58.4 秋 田 県  60.6 広 島 県  60.5 香 川 県  65.4 広 島 県  66.3 香 川 県  65.8 

秋 田 県  58.3 茨 城 県  59.1 秋 田 県  59.9 兵 庫 県  65.0 秋 田 県  65.2 広 島 県  65.6 
山 梨 県  57.9 兵 庫 県  56.3 山 梨 県  58.7 島 根 県  64.2 一 重 県  64.4 山 梨 県  64.7 
島 根 県  57.8 山 梨 県  55.0 兵 庫 県  57.3 山 梨 県  63.7 山 梨 県  64.3 一 重 県  64.6 
兵 庫 県  57.3 栃 木 県  54.0 奈 良 県  55.8 秋 田 県  63.5 島 根 県  64.2 栃 木 県  64.5 
栃 木 県  50.8 静 岡 県  52.9 栃 木 県  53.3 栃 木 県  59.3 兵 庫 県  63.4 大 阪 府  63.5 

一 重 県  50.4 一 重 県  48.8 島 根 県  52.4 静 岡 県  59.1 大 阪 府  62.1 兵 庫 県  63.2 
静 岡 県  49.6 和 歌 山 県  47.2 静 岡 県  50.2 大 阪 府  58.9 栃 木 県  61.9 島 根 県  62.7 

和 歌 山 県  47.6 千 葉 県  46.9 埼 玉 県  48.7 神 奈 川 県  57.3 神 奈 川 県  58.7 神 奈 川 県  59.7 
千 葉 県  46.4 島 根 県  46.8 和 歌 山 県  48.4 千 葉 県  57.2 和 歌 山 県  58.6 埼 玉 県  56.5 

大 阪 府  45.0 埼 玉 県  46.4 一 重 県  48.1 埼 玉 県  54.8 埼 玉 県  57.9 和 歌 山 県  54.7 
埼 玉 県  44.6 大 阪 府  44.8 大 阪 府  43.1 一 重 県  53.4 静 岡 県  57.7 沖 縄 県  52.9 

神 奈 川 県  37.3 奈 良 県  40.2 千 葉 県  42.5 和 歌 山 県  53.0 沖 縄 県  53.7 千 葉 県  52.6 
奈 良 県  37.1 神 奈 川 県  35.7 神 奈 川 県  36.5 沖 縄 県  50.9 千 葉 県  52.6 静 岡 県  51.4 
東 京 都  29.7 東 京 都  32.1 東 京 都  29.9 東 京 都  42.9 東 京 都  40.7 東 京 都  46.7 
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大 腸 が ん 検 診 精 度 管 理 指 標 値 (40""74 歳)    赤 字:許 容値 を クリアし て いな い
県  

大腸がん：PPV  
大 腸 が ん 検 診 精 度 管 理 指 標 値 (40""74 歳)  青字:目 標値 を クリアし た 県   赤 字 :許容値 を クリアし て いな い
県  

⼤腸がん：精検受診率 

H17
P 

PV H18
P 

PV H19
P 

PV H20
P 

PV H21
P 

PV H22
P 

PV 

新 潟 県  4.87 高 知 県  4.70 新 潟 県  4.60 新 潟 県  5.62 高 知 県  5.58 山 口 県  6.03 
岩 手 県  4.24 新 潟 県  4.44 岩 手 県  4.01 福 井 県  4.95 奈 良 県  5.15 新 潟 県  5.07 
富 山 県  3.96 島 根 県  3.91 富 山 県  3.97 山 口 県  4.30 新 潟 県  4.90 奈 良 県  4.92 
島 根 県  3.81 富 山 県  3.81 高 知 県  3.71 富 山 県  4.19 島 根 県  4.69 大 阪 府  4.64 
宮 城 県  3.58 福 井 県  3.69 山 口 県  3.46 岩 手 県  4.05 大 阪 府  4.30 岩 手 県  4.49 
高 知 県  3.45 宮 城 県  3.46 島 根 県  3.39 奈 良 県  4.03 岩 手 県  4.23 島 根 県  4.11 
石 川 県  3.19 鳥 取 県  3.16 香 川 県  3.37 島 根 県  3.99 山 口 県  4.19 高 知 県  4.08 
滋 賀 県  3.16 岩 手 県  3.11 福 井 県  3.27 大 阪 府  3.83 神 奈 川 県  3.84 富 山 県  3.95 
熊 本 県  3.09 滋 賀 県  2.98 岐 阜 県  3.21 宮 城 県  3.80 石 川 県  3.78 福 井 県  3.86 

群 馬 県  3.06 石 川 県  2.89 京 都 府  3.19 鳥 取 県  3.72 富 山 県  3.73 石 川 県  3.78 
香 川 県  2.77 岐 阜 県  2.87 石 川 県  3.15 神 奈 川 県  3.67 長 崎 県  3.39 滋 賀 県  3.74 
岐 阜 県  2.77 栃 木 県  2.82 奈 良 県  3.08 高 知 県  3.61 滋 賀 県  3.38 神 奈 川 県  3.68 

和 歌 山 県  2.76 群 馬 県  2.78 宮 城 県  2.96 群 馬 県  3.50 群 馬 県  3.38 青 森 県  3.65 

青 森 県  2.72 青 森 県  2.75 滋 賀 県  2.84 岐 阜 県  3.46 兵 庫 県  3.33 宮 城 県  3.61 

鳥 取 県  2.71 京 都 府  2.72 鳥 取 県  2.81 広 島 県  3.45 青 森 県  3.21 群 馬 県  3.57 
山 口 県  2.70 愛 媛 県  2.62 群 馬 県  2.77 青 森 県  3.42 愛 知 県  3.09 長 崎 県  3.52 
福 井 県  2.69 山 口 県  2.56 福 岡 県  2.73 石 川 県  3.36 福 岡 県  3.06 福 岡 県  3.44 
京 都 府  2.58 長 崎 県  2.55 愛 媛 県  2.68 京 都 府  3.21 和 歌 山 県  2.98 京 都 府  3.43 
沖 縄 県  2.57 奈 良 県  2.54 青 森 県  2.64 福 岡 県  3.14 鳥 取 県  2.98 鳥 取 県  3.28 
愛 知 県  2.49 秋 田 県  2.48 愛 知 県  2.63 兵 庫 県  3.07 秋 田 県  2.97 栃 木 県  3.26 
栃 木 県  2.37 愛 知 県  2.47 神 奈 川 県  2.51 滋 賀 県  3.04 岐 阜 県  2.89 愛 知 県  3.22 
福 岡 県  2.32 香 川 県  2.44 和 歌 山 県  2.45 長 崎 県  2.88 一 重 県  2.87 兵 庫 県  3.17 
秋 田 県  2.31 兵 庫 県  2.43 鹿 児 島 県  2.42 山 形 県  2.78 茨 城 県  2.86 埼 玉 県  3.09 
広 島 県  2.29 和 歌 山 県  2.41 秋 田 県  2.34 埼 玉 県  2.76 沖 縄 県  2.79 秋 田 県  3.07 
兵 庫 県  2.24 福 岡 県  2.32 熊 本 県  2.33 秋 田 県  2.76 静 岡 県  2.71 一 重 県  3.05 
大 阪 府  2.16 長 野 県  2.29 徳 島 県  2.25 香 川 県  2.73 福 井 県  2.70 広 島 県  2.97 
長 崎 県  2.13 大 阪 府  2.28 兵 庫 県  2.24 茨 城 県  2.71 山 形 県  2.69 茨 城 県  2.95 
静 岡 県  2.07 福 島 県  2.24 埼 玉 県  2.23 静 岡 県  2.62 宮 城 県  2.67 和 歌 山 県  2.93 
茨 城 県  2.04 埼 玉 県  2.23 長 崎 県  2.21 佐 賀 県  2.45 京 都 府  2.66 長 野 県  2.91 

鹿 児 島 県  2.02 沖 縄 県  2.23 大 阪 府  2.19 北 海 道  2.43 香 川 県  2.57 北 海 道  2.89 
神 奈 川 県  2.02 静 岡 県  2.11 一 重 県  2.16 愛 知 県  2.37 長 野 県  2.56 静 岡 県  2.73 

一 重 県  1.99 広 島 県  2.10 栃 木 県  2.14 福 島 県  2.37 栃 木 県  2.46 東 京 都  2.67 
福 島 県  1.95 神 奈 川 県  2.09 茨 城 県  2.12 和 歌 山 県  2.34 北 海 道  2.40 山 梨 県  2.55 

奈 良 県  1.94 一 重 県  2.03 静 岡 県  2.11 宮 崎 県  2.32 佐 賀 県  2.38 岐 阜 県  2.50 
宮 崎 県  1.92 佐 賀 県  1.99 山 形 県  2.11 長 野 県  2.31 埼 玉 県  2.38 香 川 県  2.49 
徳 島 県  1.83 鹿 児 島 県  1.95 沖 縄 県  2.07 愛 媛 県  2.28 東 京 都  2.38 山 形 県  2.45 
千 葉 県  1.82 山 梨 県  1.93 福 島 県  2.07 徳 島 県  2.27 福 島 県  2.28 福 島 県  2.39 
埼 玉 県  1.82 大 分 県  1.92 宮 崎 県  2.06 千 葉 県  2.24 宮 崎 県  2.28 愛 媛 県  2.38 
岡 山 県  1.81 北 海 道  1.91 佐 賀 県  2.04 熊 本 県  2.22 鹿 児 島 県  2.27 宮 崎 県  2.38 
北 海 道  1.79 宮 崎 県  1.90 広 島 県  2.02 東 京 都  2.19 広 島 県  2.23 熊 本 県  2.28 
長 野 県  1.79 岡 山 県  1.85 長 野 県  1.97 一 重 県  2.18 岡 山 県  2.20 徳 島 県  2.23 
愛 媛 県  1.74 熊 本 県  1.78 北 海 道  1.97 大 分 県  2.15 山 梨 県  2.11 佐 賀 県  2.21 
山 形 県  1.62 茨 城 県  1.72 岡 山 県  1.89 山 梨 県  2.13 徳 島 県  2.05 岡 山 県  2.17 
大 分 県  1.55 山 形 県  1.68 大 分 県  1.73 鹿 児 島 県  2.04 大 分 県  1.98 沖 縄 県  2.17 
東 京 都  1.55 徳 島 県  1.58 山 梨 県  1.53 栃 木 県  1.97 千 葉 県  1.96 鹿 児 島 県  2.13 
佐 賀 県  1.51 千 葉 県  1.55 東 京 都  1.43 岡 山 県  1.86 熊 本 県  1.88 千 葉 県  1.98 
山 梨 県  1.39 東 京 都  1.50 千 葉 県  1.40 沖 縄 県  1.53 愛 媛 県  1.85 大 分 県  1.90 

下 線 以 下 は 精 度 管 理 不 良 県 30%  
許容値 1.9%以上  

下 線 は 精 度 管 理 優 良 県 10%、 及 び、精 度 管 理 不 良 県 30%の 境 界 を 示 す  
目標 値 90%以上、許容値 70%以 上  



H17 未 把 握 率  H18 未 把 握 率  H19 未 把 握 率  H20 未 把 握 率  H21 未 把 握 率  H22 未 把 握 率  

石 川 県  0.2 佐 賀 県  0.0 石 川 県  0.0 宮 崎 県  0.7 宮 城 県  0.0 富 山 県  1.3 
佐 賀 県  1.1 和 歌 山 県  0.4 佐 賀 県  0.1 鹿 児 島 県  0.8 石 川 県  0.1 北 海 道  2.0 

和 歌 山 県  1.3 鹿 児 島 県  1.0 鳥 取 県  0.5 石 川 県  1.2 新 潟 県  1.0 徳 島 県  2.2 
徳 島 県  1.4 滋 賀 県  1.0 鹿 児 島 県  0.6 岩 手 県  1.8 北 海 道  1.9 石 川 県  2.2 
京 都 府  1.8 徳 島 県  1.2 富 山 県  0.9 徳 島 県  2.8 富 山 県  1.9 鹿 児 島 県  3.0 

鳥 取 県  1.8 北 海 道  1.6 新 潟 県  1.0 茨 城 県  3.0 鹿 児 島 県  2.2 岩 手 県  3.0 
北 海 道  1.9 山 形 県  1.6 北 海 道  1.0 佐 賀 県  3.2 岩 手 県  2.7 佐 賀 県  3.8 

高 知 県  2.6 石 川 県  1.7 徳 島 県  1.4 富 山 県  3.8 徳 島 県  4.3 宮 城 県  4.3 
富 山 県  2.8 富 山 県  2.0 和 歌 山 県  1.8 群 馬 県  4.2 茨 城 県  4.3 長 野 県  4.5 
山 形 県  3.0 岩 手 県  3.6 滋 賀 県  1.9 宮 城 県  5.0 佐 賀 県  4.6 茨 城 県  4.8 

鹿 児 島 県  3.3 山 梨 県  4.2 山 形 県  2.1 滋 賀 県  5.5 秋 田 県  5.7 秋 田 県  4.9 
岩 手 県  3.4 京 都 府  4.5 岩 手 県  2.8 長 野 県  5.7 栃 木 県  6.9 滋 賀 県  5.0 
滋 賀 県  3.5 栃 木 県  4.6 京 都 府  3.7 山 口 県  5.9 大 分 県  7.5 福 井 県  5.5 

群 馬 県  5.0 群 馬 県  5.2 群 馬 県  3.7 栃 木 県  6.3 愛 媛 県  7.7 愛 媛 県  5.9 
山 梨 県  5.1 鳥 取 県  5.7 栃 木 県  4.2 奈 良 県  6.8 岐 阜 県  7.9 大 分 県  6.0 
栃 木 県  5.2 大 分 県  5.7 山 梨 県  4.7 福 井 県  7.3 鳥 取 県  8.3 岐 阜 県  6.3 

長 野 県  5.3 高 知 県  5.9 宮 城 県  5.7 秋 田 県  8.2 長 野 県  8.5 高 知 県  6.5 

大 分 県  6.1 愛 媛 県  6.4 長 野 県  6.5 京 都 府  8.5 群 馬 県  8.7 奈 良 県  7.0 
熊 本 県  6.2 沖 縄 県  6.8 高 知 県  6.9 大 分 県  8.8 山 口 県  8.8 熊 本 県  7.1 
沖 縄 県  6.6 長 野 県  7.1 島 根 県  7.5 山 梨 県  8.8 滋 賀 県  9.1 山 梨 県  8.1 

愛 媛 県  8.1 宮 城 県  7.8 秋 田 県  7.6 熊 本 県  9.5 和 歌 山 県  9.2 京 都 府  8.6 

福 島 県  8.4 福 島 県  9.6 大 分 県  7.9 千 葉 県  10.6 熊 本 県  9.2 山 口 県  10.0 
秋 田 県  10.2 岐 阜 県  10.0 山 口 県  8.0 鳥 取 県  11.1 京 都 府  9.6 和 歌 山 県  10.0 
山 口 県  10.6 秋 田 県  10.1 熊 本 県  9.3 愛 媛 県  11.2 福 井 県  10.1 鳥 取 県  10.4 
宮 城 県  10.7 山 口 県  10.6 福 井 県  10.3 新 潟 県  11.6 宮 崎 県  11.7 新 潟 県  10.5 
埼 玉 県  10.9 福 井 県  11.7 愛 知 県  10.4 岐 阜 県  12.5 山 梨 県  11.8 山 形 県  10.9 
岐 阜 県  11.1 愛 知 県  12.1 岐 阜 県  11.5 北 海 道  13.3 山 形 県  12.7 宮 崎 県  12.4 
島 根 県  12.6 熊 本 県  12.2 静 岡 県  12.1 山 形 県  13.6 高 知 県  12.9 大 阪 府  12.4 
愛 知 県  13.8 埼 玉 県  12.6 宮 崎 県  12.1 福 岡 県  14.3 千 葉 県  13.4 福 岡 県  12.4 
宮 崎 県  14.6 宮 崎 県  13.1 福 岡 県  13.5 和 歌 山 県  14.8 奈 良 県  13.5 栃 木 県  13.1 

香 川 県  14.9 福 岡 県  13.4 愛 媛 県  13.5 長 崎 県  16.4 一 重 県  14.5 群 馬 県  15.5 

新 潟 県  18.5 広 島 県  13.7 沖 縄 県  13.6 大 阪 府  17.1 島 根 県  14.5 青 森 県  15.7 
茨 城 県  19.5 島 根 県  16.0 茨 城 県  15.1 青 森 県  17.6 福 岡 県  14.7 長 崎 県  16.0 

広 島 県  20.1 新 潟 県  18.2 福 島 県  17.4 高 知 県  18.7 長 崎 県  15.5 一 重 県  16.6 
岡 山 県  21.0 香 川 県  19.0 広 島 県  19.5 岡 山 県  20.0 大 阪 府  15.9 岡 山 県  17.1 
大 阪 府  21.6 青 森 県  21.3 長 崎 県  19.9 兵 庫 県  20.7 青 森 県  17.0 千 葉 県  19.7 
青 森 県  22.9 静 岡 県  21.4 埼 玉 県  22.2 広 島 県  20.9 岡 山 県  18.2 神 奈 川 県  20.4 
福 岡 県  23.2 茨 城 県  21.6 千 葉 県  22.4 福 島 県  21.0 神 奈 川 県  20.6 愛 知 県  21.9 
長 崎 県  24.2 大 阪 府  22.7 兵 庫 県  23.1 愛 知 県  21.1 福 島 県  21.3 広 島 県  22.1 
静 岡 県  25.7 長 崎 県  24.4 大 阪 府  24.3 神 奈 川 県  22.1 愛 知 県  21.3 福 島 県  23.0 
福 井 県  26.8 岡 山 県  24.5 岡 山 県  26.1 埼 玉 県  24.1 広 島 県  21.9 島 根 県  23.3 
兵 庫 県  28.0 兵 庫 県  29.3 青 森 県  26.4 島 根 県  24.1 兵 庫 県  23.3 兵 庫 県  23.8 
一 重 県  28.8 千 葉 県  29.8 香 川 県  28.7 香 川 県  26.8 埼 玉 県  23.6 埼 玉 県  25.2 

神 奈 川 県  31.1 一 重 県  33.9 奈 良 県  34.8 沖 縄 県  31.4 香 川 県  26.7 香 川 県  26.7 
千 葉 県  34.1 神 奈 川 県  37.1 一 重 県  36.2 一 重 県  34.1 沖 縄 県  31.6 静 岡 県  33.1 

奈 良 県  45.8 奈 良 県  45.0 神 奈 川 県  36.8 静 岡 県  36.8 静 岡 県  32.2 沖 縄 県  34.8 
東 京 都  56.0 東 京 都  56.7 東 京 都  62.8 東 京 都  46.1 東 京 都  49.4 東 京 都  45.1 
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大 腸 が ん 検 診 精 度 管 理 指 標 値 (40""74 歳)  青字:目 標値 を クリアし た 県   赤 字 :許容値 を クリアし て いな い
県  

⼤腸がん：未受診率  
大 腸 が ん 検 診 精 度 管 理 指 標 値 (40""74 歳)  青字:目 標値 を クリアし た 県   赤 字 :許容値 を クリアし て いな い
県  

⼤腸がん：未把握率 

H17 未 受 診 率  H18 未 受 診 率  H19 未 受 診 率  H20 未 受 診 率  H21 未 受 診 率  H22 未 受 診 率  

新 潟 県  9.6 新 潟 県  9.5 東 京 都  7.2 高 知 県  1.4 福 島 県  2.6 福 島 県  3.0 
宮 城 県  10.4 宮 城 県  10.2 奈 良 県  9.4 静 岡 県  4.2 高 知 県  4.4 香 川 県  7.5 
長 崎 県  13.0 東 京 都  11.2 香 川 県  10.6 福 島 県  5.3 香 川 県  6.6 愛 知 県  7.6 
福 岡 県  13.8 香 川 県  12.0 岡 山 県  11.6 香 川 県  7.9 青 森 県  9.0 東 京 都  8.2 
東 京 都  14.4 長 崎 県  13.3 福 島 県  12.1 青 森 県  9.4 愛 知 県  9.0 青 森 県  9.6 

福 井 県  14.4 兵 庫 県  14.4 青 森 県  12.6 愛 知 県  10.4 東 京 都  9.9 長 崎 県  9.7 
兵 庫 県  14.7 岡 山 県  14.8 長 崎 県  13.7 宮 城 県  10.8 静 岡 県  10.1 宮 城 県  10.8 
香 川 県  15.8 奈 良 県  14.9 宮 城 県  14.4 新 潟 県  10.9 長 崎 県  10.4 鳥 取 県  11.2 
岡 山 県  16.6 高 知 県  16.2 愛 媛 県  14.9 東 京 都  11.0 山 形 県  10.5 新 潟 県  11.2 
山 口 県  16.8 青 森 県  16.2 高 知 県  15.5 広 島 県  11.6 宮 崎 県  10.8 宮 崎 県  11.8 

青 森 県  16.8 一 重 県  17.3 一 重 県  15.7 島 根 県  11.7 広 島 県  11.8 沖 縄 県  12.3 
奈 良 県  17.1 山 口 県  17.6 山 口 県  17.9 山 形 県  12.0 鳥 取 県  13.1 広 島 県  12.3 
岩 手 県  17.9 宮 崎 県  18.0 岩 手 県  18.2 長 崎 県  12.1 兵 庫 県  13.3 山 形 県  12.5 
宮 崎 県  18.1 岩 手 県  18.7 兵 庫 県  19.6 一 重 県  12.5 滋 賀 県  13.6 兵 庫 県  13.1 

千 葉 県  19.5 福 岡 県  19.1 広 島 県  20.0 福 岡 県  13.1 岡 山 県  13.8 高 知 県  13.3 

愛 知 県  20.6 茨 城 県  19.3 福 岡 県  20.5 鳥 取 県  13.4 岩 手 県  14.0 福 岡 県  13.7 
一 重 県  20.8 愛 知 県  19.3 岐 阜 県  20.9 岡 山 県  13.9 福 岡 県  14.4 島 根 県  14.0 
茨 城 県  21.1 富 山 県  20.5 茨 城 県  20.9 兵 庫 県  14.3 沖 縄 県  14.7 岡 山 県  14.5 
広 島 県  21.5 石 川 県  21.4 熊 本 県  21.0 山 口 県  14.4 山 口 県  14.7 熊 本 県  15.1 

高 知 県  21.9 熊 本 県  22.8 愛 知 県  21.0 岩 手 県  15.1 熊 本 県  15.7 静 岡 県  15.4 
岐 阜 県  23.8 岐 阜 県  23.2 富 山 県  22.3 熊 本 県  15.1 福 井 県  16.2 福 井 県  15.5 

福 島 県  24.3 千 葉 県  23.3 福 井 県  22.7 北 海 道  15.1 富 山 県  16.5 岩 手 県  15.6 

石 川 県  24.6 山 形 県  24.6 宮 崎 県  23.0 福 井 県  16.1 宮 城 県  16.8 群 馬 県  15.8 

静 岡 県  24.7 鳥 取 県  25.2 沖 縄 県  23.8 愛 媛 県  16.6 埼 玉 県  18.5 山 口 県  15.9 
愛 媛 県  25.3 愛 媛 県  25.3 大 分 県  24.7 沖 縄 県  17.8 愛 媛 県  19.3 滋 賀 県  16.3 

山 形 県  25.4 広 島 県  25.6 石 川 県  24.9 岐 阜 県  18.2 佐 賀 県  19.4 埼 玉 県  18.3 

熊 本 県  25.4 福 島 県  25.6 長 野 県  25.6 大 分 県  18.2 大 分 県  19.6 一 重 県  18.8 

沖 縄 県  25.7 大 分 県  25.7 山 形 県  26.3 滋 賀 県  18.5 奈 良 県  19.9 鹿 児 島 県  19.0 
大 分 県  26.6 静 岡 県  25.8 滋 賀 県  26.5 富 山 県  18.7 岐 阜 県  20.0 愛 媛 県  19.5 
滋 賀 県  26.7 長 野 県  26.4 京 都 府  26.5 佐 賀 県  19.3 長 野 県  20.4 神 奈 川 県  19.9 
長 野 県  27.1 福 井 県  26.7 神 奈 川 県  26.7 神 奈 川 県  20.6 神 奈 川 県  20.7 富 山 県  20.5 
島 根 県  29.6 神 奈 川 県  27.2 新 潟 県  26.8 埼 玉 県  21.2 新 潟 県  20.9 石 川 県  21.6 
佐 賀 県  29.6 滋 賀 県  27.4 徳 島 県  27.7 京 都 府  21.6 一 重 県  21.0 京 都 府  22.3 

富 山 県  30.8 沖 縄 県  28.4 鹿 児 島 県  28.3 鹿 児 島 県  21.9 鹿 児 島 県  21.1 栃 木 県  22.4 
鹿 児 島 県  30.9 佐 賀 県  29.2 佐 賀 県  28.6 宮 崎 県  22.6 島 根 県  21.3 長 野 県  22.4 

鳥 取 県  31.0 秋 田 県  29.4 埼 玉 県  29.1 石 川 県  22.9 京 都 府  21.9 茨 城 県  23.9 
秋 田 県  31.5 京 都 府  31.5 群 馬 県  31.8 茨 城 県  23.7 大 阪 府  22.0 大 阪 府  24.1 

神 奈 川 県  31.7 群 馬 県  31.7 鳥 取 県  32.5 長 野 県  23.9 徳 島 県  22.6 大 分 県  24.3 
群 馬 県  31.8 徳 島 県  31.9 秋 田 県  32.5 大 阪 府  24.0 群 馬 県  23.3 奈 良 県  25.3 
徳 島 県  32.2 大 阪 府  32.4 大 阪 府  32.5 徳 島 県  25.1 山 梨 県  23.9 徳 島 県  25.3 
大 阪 府  33.4 北 海 道  33.2 千 葉 県  35.1 奈 良 県  25.7 茨 城 県  24.1 岐 阜 県  25.5 
京 都 府  33.5 鹿 児 島 県  36.5 北 海 道  35.4 山 梨 県  27.5 石 川 県  24.3 佐 賀 県  27.2 
北 海 道  36.3 島 根 県  37.2 山 梨 県  36.7 秋 田 県  28.3 秋 田 県  29.1 秋 田 県  27.2 
山 梨 県  37.0 山 梨 県  40.9 静 岡 県  37.7 群 馬 県  28.8 北 海 道  30.6 山 梨 県  27.2 
栃 木 県  44.0 埼 玉 県  41.0 島 根 県  40.1 千 葉 県  32.2 栃 木 県  31.2 千 葉 県  27.7 
埼 玉 県  44.5 栃 木 県  41.4 栃 木 県  42.5 和 歌 山 県  32.2 和 歌 山 県  32.3 北 海 道  30.0 

和 歌 山 県  51.1 和 歌 山 県  52.3 和 歌 山 県  49.8 栃 木 県  34.5 千 葉 県  33.9 和 歌 山 県  35.3 

下 線 は 精 度 管 理 優 良 県 10%、 及 び、精 度 管 理 不 良 県 30%の 境 界 を 示
す  
許容 値 20%以下 、目 標値 5%以下  

下 線 は 精 度 管 理 優 良 県 10%、 及 び、精 度 管 理 不 良 県 30%の 境 界 を 示 す  
許容 値 10%以下 、許 容値 5%以下  



H17 要 精 検 率  H18 要 精 検 率  H19 要 精 検 率  H20 要 精 検 率  H21 要 精 検 率  H22 要 精 検 率  

滋 賀 県  0.36 滋 賀 県  0.25 滋 賀 県  0.27 滋 賀 県  0.22 滋 賀 県  0.30 宮 崎 県  0.44 
鹿 児 島 県  0.99 群 馬 県  0.93 鹿 児 島 県  0.82 愛 媛 県  0.68 宮 崎 県  0.63 愛 媛 県  0.54 
群 馬 県  1.00 鹿 児 島 県  1.07 石 川 県  1.16 宮 崎 県  0.68 愛 媛 県  0.65 鹿 児 島 県  0.72 
宮 崎 県  1.03 宮 崎 県  1.07 宮 崎 県  1.17 鹿 児 島 県  0.72 鹿 児 島 県  0.75 香 川 県  1.03 
大 分 県  1.16 石 川 県  1.18 群 馬 県  1.37 石 川 県  1.12 群 馬 県  1.17 群 馬 県  1.19 
京 都 府  1.17 京 都 府  1.42 高 知 県  1.44 香 川 県  1.15 香 川 県  1.22 石 川 県  1.27 
石 川 県  1.49 千 葉 県  1.47 佐 賀 県  1.50 青 森 県  1.42 石 川 県  1.27 大 阪 府  1.28 
千 葉 県  1.51 高 知 県  1.49 千 葉 県  1.53 群 馬 県  1.54 青 森 県  1.54 高 知 県  1.62 
高 知 県  1.65 佐 賀 県  1.72 京 都 府  1.53 山 口 県  1.58 大 阪 府  1.62 青 森 県  1.67 
岡 山 県  1.68 大 分 県  1.75 茨 城 県  1.69 佐 賀 県  1.73 佐 賀 県  1.76 千 葉 県  1.72 
青 森 県  1.69 岡 山 県  1.79 香 川 県  1.73 富 山 県  1.74 栃 木 県  1.83 徳 島 県  1.72 
香 川 県  1.77 静 岡 県  1.81 青 森 県  1.75 宮 城 県  1.85 富 山 県  1.87 佐 賀 県  1.76 
山 口 県  1.81 山 口 県  1.83 富 山 県  1.85 高 知 県  1.87 高 知 県  1.90 宮 城 県  1.86 
宮 城 県  1.89 青 森 県  1.86 宮 城 県  1.86 静 岡 県  1.91 山 口 県  2.01 栃 木 県  1.90 
静 岡 県  1.95 茨 城 県  1.86 山 口 県  1.93 栃 木 県  1.99 岩 手 県  2.02 大 分 県  1.90 
茨 城 県  2.08 宮 城 県  1.93 岡 山 県  1.96 千 葉 県  2.07 宮 城 県  2.03 富 山 県  2.02 
栃 木 県  2.10 香 川 県  1.94 大 分 県  2.00 茨 城 県  2.29 茨 城 県  2.09 東 京 都  2.08 
徳 島 県  2.12 富 山 県  2.05 徳 島 県  2.03 京 都 府  2.33 東 京 都  2.11 和 歌 山 県  2.09 
富 山 県  2.15 山 梨 県  2.21 静 岡 県  2.04 徳 島 県  2.38 千 葉 県  2.12 岐 阜 県  2.15 
山 梨 県  2.15 岐 阜 県  2.28 岐 阜 県  2.04 東 京 都  2.40 静 岡 県  2.15 静 岡 県  2.16 
長 崎 県  2.28 和 歌 山 県  2.42 和 歌 山 県  2.11 山 梨 県  2.47 岐 阜 県  2.40 茨 城 県  2.21 
山 形 県  2.29 大 阪 府  2.52 栃 木 県  2.25 和 歌 山 県  2.48 山 梨 県  2.46 山 梨 県  2.22 
和 歌 山 県  2.35 山 形 県  2.59 愛 知 県  2.34 岐 阜 県  2.53 和 歌 山 県  2.49 京 都 府  2.28 
佐 賀 県  2.40 栃 木 県  2.62 山 形 県  2.35 岡 山 県  2.57 岡 山 県  2.51 長 崎 県  2.38 
大 阪 府  2.44 愛 知 県  2.63 山 梨 県  2.41 埼 玉 県  2.62 埼 玉 県  2.57 岩 手 県  2.44 
岐 阜 県  2.44 秋 田 県  2.81 埼 玉 県  2.47 愛 知 県  2.65 京 都 府  2.60 岡 山 県  2.46 
愛 知 県  2.49 福 岡 県  2.87 沖 縄 県  2.59 長 野 県  2.73 一 重 県  2.72 兵 庫 県  2.59 
埼 玉 県  2.69 北 海 道  2.91 福 岡 県  2.67 一 重 県  2.75 北 海 道  2.79 一 重 県  2.69 
岩 手 県  2.78 埼 玉 県  2.95 大 阪 府  2.82 大 阪 府  2.78 長 野 県  2.85 埼 玉 県  2.89 
東 京 都  2.78 沖 縄 県  2.99 北 海 道  2.84 奈 良 県  2.87 長 崎 県  2.87 北 海 道  2.89 
福 岡 県  2.88 岩 手 県  3.03 長 野 県  2.87 秋 田 県  2.87 山 形 県  2.88 愛 知 県  2.90 
鳥 取 県  2.95 東 京 都  3.09 兵 庫 県  2.92 大 分 県  2.94 秋 田 県  2.90 秋 田 県  2.91 
新 潟 県  2.97 新 潟 県  3.17 岩 手 県  2.96 岩 手 県  3.01 兵 庫 県  2.92 熊 本 県  2.91 
沖 縄 県  3.02 神 奈 川 県  3.20 熊 本 県  3.00 福 岡 県  3.01 愛 知 県  3.13 長 野 県  2.91 
熊 本 県  3.06 一 重 県  3.37 一 重 県  3.02 島 根 県  3.03 大 分 県  3.18 山 口 県  2.97 
長 野 県  3.09 鳥 取 県  3.38 秋 田 県  3.13 北 海 道  3.08 島 根 県  3.28 奈 良 県  2.99 
神 奈 川 県  3.11 福 島 県  3.38 東 京 都  3.16 兵 庫 県  3.16 新 潟 県  3.30 山 形 県  3.04 
北 海 道  3.17 兵 庫 県  3.39 島 根 県  3.19 沖 縄 県  3.17 奈 良 県  3.36 沖 縄 県  3.08 
一 重 県  3.21 熊 本 県  3.40 神 奈 川 県  3.22 山 形 県  3.18 神 奈 川 県  3.36 新 潟 県  3.08 
福 島 県  3.24 長 野 県  3.41 新 潟 県  3.24 神 奈 川 県  3.28 福 岡 県  3.54 滋 賀 県  3.08 
島 根 県  3.29 徳 島 県  3.46 福 島 県  3.36 新 潟 県  3.43 熊 本 県  3.57 福 岡 県  3.43 
兵 庫 県  3.35 島 根 県  3.48 長 崎 県  3.44 熊 本 県  3.54 徳 島 県  3.59 神 奈 川 県  3.52 
秋 田 県  3.49 奈 良 県  3.70 鳥 取 県  3.50 長 崎 県  3.58 沖 縄 県  3.60 福 島 県  3.58 
愛 媛 県  3.52 広 島 県  4.03 奈 良 県  3.71 福 島 県  3.65 広 島 県  3.68 島 根 県  3.93 
広 島 県  3.93 長 崎 県  4.09 広 島 県  3.92 鳥 取 県  4.12 福 島 県  3.75 広 島 県  4.03 
奈 良 県  4.30 愛 媛 県  4.48 愛 媛 県  4.20 広 島 県  4.15 鳥 取 県  4.12 鳥 取 県  4.09 
福 井 県  5.36 福 井 県  4.52 福 井 県  4.82 福 井 県  4.76 福 井 県  5.38 福 井 県  5.39 
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肺 が ん検 診 精 度 管 理 指 標 値 (40""74 歳 )    赤字:許 容 値を クリアし て いな い
県  

肺がん：要精検率 
 

 
肺 が ん検 診 精 度 管 理 指 標 値 (40""74 歳 )    赤字:許 容 値を クリアし て いな い
県  

肺がん：発⾒率 

H17 発 見 率  H18 発 見 率  H19 発 見 率  H20 発 見 率  H21 発 見 率  H22 発 見 率  

富 山 県  0.072 山 口 県  0.072 山 口 県  0.075 広 島 県  0.083 石 川 県  0.082 鳥 取 県  0.105 
広 島 県  0.062 鳥 取 県  0.066 香 川 県  0.072 山 口 県  0.080 長 崎 県  0.074 山 口 県  0.097 
石 川 県  0.056 石 川 県  0.058 福 井 県  0.064 石 川 県  0.073 福 井 県  0.072 石 川 県  0.082 
奈 良 県  0.053 富 山 県  0.053 石 川 県  0.062 大 阪 府  0.071 山 口 県  0.062 富 山 県  0.067 
徳 島 県  0.053 岩 手 県  0.051 滋 賀 県  0.061 長 崎 県  0.069 鳥 取 県  0.062 北 海 道  0.066 
秋 田 県  0.049 香 川 県  0.047 広 島 県  0.059 鳥 取 県  0.068 神 奈 川 県  0.060 岩 手 県  0.064 
大 阪 府  0.049 長 崎 県  0.044 富 山 県  0.052 北 海 道  0.067 北 海 道  0.056 大 阪 府  0.061 
一 重 県  0.048 宮 城 県  0.044 北 海 道  0.050 島 根 県  0.067 富 山 県  0.056 広 島 県  0.060 
山 口 県  0.047 福 島 県  0.043 鳥 取 県  0.050 徳 島 県  0.063 兵 庫 県  0.056 愛 知 県  0.055 
鳥 取 県  0.047 兵 庫 県  0.043 岩 手 県  0.048 岐 阜 県  0.061 広 島 県  0.055 一 重 県  0.054 
福 井 県  0.047 山 形 県  0.042 大 阪 府  0.044 福 島 県  0.057 岩 手 県  0.053 福 井 県  0.054 
福 島 県  0.045 埼 玉 県  0.042 京 都 府  0.043 山 形 県  0.051 高 知 県  0.053 福 島 県  0.053 
兵 庫 県  0.045 愛 知 県  0.042 宮 城 県  0.042 富 山 県  0.051 奈 良 県  0.052 茨 城 県  0.050 
福 岡 県  0.044 広 島 県  0.041 愛 知 県  0.040 和 歌 山 県  0.051 長 野 県  0.051 長 崎 県  0.050 
長 崎 県  0.043 長 野 県  0.041 青 森 県  0.039 兵 庫 県  0.050 山 形 県  0.050 神 奈 川 県  0.049 
山 形 県  0.042 熊 本 県  0.039 群 馬 県  0.039 高 知 県  0.049 和 歌 山 県  0.050 徳 島 県  0.049 
沖 縄 県  0.042 群 馬 県  0.038 長 崎 県  0.037 香 川 県  0.049 茨 城 県  0.050 鹿 児 島 県  0.048 
北 海 道  0.042 沖 縄 県  0.037 新 潟 県  0.037 大 分 県  0.049 島 根 県  0.050 高 知 県  0.048 
愛 知 県  0.040 大 阪 府  0.036 大 分 県  0.036 福 井 県  0.049 福 島 県  0.050 佐 賀 県  0.048 

神 奈 川 県  0.040 一 重 県  0.036 高 知 県  0.036 長 野 県  0.049 愛 知 県  0.049 青 森 県  0.048 
岩 手 県  0.039 島 根 県  0.036 福 岡 県  0.036 宮 城 県  0.048 青 森 県  0.049 山 形 県  0.045 
京 都 府  0.039 新 潟 県  0.035 兵 庫 県  0.035 茨 城 県  0.047 宮 城 県  0.047 福 岡 県  0.045 
長 野 県  0.038 京 都 府  0.034 熊 本 県  0.034 群 馬 県  0.047 一 重 県  0.047 秋 田 県  0.045 
熊 本 県  0.038 北 海 道  0.033 沖 縄 県  0.033 静 岡 県  0.046 大 阪 府  0.047 兵 庫 県  0.044 
宮 城 県  0.038 愛 媛 県  0.032 徳 島 県  0.033 神 奈 川 県  0.045 群 馬 県  0.047 長 野 県  0.044 
岡 山 県  0.037 東 京 都  0.031 福 島 県  0.033 福 岡 県  0.041 福 岡 県  0.047 岐 阜 県  0.044 
青 森 県  0.036 和 歌 山 県  0.031 島 根 県  0.033 埼 玉 県  0.040 香 川 県  0.043 宮 城 県  0.042 
香 川 県  0.036 静 岡 県  0.030 長 野 県  0.032 新 潟 県  0.039 宮 崎 県  0.042 新 潟 県  0.041 
新 潟 県  0.035 福 井 県  0.030 宮 崎 県  0.032 栃 木 県  0.039 熊 本 県  0.040 香 川 県  0.041 
佐 賀 県  0.034 佐 賀 県  0.029 山 梨 県  0.032 秋 田 県  0.038 京 都 府  0.038 京 都 府  0.041 
高 知 県  0.033 山 梨 県  0.029 一 重 県  0.031 熊 本 県  0.038 大 分 県  0.037 沖 縄 県  0.041 
栃 木 県  0.032 神 奈 川 県  0.029 東 京 都  0.031 東 京 都  0.036 静 岡 県  0.037 島 根 県  0.040 
岐 阜 県  0.031 岡 山 県  0.028 神 奈 川 県  0.030 一 重 県  0.036 岡 山 県  0.034 大 分 県  0.040 

東 京 都  0.030 千 葉 県  0.027 愛 媛 県  0.028 愛 知 県  0.035 山 梨 県  0.034 奈 良 県  0.039 
和 歌 山 県  0.029 高 知 県  0.026 茨 城 県  0.027 岡 山 県  0.035 新 潟 県  0.033 宮 崎 県  0.039 

群 馬 県  0.028 宮 崎 県  0.026 山 形 県  0.027 岩 手 県  0.035 岐 阜 県  0.033 熊 本 県  0.038 
静 岡 県  0.027 岐 阜 県  0.026 静 岡 県  0.027 滋 賀 県  0.034 埼 玉 県  0.033 群 馬 県  0.038 
山 梨 県  0.024 茨 城 県  0.026 和 歌 山 県  0.026 奈 良 県  0.034 滋 賀 県  0.033 静 岡 県  0.037 
島 根 県  0.024 鹿 児 島 県  0.025 岐 阜 県  0.025 山 梨 県  0.033 鹿 児 島 県  0.033 滋 賀 県  0.037 
茨 城 県  0.022 青 森 県  0.025 鹿 児 島 県  0.023 京 都 府  0.032 東 京 都  0.032 埼 玉 県  0.036 

鹿 児 島 県  0.022 大 分 県  0.025 秋 田 県  0.023 佐 賀 県  0.032 沖 縄 県  0.031 東 京 都  0.035 
埼 玉 県  0.021 秋 田 県  0.024 埼 玉 県  0.021 千 葉 県  0.032 千 葉 県  0.030 岡 山 県  0.035 
千 葉 県  0.021 福 岡 県  0.024 栃 木 県  0.019 鹿 児 島 県  0.031 佐 賀 県  0.029 山 梨 県  0.031 
大 分 県  0.020 滋 賀 県  0.024 岡 山 県  0.018 沖 縄 県  0.031 秋 田 県  0.025 和 歌 山 県  0.030 
愛 媛 県  0.019 栃 木 県  0.021 千 葉 県  0.017 宮 崎 県  0.027 栃 木 県  0.023 千 葉 県  0.026 
滋 賀 県  0.012 奈 良 県  0.019 佐 賀 県  0.015 青 森 県  0.025 徳 島 県  0.020 栃 木 県  0.025 
宮 崎 県  0.004 徳 島 県  0.008 奈 良 県  0.012 愛 媛 県  0.011 愛 媛 県  0.017 愛 媛 県  0.013 

下 線 以 下 は 精 度 管 理 不 良 県 30% 
許容 値 3%以下  

下線 以 下は 精度 管 理不 良 県 30%  
許容値 0.03%以上  



H17 精 検 受 診 率  H18 精 検 受 診 率  H19 精 検 受 診 率  H20 精 検 受 診 率  H21 精 検 受 診 率  H22 精 検 受 診 率  

滋 賀 県  90.0 滋 賀 県  90.5 滋 賀 県  95.5 山 口 県  92.8 滋 賀 県  100.0 鹿 児 島 県  92.8 
山 口 県  88.3 香 川 県  89.8 高 知 県  92.4 滋 賀 県  92.3 山 口 県  91.2 山 口 県  91.9 
群 馬 県  87.9 富 山 県  89.2 山 口 県  90.7 香 川 県  92.0 香 川 県  90.8 新 潟 県  91.7 
新 潟 県  87.8 新 潟 県  88.5 新 潟 県  89.8 奈 良 県  90.8 宮 崎 県  90.7 香 川 県  91.5 
高 知 県  87.6 山 口 県  88.1 群 馬 県  88.9 富 山 県  89.2 新 潟 県  89.9 富 山 県  91.1 

奈 良 県  87.0 高 知 県  87.4 富 山 県  88.3 鹿 児 島 県  89.1 宮 城 県  89.8 高 知 県  89.7 
石 川 県  85.9 石 川 県  87.4 石 川 県  87.1 北 海 道  88.0 富 山 県  89.0 滋 賀 県  89.6 
富 山 県  85.7 群 馬 県  86.2 香 川 県  86.7 新 潟 県  87.7 鹿 児 島 県  89.0 岩 手 県  88.7 
京 都 府  85.2 宮 城 県  86.0 岐 阜 県  86.5 高 知 県  86.3 鳥 取 県  87.9 宮 崎 県  88.7 
北 海 道  82.9 青 森 県  84.6 鳥 取 県  84.7 徳 島 県  86.1 群 馬 県  87.9 石 川 県  88.1 

鹿 児 島 県  82.6 鳥 取 県  83.7 宮 城 県  84.7 鳥 取 県  85.4 石 川 県  87.7 福 岡 県  87.8 
香 川 県  82.3 岩 手 県  83.1 愛 媛 県  84.0 宮 崎 県  85.1 奈 良 県  87.2 青 森 県  87.7 
青 森 県  82.3 京 都 府  83.0 鹿 児 島 県  83.8 群 馬 県  85.1 北 海 道  86.3 奈 良 県  87.4 
宮 城 県  82.1 奈 良 県  82.7 島 根 県  83.6 石 川 県  84.6 岩 手 県  85.8 鳥 取 県  87.0 
岩 手 県  81.5 愛 媛 県  82.6 宮 崎 県  83.2 福 島 県  84.4 高 知 県  85.7 宮 城 県  86.8 
徳 島 県  81.5 宮 崎 県  82.6 佐 賀 県  82.9 宮 城 県  84.2 長 野 県  85.3 長 野 県  85.8 
鳥 取 県  81.3 徳 島 県  80.4 福 岡 県  82.1 福 岡 県  83.3 長 崎 県  83.9 徳 島 県  84.9 
福 島 県  80.4 北 海 道  80.0 岩 手 県  82.1 長 野 県  83.3 大 阪 府  83.1 群 馬 県  84.9 
愛 媛 県  80.2 岐 阜 県  79.4 徳 島 県  81.8 青 森 県  82.0 青 森 県  83.0 福 島 県  84.1 
宮 崎 県  80.0 福 岡 県  79.0 長 野 県  81.2 岐 阜 県  81.3 福 島 県  82.8 山 形 県  83.8 
福 岡 県  79.1 山 形 県  78.8 福 島 県  80.8 島 根 県  81.2 山 形 県  82.5 北 海 道  83.7 
沖 縄 県  78.7 福 島 県  78.4 奈 良 県  80.5 熊 本 県  81.1 岐 阜 県  82.3 長 崎 県  83.4 
岐 阜 県  78.6 島 根 県  77.9 北 海 道  79.7 山 形 県  80.6 島 根 県  82.1 茨 城 県  82.7 
熊 本 県  78.5 沖 縄 県  77.8 京 都 府  79.2 大 阪 府  80.5 熊 本 県  82.0 京 都 府  82.6 
山 形 県  77.7 長 野 県  77.7 青 森 県  78.5 山 梨 県  80.3 福 岡 県  81.7 佐 賀 県  82.1 
佐 賀 県  77.1 兵 庫 県  77.4 広 島 県  77.0 岩 手 県  79.9 茨 城 県  80.8 岐 阜 県  82.1 
長 野 県  76.4 佐 賀 県  76.0 山 梨 県  76.1 長 崎 県  79.1 千 葉 県  78.2 大 阪 府  81.8 
静 岡 県  75.0 愛 知 県  76.0 山 形 県  76.0 佐 賀 県  78.5 福 井 県  77.8 熊 本 県  81.8 
島 根 県  74.7 山 梨 県  74.2 長 崎 県  75.8 茨 城 県  78.2 佐 賀 県  77.6 島 根 県  81.7 
愛 知 県  74.2 広 島 県  73.5 茨 城 県  75.5 福 井 県  76.9 山 梨 県  77.6 大 分 県  80.2 
広 島 県  73.4 鹿 児 島 県  73.2 沖 縄 県  75.3 岡 山 県  76.6 愛 媛 県  77.5 栃 木 県  78.0 
兵 庫 県  73.2 長 崎 県  72.6 兵 庫 県  74.9 広 島 県  76.1 京 都 府  76.6 広 島 県  77.2 
福 井 県  72.4 熊 本 県  71.0 愛 知 県  74.3 千 葉 県  76.0 岡 山 県  75.3 山 梨 県  76.6 

大 分 県  72.0 福 井 県  70.7 福 井 県  71.6 愛 知 県  74.5 広 島 県  74.9 愛 媛 県  74.9 
和 歌 山 県  71.9 秋 田 県  68.8 熊 本 県  71.5 京 都 府  74.2 静 岡 県  72.7 愛 知 県  74.7 

山 梨 県  70.2 和 歌 山 県  68.6 岡 山 県  71.2 兵 庫 県  73.7 愛 知 県  72.4 千 葉 県  74.4 
茨 城 県  69.8 茨 城 県  67.7 和 歌 山 県  65.4 静 岡 県  70.4 秋 田 県  71.7 岡 山 県  73.8 
長 崎 県  69.2 千 葉 県  67.5 大 阪 府  64.4 神 奈 川 県  70.0 埼 玉 県  71.4 静 岡 県  73.6 
岡 山 県  68.5 大 分 県  67.3 静 岡 県  64.3 栃 木 県  67.1 徳 島 県  71.4 福 井 県  73.5 
大 阪 府  66.8 岡 山 県  66.1 大 分 県  64.3 秋 田 県  66.2 神 奈 川 県  70.4 秋 田 県  73.5 
栃 木 県  62.1 大 阪 府  65.6 秋 田 県  62.5 埼 玉 県  66.1 兵 庫 県  69.8 神 奈 川 県  72.3 
秋 田 県  62.0 静 岡 県  65.2 栃 木 県  61.7 和 歌 山 県  65.1 栃 木 県  69.6 兵 庫 県  71.0 
千 葉 県  61.9 栃 木 県  64.2 埼 玉 県  59.1 愛 媛 県  63.7 和 歌 山 県  62.9 埼 玉 県  68.1 

神 奈 川 県  59.4 埼 玉 県  61.8 神 奈 川 県  57.6 沖 縄 県  60.2 一 重 県  60.7 和 歌 山 県  64.2 
埼 玉 県  51.7 神 奈 川 県  60.2 千 葉 県  54.7 東 京 都  51.1 東 京 都  53.2 東 京 都  63.8 
一 重 県  47.2 東 京 都  43.7 東 京 都  40.0 一 重 県  51.0 大 分 県  49.4 一 重 県  60.6 
東 京 都  46.0 一 重 県  39.5 一 重 県  39.2 大 分 県  47.7 沖 縄 県  48.2 沖 縄 県  60.1 
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肺 が ん検 診 精 度 管 理 指 標 値 (40""74 歳 )    赤字:許 容 値を クリアし て いな い
県  

肺がん：PPV  
肺 が ん検 診 精 度 管 理 指 標 値 (40""74 歳 )  青 字:目標 値を クリアし た県   赤字:許容 値を クリアし て いな い
県  

肺がん：精検受診率 

H17
P 

PV H18
P 

PV H19PPV H20PPV H21PPV H22
P 

PV 

石 川 県  3.77 滋 賀 県  9.52 滋 賀 県  22.73 滋 賀 県  15.38 滋 賀 県  11.11 宮 崎 県  8.93 
富 山 県  3.33 石 川 県  4.90 石 川 県  5.37 石 川 県  6.49 宮 崎 県  6.64 鹿 児 島 県  6.71 
滋 賀 県  3.33 群 馬 県  4.13 香 川 県  4.19 山 口 県  5.08 石 川 県  6.47 石 川 県  6.41 
京 都 府  3.29 山 口 県  3.91 山 口 県  3.88 鹿 児 島 県  4.36 鹿 児 島 県  4.41 大 阪 府  4.72 
群 馬 県  2.75 富 山 県  2.57 群 馬 県  2.85 香 川 県  4.28 群 馬 県  4.01 香 川 県  3.97 
山 口 県  2.61 宮 崎 県  2.46 京 都 府  2.84 宮 崎 県  4.02 香 川 県  3.53 富 山 県  3.30 
徳 島 県  2.48 香 川 県  2.41 富 山 県  2.80 群 馬 県  3.05 青 森 県  3.17 山 口 県  3.25 
岡 山 県  2.23 京 都 府  2.38 鹿 児 島 県  2.78 富 山 県  2.96 山 口 県  3.10 群 馬 県  3.16 

鹿 児 島 県  2.19 鹿 児 島 県  2.36 宮 崎 県  2.73 徳 島 県  2.66 富 山 県  2.99 高 知 県  2.99 
青 森 県  2.15 宮 城 県  2.25 高 知 県  2.49 高 知 県  2.64 大 阪 府  2.92 青 森 県  2.87 
香 川 県  2.04 鳥 取 県  1.95 宮 城 県  2.26 宮 城 県  2.59 高 知 県  2.77 徳 島 県  2.82 
大 阪 府  2.01 千 葉 県  1.82 青 森 県  2.25 大 阪 府  2.57 岩 手 県  2.64 佐 賀 県  2.72 
高 知 県  2.00 高 知 県  1.78 大 分 県  1.80 静 岡 県  2.42 愛 媛 県  2.61 岩 手 県  2.62 
宮 城 県  2.00 岩 手 県  1.70 北 海 道  1.75 岐 阜 県  2.40 長 崎 県  2.58 鳥 取 県  2.56 
長 崎 県  1.88 佐 賀 県  1.69 愛 知 県  1.71 島 根 県  2.20 茨 城 県  2.39 愛 媛 県  2.35 
山 形 県  1.83 静 岡 県  1.67 徳 島 県  1.64 北 海 道  2.17 宮 城 県  2.34 宮 城 県  2.28 
大 分 県  1.71 山 形 県  1.64 岩 手 県  1.61 茨 城 県  2.06 北 海 道  2.02 茨 城 県  2.27 
愛 知 県  1.62 愛 知 県  1.61 茨 城 県  1.60 和 歌 山 県  2.05 和 歌 山 県  2.00 北 海 道  2.26 
広 島 県  1.59 岡 山 県  1.54 大 阪 府  1.54 広 島 県  2.01 兵 庫 県  1.90 長 崎 県  2.11 
鳥 取 県  1.58 大 阪 府  1.44 広 島 県  1.50 栃 木 県  1.94 神 奈 川 県  1.80 大 分 県  2.10 
福 岡 県  1.53 埼 玉 県  1.44 鳥 取 県  1.42 長 崎 県  1.94 長 野 県  1.79 岐 阜 県  2.05 
栃 木 県  1.53 大 分 県  1.41 福 岡 県  1.34 佐 賀 県  1.87 一 重 県  1.75 一 重 県  2.01 
一 重 県  1.50 茨 城 県  1.39 福 井 県  1.33 長 野 県  1.78 山 形 県  1.74 愛 知 県  1.91 
佐 賀 県  1.43 青 森 県  1.35 山 梨 県  1.32 青 森 県  1.76 静 岡 県  1.72 京 都 府  1.78 
秋 田 県  1.42 山 梨 県  1.29 静 岡 県  1.31 大 分 県  1.67 佐 賀 県  1.63 静 岡 県  1.73 
岩 手 県  1.41 福 島 県  1.28 沖 縄 県  1.29 鳥 取 県  1.64 愛 知 県  1.57 兵 庫 県  1.70 
千 葉 県  1.41 和 歌 山 県  1.26 和 歌 山 県  1.25 山 形 県  1.62 奈 良 県  1.56 東 京 都  1.66 
福 島 県  1.38 兵 庫 県  1.26 兵 庫 県  1.22 愛 媛 県  1.59 島 根 県  1.51 秋 田 県  1.54 
静 岡 県  1.38 沖 縄 県  1.23 岐 阜 県  1.21 福 島 県  1.57 鳥 取 県  1.51 千 葉 県  1.52 
沖 縄 県  1.38 長 野 県  1.21 山 形 県  1.14 兵 庫 県  1.57 東 京 都  1.51 長 野 県  1.51 
兵 庫 県  1.33 岐 阜 県  1.15 新 潟 県  1.13 千 葉 県  1.53 広 島 県  1.48 広 島 県  1.50 
北 海 道  1.31 熊 本 県  1.14 熊 本 県  1.12 埼 玉 県  1.53 京 都 府  1.45 山 形 県  1.49 

神 奈 川 県  1.29 北 海 道  1.13 長 野 県  1.12 東 京 都  1.49 千 葉 県  1.40 福 島 県  1.48 

岐 阜 県  1.29 新 潟 県  1.10 千 葉 県  1.10 京 都 府  1.38 岐 阜 県  1.39 和 歌 山 県  1.42 
和 歌 山 県  1.25 一 重 県  1.08 長 崎 県  1.07 福 岡 県  1.37 山 梨 県  1.38 山 梨 県  1.41 

熊 本 県  1.24 長 崎 県  1.07 一 重 県  1.04 神 奈 川 県  1.37 岡 山 県  1.37 岡 山 県  1.41 
長 野 県  1.23 島 根 県  1.03 島 根 県  1.02 岡 山 県  1.36 福 井 県  1.33 神 奈 川 県  1.38 
奈 良 県  1.23 広 島 県  1.03 福 島 県  0.99 秋 田 県  1.33 福 島 県  1.33 栃 木 県  1.34 
新 潟 県  1.18 東 京 都  1.00 佐 賀 県  0.98 山 梨 県  1.32 福 岡 県  1.32 新 潟 県  1.34 
山 梨 県  1.12 神 奈 川 県  0.89 東 京 都  0.97 愛 知 県  1.32 埼 玉 県  1.29 沖 縄 県  1.32 
東 京 都  1.09 秋 田 県  0.87 神 奈 川 県  0.93 一 重 県  1.30 栃 木 県  1.27 福 岡 県  1.32 
茨 城 県  1.08 福 岡 県  0.85 岡 山 県  0.90 奈 良 県  1.17 大 分 県  1.16 奈 良 県  1.31 
福 井 県  0.87 栃 木 県  0.79 埼 玉 県  0.85 岩 手 県  1.16 熊 本 県  1.13 熊 本 県  1.30 
埼 玉 県  0.79 愛 媛 県  0.71 栃 木 県  0.84 新 潟 県  1.14 新 潟 県  1.02 埼 玉 県  1.25 
島 根 県  0.72 福 井 県  0.66 秋 田 県  0.72 熊 本 県  1.07 沖 縄 県  0.87 滋 賀 県  1.19 
愛 媛 県  0.55 奈 良 県  0.51 愛 媛 県  0.66 福 井 県  1.03 秋 田 県  0.84 島 根 県  1.03 
宮 崎 県  0.41 徳 島 県  0.24 奈 良 県  0.33 沖 縄 県  0.97 徳 島 県  0.56 福 井 県  1.00 

下 線 以 下 は 精 度 管 理 不 良 県 30%  
許容値 1.3%以上  

下 線 は 精 度 管 理 優 良 県 10%、 及 び、精 度 管 理 不 良 県 30%の 境 界 を 示 す  
目標 値 90%以上、許容値 70%以 上  



H17 未 把 握 率  H18 未 把 握 率  H19 未 把 握 率  H20 未 把 握 率  H21 未 把 握 率  H22 未 把 握 率  

佐 賀 県  0.3 滋 賀 県  0.0 滋 賀 県  0.0 滋 賀 県  0.0 滋 賀 県  0.0 滋 賀 県  0.0 
富 山 県  0.6 佐 賀 県  0.0 佐 賀 県  0.1 香 川 県  0.4 石 川 県  0.3 石 川 県  0.4 
徳 島 県  0.7 徳 島 県  0.5 鳥 取 県  0.4 石 川 県  0.7 富 山 県  0.5 新 潟 県  0.7 
石 川 県  0.7 鹿 児 島 県  0.6 鹿 児 島 県  0.6 鹿 児 島 県  0.8 鹿 児 島 県  0.8 富 山 県  0.8 

和 歌 山 県  1.7 富 山 県  1.0 石 川 県  0.7 富 山 県  0.9 新 潟 県  0.8 宮 崎 県  1.8 

北 海 道  1.8 岩 手 県  1.4 徳 島 県  1.0 宮 崎 県  1.2 宮 城 県  1.1 香 川 県  2.2 
鹿 児 島 県  2.2 和 歌 山 県  1.6 岩 手 県  1.1 奈 良 県  1.4 宮 崎 県  1.3 鹿 児 島 県  2.3 

山 口 県  2.8 山 梨 県  2.4 和 歌 山 県  1.2 鳥 取 県  1.6 鳥 取 県  2.0 岩 手 県  2.7 
岩 手 県  3.0 宮 城 県  2.6 富 山 県  1.3 山 口 県  1.9 愛 媛 県  2.3 奈 良 県  2.8 
滋 賀 県  3.3 愛 媛 県  2.8 新 潟 県  1.6 徳 島 県  2.3 北 海 道  2.5 群 馬 県  2.9 
新 潟 県  3.7 新 潟 県  2.9 高 知 県  1.6 千 葉 県  2.5 群 馬 県  2.5 山 口 県  3.3 
高 知 県  3.8 栃 木 県  2.9 北 海 道  2.0 北 海 道  2.6 山 口 県  2.8 茨 城 県  3.4 
鳥 取 県  4.2 北 海 道  3.0 群 馬 県  2.0 岩 手 県  3.4 香 川 県  3.0 宮 城 県  3.4 
熊 本 県  4.3 石 川 県  3.5 香 川 県  2.2 佐 賀 県  3.4 佐 賀 県  3.0 秋 田 県  3.8 
福 島 県  4.4 山 口 県  3.7 島 根 県  2.4 長 野 県  3.8 京 都 府  3.0 長 野 県  3.8 
山 形 県  4.5 香 川 県  4.0 栃 木 県  2.6 宮 城 県  4.1 千 葉 県  3.3 佐 賀 県  3.9 
京 都 府  4.7 京 都 府  4.3 山 口 県  3.1 新 潟 県  4.5 長 野 県  3.6 北 海 道  4.5 
山 梨 県  4.7 宮 崎 県  4.7 京 都 府  3.6 山 梨 県  4.7 岩 手 県  3.7 徳 島 県  4.6 
栃 木 県  5.1 奈 良 県  4.8 山 梨 県  3.8 栃 木 県  5.1 茨 城 県  4.2 愛 媛 県  4.7 
愛 媛 県  5.8 鳥 取 県  4.8 宮 崎 県  4.4 群 馬 県  5.1 山 梨 県  4.2 鳥 取 県  4.9 
長 野 県  5.8 岐 阜 県  5.5 宮 城 県  4.8 和 歌 山 県  7.0 秋 田 県  4.4 京 都 府  5.4 
宮 城 県  5.9 高 知 県  5.5 秋 田 県  5.0 熊 本 県  7.5 栃 木 県  4.7 岐 阜 県  5.6 
奈 良 県  6.2 島 根 県  5.6 岐 阜 県  5.4 秋 田 県  7.5 福 井 県  4.7 島 根 県  5.8 
岐 阜 県  6.2 熊 本 県  5.6 山 形 県  5.5 福 井 県  7.5 奈 良 県  5.9 福 岡 県  6.1 
静 岡 県  6.9 山 形 県  6.3 熊 本 県  5.5 大 阪 府  7.5 岐 阜 県  6.7 大 分 県  7.0 
沖 縄 県  7.3 沖 縄 県  6.5 長 野 県  5.6 山 形 県  8.1 和 歌 山 県  7.1 山 形 県  7.2 
群 馬 県  7.3 福 岡 県  7.5 愛 媛 県  6.9 京 都 府  8.3 熊 本 県  7.5 福 井 県  7.3 
秋 田 県  8.7 青 森 県  7.7 福 岡 県  8.5 愛 媛 県  8.6 大 阪 府  8.3 山 梨 県  7.4 
福 岡 県  8.8 長 野 県  9.2 福 井 県  9.1 福 岡 県  8.6 高 知 県  8.7 高 知 県  7.4 
青 森 県  8.9 埼 玉 県  10.7 静 岡 県  9.8 茨 城 県  9.3 島 根 県  9.0 和 歌 山 県  8.3 
香 川 県  10.0 群 馬 県  10.9 沖 縄 県  10.2 岐 阜 県  10.0 福 岡 県  9.3 青 森 県  8.7 
宮 崎 県  11.8 広 島 県  11.2 広 島 県  10.6 青 森 県  11.9 長 崎 県  9.6 熊 本 県  9.4 
島 根 県  12.3 愛 知 県  11.3 奈 良 県  11.0 高 知 県  11.9 山 形 県  10.4 大 阪 府  9.7 

兵 庫 県  13.6 兵 庫 県  11.8 福 島 県  11.6 島 根 県  12.0 青 森 県  11.4 長 崎 県  10.7 
大 分 県  13.9 大 分 県  12.3 茨 城 県  13.2 福 島 県  12.7 福 島 県  15.1 栃 木 県  12.8 
大 阪 府  14.0 長 崎 県  12.3 長 崎 県  13.6 長 崎 県  13.1 埼 玉 県  15.5 福 島 県  14.3 
愛 知 県  14.7 秋 田 県  13.3 青 森 県  14.1 兵 庫 県  13.5 岡 山 県  16.2 広 島 県  16.9 
福 井 県  15.4 福 島 県  13.7 大 分 県  14.2 岡 山 県  15.2 広 島 県  18.8 千 葉 県  17.3 
広 島 県  15.5 茨 城 県  15.4 愛 知 県  14.5 広 島 県  17.2 兵 庫 県  21.4 神 奈 川 県  17.9 
茨 城 県  16.9 福 井 県  16.8 兵 庫 県  15.1 愛 知 県  19.3 静 岡 県  22.5 岡 山 県  18.4 
岡 山 県  19.6 千 葉 県  17.5 埼 玉 県  19.4 埼 玉 県  19.3 愛 知 県  22.5 愛 知 県  21.1 
長 崎 県  21.7 静 岡 県  17.8 岡 山 県  21.6 沖 縄 県  23.8 徳 島 県  22.8 静 岡 県  21.2 
埼 玉 県  25.1 岡 山 県  21.3 大 阪 府  23.9 静 岡 県  26.8 神 奈 川 県  25.0 埼 玉 県  22.2 
千 葉 県  28.8 大 阪 府  21.6 千 葉 県  29.2 神 奈 川 県  26.9 一 重 県  28.6 兵 庫 県  24.0 

神 奈 川 県  30.4 神 奈 川 県  29.5 神 奈 川 県  33.2 東 京 都  41.4 沖 縄 県  32.0 一 重 県  26.2 
一 重 県  38.5 一 重 県  46.1 一 重 県  47.2 一 重 県  44.8 東 京 都  40.4 東 京 都  28.4 
東 京 都  42.5 東 京 都  48.1 東 京 都  53.3 大 分 県  46.1 大 分 県  43.5 沖 縄 県  29.8 
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肺 が ん検 診 精 度 管 理 指 標 値 (40""74 歳 )  青字:目 標 値を クリアし た県   赤 字:許容 値を クリアし て いな い
県  

肺がん：未受診率  
肺 が ん検 診 精 度 管 理 指 標 値 (40""74 歳 )  青 字:目標 値を クリアし た県   赤字:許容 値を クリアし て いな い
県  

肺がん：未把握率 

H17 未 受 診 率  H18 未 受 診 率  H19 未 受 診 率  H20 未 受 診 率  H21 未 受 診 率  H22 未 受 診 率  

群 馬 県  4.8 群 馬 県  3.0 滋 賀 県  4.5 高 知 県  1.8 滋 賀 県  0.0 福 島 県  1.6 
滋 賀 県  6.7 香 川 県  6.2 高 知 県  6.1 静 岡 県  2.9 福 島 県  2.1 高 知 県  2.9 
奈 良 県  6.8 高 知 県  7.1 山 口 県  6.2 福 島 県  2.9 神 奈 川 県  4.6 青 森 県  3.7 
香 川 県  7.6 青 森 県  7.7 東 京 都  6.8 神 奈 川 県  3.1 静 岡 県  4.8 愛 知 県  4.1 
宮 崎 県  8.2 福 島 県  7.9 岡 山 県  7.1 一 重 県  4.2 愛 知 県  5.1 山 口 県  4.8 

新 潟 県  8.5 山 口 県  8.2 青 森 県  7.5 山 口 県  5.3 青 森 県  5.6 鹿 児 島 県  5.0 
高 知 県  8.6 東 京 都  8.2 福 島 県  7.6 青 森 県  6.2 高 知 県  5.7 兵 庫 県  5.0 
青 森 県  8.8 新 潟 県  8.6 岐 阜 県  8.1 愛 知 県  6.2 徳 島 県  5.9 静 岡 県  5.2 
山 口 県  8.8 石 川 県  9.1 奈 良 県  8.5 大 分 県  6.2 山 口 県  6.0 広 島 県  5.9 
長 崎 県  9.2 滋 賀 県  9.5 新 潟 県  8.6 広 島 県  6.7 香 川 県  6.2 長 崎 県  6.0 
千 葉 県  9.4 富 山 県  9.8 愛 媛 県  9.1 島 根 県  6.8 広 島 県  6.3 福 岡 県  6.2 
京 都 府  10.1 神 奈 川 県  10.3 群 馬 県  9.1 東 京 都  7.5 東 京 都  6.4 香 川 県  6.2 

神 奈 川 県  10.2 兵 庫 県  10.8 神 奈 川 県  9.2 香 川 県  7.6 長 崎 県  6.5 新 潟 県  7.5 
広 島 県  11.0 宮 城 県  11.4 福 岡 県  9.3 滋 賀 県  7.7 奈 良 県  6.9 岡 山 県  7.8 
愛 知 県  11.0 鳥 取 県  11.5 兵 庫 県  10.0 新 潟 県  7.7 大 分 県  7.1 東 京 都  7.9 
東 京 都  11.4 福 井 県  12.5 富 山 県  10.4 奈 良 県  7.7 山 形 県  7.1 鳥 取 県  8.2 
岡 山 県  11.8 奈 良 県  12.5 宮 城 県  10.5 長 崎 県  7.8 宮 崎 県  8.0 富 山 県  8.2 
宮 城 県  12.0 岡 山 県  12.6 長 崎 県  10.6 福 岡 県  8.1 岡 山 県  8.5 千 葉 県  8.3 
福 岡 県  12.1 京 都 府  12.7 香 川 県  11.0 岡 山 県  8.2 大 阪 府  8.6 大 阪 府  8.4 
福 井 県  12.1 愛 知 県  12.7 愛 知 県  11.3 岐 阜 県  8.7 兵 庫 県  8.9 岩 手 県  8.6 
島 根 県  13.0 宮 崎 県  12.8 茨 城 県  11.3 北 海 道  9.4 島 根 県  9.0 熊 本 県  8.8 
兵 庫 県  13.3 大 阪 府  12.8 大 阪 府  11.7 群 馬 県  9.8 福 岡 県  9.0 山 形 県  9.0 
茨 城 県  13.3 長 野 県  13.1 石 川 県  12.3 富 山 県  9.9 宮 城 県  9.1 栃 木 県  9.1 
石 川 県  13.4 福 岡 県  13.5 宮 崎 県  12.4 鹿 児 島 県  10.1 新 潟 県  9.3 宮 崎 県  9.5 
富 山 県  13.7 一 重 県  14.4 広 島 県  12.4 山 形 県  11.2 群 馬 県  9.5 宮 城 県  9.8 
沖 縄 県  14.0 愛 媛 県  14.6 長 野 県  13.2 熊 本 県  11.4 鳥 取 県  10.1 埼 玉 県  9.8 
愛 媛 県  14.0 山 形 県  15.0 一 重 県  13.6 徳 島 県  11.6 鹿 児 島 県  10.2 神 奈 川 県  9.8 
大 分 県  14.1 千 葉 県  15.0 島 根 県  14.1 宮 城 県  11.7 岩 手 県  10.5 奈 良 県  9.8 
一 重 県  14.3 長 崎 県  15.0 沖 縄 県  14.6 大 阪 府  11.9 熊 本 県  10.5 沖 縄 県  10.1 
鳥 取 県  14.5 岐 阜 県  15.1 鳥 取 県  14.9 茨 城 県  12.5 富 山 県  10.5 長 野 県  10.3 
福 島 県  15.1 広 島 県  15.3 鹿 児 島 県  15.6 兵 庫 県  12.8 一 重 県  10.7 滋 賀 県  10.4 
北 海 道  15.2 岩 手 県  15.5 千 葉 県  16.1 長 野 県  13.0 岐 阜 県  11.0 徳 島 県  10.5 
岐 阜 県  15.2 沖 縄 県  15.7 岩 手 県  16.9 鳥 取 県  13.0 長 野 県  11.1 石 川 県  11.5 

鹿 児 島 県  15.2 島 根 県  16.5 佐 賀 県  16.9 宮 崎 県  13.7 北 海 道  11.1 北 海 道  11.8 
岩 手 県  15.6 静 岡 県  17.0 京 都 府  17.2 埼 玉 県  14.6 石 川 県  11.9 京 都 府  12.0 
熊 本 県  17.2 茨 城 県  17.0 徳 島 県  17.2 石 川 県  14.7 埼 玉 県  13.1 群 馬 県  12.3 
山 形 県  17.8 北 海 道  17.0 北 海 道  18.3 山 梨 県  15.0 茨 城 県  15.1 岐 阜 県  12.3 
長 野 県  17.8 秋 田 県  17.9 山 形 県  18.5 福 井 県  15.6 福 井 県  17.5 島 根 県  12.6 
徳 島 県  17.9 徳 島 県  19.2 福 井 県  19.3 沖 縄 県  16.1 山 梨 県  18.2 大 分 県  12.8 
静 岡 県  18.2 大 分 県  20.4 山 梨 県  20.1 岩 手 県  16.7 千 葉 県  18.6 一 重 県  13.2 
大 阪 府  19.2 熊 本 県  23.4 大 分 県  21.5 京 都 府  17.5 佐 賀 県  19.4 茨 城 県  13.9 
佐 賀 県  22.6 山 梨 県  23.4 埼 玉 県  21.5 佐 賀 県  18.1 沖 縄 県  19.8 佐 賀 県  14.0 
埼 玉 県  23.2 佐 賀 県  24.0 熊 本 県  23.0 千 葉 県  21.5 愛 媛 県  20.2 山 梨 県  16.1 
山 梨 県  25.1 鹿 児 島 県  26.1 静 岡 県  25.9 秋 田 県  26.3 京 都 府  20.4 福 井 県  19.3 

和 歌 山 県  26.4 埼 玉 県  27.6 秋 田 県  32.4 愛 媛 県  27.7 秋 田 県  23.9 愛 媛 県  20.4 
秋 田 県  29.2 和 歌 山 県  29.8 和 歌 山 県  33.4 栃 木 県  27.8 栃 木 県  25.7 秋 田 県  22.8 
栃 木 県  32.8 栃 木 県  32.8 栃 木 県  35.7 和 歌 山 県  27.9 和 歌 山 県  30.0 和 歌 山 県  27.5 

下 線 は 精 度 管 理 優 良 県 10%、 及 び、精 度 管 理 不 良 県 30%の 境 界 を 示
す  
許容 値 20%以下 、目 標値 5%以下  

下 線 は 精 度 管 理 優 良 県 10%、 及 び、精 度 管 理 不 良 県 30%の 境 界 を 示 す  
許容 値 10%以下 、許 容値 5%以下  



H17 要 精 検 率  H18 要 精 検 率  H19 要 精 検 率  H20 要 精 検 率  H21 要 精 検 率  H22 要 精 検 率  

岩 手 県  5.51 福 島 県  5.47 茨 城 県  5.15 宮 崎 県  3.97 愛 媛 県  4.65 岩 手 県  3.75 
山 形 県  5.73 茨 城 県  5.68 一 重 県  5.28 岩 手 県  4.41 岩 手 県  4.83 宮 城 県  4.77 
茨 城 県  5.77 大 分 県  5.88 宮 崎 県  5.33 福 島 県  4.49 鹿 児 島 県  5.29 愛 媛 県  4.80 
群 馬 県  6.04 山 梨 県  5.92 山 梨 県  5.39 宮 城 県  5.41 福 島 県  5.32 宮 崎 県  5.23 

愛 媛 県  6.08 愛 媛 県  6.06 岩 手 県  5.47 茨 城 県  5.50 宮 城 県  5.34 鹿 児 島 県  5.61 
山 梨 県  6.22 山 形 県  6.15 栃 木 県  5.57 愛 媛 県  5.56 岡 山 県  6.27 福 島 県  5.88 
富 山 県  6.42 岩 手 県  6.28 宮 城 県  5.75 一 重 県  5.61 宮 崎 県  6.37 北 海 道  6.37 
宮 崎 県  6.58 宮 崎 県  6.28 岡 山 県  5.75 山 梨 県  5.92 高 知 県  6.63 山 梨 県  6.39 
栃 木 県  6.84 岡 山 県  6.63 大 分 県  5.77 鹿 児 島 県  5.95 山 梨 県  6.68 茨 城 県  6.57 
福 島 県  6.85 宮 城 県  6.75 愛 媛 県  5.80 山 形 県  6.26 北 海 道  6.80 栃 木 県  6.82 
青 森 県  7.27 富 山 県  6.80 福 島 県  5.98 栃 木 県  6.33 一 重 県  6.88 高 知 県  6.83 
宮 城 県  7.56 北 海 道  7.20 熊 本 県  6.10 高 知 県  6.36 茨 城 県  6.94 群 馬 県  6.91 
大 分 県  7.68 京 都 府  7.45 長 野 県  6.16 熊 本 県  6.78 群 馬 県  7.06 岡 山 県  7.01 
一 重 県  8.00 高 知 県  7.47 山 形 県  6.25 富 山 県  6.82 山 形 県  7.08 山 形 県  7.15 
埼 玉 県  8.07 鹿 児 島 県  7.65 京 都 府  6.51 北 海 道  6.87 栃 木 県  7.10 熊 本 県  7.24 
岡 山 県  8.09 熊 本 県  7.83 富 山 県  6.80 京 都 府  6.99 千 葉 県  7.29 一 重 県  7.28 
愛 知 県  8.26 一 重 県  7.87 高 知 県  6.87 群 馬 県  7.00 富 山 県  7.32 千 葉 県  7.31 
北 海 道  8.38 埼 玉 県  7.90 静 岡 県  7.15 千 葉 県  7.09 京 都 府  7.32 富 山 県  7.45 
熊 本 県  8.49 千 葉 県  8.14 埼 玉 県  7.26 岡 山 県  7.12 広 島 県  7.38 京 都 府  7.50 
千 葉 県  8.72 栃 木 県  8.19 佐 賀 県  7.53 大 分 県  7.28 熊 本 県  7.69 広 島 県  7.77 
静 岡 県  8.83 青 森 県  8.35 北 海 道  7.57 佐 賀 県  7.48 鳥 取 県  8.13 大 分 県  7.83 
京 都 府  8.86 愛 知 県  8.42 群 馬 県  7.81 鳥 取 県  7.60 佐 賀 県  8.41 鳥 取 県  8.20 
鹿 児 島 県  9.00 群 馬 県  8.45 愛 知 県  8.07 青 森 県  8.39 青 森 県  8.77 香 川 県  8.36 
長 野 県  9.02 長 野 県  8.66 千 葉 県  8.08 広 島 県  8.57 埼 玉 県  8.88 秋 田 県  8.57 
高 知 県  9.15 静 岡 県  8.80 鹿 児 島 県  8.15 長 野 県  8.65 岐 阜 県  8.94 埼 玉 県  8.63 
新 潟 県  9.22 香 川 県  9.09 神 奈 川 県  8.60 埼 玉 県  8.93 大 分 県  9.05 神 奈 川 県  8.68 
岐 阜 県  9.37 徳 島 県  9.42 徳 島 県  8.69 秋 田 県  9.09 香 川 県  9.08 大 阪 府  8.73 
徳 島 県  9.65 広 島 県  9.45 青 森 県  8.71 和 歌 山 県  9.15 長 野 県  9.23 青 森 県  8.73 
香 川 県  9.98 岐 阜 県  9.48 広 島 県  8.71 愛 知 県  9.29 大 阪 府  9.26 佐 賀 県  8.75 
福 岡 県  10.41 佐 賀 県  9.77 福 岡 県  9.08 静 岡 県  9.57 徳 島 県  9.32 新 潟 県  8.94 
長 崎 県  10.59 和 歌 山 県  9.99 秋 田 県  9.14 新 潟 県  9.57 神 奈 川 県  9.38 静 岡 県  8.99 
東 京 都  10.83 兵 庫 県  10.43 岐 阜 県  9.14 香 川 県  9.58 静 岡 県  9.54 岐 阜 県  9.13 
大 阪 府  11.31 神 奈 川 県  10.49 奈 良 県  9.33 神 奈 川 県  9.71 新 潟 県  9.72 和 歌 山 県  9.44 
兵 庫 県  11.31 福 岡 県  10.62 香 川 県  9.42 徳 島 県  9.72 和 歌 山 県  9.97 長 野 県  9.62 
佐 賀 県  11.38 新 潟 県  11.16 長 崎 県  9.56 石 川 県  9.72 福 岡 県  9.98 山 口 県  9.75 
秋 田 県  11.40 東 京 都  11.26 大 阪 府  9.67 岐 阜 県  9.84 愛 知 県  10.14 兵 庫 県  9.79 
島 根 県  11.62 長 崎 県  11.40 鳥 取 県  9.69 兵 庫 県  9.86 石 川 県  10.21 徳 島 県  9.84 
広 島 県  11.67 奈 良 県  11.53 東 京 都  9.87 大 阪 府  9.95 東 京 都  10.21 島 根 県  9.94 
和 歌 山 県  12.07 大 阪 府  11.63 和 歌 山 県  9.94 東 京 都  10.11 島 根 県  10.28 東 京 都  9.95 

神 奈 川 県  12.58 鳥 取 県  11.84 兵 庫 県  10.03 長 崎 県  10.53 長 崎 県  10.29 奈 良 県  10.31 
滋 賀 県  12.61 山 口 県  11.96 新 潟 県  10.12 福 岡 県  10.91 福 井 県  10.33 愛 知 県  10.31 
奈 良 県  13.56 秋 田 県  12.63 沖 縄 県  10.91 福 井 県  11.41 山 口 県  10.39 福 岡 県  10.32 
福 井 県  13.56 滋 賀 県  13.31 島 根 県  10.98 奈 良 県  11.53 秋 田 県  10.42 長 崎 県  10.78 
石 川 県  13.75 福 井 県  14.03 山 口 県  11.57 山 口 県  11.55 兵 庫 県  10.43 福 井 県  11.10 
沖 縄 県  14.01 石 川 県  14.33 滋 賀 県  13.57 沖 縄 県  11.59 奈 良 県  10.77 滋 賀 県  12.25 

山 口 県  14.44 島 根 県  14.49 石 川 県  13.67 島 根 県  11.74 沖 縄 県  11.90 石 川 県  12.43 
鳥 取 県  14.45 沖 縄 県  17.99 福 井 県  13.69 滋 賀 県  12.85 滋 賀 県  14.55 沖 縄 県  12.49 
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乳 が ん検 診 精 度 管 理 指 標 値 (40""74 歳 )    赤字:許 容 値を クリアし て いな い
県  

乳がん：要精検率  
乳 が ん検 診 精 度 管 理 指 標 値 (40""74 歳 )    赤字:許 容 値を クリアし て いな い
県  

乳がん：発⾒率 

H17 発 見 率  H18 発 見 率  H19 発 見 率  H20 発 見 率  H21 発 見 率  H22 発 見 率  

山 口 県  0.543 山 口 県  0.643 広 島 県  0.610 山 口 県  0.552 山 口 県  0.460 福 井 県  0.544 
香 川 県  0.418 福 井 県  0.544 山 口 県  0.509 香 川 県  0.470 福 井 県  0.423 山 口 県  0.474 
兵 庫 県  0.408 沖 縄 県  0.525 香 川 県  0.454 広 島 県  0.432 徳 島 県  0.405 香 川 県  0.453 
高 知 県  0.406 鳥 取 県  0.511 和 歌 山 県  0.427 大 阪 府  0.422 大 阪 府  0.372 大 阪 府  0.422 
北 海 道  0.406 北 海 道  0.435 鳥 取 県  0.404 北 海 道  0.404 香 川 県  0.366 島 根 県  0.407 
大 阪 府  0.401 島 根 県  0.419 徳 島 県  0.372 島 根 県  0.402 島 根 県  0.362 広 島 県  0.385 
滋 賀 県  0.389 大 阪 府  0.386 高 知 県  0.371 福 岡 県  0.389 北 海 道  0.348 鳥 取 県  0.384 
宮 崎 県  0.381 兵 庫 県  0.383 北 海 道  0.364 徳 島 県  0.385 群 馬 県  0.341 徳 島 県  0.380 
島 根 県  0.377 長 崎 県  0.362 福 岡 県  0.363 神 奈 川 県  0.380 京 都 府  0.339 長 崎 県  0.379 
福 岡 県  0.358 香 川 県  0.343 大 阪 府  0.346 兵 庫 県  0.356 長 崎 県  0.339 北 海 道  0.369 
広 島 県  0.351 群 馬 県  0.339 滋 賀 県  0.340 宮 崎 県  0.349 福 岡 県  0.336 福 岡 県  0.363 
福 井 県  0.334 宮 崎 県  0.329 兵 庫 県  0.334 滋 賀 県  0.346 愛 知 県  0.335 滋 賀 県  0.356 
徳 島 県  0.323 徳 島 県  0.322 島 根 県  0.328 和 歌 山 県  0.338 宮 城 県  0.333 青 森 県  0.355 
石 川 県  0.321 福 岡 県  0.321 長 崎 県  0.327 奈 良 県  0.330 兵 庫 県  0.330 奈 良 県  0.346 
沖 縄 県  0.319 長 野 県  0.319 宮 崎 県  0.304 長 崎 県  0.330 和 歌 山 県  0.319 和 歌 山 県  0.340 
京 都 府  0.314 広 島 県  0.317 愛 知 県  0.304 高 知 県  0.328 滋 賀 県  0.316 宮 崎 県  0.338 
岡 山 県  0.311 新 潟 県  0.305 奈 良 県  0.293 京 都 府  0.326 宮 崎 県  0.305 京 都 府  0.337 
愛 知 県  0.306 京 都 府  0.292 京 都 府  0.288 鳥 取 県  0.326 沖 縄 県  0.303 群 馬 県  0.334 
奈 良 県  0.297 岩 手 県  0.290 岩 手 県  0.286 東 京 都  0.322 愛 媛 県  0.301 愛 知 県  0.332 
長 崎 県  0.294 愛 知 県  0.282 新 潟 県  0.275 岩 手 県  0.313 青 森 県  0.298 新 潟 県  0.331 
鳥 取 県  0.289 滋 賀 県  0.277 石 川 県  0.272 福 井 県  0.305 石 川 県  0.297 沖 縄 県  0.324 
埼 玉 県  0.283 石 川 県  0.275 沖 縄 県  0.268 宮 城 県  0.303 神 奈 川 県  0.297 岐 阜 県  0.316 
熊 本 県  0.280 奈 良 県  0.273 群 馬 県  0.259 新 潟 県  0.298 岐 阜 県  0.291 神 奈 川 県  0.316 
群 馬 県  0.277 高 知 県  0.267 東 京 都  0.255 沖 縄 県  0.291 奈 良 県  0.288 東 京 都  0.315 
岩 手 県  0.268 東 京 都  0.265 岐 阜 県  0.255 群 馬 県  0.277 岩 手 県  0.287 富 山 県  0.313 
宮 城 県  0.267 佐 賀 県  0.259 長 野 県  0.252 熊 本 県  0.271 茨 城 県  0.284 高 知 県  0.311 
愛 媛 県  0.262 和 歌 山 県  0.244 富 山 県  0.239 愛 知 県  0.269 熊 本 県  0.268 兵 庫 県  0.309 
岐 阜 県  0.247 岐 阜 県  0.241 宮 城 県  0.228 福 島 県  0.266 鳥 取 県  0.265 愛 媛 県  0.301 
静 岡 県  0.246 埼 玉 県  0.239 青 森 県  0.204 栃 木 県  0.264 新 潟 県  0.263 宮 城 県  0.280 
新 潟 県  0.234 宮 城 県  0.239 佐 賀 県  0.200 石 川 県  0.254 東 京 都  0.263 岩 手 県  0.260 
佐 賀 県  0.233 秋 田 県  0.236 熊 本 県  0.197 岐 阜 県  0.239 富 山 県  0.260 静 岡 県  0.256 
秋 田 県  0.228 富 山 県  0.235 神 奈 川 県  0.196 埼 玉 県  0.236 広 島 県  0.258 石 川 県  0.245 
長 野 県  0.227 青 森 県  0.233 埼 玉 県  0.192 静 岡 県  0.229 佐 賀 県  0.257 大 分 県  0.241 

東 京 都  0.227 熊 本 県  0.223 栃 木 県  0.191 一 重 県  0.228 高 知 県  0.253 栃 木 県  0.238 
和 歌 山 県  0.222 大 分 県  0.223 福 島 県  0.189 富 山 県  0.227 岡 山 県  0.252 茨 城 県  0.237 
神 奈 川 県  0.208 一 重 県  0.219 茨 城 県  0.184 長 野 県  0.226 大 分 県  0.243 福 島 県  0.237 

大 分 県  0.204 神 奈 川 県  0.214 山 形 県  0.179 茨 城 県  0.226 秋 田 県  0.238 熊 本 県  0.236 
青 森 県  0.182 岡 山 県  0.193 大 分 県  0.176 岡 山 県  0.220 栃 木 県  0.237 千 葉 県  0.232 
茨 城 県  0.177 静 岡 県  0.190 山 梨 県  0.175 愛 媛 県  0.216 埼 玉 県  0.229 埼 玉 県  0.230 
一 重 県  0.175 福 島 県  0.181 岡 山 県  0.169 山 形 県  0.212 長 野 県  0.222 長 野 県  0.229 
千 葉 県  0.170 山 梨 県  0.179 静 岡 県  0.164 青 森 県  0.211 福 島 県  0.219 山 形 県  0.228 
山 形 県  0.165 山 形 県  0.179 福 井 県  0.164 千 葉 県  0.195 山 形 県  0.211 一 重 県  0.218 

鹿 児 島 県  0.163 愛 媛 県  0.177 千 葉 県  0.158 大 分 県  0.192 千 葉 県  0.211 岡 山 県  0.212 
山 梨 県  0.162 鹿 児 島 県  0.172 秋 田 県  0.158 佐 賀 県  0.178 静 岡 県  0.199 佐 賀 県  0.202 
福 島 県  0.161 千 葉 県  0.164 一 重 県  0.155 秋 田 県  0.160 鹿 児 島 県  0.197 鹿 児 島 県  0.199 
富 山 県  0.159 茨 城 県  0.143 愛 媛 県  0.144 山 梨 県  0.123 山 梨 県  0.191 秋 田 県  0.191 
栃 木 県  0.142 栃 木 県  0.135 鹿 児 島 県  0.112 鹿 児 島 県  0.121 一 重 県  0.185 山 梨 県  0.144 

下 線 以 下 は 精 度 管 理 不 良 県 30% 
許容 値 11%以下  

下線 以 下は 精度 管 理不 良 県 30%  
許容値 0.23%以上  



H17 精 検 受 診 率  H18 精 検 受 診 率  H19 精 検 受 診 率  H20 精 検 受 診 率  H21 精 検 受 診 率  H22 精 検 受 診 率  

高 知 県  95.6 高 知 県  95.6 徳 島 県  95.4 高 知 県  97.0 宮 城 県  97.1 宮 城 県  95.1 
新 潟 県  94.2 新 潟 県  95.3 高 知 県  94.7 香 川 県  97.0 鳥 取 県  93.4 香 川 県  95.0 
石 川 県  92.0 徳 島 県  93.4 鹿 児 島 県  93.9 宮 城 県  95.8 滋 賀 県  93.3 滋 賀 県  94.0 
山 口 県  91.0 群 馬 県  92.7 香 川 県  93.2 奈 良 県  95.0 高 知 県  93.3 鹿 児 島 県  93.8 
香 川 県  90.5 滋 賀 県  92.3 富 山 県  92.8 徳 島 県  94.3 香 川 県  93.1 高 知 県  93.7 

徳 島 県  90.2 奈 良 県  91.8 滋 賀 県  92.3 石 川 県  94.1 山 口 県  92.4 鳥 取 県  93.5 
群 馬 県  89.6 山 口 県  91.1 新 潟 県  92.2 滋 賀 県  94.0 徳 島 県  91.7 大 阪 府  92.7 
宮 城 県  89.5 富 山 県  91.0 鳥 取 県  91.8 岩 手 県  93.8 京 都 府  91.7 新 潟 県  92.6 
岩 手 県  89.3 香 川 県  91.0 京 都 府  91.4 新 潟 県  93.5 岩 手 県  91.2 山 口 県  91.7 
滋 賀 県  89.1 石 川 県  91.0 山 口 県  91.2 鳥 取 県  93.4 群 馬 県  91.0 富 山 県  91.7 
奈 良 県  88.8 福 井 県  89.5 岩 手 県  90.8 大 分 県  93.3 大 阪 府  90.9 福 井 県  91.3 

福 岡 県  88.7 鹿 児 島 県  89.0 石 川 県  90.2 大 阪 府  92.1 新 潟 県  90.5 徳 島 県  91.2 

福 井 県  88.2 沖 縄 県  88.9 群 馬 県  89.9 群 馬 県  92.0 大 分 県  90.1 石 川 県  91.2 

富 山 県  87.9 岩 手 県  88.6 岐 阜 県  87.4 京 都 府  91.4 富 山 県  89.8 京 都 府  90.9 
長 崎 県  87.3 宮 城 県  88.4 佐 賀 県  87.4 長 崎 県  90.9 岐 阜 県  89.7 愛 媛 県  90.5 
福 島 県  86.7 愛 媛 県  87.8 大 分 県  87.1 福 井 県  90.9 鹿 児 島 県  89.2 群 馬 県  90.1 
鳥 取 県  86.7 山 形 県  87.6 福 島 県  86.9 千 葉 県  90.6 福 島 県  88.7 大 分 県  89.7 
岐 阜 県  86.5 京 都 府  87.6 山 梨 県  86.8 広 島 県  90.6 福 井 県  88.6 岐 阜 県  89.6 
広 島 県  85.7 宮 崎 県  87.4 愛 媛 県  86.8 岐 阜 県  90.3 石 川 県  88.6 奈 良 県  89.6 

鹿 児 島 県  85.6 鳥 取 県  87.3 宮 崎 県  86.6 佐 賀 県  90.3 愛 媛 県  88.4 福 岡 県  89.2 
大 分 県  85.5 広 島 県  86.6 福 井 県  86.5 茨 城 県  90.1 長 崎 県  88.1 長 崎 県  89.2 
京 都 府  85.3 岐 阜 県  86.5 宮 城 県  86.4 青 森 県  90.1 奈 良 県  87.9 佐 賀 県  89.2 
沖 縄 県  84.2 大 分 県  86.4 島 根 県  86.2 長 野 県  89.9 熊 本 県  87.0 長 野 県  89.1 
青 森 県  83.7 福 岡 県  86.4 広 島 県  85.8 宮 崎 県  89.8 宮 崎 県  86.5 島 根 県  88.4 
熊 本 県  83.6 青 森 県  86.2 青 森 県  85.8 熊 本 県  89.8 山 形 県  86.3 福 島 県  87.8 
愛 媛 県  83.5 福 島 県  84.2 福 岡 県  85.3 兵 庫 県  89.6 福 岡 県  86.1 岩 手 県  87.7 
愛 知 県  83.3 佐 賀 県  84.0 山 形 県  84.9 福 島 県  89.5 島 根 県  86.0 山 形 県  87.6 
岡 山 県  83.0 長 崎 県  84.0 沖 縄 県  84.6 鹿 児 島 県  89.5 岡 山 県  86.0 熊 本 県  87.6 
長 野 県  82.7 長 野 県  83.8 長 崎 県  84.2 愛 媛 県  89.4 佐 賀 県  85.6 宮 崎 県  87.1 
佐 賀 県  82.2 岡 山 県  83.7 愛 知 県  84.1 富 山 県  88.3 千 葉 県  85.5 青 森 県  85.9 
山 形 県  81.1 山 梨 県  83.7 和 歌 山 県  83.7 山 梨 県  88.1 栃 木 県  84.8 山 梨 県  85.2 
山 梨 県  80.9 兵 庫 県  81.8 長 野 県  83.2 北 海 道  85.8 青 森 県  84.7 栃 木 県  84.4 

和 歌 山 県  80.8 熊 本 県  81.6 熊 本 県  82.7 和 歌 山 県  85.5 長 野 県  84.3 千 葉 県  84.3 

兵 庫 県  80.6 和 歌 山 県  81.1 岡 山 県  81.1 福 岡 県  85.3 愛 知 県  82.9 茨 城 県  83.5 
一 重 県  76.5 秋 田 県  80.9 奈 良 県  80.6 愛 知 県  84.0 山 梨 県  82.4 愛 知 県  82.1 
大 阪 府  76.1 愛 知 県  80.3 埼 玉 県  77.5 栃 木 県  83.7 神 奈 川 県  81.2 岡 山 県  81.7 
千 葉 県  75.5 大 阪 府  78.0 栃 木 県  77.2 山 口 県  83.4 埼 玉 県  79.6 北 海 道  81.0 
宮 崎 県  75.5 千 葉 県  75.0 秋 田 県  76.6 山 形 県  81.1 和 歌 山 県  79.3 神 奈 川 県  80.7 
島 根 県  75.5 埼 玉 県  74.4 千 葉 県  76.6 島 根 県  80.7 茨 城 県  78.9 埼 玉 県  80.6 
埼 玉 県  74.9 島 根 県  74.0 兵 庫 県  75.1 埼 玉 県  80.3 北 海 道  78.9 一 重 県  76.3 
秋 田 県  74.4 一 重 県  73.5 大 阪 府  73.2 岡 山 県  78.1 一 重 県  76.6 秋 田 県  76.3 
茨 城 県  74.0 栃 木 県  73.3 茨 城 県  70.4 一 重 県  77.8 沖 縄 県  74.5 和 歌 山 県  75.9 
北 海 道  73.9 茨 城 県  71.5 北 海 道  69.7 沖 縄 県  77.2 秋 田 県  74.5 東 京 都  75.0 
静 岡 県  69.1 北 海 道  70.8 静 岡 県  67.9 秋 田 県  77.0 兵 庫 県  72.6 静 岡 県  72.3 

神 奈 川 県  68.8 静 岡 県  69.7 一 重 県  63.1 神 奈 川 県  75.0 広 島 県  70.2 沖 縄 県  72.2 
栃 木 県  63.0 東 京 都  64.8 神 奈 川 県  62.4 東 京 都  73.1 東 京 都  70.0 広 島 県  71.9 
東 京 都  57.0 神 奈 川 県  61.5 東 京 都  60.7 静 岡 県  71.2 静 岡 県  69.7 兵 庫 県  71.5 
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乳 が ん検 診 精 度 管 理 指 標 値 (40""74 歳 )    赤字:許 容 値を クリアし て いな い
県  

乳がん：PPV  
乳 が ん検 診 精 度 管 理 指 標 値 (40""74 歳 )  青 字:目標 値を クリアし た県   赤字:許容 値を クリアし て いな い
県  

乳がん：精検受診率 

H17
P 

PV H18
P 

PV H19
P 

PV H20
P 

PV H21
P 

PV H22
P 

PV 

宮 崎 県  5.79 北 海 道  6.05 広 島 県  7.00 宮 崎 県  8.81 愛 媛 県  6.48 岩 手 県  6.92 
岩 手 県  4.87 山 口 県  5.38 宮 崎 県  5.71 岩 手 県  7.11 宮 城 県  6.24 宮 崎 県  6.46 
北 海 道  4.85 宮 崎 県  5.24 高 知 県  5.40 福 島 県  5.92 岩 手 県  5.94 愛 媛 県  6.27 
群 馬 県  4.59 岩 手 県  4.62 岩 手 県  5.23 北 海 道  5.88 北 海 道  5.11 宮 城 県  5.86 
高 知 県  4.44 鳥 取 県  4.31 香 川 県  4.82 宮 城 県  5.60 群 馬 県  4.83 北 海 道  5.79 
愛 媛 県  4.31 群 馬 県  4.02 北 海 道  4.81 高 知 県  5.16 宮 崎 県  4.79 香 川 県  5.41 
香 川 県  4.19 京 都 府  3.92 京 都 府  4.42 広 島 県  5.04 京 都 府  4.64 広 島 県  4.95 
岡 山 県  3.84 福 井 県  3.88 山 口 県  4.40 香 川 県  4.90 山 口 県  4.43 福 井 県  4.90 
山 口 県  3.76 大 分 県  3.80 和 歌 山 県  4.29 山 口 県  4.78 徳 島 県  4.35 山 口 県  4.86 
愛 知 県  3.70 香 川 県  3.77 徳 島 県  4.28 京 都 府  4.66 福 島 県  4.11 大 阪 府  4.83 
兵 庫 県  3.61 長 野 県  3.69 鳥 取 県  4.16 鳥 取 県  4.28 福 井 県  4.09 群 馬 県  4.83 
京 都 府  3.55 兵 庫 県  3.67 長 野 県  4.10 大 阪 府  4.24 茨 城 県  4.09 鳥 取 県  4.69 
大 阪 府  3.54 高 知 県  3.58 福 岡 県  4.00 栃 木 県  4.17 香 川 県  4.03 高 知 県  4.55 
宮 城 県  3.53 宮 城 県  3.54 宮 城 県  3.97 茨 城 県  4.11 大 阪 府  4.02 京 都 府  4.50 
埼 玉 県  3.51 富 山 県  3.45 愛 知 県  3.77 一 重 県  4.06 岡 山 県  4.02 富 山 県  4.20 
福 岡 県  3.44 徳 島 県  3.41 大 阪 府  3.57 熊 本 県  3.99 高 知 県  3.82 島 根 県  4.09 
徳 島 県  3.35 愛 知 県  3.35 茨 城 県  3.57 徳 島 県  3.96 鹿 児 島 県  3.73 青 森 県  4.07 
熊 本 県  3.30 広 島 県  3.35 富 山 県  3.51 群 馬 県  3.96 富 山 県  3.56 福 島 県  4.02 
島 根 県  3.25 大 阪 府  3.32 栃 木 県  3.42 神 奈 川 県  3.92 島 根 県  3.52 徳 島 県  3.86 
滋 賀 県  3.09 福 島 県  3.31 長 崎 県  3.42 愛 媛 県  3.89 広 島 県  3.50 新 潟 県  3.71 
茨 城 県  3.08 長 崎 県  3.17 兵 庫 県  3.33 和 歌 山 県  3.70 熊 本 県  3.49 神 奈 川 県  3.63 
広 島 県  3.01 埼 玉 県  3.03 群 馬 県  3.32 兵 庫 県  3.61 青 森 県  3.40 茨 城 県  3.61 
山 形 県  2.89 福 岡 県  3.03 山 梨 県  3.24 福 岡 県  3.57 福 岡 県  3.37 和 歌 山 県  3.60 
静 岡 県  2.79 山 梨 県  3.02 熊 本 県  3.23 島 根 県  3.42 栃 木 県  3.33 鹿 児 島 県  3.55 

長 崎 県  2.77 沖 縄 県  2.92 福 島 県  3.16 山 形 県  3.39 愛 知 県  3.30 長 崎 県  3.52 

大 分 県  2.66 愛 媛 県  2.92 奈 良 県  3.14 富 山 県  3.32 長 崎 県  3.29 福 岡 県  3.51 

岐 阜 県  2.63 山 形 県  2.91 大 分 県  3.05 東 京 都  3.19 鳥 取 県  3.26 栃 木 県  3.49 
山 梨 県  2.61 岡 山 県  2.91 島 根 県  2.99 長 崎 県  3.14 岐 阜 県  3.26 岐 阜 県  3.46 
新 潟 県  2.54 島 根 県  2.89 岡 山 県  2.94 新 潟 県  3.12 和 歌 山 県  3.20 奈 良 県  3.36 
長 野 県  2.52 熊 本 県  2.85 一 重 県  2.93 岡 山 県  3.10 兵 庫 県  3.16 熊 本 県  3.25 

青 森 県  2.50 青 森 県  2.79 山 形 県  2.86 愛 知 県  2.90 神 奈 川 県  3.16 愛 知 県  3.22 

富 山 県  2.48 一 重 県  2.78 岐 阜 県  2.79 奈 良 県  2.87 佐 賀 県  3.05 山 形 県  3.19 
福 井 県  2.46 新 潟 県  2.74 新 潟 県  2.72 千 葉 県  2.74 山 形 県  2.98 千 葉 県  3.17 

福 島 県  2.35 佐 賀 県  2.65 佐 賀 県  2.66 滋 賀 県  2.69 石 川 県  2.91 東 京 都  3.16 
石 川 県  2.34 岐 阜 県  2.54 埼 玉 県  2.64 福 井 県  2.68 千 葉 県  2.89 兵 庫 県  3.15 

沖 縄 県  2.27 茨 城 県  2.52 東 京 都  2.58 埼 玉 県  2.64 山 梨 県  2.85 大 分 県  3.07 
奈 良 県  2.19 和 歌 山 県  2.44 滋 賀 県  2.51 大 分 県  2.63 新 潟 県  2.71 岡 山 県  3.02 
一 重 県  2.18 奈 良 県  2.37 愛 媛 県  2.48 長 野 県  2.62 一 重 県  2.69 一 重 県  2.99 

東 京 都  2.10 東 京 都  2.35 沖 縄 県  2.45 石 川 県  2.62 大 分 県  2.68 滋 賀 県  2.91 

栃 木 県  2.07 鹿 児 島 県  2.25 青 森 県  2.35 青 森 県  2.52 奈 良 県  2.68 静 岡 県  2.85 
佐 賀 県  2.05 静 岡 県  2.16 静 岡 県  2.30 沖 縄 県  2.51 埼 玉 県  2.58 埼 玉 県  2.67 
秋 田 県  2.00 滋 賀 県  2.09 神 奈 川 県  2.28 岐 阜 県  2.43 東 京 都  2.58 沖 縄 県  2.59 

鳥 取 県  2.00 神 奈 川 県  2.04 石 川 県  1.99 静 岡 県  2.39 沖 縄 県  2.55 長 野 県  2.38 
千 葉 県  1.95 千 葉 県  2.01 千 葉 県  1.96 佐 賀 県  2.38 長 野 県  2.41 佐 賀 県  2.31 

和 歌 山 県  1.84 石 川 県  1.92 秋 田 県  1.73 山 梨 県  2.07 秋 田 県  2.29 山 梨 県  2.25 

鹿 児 島 県  1.81 秋 田 県  1.87 鹿 児 島 県  1.38 鹿 児 島 県  2.03 滋 賀 県  2.17 秋 田 県  2.23 

神 奈 川 県  1.66 栃 木 県  1.65 福 井 県  1.20 秋 田 県  1.76 静 岡 県  2.08 石 川 県  1.97 
下 線 以 下 は 精 度 管 理 不 良 県 30%  
許容値 2.5%以上  

下 線 は 精 度 管 理 優 良 県 10%、 及 び、精 度 管 理 不 良 県 30%の 境 界 を 示 す  
目標 値 90%以上、許容値 80%以 上  



H17 未 把 握 率  H18 未 把 握 率  H19 未 把 握 率  H20 未 把 握 率  H21 未 把 握 率  H22 未 把 握 率  

石 川 県  0.2 高 知 県  0.1 佐 賀 県  0.0 徳 島 県  0.4 石 川 県  0.6 富 山 県  0.4 
高 知 県  0.4 徳 島 県  0.2 徳 島 県  0.2 石 川 県  0.8 徳 島 県  0.9 石 川 県  0.5 

和 歌 山 県  0.7 石 川 県  0.4 富 山 県  0.5 香 川 県  0.9 富 山 県  1.2 佐 賀 県  1.2 

鳥 取 県  0.8 富 山 県  0.5 石 川 県  0.7 富 山 県  1.0 佐 賀 県  1.2 福 井 県  1.4 
佐 賀 県  1.2 鹿 児 島 県  0.6 滋 賀 県  0.9 岩 手 県  1.1 新 潟 県  1.4 山 口 県  1.6 

徳 島 県  1.4 和 歌 山 県  1.1 鹿 児 島 県  1.0 奈 良 県  1.3 鳥 取 県  1.7 鳥 取 県  1.6 
山 形 県  1.7 滋 賀 県  1.1 和 歌 山 県  1.0 佐 賀 県  1.4 岩 手 県  1.9 大 阪 府  1.8 
富 山 県  2.0 新 潟 県  1.1 山 形 県  1.4 京 都 府  1.4 宮 城 県  1.9 徳 島 県  1.9 

新 潟 県  2.1 山 形 県  1.2 岩 手 県  1.6 群 馬 県  1.5 群 馬 県  2.3 香 川 県  2.0 
鹿 児 島 県  2.1 佐 賀 県  1.2 群 馬 県  1.6 鳥 取 県  1.8 香 川 県  2.3 滋 賀 県  2.0 

北 海 道  2.2 宮 崎 県  1.7 大 分 県  1.7 宮 城 県  2.1 京 都 府  2.7 岐 阜 県  2.3 

京 都 府  2.3 岩 手 県  1.9 新 潟 県  1.9 大 阪 府  2.4 福 井 県  2.8 鹿 児 島 県  2.7 
岩 手 県  2.4 群 馬 県  2.1 北 海 道  2.0 福 井 県  2.5 山 口 県  3.1 京 都 府  2.8 
群 馬 県  2.5 山 梨 県  2.2 香 川 県  2.4 宮 崎 県  2.7 大 阪 府  3.2 岩 手 県  2.8 
福 島 県  2.8 京 都 府  2.3 鳥 取 県  2.6 新 潟 県  2.7 岐 阜 県  3.3 長 野 県  2.8 
滋 賀 県  3.3 北 海 道  2.4 山 梨 県  3.1 千 葉 県  2.7 滋 賀 県  3.5 茨 城 県  3.1 

栃 木 県  3.7 奈 良 県  3.0 山 口 県  3.3 滋 賀 県  2.9 北 海 道  3.6 山 梨 県  3.1 

沖 縄 県  3.9 愛 媛 県  3.6 京 都 府  3.5 茨 城 県  2.9 千 葉 県  4.3 新 潟 県  3.2 

奈 良 県  4.0 大 分 県  3.9 高 知 県  3.8 高 知 県  3.0 鹿 児 島 県  4.5 群 馬 県  3.5 

岐 阜 県  4.4 鳥 取 県  3.9 熊 本 県  4.6 大 分 県  3.9 宮 崎 県  4.6 宮 城 県  3.6 
大 分 県  4.4 山 口 県  3.9 栃 木 県  4.6 愛 媛 県  4.0 大 分 県  5.0 北 海 道  3.9 

岡 山 県  4.9 沖 縄 県  4.3 秋 田 県  5.4 岐 阜 県  4.2 愛 媛 県  5.3 愛 媛 県  4.1 
山 口 県  5.4 栃 木 県  4.4 岐 阜 県  5.8 福 岡 県  4.4 栃 木 県  5.5 高 知 県  4.9 
福 井 県  5.7 熊 本 県  4.5 福 島 県  6.3 山 梨 県  4.7 高 知 県  5.6 熊 本 県  5.8 
山 梨 県  5.9 岐 阜 県  5.5 島 根 県  6.6 栃 木 県  4.7 熊 本 県  5.8 大 分 県  5.8 
宮 崎 県  6.1 福 島 県  5.5 福 岡 県  7.5 長 野 県  4.9 茨 城 県  6.2 島 根 県  6.0 
愛 媛 県  6.9 福 井 県  5.6 愛 媛 県  7.7 鹿 児 島 県  5.0 山 形 県  7.6 福 岡 県  6.4 
香 川 県  7.2 青 森 県  6.0 青 森 県  8.1 青 森 県  5.5 奈 良 県  8.0 山 形 県  6.4 
埼 玉 県  7.3 香 川 県  6.2 福 井 県  8.1 秋 田 県  5.8 福 島 県  8.0 栃 木 県  6.9 
熊 本 県  7.3 秋 田 県  6.3 宮 崎 県  8.3 長 崎 県  6.2 長 野 県  8.0 千 葉 県  7.7 
秋 田 県  8.0 福 岡 県  6.4 沖 縄 県  8.3 和 歌 山 県  6.8 福 岡 県  8.3 長 崎 県  7.9 
広 島 県  8.2 岡 山 県  6.6 広 島 県  8.9 熊 本 県  6.8 長 崎 県  8.3 奈 良 県  8.0 
福 岡 県  8.3 広 島 県  6.7 愛 知 県  9.9 福 島 県  7.0 岡 山 県  8.6 神 奈 川 県  8.7 

長 崎 県  8.8 茨 城 県  8.2 長 野 県  10.1 広 島 県  7.1 和 歌 山 県  8.8 宮 崎 県  8.9 
愛 知 県  8.9 長 崎 県  9.3 長 崎 県  11.1 兵 庫 県  8.9 山 梨 県  9.0 秋 田 県  10.0 
宮 城 県  9.1 埼 玉 県  9.7 岡 山 県  11.4 北 海 道  9.5 島 根 県  9.2 福 島 県  10.1 
青 森 県  9.3 宮 城 県  10.0 静 岡 県  11.7 一 重 県  10.7 秋 田 県  10.3 岡 山 県  10.5 
長 野 県  10.6 長 野 県  10.1 宮 城 県  11.8 埼 玉 県  10.9 青 森 県  11.9 青 森 県  10.8 
一 重 県  13.4 大 阪 府  10.7 埼 玉 県  11.9 山 形 県  11.1 愛 知 県  12.5 和 歌 山 県  11.8 
静 岡 県  14.7 愛 知 県  13.2 茨 城 県  13.3 山 口 県  11.5 一 重 県  13.0 愛 知 県  13.8 
千 葉 県  14.7 兵 庫 県  15.8 大 阪 府  13.5 岡 山 県  12.5 埼 玉 県  14.1 埼 玉 県  13.9 

神 奈 川 県  15.4 静 岡 県  15.9 千 葉 県  13.5 愛 知 県  13.2 神 奈 川 県  15.3 一 重 県  14.3 
大 阪 府  16.1 一 重 県  16.1 奈 良 県  15.4 沖 縄 県  15.2 沖 縄 県  19.0 東 京 都  20.3 
兵 庫 県  16.1 千 葉 県  17.6 神 奈 川 県  20.8 島 根 県  16.1 兵 庫 県  25.0 静 岡 県  21.4 
島 根 県  18.1 神 奈 川 県  18.2 兵 庫 県  22.8 神 奈 川 県  18.3 東 京 都  25.1 沖 縄 県  21.5 

茨 城 県  18.1 島 根 県  20.9 一 重 県  29.1 東 京 都  20.4 静 岡 県  25.6 広 島 県  25.3 

東 京 都  37.0 東 京 都  29.5 東 京 都  33.5 静 岡 県  24.7 広 島 県  26.6 兵 庫 県  26.2 
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乳 が ん検 診 精 度 管 理 指 標 値 (40""74 歳 )  青字:目 標 値を クリアし た県   赤 字:許容 値を クリアし て いな い
県  

乳がん：未受診率  
乳 が ん検 診 精 度 管 理 指 標 値 (40""74 歳 )  青 字:目標 値を クリアし た県   赤字:許容 値を クリアし て いな い
県  

乳がん：未把握率 

H17 未 受 診 率  H18 未 受 診 率  H19 未 受 診 率  H20 未 受 診 率  H21 未 受 診 率  H22 未 受 診 率  

宮 城 県  1.4 宮 城 県  1.6 高 知 県  1.5 高 知 県  0.0 宮 城 県  0.9 宮 城 県  1.3 
香 川 県  2.2 兵 庫 県  2.4 宮 城 県  1.8 兵 庫 県  1.5 高 知 県  1.2 高 知 県  1.4 
福 岡 県  2.9 香 川 県  2.7 兵 庫 県  2.1 香 川 県  2.1 兵 庫 県  2.4 福 島 県  2.1 

兵 庫 県  3.3 新 潟 県  3.6 奈 良 県  4.0 宮 城 県  2.1 滋 賀 県  3.2 兵 庫 県  2.3 
山 口 県  3.6 高 知 県  4.3 香 川 県  4.3 広 島 県  2.3 広 島 県  3.2 奈 良 県  2.4 

新 潟 県  3.8 福 井 県  4.8 徳 島 県  4.4 愛 知 県  2.8 福 島 県  3.3 広 島 県  2.9 
高 知 県  3.9 山 口 県  5.0 長 崎 県  4.6 大 分 県  2.8 青 森 県  3.4 長 崎 県  2.9 

長 崎 県  4.0 島 根 県  5.1 宮 崎 県  5.1 長 崎 県  2.9 神 奈 川 県  3.5 香 川 県  3.1 

東 京 都  5.9 群 馬 県  5.2 鹿 児 島 県  5.1 滋 賀 県  3.2 長 崎 県  3.5 青 森 県  3.2 

福 井 県  6.0 奈 良 県  5.2 京 都 府  5.1 島 根 県  3.2 奈 良 県  4.1 鹿 児 島 県  3.5 

広 島 県  6.1 東 京 都  5.7 広 島 県  5.3 熊 本 県  3.4 山 口 県  4.5 宮 崎 県  4.1 
島 根 県  6.5 長 野 県  6.1 福 井 県  5.4 福 島 県  3.6 香 川 県  4.6 滋 賀 県  4.1 
長 野 県  6.6 徳 島 県  6.4 愛 媛 県  5.5 奈 良 県  3.7 愛 知 県  4.6 愛 知 県  4.1 
青 森 県  7.0 愛 知 県  6.5 山 口 県  5.5 新 潟 県  3.8 静 岡 県  4.7 新 潟 県  4.2 
奈 良 県  7.2 滋 賀 県  6.6 鳥 取 県  5.6 静 岡 県  4.1 東 京 都  4.8 福 岡 県  4.4 
滋 賀 県  7.6 広 島 県  6.7 東 京 都  5.9 青 森 県  4.4 島 根 県  4.9 大 分 県  4.5 
愛 知 県  7.8 長 崎 県  6.7 新 潟 県  5.9 鳥 取 県  4.8 鳥 取 県  4.9 東 京 都  4.7 
石 川 県  7.8 沖 縄 県  6.8 愛 知 県  6.0 北 海 道  4.8 大 分 県  4.9 鳥 取 県  4.9 
茨 城 県  7.8 福 岡 県  7.3 青 森 県  6.1 岩 手 県  5.1 岡 山 県  5.5 愛 媛 県  5.3 

大 阪 府  7.8 千 葉 県  7.4 富 山 県  6.7 石 川 県  5.1 京 都 府  5.6 大 阪 府  5.4 
群 馬 県  7.9 青 森 県  7.8 岐 阜 県  6.8 山 口 県  5.2 福 岡 県  5.6 埼 玉 県  5.4 
岩 手 県  8.3 岐 阜 県  8.1 長 野 県  6.8 長 野 県  5.2 大 阪 府  5.9 島 根 県  5.7 
徳 島 県  8.4 富 山 県  8.5 滋 賀 県  6.8 徳 島 県  5.4 山 形 県  6.2 山 形 県  6.0 
熊 本 県  9.1 愛 媛 県  8.6 福 島 県  6.8 岐 阜 県  5.4 鹿 児 島 県  6.2 京 都 府  6.3 
岐 阜 県  9.1 石 川 県  8.6 沖 縄 県  7.0 大 阪 府  5.4 埼 玉 県  6.3 静 岡 県  6.3 
愛 媛 県  9.6 鳥 取 県  8.8 福 岡 県  7.2 鹿 児 島 県  5.5 愛 媛 県  6.4 群 馬 県  6.3 
千 葉 県  9.8 岩 手 県  9.6 島 根 県  7.2 福 井 県  6.5 沖 縄 県  6.5 沖 縄 県  6.3 
大 分 県  10.1 岡 山 県  9.6 岡 山 県  7.4 群 馬 県  6.6 群 馬 県  6.7 熊 本 県  6.6 
富 山 県  10.1 大 分 県  9.7 岩 手 県  7.6 東 京 都  6.6 岩 手 県  6.8 山 口 県  6.7 
一 重 県  10.2 京 都 府  10.1 一 重 県  7.8 千 葉 県  6.6 岐 阜 県  7.0 徳 島 県  6.9 
福 島 県  10.5 福 島 県  10.2 群 馬 県  8.4 愛 媛 県  6.7 熊 本 県  7.2 福 井 県  7.3 
沖 縄 県  11.9 鹿 児 島 県  10.3 石 川 県  9.1 神 奈 川 県  6.7 徳 島 県  7.4 岡 山 県  7.7 
岡 山 県  12.1 一 重 県  10.4 千 葉 県  9.9 茨 城 県  7.0 長 野 県  7.7 千 葉 県  7.9 

鹿 児 島 県  12.3 宮 崎 県  11.0 山 梨 県  10.2 山 梨 県  7.1 新 潟 県  8.1 富 山 県  7.9 
京 都 府  12.4 山 形 県  11.2 埼 玉 県  10.6 京 都 府  7.2 福 井 県  8.6 岐 阜 県  8.1 
鳥 取 県  12.5 大 阪 府  11.3 大 分 県  11.2 宮 崎 県  7.5 山 梨 県  8.6 長 野 県  8.1 
山 梨 県  13.2 秋 田 県  12.8 佐 賀 県  12.6 沖 縄 県  7.7 宮 崎 県  8.9 石 川 県  8.4 

神 奈 川 県  15.8 熊 本 県  13.9 熊 本 県  12.8 和 歌 山 県  7.8 富 山 県  9.0 栃 木 県  8.8 
静 岡 県  16.3 山 梨 県  14.0 大 阪 府  13.3 山 形 県  7.9 栃 木 県  9.7 一 重 県  9.4 
佐 賀 県  16.6 静 岡 県  14.4 山 形 県  13.7 佐 賀 県  8.3 千 葉 県  10.1 岩 手 県  9.5 

山 形 県  17.2 佐 賀 県  14.8 和 歌 山 県  15.3 埼 玉 県  8.8 一 重 県  10.5 佐 賀 県  9.7 
秋 田 県  17.7 埼 玉 県  15.9 茨 城 県  16.3 岡 山 県  9.4 石 川 県  10.8 神 奈 川 県  10.6 
埼 玉 県  17.8 和 歌 山 県  17.9 神 奈 川 県  16.9 福 岡 県  10.3 和 歌 山 県  11.9 山 梨 県  11.7 
宮 崎 県  18.4 茨 城 県  20.3 秋 田 県  18.0 富 山 県  10.7 佐 賀 県  13.2 和 歌 山 県  12.4 

和 歌 山 県  18.5 神 奈 川 県  20.3 栃 木 県  18.1 一 重 県  11.5 茨 城 県  14.9 茨 城 県  13.5 

北 海 道  23.8 栃 木 県  22.3 静 岡 県  20.4 栃 木 県  11.5 秋 田 県  15.2 秋 田 県  13.7 
栃 木 県  33.3 北 海 道  26.8 北 海 道  28.3 秋 田 県  17.2 北 海 道  17.5 北 海 道  15.1 

下 線 は 精 度 管 理 優 良 県 10%、 及 び、精 度 管 理 不 良 県 30%の 境 界 を 示
す  
許容 値 10%以下 、目 標値 5%以下  

下 線 は 精 度 管 理 優 良 県 10%、 及 び、精 度 管 理 不 良 県 30%の 境 界 を 示 す  
許容 値 10%以下 、許 容値 5%以下  



H17 要 精 検 率  H18 要 精 検 率  H19 要 精 検 率  H20 要 精 検 率  H21 要 精 検 率  H22 要 精 検 率  

高 知 県  0.33 奈 良 県  0.38 高 知 県  0.26 高 知 県  0.22 高 知 県  0.39 鹿 児 島 県  0.59 
奈 良 県  0.34 鹿 児 島 県  0.40 鳥 取 県  0.38 愛 媛 県  0.33 鹿 児 島 県  0.51 福 島 県  0.80 
鹿 児 島 県  0.39 鳥 取 県  0.43 京 都 府  0.39 鳥 取 県  0.36 一 重 県  0.61 群 馬 県  0.91 
鳥 取 県  0.40 京 都 府  0.50 奈 良 県  0.39 鹿 児 島 県  0.41 愛 媛 県  0.71 富 山 県  0.91 
愛 媛 県  0.41 福 島 県  0.55 鹿 児 島 県  0.44 一 重 県  0.54 富 山 県  0.76 秋 田 県  0.92 
一 重 県  0.48 一 重 県  0.56 愛 媛 県  0.49 奈 良 県  0.55 鳥 取 県  0.76 愛 媛 県  0.92 
福 島 県  0.62 富 山 県  0.60 一 重 県  0.57 富 山 県  0.61 福 島 県  0.76 一 重 県  0.92 
京 都 府  0.64 愛 媛 県  0.62 岡 山 県  0.60 福 島 県  0.72 群 馬 県  0.82 奈 良 県  0.96 
千 葉 県  0.67 岡 山 県  0.68 福 島 県  0.61 宮 城 県  0.76 奈 良 県  0.93 高 知 県  0.96 
富 山 県  0.69 千 葉 県  0.72 富 山 県  0.66 群 馬 県  0.79 山 形 県  0.96 鳥 取 県  1.18 
岡 山 県  0.71 静 岡 県  0.79 千 葉 県  0.73 埼 玉 県  0.80 岡 山 県  1.01 宮 城 県  1.20 
埼 玉 県  0.84 山 梨 県  0.84 山 形 県  0.75 山 形 県  0.89 京 都 府  1.02 京 都 府  1.23 
島 根 県  0.84 高 知 県  0.87 埼 玉 県  0.76 岡 山 県  0.92 栃 木 県  1.06 岡 山 県  1.26 
静 岡 県  0.85 宮 城 県  0.89 静 岡 県  0.81 香 川 県  0.93 沖 縄 県  1.08 兵 庫 県  1.32 
新 潟 県  0.89 埼 玉 県  0.89 島 根 県  0.91 京 都 府  0.95 滋 賀 県  1.10 沖 縄 県  1.39 
山 梨 県  0.91 島 根 県  0.90 宮 城 県  0.91 滋 賀 県  0.96 兵 庫 県  1.16 山 形 県  1.39 
宮 城 県  0.93 香 川 県  0.93 山 梨 県  0.97 宮 崎 県  0.97 静 岡 県  1.17 静 岡 県  1.39 
徳 島 県  0.94 山 形 県  0.94 新 潟 県  0.99 兵 庫 県  0.97 秋 田 県  1.18 福 井 県  1.43 
山 形 県  0.98 滋 賀 県  0.94 沖 縄 県  1.01 熊 本 県  1.01 新 潟 県  1.25 香 川 県  1.49 
滋 賀 県  1.02 新 潟 県  0.96 香 川 県  1.01 千 葉 県  1.03 香 川 県  1.27 愛 知 県  1.59 
沖 縄 県  1.02 沖 縄 県  0.98 秋 田 県  1.04 新 潟 県  1.04 千 葉 県  1.29 埼 玉 県  1.60 
岐 阜 県  1.03 熊 本 県  1.02 栃 木 県  1.06 沖 縄 県  1.06 福 井 県  1.36 滋 賀 県  1.62 
広 島 県  1.06 群 馬 県  1.07 滋 賀 県  1.06 山 梨 県  1.08 埼 玉 県  1.37 大 阪 府  1.65 
山 口 県  1.08 青 森 県  1.10 群 馬 県  1.09 和 歌 山 県  1.09 和 歌 山 県  1.40 佐 賀 県  1.65 
香 川 県  1.09 徳 島 県  1.13 東 京 都  1.10 秋 田 県  1.10 岐 阜 県  1.41 栃 木 県  1.66 
和 歌 山 県  1.10 岐 阜 県  1.20 兵 庫 県  1.11 広 島 県  1.15 大 阪 府  1.54 山 梨 県  1.69 
群 馬 県  1.10 東 京 都  1.20 長 野 県  1.23 茨 城 県  1.24 長 野 県  1.55 茨 城 県  1.75 
兵 庫 県  1.18 秋 田 県  1.21 和 歌 山 県  1.24 長 野 県  1.27 神 奈 川 県  1.55 山 口 県  1.81 
青 森 県  1.19 兵 庫 県  1.26 徳 島 県  1.27 岐 阜 県  1.27 山 口 県  1.56 熊 本 県  1.81 
栃 木 県  1.21 和 歌 山 県  1.29 神 奈 川 県  1.31 静 岡 県  1.28 島 根 県  1.56 神 奈 川 県  1.83 
福 岡 県  1.25 栃 木 県  1.32 茨 城 県  1.31 徳 島 県  1.28 広 島 県  1.59 東 京 都  1.84 
東 京 都  1.35 茨 城 県  1.32 熊 本 県  1.33 福 井 県  1.37 茨 城 県  1.66 島 根 県  1.89 
佐 賀 県  1.40 長 野 県  1.34 広 島 県  1.40 神 奈 川 県  1.37 青 森 県  1.68 福 岡 県  1.90 
神 奈 川 県  1.44 宮 崎 県  1.36 青 森 県  1.41 東 京 都  1.37 岩 手 県  1.68 千 葉 県  1.93 
熊 本 県  1.47 福 岡 県  1.39 岐 阜 県  1.44 愛 知 県  1.50 山 梨 県  1.68 岩 手 県  1.99 
長 崎 県  1.50 神 奈 川 県  1.39 宮 崎 県  1.44 島 根 県  1.50 東 京 都  1.69 新 潟 県  2.07 
宮 崎 県  1.54 広 島 県  1.41 北 海 道  1.45 青 森 県  1.51 熊 本 県  1.70 青 森 県  2.08 
茨 城 県  1.57 山 口 県  1.50 福 井 県  1.46 山 口 県  1.51 佐 賀 県  1.78 長 野 県  2.08 
大 分 県  1.61 福 井 県  1.58 山 口 県  1.52 栃 木 県  1.52 福 岡 県  1.81 北 海 道  2.12 
愛 知 県  1.62 北 海 道  1.59 福 岡 県  1.58 大 阪 府  1.52 愛 知 県  1.82 長 崎 県  2.17 
北 海 道  1.70 愛 知 県  1.61 佐 賀 県  1.61 佐 賀 県  1.55 宮 崎 県  1.86 和 歌 山 県  2.21 
大 阪 府  1.78 佐 賀 県  1.64 愛 知 県  1.66 岩 手 県  1.64 長 崎 県  1.90 広 島 県  2.21 
福 井 県  1.93 大 分 県  1.68 岩 手 県  1.67 長 崎 県  1.78 宮 城 県  1.91 岐 阜 県  2.25 
岩 手 県  2.04 大 阪 府  1.90 大 分 県  1.71 北 海 道  1.87 大 分 県  2.08 大 分 県  2.29 
長 野 県  2.40 長 崎 県  1.93 長 崎 県  1.73 大 分 県  1.91 北 海 道  2.09 宮 崎 県  2.29 
秋 田 県  2.58 岩 手 県  2.30 大 阪 府  1.74 福 岡 県  2.01 徳 島 県  2.72 石 川 県  2.44 
石 川 県  3.64 石 川 県  2.45 石 川 県  2.58 石 川 県  2.27 石 川 県  2.77 徳 島 県  3.94 
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子 宮 頭 が ん検 診 精 度 管 理 指 標 値 (20""74 歳 )    赤字:許容 値を クリアし て いな い
県  

⼦宮頸がん：要精検率  
子 宮 頭 が ん検 診 精 度 管 理 指 標 値 (20""74 歳 )  青 字:目標 値を クリアし た県   赤字:許容 値を クリアし て いな い
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⼦宮頸がん：精検受診率 

H17 精 検 受 診 率  H18 精 検 受 診 率  H19 精 検 受 診 率  H20 精 検 受 診 率  H21 精 検 受 診 率  H22 精 検 受 診 率  

宮 城 県  93.8 宮 城 県  94.0 宮 城 県  95.7 宮 城 県  96.2 宮 城 県  92.4 宮 城 県  93.9 
長 野 県  91.2 秋 田 県  85.9 石 川 県  87.8 滋 賀 県  91.6 富 山 県  91.7 滋 賀 県  91.1 
福 島 県  87.9 岩 手 県  84.6 徳 島 県  85.6 鳥 取 県  91.3 鳥 取 県  90.5 富 山 県  90.2 
石 川 県  87.0 富 山 県  83.1 岩 手 県  83.0 茨 城 県  91.2 滋 賀 県  85.8 鹿 児 島 県  87.9 
滋 賀 県  86.6 石 川 県  82.9 鹿 児 島 県  81.9 岩 手 県  90.0 岩 手 県  85.6 青 森 県  86.3 

福 井 県  84.0 徳 島 県  80.4 鳥 取 県  81.4 宮 崎 県  86.8 石 川 県  84.5 茨 城 県  86.1 
鳥 取 県  83.5 福 島 県  80.4 富 山 県  81.3 香 川 県  86.6 茨 城 県  83.4 岩 手 県  85.4 
富 山 県  83.4 鳥 取 県  79.2 京 都 府  80.2 富 山 県  86.0 高 知 県  83.3 香 川 県  85.3 
岩 手 県  82.7 群 馬 県  79.0 群 馬 県  80.1 鹿 児 島 県  85.2 福 島 県  82.2 石 川 県  84.0 
群 馬 県  80.4 滋 賀 県  78.1 香 川 県  78.7 石 川 県  84.8 福 井 県  81.9 宮 崎 県  83.9 
高 知 県  78.3 沖 縄 県  76.9 福 島 県  77.1 徳 島 県  84.7 香 川 県  80.7 群 馬 県  83.7 

和 歌 山 県  78.3 岐 阜 県  76.6 秋 田 県  76.8 福 井 県  83.8 群 馬 県  79.8 佐 賀 県  81.9 
香 川 県  77.1 長 野 県  75.7 山 口 県  76.7 島 根 県  83.2 鹿 児 島 県  79.5 山 形 県  81.1 
青 森 県  75.3 佐 賀 県  75.1 青 森 県  76.3 高 知 県  81.5 青 森 県  79.4 秋 田 県  80.9 
岐 阜 県  75.1 福 井 県  75.0 長 野 県  76.0 青 森 県  81.1 大 阪 府  79.2 大 阪 府  80.7 
福 岡 県  75.0 香 川 県  75.0 沖 縄 県  72.9 大 分 県  80.8 山 口 県  78.5 岐 阜 県  80.5 
大 分 県  73.8 大 分 県  74.7 大 分 県  72.3 佐 賀 県  80.2 岐 阜 県  76.7 福 島 県  80.5 
愛 媛 県  72.7 岡 山 県  74.4 滋 賀 県  71.8 長 野 県  79.7 山 形 県  76.3 長 野 県  80.3 
京 都 府  72.5 青 森 県  73.8 広 島 県  71.6 広 島 県  78.0 佐 賀 県  75.8 愛 知 県  78.1 

鹿 児 島 県  72.5 京 都 府  72.6 福 岡 県  71.3 群 馬 県  77.5 大 分 県  74.0 長 崎 県  77.9 
山 口 県  72.2 福 岡 県  72.5 佐 賀 県  71.1 福 島 県  77.2 徳 島 県  73.2 新 潟 県  77.3 
山 形 県  71.7 山 口 県  72.1 岐 阜 県  70.3 岐 阜 県  76.5 栃 木 県  72.3 大 分 県  76.6 
沖 縄 県  71.5 広 島 県  69.9 和 歌 山 県  68.6 大 阪 府  76.4 秋 田 県  72.0 福 井 県  75.9 
熊 本 県  70.2 愛 知 県  67.9 山 形 県  67.7 長 崎 県  76.4 奈 良 県  72.0 山 口 県  74.3 
千 葉 県  68.6 兵 庫 県  66.2 愛 知 県  66.7 奈 良 県  75.7 長 崎 県  71.8 栃 木 県  73.4 
茨 城 県  68.3 熊 本 県  64.9 岡 山 県  66.6 秋 田 県  74.6 長 野 県  71.0 山 梨 県  71.8 
山 梨 県  67.5 鹿 児 島 県  64.8 茨 城 県  65.7 一 重 県  72.5 新 潟 県  70.6 福 岡 県  71.0 
岡 山 県  67.5 和 歌 山 県  64.8 福 井 県  64.7 山 口 県  71.7 福 岡 県  70.2 愛 媛 県  69.3 
秋 田 県  67.0 長 崎 県  64.0 千 葉 県  63.7 千 葉 県  71.1 岡 山 県  69.6 和 歌 山 県  67.2 
徳 島 県  65.4 茨 城 県  63.2 兵 庫 県  61.9 山 梨 県  70.0 千 葉 県  69.2 沖 縄 県  65.8 
新 潟 県  64.9 千 葉 県  62.9 長 崎 県  61.6 新 潟 県  70.0 宮 崎 県  68.8 岡 山 県  65.5 
静 岡 県  64.4 一 重 県  61.5 奈 良 県  60.4 山 形 県  69.6 愛 媛 県  68.8 高 知 県  63.0 
佐 賀 県  64.4 静 岡 県  60.8 新 潟 県  60.1 愛 媛 県  68.4 山 梨 県  67.8 一 重 県  62.0 

一 重 県  64.4 奈 良 県  60.2 高 知 県  59.0 福 岡 県  68.2 一 重 県  65.8 鳥 取 県  61.9 
広 島 県  62.3 宮 崎 県  58.1 愛 媛 県  58.1 岡 山 県  67.3 和 歌 山 県  62.3 奈 良 県  61.5 
長 崎 県  62.3 山 形 県  57.8 山 梨 県  57.8 兵 庫 県  65.6 兵 庫 県  60.4 神 奈 川 県  59.3 
愛 知 県  61.3 愛 媛 県  57.2 一 重 県  57.3 愛 知 県  64.2 沖 縄 県  60.2 東 京 都  58.4 
宮 崎 県  60.0 新 潟 県  55.2 静 岡 県  56.7 神 奈 川 県  62.0 熊 本 県  59.5 熊 本 県  57.7 
埼 玉 県  59.3 埼 玉 県  53.5 埼 玉 県  55.2 和 歌 山 県  60.0 愛 知 県  58.2 兵 庫 県  56.0 
兵 庫 県  58.0 東 京 都  49.9 宮 崎 県  48.9 沖 縄 県  59.6 広 島 県  57.9 京 都 府  54.9 
大 阪 府  50.2 高 知 県  49.1 大 阪 府  45.3 栃 木 県  57.4 神 奈 川 県  57.9 広 島 県  54.8 
東 京 都  43.7 大 阪 府  48.5 東 京 都  43.9 静 岡 県  54.5 京 都 府  53.1 静 岡 県  51.8 
奈 良 県  42.9 山 梨 県  44.6 熊 本 県  43.0 埼 玉 県  52.8 静 岡 県  50.8 島 根 県  51.1 
北 海 道  40.6 島 根 県  42.9 島 根 県  42.5 京 都 府  51.1 東 京 都  45.6 徳 島 県  49.0 
島 根 県  38.5 栃 木 県  40.9 北 海 道  39.1 東 京 都  49.6 島 根 県  44.2 埼 玉 県  46.0 
栃 木 県  36.6 神 奈 川 県  38.5 神 奈 川 県  35.4 熊 本 県  49.1 埼 玉 県  42.8 千 葉 県  44.3 

神 奈 川 県  35.1 北 海 道  37.8 栃 木 県  31.3 北 海 道  48.5 北 海 道  42.0 北 海 道  42.0 

下 線 以 下 は 精 度 管 理 不 良 県 30% 
許容値 1.4%以下  

下 線 は 精 度 管 理 優 良 県 10%、 及 び、精 度 管 理 不 良 県 30%の 境 界 を 示 す  
目標 値 90%以上、許容値 70%以 上  



H17 未 把 握 率  H18 未 把 握 率  H19 未 把 握 率  H20 未 把 握 率  H21 未 把 握 率  H22 未 把 握 率  

石 川 県  0.2 石 川 県  0.3 富 山 県  0.0 宮 城 県  0.0 宮 城 県  0.2 石 川 県  0.3 
佐 賀 県  0.9 富 山 県  0.5 佐 賀 県  0.2 茨 城 県  0.4 富 山 県  0.3 宮 城 県  0.4 
鳥 取 県  1.1 佐 賀 県  0.7 石 川 県  0.7 石 川 県  1.6 石 川 県  0.4 茨 城 県  0.9 
福 島 県  1.8 滋 賀 県  1.1 鹿 児 島 県  1.6 鳥 取 県  2.5 茨 城 県  0.8 富 山 県  1.5 
滋 賀 県  1.8 岩 手 県  1.7 滋 賀 県  2.1 香 川 県  2.8 鳥 取 県  3.2 滋 賀 県  2.7 

山 形 県  1.8 鹿 児 島 県  1.9 香 川 県  2.1 岩 手 県  3.0 北 海 道  3.9 長 野 県  3.4 
富 山 県  2.2 北 海 道  1.9 北 海 道  2.4 富 山 県  3.3 岩 手 県  4.3 大 阪 府  3.7 
北 海 道  2.8 和 歌 山 県  2.4 宮 城 県  2.7 宮 崎 県  3.5 福 井 県  5.1 岩 手 県  4.7 

和 歌 山 県  2.9 秋 田 県  2.6 秋 田 県  4.1 群 馬 県  4.3 大 阪 府  5.7 北 海 道  5.6 
鹿 児 島 県  3.1 高 知 県  2.8 岩 手 県  4.1 滋 賀 県  4.5 群 馬 県  6.1 岐 阜 県  5.8 

岩 手 県  3.1 宮 城 県  3.5 和 歌 山 県  4.3 大 阪 府  5.5 滋 賀 県  6.5 香 川 県  6.1 
長 野 県  3.3 福 島 県  3.9 栃 木 県  4.8 栃 木 県  5.9 熊 本 県  8.4 鹿 児 島 県  6.3 
宮 城 県  3.6 愛 媛 県  5.4 山 口 県  5.0 徳 島 県  6.2 千 葉 県  9.1 佐 賀 県  6.8 
熊 本 県  5.5 京 都 府  5.5 新 潟 県  5.9 佐 賀 県  7.1 鹿 児 島 県  10.1 群 馬 県  7.3 
群 馬 県  5.7 福 岡 県  5.6 京 都 府  6.1 高 知 県  7.4 香 川 県  10.1 熊 本 県  9.1 
青 森 県  5.9 山 口 県  7.0 大 分 県  6.9 千 葉 県  8.4 岐 阜 県  10.3 青 森 県  9.8 
秋 田 県  5.9 栃 木 県  7.7 徳 島 県  7.2 鹿 児 島 県  9.3 宮 崎 県  10.6 宮 崎 県  10.0 
栃 木 県  6.3 岐 阜 県  8.1 群 馬 県  7.8 熊 本 県  9.5 新 潟 県  11.0 山 形 県  10.2 
岐 阜 県  6.6 群 馬 県  8.2 熊 本 県  8.6 福 井 県  10.6 山 口 県  11.1 秋 田 県  12.4 
高 知 県  8.3 熊 本 県  9.7 静 岡 県  9.2 長 崎 県  10.7 佐 賀 県  11.6 新 潟 県  12.8 
愛 媛 県  9.9 大 分 県  10.3 鳥 取 県  9.3 秋 田 県  11.1 栃 木 県  12.0 和 歌 山 県  12.8 
大 分 県  10.0 鳥 取 県  10.4 長 野 県  9.9 長 野 県  11.3 青 森 県  12.6 栃 木 県  12.8 
福 井 県  11.6 徳 島 県  11.4 山 形 県  10.0 岐 阜 県  11.5 和 歌 山 県  12.8 山 梨 県  14.4 
大 阪 府  12.9 長 野 県  12.3 青 森 県  10.1 山 梨 県  12.3 高 知 県  14.1 愛 媛 県  14.7 
山 口 県  13.1 広 島 県  12.7 岐 阜 県  15.9 愛 媛 県  13.7 秋 田 県  14.9 京 都 府  15.2 

神 奈 川 県  14.5 大 阪 府  13.1 茨 城 県  16.1 神 奈 川 県  15.0 山 形 県  15.0 長 崎 県  15.9 
沖 縄 県  14.6 香 川 県  13.6 広 島 県  16.5 島 根 県  15.0 奈 良 県  16.2 福 井 県  15.9 
徳 島 県  14.7 沖 縄 県  15.1 福 島 県  16.7 大 分 県  15.4 福 島 県  17.0 島 根 県  16.1 
京 都 府  14.8 青 森 県  15.3 大 阪 府  17.1 青 森 県  16.9 大 分 県  17.0 愛 知 県  16.1 
香 川 県  16.8 山 形 県  15.8 沖 縄 県  17.2 広 島 県  17.1 徳 島 県  18.8 福 島 県  16.1 
埼 玉 県  18.2 福 井 県  18.3 埼 玉 県  17.2 奈 良 県  17.6 京 都 府  18.9 山 口 県  16.3 
山 梨 県  19.5 埼 玉 県  18.7 福 岡 県  17.5 新 潟 県  17.9 神 奈 川 県  19.1 鳥 取 県  16.5 
福 岡 県  20.6 長 崎 県  19.1 山 梨 県  18.0 京 都 府  18.0 長 野 県  20.2 大 分 県  16.6 

長 崎 県  20.9 千 葉 県  21.1 愛 媛 県  19.6 山 口 県  18.1 愛 媛 県  21.7 福 岡 県  17.5 
新 潟 県  22.4 愛 知 県  21.9 長 崎 県  22.0 一 重 県  19.1 島 根 県  21.8 神 奈 川 県  19.3 
静 岡 県  22.6 静 岡 県  22.2 千 葉 県  22.8 福 島 県  22.6 山 梨 県  21.9 一 重 県  26.8 
茨 城 県  22.6 茨 城 県  22.4 福 井 県  24.6 福 岡 県  22.7 一 重 県  22.4 岡 山 県  28.2 
千 葉 県  23.7 岡 山 県  22.5 愛 知 県  24.8 和 歌 山 県  24.6 長 崎 県  24.1 高 知 県  29.2 
愛 知 県  24.5 神 奈 川 県  24.9 神 奈 川 県  25.9 山 形 県  26.4 福 岡 県  24.2 兵 庫 県  29.4 
広 島 県  25.8 一 重 県  25.5 高 知 県  28.2 埼 玉 県  30.2 岡 山 県  24.4 奈 良 県  30.3 
岡 山 県  29.4 山 梨 県  28.8 岡 山 県  28.7 兵 庫 県  30.3 兵 庫 県  29.4 沖 縄 県  30.9 
宮 崎 県  30.5 新 潟 県  29.0 一 重 県  31.6 岡 山 県  30.8 埼 玉 県  33.2 東 京 都  37.6 
一 重 県  31.4 宮 崎 県  29.8 兵 庫 県  33.6 愛 知 県  32.0 愛 知 県  34.2 徳 島 県  37.8 
兵 庫 県  37.6 兵 庫 県  30.8 奈 良 県  34.4 静 岡 県  33.3 沖 縄 県  34.3 広 島 県  39.0 
島 根 県  40.2 奈 良 県  31.0 宮 崎 県  35.7 沖 縄 県  35.1 広 島 県  36.5 埼 玉 県  39.3 
東 京 都  43.9 東 京 都  37.1 島 根 県  47.1 北 海 道  39.8 静 岡 県  41.1 静 岡 県  41.0 
奈 良 県  48.0 島 根 県  48.0 東 京 都  47.6 東 京 都  44.2 東 京 都  50.5 千 葉 県  45.4 
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子 宮 頭 が ん検 診 精 度 管 理 指 標 値 (20""74 歳 )  青 字:目標 値を クリアし た県   赤字:許容 値を クリアし て いな い
県  

⼦宮頸がん：未受診率  
子 宮 頭 が ん検 診 精 度 管 理 指 標 値 (20""74 歳 )  青 字:目標 値を クリアし た県   赤字:許容 値を クリアし て いな い
県  

⼦宮頸がん：未把握率 

H17 未 受 診 率  H18 未 受 診 率  H19 未 受 診 率  H20 未 受 診 率  H21 未 受 診 率  H22 未 受 診 率  

宮 城 県  2.6 宮 城 県  2.5 宮 城 県  1.6 福 島 県  0.2 福 島 県  0.9 沖 縄 県  3.3 
岡 山 県  3.1 兵 庫 県  3.0 兵 庫 県  4.5 島 根 県  1.8 高 知 県  2.6 福 島 県  3.4 
一 重 県  4.3 岡 山 県  3.1 岡 山 県  4.7 岡 山 県  1.9 東 京 都  3.8 青 森 県  3.9 
兵 庫 県  4.4 福 井 県  6.7 奈 良 県  5.2 青 森 県  2.0 長 崎 県  4.1 東 京 都  4.1 
福 岡 県  4.4 沖 縄 県  8.0 福 島 県  6.3 宮 城 県  3.8 沖 縄 県  5.5 宮 城 県  5.7 

福 井 県  4.4 徳 島 県  8.2 徳 島 県  7.2 愛 知 県  3.8 広 島 県  5.6 鹿 児 島 県  5.8 
長 野 県  5.5 奈 良 県  8.8 東 京 都  8.4 滋 賀 県  3.8 福 岡 県  5.6 愛 知 県  5.9 
香 川 県  6.1 島 根 県  9.1 愛 知 県  8.5 大 分 県  3.8 岡 山 県  6.0 滋 賀 県  6.1 
千 葉 県  7.7 愛 知 県  10.2 鳥 取 県  9.3 山 形 県  4.0 鳥 取 県  6.3 宮 崎 県  6.2 
茨 城 県  9.1 鳥 取 県  10.4 沖 縄 県  9.9 兵 庫 県  4.2 宮 城 県  7.3 岡 山 県  6.2 
奈 良 県  9.2 青 森 県  10.9 島 根 県  10.3 広 島 県  4.9 愛 知 県  7.6 広 島 県  6.2 
宮 崎 県  9.5 香 川 県  11.4 福 井 県  10.8 沖 縄 県  5.3 滋 賀 県  7.7 長 崎 県  6.3 
福 島 県  10.3 秋 田 県  11.5 一 重 県  11.1 鹿 児 島 県  5.5 青 森 県  7.9 秋 田 県  6.7 
滋 賀 県  11.6 長 野 県  12.0 福 岡 県  11.2 福 井 県  5.6 富 山 県  8.0 大 分 県  6.8 
広 島 県  11.9 宮 崎 県  12.1 石 川 県  11.5 東 京 都  6.2 徳 島 県  8.0 静 岡 県  7.3 
東 京 都  12.4 群 馬 県  12.8 広 島 県  11.9 鳥 取 県  6.3 静 岡 県  8.0 高 知 県  7.8 
京 都 府  12.7 東 京 都  12.9 群 馬 県  12.1 奈 良 県  6.6 山 形 県  8.7 奈 良 県  8.2 
新 潟 県  12.7 一 重 県  13.0 高 知 県  12.8 岩 手 県  7.0 長 野 県  8.8 福 井 県  8.2 
石 川 県  12.8 岩 手 県  13.7 岩 手 県  12.9 一 重 県  8.4 大 分 県  9.0 富 山 県  8.2 
山 梨 県  13.0 茨 城 県  14.4 千 葉 県  13.5 茨 城 県  8.4 香 川 県  9.2 香 川 県  8.6 
静 岡 県  13.0 大 分 県  15.0 青 森 県  13.6 長 野 県  9.0 愛 媛 県  9.5 山 形 県  8.7 
高 知 県  13.3 岐 阜 県  15.3 京 都 府  13.7 徳 島 県  9.1 岩 手 県  10.1 群 馬 県  9.0 
群 馬 県  13.9 福 島 県  15.7 岐 阜 県  13.9 福 岡 県  9.1 兵 庫 県  10.2 山 口 県  9.4 
沖 縄 県  13.9 新 潟 県  15.8 長 野 県  14.1 宮 崎 県  9.7 山 梨 県  10.3 岩 手 県  9.9 
愛 知 県  14.1 千 葉 県  16.1 宮 崎 県  15.4 山 口 県  10.1 鹿 児 島 県  10.4 新 潟 県  10.0 
岩 手 県  14.3 富 山 県  16.4 長 崎 県  16.4 香 川 県  10.6 山 口 県  10.5 千 葉 県  10.3 
富 山 県  14.4 石 川 県  16.9 鹿 児 島 県  16.5 富 山 県  10.7 一 重 県  11.7 一 重 県  11.2 
山 口 県  14.6 長 崎 県  16.9 茨 城 県  18.2 高 知 県  11.1 奈 良 県  11.9 佐 賀 県  11.3 
鳥 取 県  15.4 静 岡 県  17.0 山 口 県  18.3 北 海 道  11.7 佐 賀 県  12.6 福 岡 県  11.5 
大 分 県  16.2 広 島 県  17.4 富 山 県  18.7 岐 阜 県  12.0 福 井 県  13.0 茨 城 県  13.0 
長 崎 県  16.8 山 口 県  20.8 秋 田 県  19.1 新 潟 県  12.1 岐 阜 県  13.0 徳 島 県  13.3 
愛 媛 県  17.4 滋 賀 県  20.8 香 川 県  19.1 静 岡 県  12.2 秋 田 県  13.1 岐 阜 県  13.7 
岐 阜 県  18.2 福 岡 県  21.8 大 分 県  20.8 佐 賀 県  12.7 群 馬 県  14.1 栃 木 県  13.8 

和 歌 山 県  18.8 京 都 府  21.9 山 形 県  22.3 長 崎 県  13.0 大 阪 府  15.2 山 梨 県  13.8 
青 森 県  18.8 佐 賀 県  24.3 愛 媛 県  22.3 石 川 県  13.6 石 川 県  15.2 兵 庫 県  14.5 
徳 島 県  19.9 熊 本 県  25.4 山 梨 県  24.3 秋 田 県  14.2 栃 木 県  15.7 埼 玉 県  14.7 
島 根 県  21.3 山 形 県  26.4 滋 賀 県  26.1 和 歌 山 県  15.4 茨 城 県  15.8 大 阪 府  15.6 
埼 玉 県  22.5 山 梨 県  26.6 和 歌 山 県  27.1 埼 玉 県  17.0 新 潟 県  18.4 石 川 県  15.7 
熊 本 県  24.2 埼 玉 県  27.7 埼 玉 県  27.6 山 梨 県  17.7 宮 崎 県  20.6 愛 媛 県  16.0 

鹿 児 島 県  24.4 和 歌 山 県  32.8 佐 賀 県  28.7 愛 媛 県  17.9 千 葉 県  21.7 長 野 県  16.4 
山 形 県  26.5 鹿 児 島 県  33.3 新 潟 県  34.0 大 阪 府  18.1 神 奈 川 県  23.0 和 歌 山 県  20.0 
秋 田 県  27.1 神 奈 川 県  36.6 静 岡 県  34.1 群 馬 県  18.2 埼 玉 県  24.0 神 奈 川 県  21.4 
佐 賀 県  34.8 愛 媛 県  37.3 大 阪 府  37.6 千 葉 県  20.5 和 歌 山 県  24.9 鳥 取 県  21.6 
大 阪 府  36.8 大 阪 府  38.4 神 奈 川 県  38.7 神 奈 川 県  23.1 京 都 府  28.0 京 都 府  29.9 

神 奈 川 県  50.4 高 知 県  48.1 熊 本 県  48.4 京 都 府  30.9 熊 本 県  32.1 島 根 県  32.8 
北 海 道  56.5 栃 木 県  51.5 北 海 道  58.5 栃 木 県  36.7 島 根 県  33.9 熊 本 県  33.2 
栃 木 県  57.2 北 海 道  60.3 栃 木 県  63.9 熊 本 県  41.4 北 海 道  54.0 北 海 道  52.5 

下 線 は 精 度 管 理 優 良 県 10%、 及 び、精 度 管 理 不 良 県 30%の 境 界 を 示
す  
許容 値 20%以下 、目 標値 5%以下  

下 線 は 精 度 管 理 優 良 県 10%、 及 び、精 度 管 理 不 良 県 30%の 境 界 を 示 す  
許容 値 10%以下 、許 容値 5%以下  



H17 発 見 率  H18 発 見 率  H19 発 見 率  H20 発 見 率  H21 発 見 率  H22 発 見 率  

富 山 県  0.145 和 歌 山 県  0.121 青 森 県  0.116 大 阪 府  0.144 青 森 県  0.143 滋 賀 県  0.164 
石 川 県  0.121 徳 島 県  0.104 山 口 県  0.106 滋 賀 県  0.136 大 阪 府  0.133 新 潟 県  0.153 

和 歌 山 県  0.117 岩 手 県  0.101 和 歌 山 県  0.105 島 根 県  0.134 新 潟 県  0.125 大 阪 府  0.142 
長 野 県  0.095 広 島 県  0.091 徳 島 県  0.104 青 森 県  0.116 石 川 県  0.115 和 歌 山 県  0.140 
愛 知 県  0.093 兵 庫 県  0.087 広 島 県  0.098 新 潟 県  0.113 岩 手 県  0.115 青 森 県  0.138 
香 川 県  0.088 群 馬 県  0.086 島 根 県  0.094 長 崎 県  0.110 長 崎 県  0.111 山 口 県  0.121 
群 馬 県  0.084 沖 縄 県  0.085 愛 知 県  0.092 岩 手 県  0.109 和 歌 山 県  0.109 長 崎 県  0.120 
滋 賀 県  0.082 福 井 県  0.084 富 山 県  0.090 山 口 県  0.106 秋 田 県  0.107 島 根 県  0.113 
京 都 府  0.077 京 都 府  0.083 岩 手 県  0.090 和 歌 山 県  0.104 滋 賀 県  0.104 宮 崎 県  0.113 
佐 賀 県  0.072 香 川 県  0.082 長 崎 県  0.085 広 島 県  0.102 山 口 県  0.101 富 山 県  0.112 
沖 縄 県  0.071 愛 知 県  0.079 愛 媛 県  0.076 香 川 県  0.099 富 山 県  0.095 徳 島 県  0.110 
福 井 県  0.070 佐 賀 県  0.075 香 川 県  0.076 富 山 県  0.094 広 島 県  0.093 石 川 県  0.109 
愛 媛 県  0.068 石 川 県  0.074 群 馬 県  0.075 北 海 道  0.090 徳 島 県  0.092 山 形 県  0.104 
茨 城 県  0.067 新 潟 県  0.073 滋 賀 県  0.073 石 川 県  0.082 北 海 道  0.090 広 島 県  0.098 
岩 手 県  0.067 高 知 県  0.073 京 都 府  0.071 福 岡 県  0.079 栃 木 県  0.090 香 川 県  0.097 
大 阪 府  0.065 北 海 道  0.071 兵 庫 県  0.070 愛 知 県  0.078 奈 良 県  0.088 高 知 県  0.096 
新 潟 県  0.065 富 山 県  0.070 山 形 県  0.068 鹿 児 島 県  0.078 愛 媛 県  0.082 福 島 県  0.095 
兵 庫 県  0.065 岐 阜 県  0.069 岐 阜 県  0.068 神 奈 川 県  0.078 福 井 県  0.082 栃 木 県  0.092 
岐 阜 県  0.063 長 崎 県  0.068 鹿 児 島 県  0.067 京 都 府  0.075 愛 知 県  0.079 岩 手 県  0.089 
山 梨 県  0.062 栃 木 県  0.067 福 岡 県  0.064 宮 崎 県  0.074 全    国  0.076 東 京 都  0.085 
長 崎 県  0.059 大 分 県  0.065 長 野 県  0.061 群 馬 県  0.073 東 京 都  0.076 岐 阜 県  0.083 
北 海 道  0.058 山 梨 県  0.065 秋 田 県  0.058 全    国  0.069 福 岡 県  0.076 大 分 県  0.082 
全    国  0.056 山口 県  0.063 奈 良 県  0.057 徳 島 県  0.068 福 島 県  0.075 全    国  0.081 
島 根 県  0.055 鳥 取 県  0.063 福 井 県  0.057 佐 賀 県  0.067 香 川 県  0.075 愛 媛 県  0.081 
福 岡 県  0.055 大 阪 府  0.060 北 海 道  0.056 高 知 県  0.066 岡 山 県  0.074 北 海 道  0.080 
山口 県  0.055 鹿児 島 県  0.059 全    国  0.054 奈良 県  0.065 一重 県  0.074 福岡 県  0.079 
大 分 県  0.054 全    国  0.057 新 潟 県  0.054 長 野 県  0.064 山 形 県  0.074 茨 城 県  0.078 
栃 木 県  0.049 島 根 県  0.057 石 川 県  0.052 山 梨 県  0.062 鹿 児 島 県  0.074 愛 知 県  0.077 
一 重 県  0.048 福 岡 県  0.056 山 梨 県  0.052 東 京 都  0.058 熊 本 県  0.074 沖 縄 県  0.077 
広 島 県  0.048 愛 媛 県  0.056 大 阪 府  0.052 熊 本 県  0.057 宮 崎 県  0.073 奈 良 県  0.076 
山 形 県  0.048 茨 城 県  0.055 沖 縄 県  0.050 兵 庫 県  0.056 群 馬 県  0.069 鳥 取 県  0.076 
熊 本 県  0.047 岡 山 県  0.054 神 奈 川 県  0.047 茨 城 県  0.055 大 分 県  0.068 鹿 児 島 県  0.073 
東 京 都  0.047 長 野 県  0.052 埼 玉 県  0.046 福 島 県  0.055 沖 縄 県  0.068 熊 本 県  0.073 

埼 玉 県  0.045 埼 玉 県  0.049 静 岡 県  0.045 山 形 県  0.054 長 野 県  0.067 兵 庫 県  0.072 
宮 崎 県  0.044 神 奈 川 県  0.047 熊 本 県  0.044 岐 阜 県  0.052 兵 庫 県  0.067 秋 田 県  0.071 
青 森 県  0.044 滋 賀 県  0.046 東 京 都  0.042 栃 木 県  0.051 山 梨 県  0.066 長 野 県  0.070 
鳥 取 県  0.044 東 京 都  0.045 大 分 県  0.042 大 分 県  0.051 佐 賀 県  0.065 群 馬 県  0.066 
高 知 県  0.043 青 森 県  0.045 岡 山 県  0.040 愛 媛 県  0.049 宮 城 県  0.064 佐 賀 県  0.066 

鹿 児 島 県  0.043 熊 本 県  0.045 茨 城 県  0.038 岡 山 県  0.047 高 知 県  0.060 岡 山 県  0.064 
静 岡 県  0.043 秋 田 県  0.044 佐 賀 県  0.034 鳥 取 県  0.045 神 奈 川 県  0.058 山 梨 県  0.064 
徳 島 県  0.042 福 島 県  0.040 宮 崎 県  0.031 福 井 県  0.044 鳥 取 県  0.056 一 重 県  0.061 
宮 城 県  0.039 山 形 県  0.039 一 重 県  0.029 一 重 県  0.043 茨 城 県  0.054 宮 城 県  0.060 

神 奈 川 県  0.039 千 葉 県  0.037 栃 木 県  0.028 静 岡 県  0.042 京 都 府  0.053 京 都 府  0.057 
千 葉 県  0.038 一 重 県  0.036 高 知 県  0.027 宮 城 県  0.036 島 根 県  0.047 神 奈 川 県  0.055 
秋 田 県  0.038 宮 崎 県  0.034 福 島 県  0.025 千 葉 県  0.034 埼 玉 県  0.046 福 井 県  0.051 
岡 山 県  0.036 静 岡 県  0.033 千 葉 県  0.024 埼 玉 県  0.033 岐 阜 県  0.044 埼 玉 県  0.050 
福 島 県  0.033 宮 城 県  0.028 宮 城 県  0.022 秋 田 県  0.027 静 岡 県  0.041 千 葉 県  0.044 
奈 良 県  0.031 奈 良 県  0.024 鳥 取 県  0.013 沖 縄 県  0.022 千 葉 県  0.039 静 岡 県  0.040 
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子 宮 頭 が ん検 診 精 度 管 理 指 標 値 (20""74 歳 )    赤字:許容 値を クリアし て いな い
県  

⼦宮頸がん：発⾒率  
子 宮 頭 が ん検 診 精 度 管 理 指 標 値 (20""74 歳 )    赤字:許容 値を クリアし て いな い
県  

子宮頸がん：PPV 

H17PPV H18PPV H19PPV H20PPV H21PPV H22PPV 

富 山 県  20.99 京 都 府  16.46 京 都 府  18.27 高 知 県  29.63 高 知 県  15.38 鹿 児 島 県  12.50 
愛 媛 県  16.53 鹿 児 島 県  14.61 愛 媛 県  15.54 鹿 児 島 県  19.24 鹿 児 島 県  14.39 富 山 県  12.34 
高 知 県  13.33 鳥 取 県  14.58 鹿 児 島 県  15.16 富 山 県  15.42 富 山 県  12.62 福 島 県  11.82 
京 都 府  12.04 富 山 県  11.64 奈 良 県  14.58 愛 媛 県  14.74 一 重 県  12.24 滋 賀 県  10.14 

鹿 児 島 県  11.07 和 歌 山 県  9.41 富 山 県  13.48 滋 賀 県  14.29 愛 媛 県  11.53 高 知 県  10.05 
鳥 取 県  10.99 徳 島 県  9.24 島 根 県  10.34 鳥 取 県  12.50 新 潟 県  9.95 愛 媛 県  8.80 

和 歌 山 県  10.68 愛 媛 県  9.04 高 知 県  10.26 奈 良 県  11.76 福 島 県  9.87 大 阪 府  8.60 
一 重 県  10.11 香 川 県  8.77 山 形 県  9.09 新 潟 県  10.82 滋 賀 県  9.46 奈 良 県  7.93 
奈 良 県  9.18 沖 縄 県  8.65 和 歌 山 県  8.45 香 川 県  10.63 奈 良 県  9.45 秋 田 県  7.72 
滋 賀 県  8.10 高 知 県  8.33 青 森 県  8.24 和 歌 山 県  9.57 秋 田 県  9.09 山 形 県  7.46 
香 川 県  8.08 群 馬 県  8.02 徳 島 県  8.17 大 阪 府  9.41 大 阪 府  8.63 新 潟 県  7.41 
群 馬 県  7.60 岡 山 県  7.89 香 川 県  7.45 群 馬 県  9.27 青 森 県  8.54 群 馬 県  7.27 
新 潟 県  7.29 山 梨 県  7.75 広 島 県  6.95 島 根 県  8.93 栃 木 県  8.49 山 口 県  6.67 
沖 縄 県  6.94 新 潟 県  7.62 山 口 県  6.93 広 島 県  8.85 群 馬 県  8.45 一 重 県  6.66 
山 梨 県  6.82 福 島 県  7.25 群 馬 県  6.88 一 重 県  7.97 和 歌 山 県  7.79 青 森 県  6.64 
島 根 県  6.51 兵 庫 県  6.92 滋 賀 県  6.87 京 都 府  7.89 山 形 県  7.68 香 川 県  6.50 
岐 阜 県  6.08 一 重 県  6.49 岡 山 県  6.62 青 森 県  7.69 岡 山 県  7.37 鳥 取 県  6.45 
愛 知 県  5.70 広 島 県  6.48 兵 庫 県  6.35 宮 崎 県  7.64 鳥 取 県  7.37 和 歌 山 県  6.34 
千 葉 県  5.61 島 根 県  6.29 埼 玉 県  5.98 福 島 県  7.60 岩 手 県  6.85 島 根 県  5.96 
兵 庫 県  5.48 奈 良 県  6.19 秋 田 県  5.59 山 口 県  7.00 山 口 県  6.52 栃 木 県  5.55 
埼 玉 県  5.32 岐 阜 県  5.74 愛 知 県  5.53 岩 手 県  6.61 沖 縄 県  6.27 長 崎 県  5.53 
福 島 県  5.28 埼 玉 県  5.53 新 潟 県  5.50 長 崎 県  6.16 福 井 県  6.04 沖 縄 県  5.52 
佐 賀 県  5.17 福 井 県  5.29 静 岡 県  5.48 山 形 県  6.04 香 川 県  5.94 兵 庫 県  5.44 
岡 山 県  5.12 栃 木 県  5.06 山 梨 県  5.39 兵 庫 県  5.80 長 崎 県  5.88 岡 山 県  5.08 
山 口 県  5.07 千 葉 県  5.04 岩 手 県  5.35 山 梨 県  5.71 広 島 県  5.84 宮 城 県  4.99 
静 岡 県  5.00 滋 賀 県  4.95 一 重 県  5.14 神 奈 川 県  5.68 兵 庫 県  5.81 宮 崎 県  4.92 
山 形 県  4.87 愛 知 県  4.89 長 野 県  4.94 熊 本 県  5.62 京 都 府  5.23 愛 知 県  4.85 
広 島 県  4.57 佐 賀 県  4.54 沖 縄 県  4.93 徳 島 県  5.26 東 京 都  4.49 京 都 府  4.63 
徳 島 県  4.49 北 海 道  4.50 長 崎 県  4.91 愛 知 県  5.23 長 野 県  4.34 東 京 都  4.60 
福 岡 県  4.37 熊 本 県  4.41 岐 阜 県  4.74 岡 山 県  5.13 熊 本 県  4.34 茨 城 県  4.48 
茨 城 県  4.29 岩 手 県  4.39 福 島 県  4.17 長 野 県  5.03 愛 知 県  4.32 石 川 県  4.46 
宮 城 県  4.14 山 口 県  4.23 福 岡 県  4.02 北 海 道  4.80 北 海 道  4.32 岩 手 県  4.46 
栃 木 県  4.03 静 岡 県  4.21 福 井 県  3.88 宮 城 県  4.68 石 川 県  4.17 広 島 県  4.42 

長 野 県  3.96 茨 城 県  4.17 北 海 道  3.84 茨 城 県  4.39 福 岡 県  4.16 福 岡 県  4.17 
長 崎 県  3.93 青 森 県  4.15 東 京 都  3.82 佐 賀 県  4.30 山 梨 県  3.94 熊 本 県  4.02 
青 森 県  3.72 山 形 県  4.14 神 奈 川 県  3.57 東 京 都  4.21 宮 崎 県  3.91 佐 賀 県  3.97 
大 阪 府  3.67 福 岡 県  4.04 鳥 取 県  3.49 埼 玉 県  4.14 神 奈 川 県  3.75 山 梨 県  3.77 
福 井 県  3.60 大 分 県  3.90 熊 本 県  3.28 岐 阜 県  4.10 佐 賀 県  3.65 北 海 道  3.74 
東 京 都  3.46 長 野 県  3.86 千 葉 県  3.28 福 岡 県  3.95 静 岡 県  3.45 岐 阜 県  3.68 
北 海 道  3.43 東 京 都  3.78 大 阪 府  2.98 石 川 県  3.62 埼 玉 県  3.39 福 井 県  3.56 
大 分 県  3.34 秋 田 県  3.66 茨 城 県  2.86 栃 木 県  3.37 徳 島 県  3.39 大 分 県  3.56 
石 川 県  3.32 長 崎 県  3.54 栃 木 県  2.61 千 葉 県  3.32 宮 城 県  3.33 長 野 県  3.38 
岩 手 県  3.26 神 奈 川 県  3.37 大 分 県  2.45 静 岡 県  3.31 大 分 県  3.27 埼 玉 県  3.10 
熊 本 県  3.19 大 阪 府  3.16 宮 城 県  2.36 福 井 県  3.24 茨 城 県  3.26 神 奈 川 県  3.02 
宮 崎 県  2.87 宮 城 県  3.09 佐 賀 県  2.13 大 分 県  2.66 岐 阜 県  3.09 静 岡 県  2.89 

神 奈 川 県  2.69 石 川 県  3.04 宮 崎 県  2.13 秋 田 県  2.48 島 根 県  3.03 徳 島 県  2.80 
秋 田 県  1.46 宮 崎 県  2.48 石 川 県  2.03 沖 縄 県  2.02 千 葉 県  2.99 千 葉 県  2.27 

 
下 線 以 下 は 精 度 管 理 不 良 県 30% 
許容値 0.05%以上  

下線 以 下は 精度 管 理不 良 県 30%  
許容値 4.0%以上  
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確 定 版  
 

平成 26 年 1 月 10 日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成 25 年度「市区町村におけるがん検診チェックリストの使用に関する実態調査」 

結果報告（概要） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

独立行政法人 国立がん研究センター が
ん予防・検診研究センター 検診研究部 
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1.調査の背景 

平成 19 年 4 月にがん対策基本法が施行され、同年 6 月にがん対策推進基本計画が閣議決 
定されました。この基本計画では、がんの早期発見のために取り組むべき施策の個別目標と 
して「すべての市町村における精度管理・事業評価の実施 」が掲げられました。また具体的 
な事業評価手法として、「がん予防重点 健康教育 及びがん検診実施のための指針（ 厚生労働 
省健康局長通知平成 20 年 3 月）」では、「事業評価のためのチェックリスト」注 1）により検 診  
実施体制を把握するよう記載されています。 

国立がん研究センター検診研究部及び、厚生労働省研究班 は平成 20 年度からチェックリ 
スト実施状況調査を行って、全国のがん検診実施体制を把握してきました。まず初年度（平 
成 20 年度）の調査ではチェックリストの不備（項目の表現が曖昧、回答者の判断基準が未 
統一）により標準化した回答が得られないことが分かりましたので、チェックリスト全項目 
の回答基準を明確にした調査票を作成しました。平成 21 年度よりその調査票を用いて全国 
調査を開始し、今回は 5 度目の調査にあたります。 

 
注  1）がん検診に携わる検診機関・市区町村・都道府県が実施するべき最低限の項目が纏められたリスト。 厚
生労働省がん検診検討会にて項目内容が検討され、厚労省報告書「今後の我が国におけるがん検診の事業評価 の
在り方について」（平成 20 年 3 月）に掲載されました。 

 
 
 

2.本調査の目的 

平成 25 年度の全国市区町村のがん検診実施体制を把握するため、「事業評価のためのチェ 
ックリスト」項目の実施状況を調査しました。 

 

 
 
 
3.調査対象 地域保健・健康増進事業に基づく集団検診（胃がん・大腸がん・肺がん・乳が
ん・子宮頸 がん）を、がん検診指針注 2）に基づいた検査方法で行っている市区町村を対象と
しました。 

 

注  2）厚生労働省健康局長通知「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」 
 
 
 

4.調査方法 

4-1 調査票 
「事業評価のためのチェックリスト（市 区町村用 ）」について、各項目の実施率を調査し 

ました。調査票（アンケート）は国立がん研究センターが独自に作成したもの（回答基準を 
明確に記載したもの）を用い、各々2 択（○：実施している、×：実施していない ）の回答 
を得ました。また、昨年度までの紙媒体による調査票に代わり、今年度から電子ファイルに 
よる調査票を用いました。 

 
 
 

4-2 調査票の送付、回収、調査期間 

調 査 票 の 送 付 や 回収 は 全 て、国 立 が ん研 究 セ ン ター の     web   サ イ ト「 自 治 体の た め の が ん検  
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診 精 度 管 理 支 援 のペ ー ジ 」※を 通 じ て 行い ま し た 。調 査 期 間 は 平 成  25 年  7 月  26 日 ～12 月  13 

日までとしました。 
※http://nxc.jp/nccscr-commu/ 

 
 

4-3 集計方法 
チェックリストの各項目につき、全国の実施率（％） 注 3）を集計しました。 
注 3）実施 している （○と回答し た） 市区町村数   /  回答した 全市 区町村数   ×100 

 
 
 

5.調査結果（概要） 

5-1 回収率 
調査対象 1704 市区町村（事前に調査協力を了承した 46 都道府県内の全市区町村数）のう 

ち、1429 市区町村から回答を回収しました（回収率 83.9％）。部位毎の対象市区町村数等の 
詳細は別添 1 のとおりです。 

 
5-2 各項目の実施率 

各項目の部位別実施率一覧は別添 2 のとおりです。 
以下、主な項目の実施率をまとめます。なお実施率は部位により若干異なりますが、概ね 

同様の傾向でした。 

[受診率を上げる体制について（別添 2：Q1-1～Q1-3） ] 

・ 88～89％の市区町村が網羅的な対象者名簿を住民台帳に基づいて作成して おり、 
50～51％の市区町村が個別受診勧奨を行っていました。 

・  7～8％の市区町村が個人毎に再勧奨を行っていました。 
 

[データの記録管理体制 について （別添 2：Q2-2、Q2-3、Q5-2） ] 

・ 92～93％の市区町村が、個人別の受診台帳を作成していました。 
・  92～93％の市区町村が、過去 3 年間の受診歴を記録していました。 
・  82～83％の市区町村が、過去 3 年間の精密検査結果を記録していました。 

 
[精検受診率を上げる体制について （別添  2：Q4-3） ] 

・  84～85％の市区町村が、精検未受診者に受診勧奨を行っていました。 
 
 

[各精度指標の集計について（別添  2：Q2-2-1～Q2-2-3、Q3-1-1～Q3-1-3、Q4-1-1～Q4-1-3、     Q6-1-
1～Q6-1-3、Q8-1-1～ Q8-1-3） ] 

・  受 診 者数 につい ては、「性 ・年齢 階級別 」「 検診機関 別」に 集計 してい る市区 町 村 
は    94～96％ 、「 受 診 歴 別」 に 集 計 し てい る 市 区 町村 は    78～80％ で し た 。  

・  要 精 検率 につい ては、「性 ・年齢 階級別 」「 検診機関 別」に 集計 してい る市区 町 村 
は    75～80％ 、「 受 診 歴 別」 に 集 計 し てい る 市 区 町村 は    55～56％ で し た 。  

・  精 検 受診 率 について は、「 性・年 齢階 級別」「検診機 関別」 に集 計して いる市 区 町 
村 は    70～75％ 、「 受 診 歴別 」 に 集 計 して い る 市 区町 村 は    53～54％ で し た 。  
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・  発 見 率 について は、「 性・年 齢階 級別」「検 診機関別 」に集 計し ている 市区町 村 は 
64～67％ 、「 受 診 歴別 」 に 集 計し て い る 市 区町 村は       49～50％ で し た 。  

・  陽 性 反応 適中 度 については 、「 性・年 齢別」「検 診機 関別」 に集計 して いる市 区町 
村 は     46～49％ 、「 過 去 の受 診 歴 別 」 に集 計 し て いる 市 区 町 村 は     36～38％ でし た 。  

 
[検診機関の質を担保する体制について （別添 2：Q10-1～Q10-1-1） ] 

・ 委 託 検 診 機 関 の 選定 時 に         57～59％ の市 区 町 村 が 仕様 書 を 取 り 交 わ して い ま し た が、 
そ の 仕 様 書 に 必 要最 低 限 の 精 度管 理 項 目 注      4）が 記載 さ れ て い る 市 区町 村 は      42～44％  
でした。 

注 4）前述の、厚労省報告書「今後の我が国におけるがん検診事業評価の在り方について」別添 8 に 
記載があります。 
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都道府県別 市 区町村チェ ッ クリスト調 査  回収状況  
 

 
都道府県 

コード 

 

都道府県名 
 

市区町村数 
 

回答数 
 

回収率(%) 集団検診実施の市区町村数 注）
 

胃がん 大腸がん 肺がん 乳がん 子宮頸がん 

00 全国 1704 1429 83.9 1382 1309 1332 1320 1199 
01 北海道 179 137 76.5 135 135 135 129 130 
02 青森県 40 36 90.0 36 36 36 36 36 
03 岩手県 33 25 75.8 25 25 25 25 25 
04 宮城県 35 32 91.4 32 30 32 26 18 
05 秋田県 25 20 80.0 20 20 20 20 19 
06 山形県 35 27 77.1 27 27 27 26 26 
07 福島県 59 41 69.5 41 39 41 36 38 
08 茨城県 44 39 88.6 39 38 39 39 37 
09 栃木県 26 23 88.5 23 23 23 23 23 
10 群馬県 35 35 100 35 34 27 35 35 
11 埼玉県 63 52 82.5 45 32 44 49 26 
12 千葉県 54 51 94.4 50 41 47 46 46 
13 東 京 都 * 61 45 73.8 38 22 32 23 10 
14 神奈川県 - - - - - - - - 
15 新潟県 30 30 100 30 29 30 30 28 
16 富山県 15 11 73.3 11 10 11 11 11 
17 石川県 19 17 89.5 17 17 17 17 17 
18 福井県 17 15 88.2 15 15 15 15 15 
19 山梨県 27 27 100 27 27 27 27 13 
20 長野県 77 64 83.1 59 59 42 58 54 
21 岐阜県 42 36 85.7 35 30 32 34 22 
22 静岡県 35 29 82.9 27 24 26 25 21 
23 愛知県 54 51 94.4 43 40 44 44 42 
24 三重県 29 22 75.9 21 20 22 22 22 
25 滋賀県 19 19 100 19 15 14 16 15 
26 京都府 26 19 73.1 18 14 19 15 9 
27 大阪府 43 34 79.1 32 30 32 32 24 
28 兵庫県 41 36 87.8 34 35 35 29 24 
29 奈良県 39 30 76.9 30 28 30 26 24 
30 和歌山県 30 30 100 30 30 30 30 18 
31 鳥取県 19 17 89.5 17 16 17 16 14 
32 島根県 19 19 100 19 17 18 19 19 
33 岡山県 27 20 74.1 19 20 20 20 20 
34 広島県 23 23 100 23 23 23 23 23 
35 山口県 19 19 100 19 18 19 15 14 
36 徳島県 24 19 79.2 19 18 19 17 11 
37 香川県 17 11 64.7 10 9 11 11 11 
38 愛媛県 20 15 75.0 14 15 15 15 15 
39 高 知 県 ** 30 26 86.7 26 26 26 25 25 
40 福岡県 60 47 78.3 47 46 42 47 46 
41 佐賀県 20 18 90.0 18 18 18 17 17 
42 長崎県 21 21 100 21 20 21 20 20 
43 熊本県 45 40 88.9 39 39 39 39 39 
44 大分県 18 17 94.4 17 17 17 17 17 
45 宮崎県 26 20 76.9 19 20 10 19 19 
46 鹿児島県 43 39 90.7 39 38 39 37 39 
47 沖縄県 41 25 61.0 22 24 24 19 22 

注）        がん検診指針に基づいた検査方法で集団検診を実施している市区町村 
*  市区町村数からは大島町を除いています。 
**         奈 半利 町 ・ 田 野 町 ・ 安 田 町・ 北 川 村 ・ 馬 路 村 は 1 町 村 （ 中 芸 広 域 連合 ） と し て カ ウ ン トし て い ま す 。 
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チ ェ ッ ク リ ス ト 項 目  胃 が ん  大 腸 が ん  肺 が ん  乳 が ん  子 宮 頚 が ん  

1.  検診対象者  
 

 
88.3 

 

 
88.3 

 

 
88.1 

 

 
88.5 

 

 
88.7 

Q1-1 対象者の網羅的な名簿を住⺠台帳などに基づいて作成 

Q1-2 対象者に均等に受診勧奨を⾏っているか 49.5 51.1 50.1 49.6 50.7 

* Q1-3 未受診者に対し再度の受診勧奨を個別に⾏っているか 7.4 7.6 8.0 7.0 6.9 

2.  受診者の情報 管理 
 

 
95.1 

 

 
94.8 

 

 
94.7 

 

 
95.3 

 

 
95.2 Q2-1 対象者数(推計含む)を把握しているか 

Q2-2 個人別の受診(記録)台帳またはデータベースを作成し 92.5 91.7 91.9 92.4 91.8 

Q2-2-1 受診者数を性別・年齢 5 歳階級別に集計しているか 95.1 94.7 94.9 94.9 94.7 

Q2-2-2 受診者数を検診機関別に集計しているか 95.4 95.3 95.6 94.0 93.6 

Q2-2-3 受診者数を過去の受診歴別に集計しているか 78.8 78.4 78.9 79.5 79.3 

Q2-3 過去 3 年間の受診歴を記録しているか 92.9 92.4 92.5 92.8 92.4 

3.  要精検率の把 握 
 

 
91.6 

 

 
91.5 

 

 
91.7 

 

 
91.0 

 

 
90.2 Q3-1 要精検率を把握しているか 

Q3-1-1 要精検率を性別・年齢 5 歳階級別に集計しているか 77.7 77.7 77.9 77.7 76.6 

Q3-1-2 要精検率を検診機関別に集計しているか 79.7 78.3 79.8 76.4 74.8 

Q3-1-3 要精検率を過去の受診歴別に集計しているか 55.4 56.2 56.4 55.5 56.0 

4.  精検受診の有無の把握と受診 勧奨 
 

 
89.2 

 

 
89.3 

 

 
89.1 

 

 
89.1 

 

 
88.0 Q4-1 精検受診率を把握しているか 

Q4-1-1 精検受診率を性別・年齢 5 歳階級別に集計しているか 74.2 74.3 74.2 74.1 73.1 

Q4-1-2 精検受診率を検診機関別に集計しているか 74.8 73.8 74.7 71.0 70.0 

Q4-1-3 精検受診率を過去の受診歴別に集計しているか 53.5 54.0 54.2 53.6 53.4 

Q4-2 精検未受診率を把握しているか 69.5 70.1 70.1 69.0 69.1 

Q4-3 精検未受診者に精検の受診勧奨を⾏っているか 84.7 84.0 85.1 84.9 85.3 

5.  精密検査結果 の把握 
 

 
92.2 

 

 
92.0 

 

 
92.1 

 

 
91.4 

 

 
91.6 

Q5-1 精密検査結果及び治療の結果報告を精密検査実施機関 

Q5-2 過去 3 年間の精密検査結果を記録しているか 82.9 81.8 82.5 82.7 82.1 

Q5-3 精密検査の検査方法を把握しているか 83.7 83.4 82.7 81.7 82.2 

Q6-1 がん発⾒率を把握しているか 79.5 79.8 79.4 80.0 79.6 

Q6-1-1 がん発⾒率を性別・年齢 5 歳階級別に集計しているか 64.8 65.0 64.7 65.4 65.5 

Q6-1-2 がん発⾒率を検診機関別に集計しているか 66.7 65.7 66.1 64.5 63.6 

Q6-1-3 がん発⾒率を受診歴別に集計しているか 48.8 49.2 49.0 48.8 49.5 

Q6-1-4 がん発⾒率を検診⽅法別（マンモグラフィ・視触診） - - - 65.2 - 

 

 
 
 

チェッ クリ スト各 項目の 実施 率(部 位別） 
 

実 施率 (%)＝ 実 施 して い る（○と 回 答 し た） 市 区町 村 数 ／ 全 市区 町 村数 ×100 
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チ ェ ッ ク リ ス ト 項 目  胃 が ん  大 腸 が ん  肺 が ん  乳 が ん  子 宮 頚 が ん  

Q7-1 早期がん割合（発⾒がん数に対する早期がん数） を 56.3 55.9 53.4 53.1 - 

Q7-1-1 早期がん割合を性別・年齢 5 歳階級別に集計している 52.2 52.2 49.7 49.5 - 

Q7-1-2 早期がん割合を検診機関別に集計しているか 50.2 49.1 47.7 46.4 - 

Q7-1-3 早期がん割合を受診歴別に集計しているか 42.8 43.5 41.4 41.0 - 

Q7-1-4 早期がん割合を検診方法別（マンモグラフィ・視触 - - - 46.3 - 

Q7-2 （胃・大腸がん）粘膜内がん、（乳がん）非浸潤がん 54.1 53.9 - 53.0 - 

Q7-1 上⽪内がん割合（発⾒がん数に対する上⽪内がん数） - - - - 53.5 

Q7-1-1 上⽪内がん割合を年齢 5 歳階級別に集計しているか - - - - 49.0 

Q7-1-2 上皮内がん割合を検診機関別に集計しているか - - - - 46.5 

Q7-1-3 上皮内がん割合を受診歴別に集計しているか - - - - 41.5 

Q7-2 微⼩浸潤がん割合（発⾒がん数に対する微⼩浸潤がん - - - - 44.5 

Q7-2-1 微⼩浸潤がん割合を年齢 5 歳階級別に集計をしている - - - - 41.7 

Q7-2-2 微小浸潤がん割合を検診機関別に集計しているか - - - - 39.7 

Q7-2-3 微小浸潤がん割合を受診歴別に集計しているか - - - - 36.2 

Q8-1 陽性反応適中度を把握しているか 56.4 56.1 55.9 55.8 55.0 

Q8-1-1 陽性反応適中度を性別・年齢 5 歳階級別に集計をして 46.7 46.7 46.4 45.8 46.2 

Q8-1-2 陽性反応適中度を検診機関別に集計しているか 49.0 47.7 48.3 46.2 45.5 

Q8-1-3 陽性反応適中度を受診歴別に集計しているか 37.4 37.5 37.5 36.2 36.9 

Q8-1-4 陽性反応適中度を検診⽅法（マンモグラフィ・視触 - - - 47.5 - 

Q9-1 がん検診の集計の最終報告を都道府県に⾏っているか 99.9 99.8 99.8 99.8 99.9 

6.  検診機関の委 託 
 

 
59.2 

 

 
56.5 

 

 
58.3 

 

 
57.6 

 

 
57.6 

Q10-1 委託検診機関の選定に際し、仕様書を作成・提出させ 

Q10-1-1 仕様書に必須の精度管理項⽬を明記させているか 43.9 42.2 43.6 42.6 43.7 

Q3-2 検診機関における便潜⾎検査キット名を把握している - 68.9 - - - 

総合** 70.4 70.1 70.5 68.2 66.9 
* この調査独自の質問項目です。 
** 総合には Q1-3 の回答は含まれません。 
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H24  年 度       生 活 習 慣 病 検 診 等 管 理 指 導 協 議 会（ 胃 が ん 部 会 、大 腸 が ん 部 会 、肺 が ん 部 会 ）の  

活 動 状況 の調 査結 果  

 調 査 の目 的  
 

が ん 検 診 を効 果 的 に行 う に は適 切 な 精度 管 理 がき わめ て 重 要 です 。ま た 自 治体 の が ん検 診 に おい て は 、各 都 道  
府 県 の 生 活習 慣 病 検診 等 管 理指 導 協 議会（ 以下 、協議 会 ）が精 度 管 理の 主 導 的立 場 と なる こ と が求 め られ て い ま  
す 。そ こで 、各 都 道 府県 の 協 議会 が ど のよ う に 精度管 理 を さ れて い る かを 把 握 する た め、都 道 府県 チ ェッ ク リ ス  
トの遵守状況や、各がん部会の開催状況等について調査を行いました※。 

 
 

※ この 調査 は    H23   年 度に 引き続 き     2   回 目に あた りま す。調 査票の作 成及 び調 査結 果の 分析 等に つい ては、厚生 労働 科学 研究 費

補 助 金「 がん 死亡 率減 少に 資す るが ん検 診精 度管 理に 関す る研究」班 （研 究代 表者                斎藤 博） の協 力を 受け てい ます 。  
 
 

 調 査 方法 
 

H24   年度の協議会の活動状況について、各都道府県のがん検診担当課宛にアンケートを実施しました。調査期 間
は H25 年 1 月～3 月（年度をまたいで部会を開催された県は 8 月末日まで延長）としました。調査対象は、胃 が
ん部会、大腸がん部会、肺がん部会としました。 

 

調査 項 目 
調査 1.都道府県チェックリストの遵守状況 
厚生労働省が公表している「がん検診のためのチェックリスト（都道府県用）」※の遵守状況を調査しまし 
た。 

※このチェックリストは厚生労働省の「がん検診に関する検討会」および「がん検診事業の評価に関する委員会」にお 

いて、都道府県が遵守すべき精度管理の要点がまとめられたものです。 
 
 

調査 2．協議会（各がん部会）の活動状況    ―  がん部会の開催状況、検討結果の公表状況 がん部会が開催
されたかどうか、及び、都道府県のホームページ上で以下 7 項目の情報が公表されたかど うかを調査しま
した。 

・市区町村のチェックリスト遵守状況（市区町村名入りが必須） 
・検診機関のチェックリスト遵守状況（検診機関名入りが必須） 
・市区町村のがん検診精度指標（市区町村名入りが必須） 
・チェックリスト遵守状況が要改善の市区町村名と、改善指導（改善指導を行ったかどうかの情報） 

・チェックリスト遵守状況が要改善の検診機関名と、改善指導（改善指導を行ったかどうかの情報） 

・精検受診率が要改善の市区町村名と、改善指導 （改善指導を行ったかどうかの情報） 

・都道府県のチェックリスト遵守状況 
 

 

 調 査 結果 
H25 年 9 月 6 日時点で全 47 都道府県 から回答を得ました。 

都道府県別に集計後、下記の方法により A～E の 5 段階評価を行いました。なお、2 つの調査が共に「C」 評 
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B 4ェ 

ッ 

 

価以下だった都道府県には、改善に向けて努力して頂くようお願いしました。 
 

評価 方 法 
調査 1.都道府県チェックリストの遵守状況 
チェックリスト 64～65 項目のうち、×の項目数により以下のように評価しました。 

A：0 

B：1-20 

C：21-40 

D：41 以上 
E：無回答 

 

 
 
 

調査 2．がん部会の活動状況 ７項目のうち×の項目数により
以下のように評価しました。 

公 表準 備中 の県 につきましては、今回 は評 価保 留 とします 。  
A：0 B：1-
2 C：3-4 

D：5 以上、公表未実施  
E：無回答、がん部会未開催（開催の予定が無い）、がん部会に相当する組織が存在しない 

 
 
 
 
 

結果 一 覧 
＜胃がん＞ 

調 査 2     が ん 部 会 開 催 / 公 表 状
況  が ん 部 会 開 催 済  

公 表 状 況  
 

A B C D 

 

 
 
 
 

公表準備中 
(H25 年 9 月時 点 ）  

 
 
 

が ん 部 会 未 開 催  合 

(H25 年 9 月 時点 ） 計 
E 

 
 

調 A 0 0 0 0 0 0 0 
査  
1 

 
チ 栃木 ・ 新潟  

福 井 ・ 石 川  0 3 
 

ク 
リ 

宮城 ・ 和歌 山  
鳥取 6 

神奈 川 ・長 野 滋
賀・ 愛 媛  2 
福岡 ・ 鹿児 島  

 
秋 田 ・ 山 梨  
愛 知 ・ 奈 良  

 
大 阪 ・ 山 口  0 15 

 
 

北海 道 ・岩 手 
福島 ・ 埼玉  ス C 1    岡山  1 宮崎  2 茨城 ・ 高知   10  

ト 
遵  
守  
状  

広 島 ・ 徳 島  
香 川 ・ 大 分  
長 崎 ・ 沖 縄  

2 山 形 ・ 熊 本  8 千 葉 ・ 富 山  24 
岐阜 ・ 兵庫  

 
 

青森 ・ 東京  

況 D 0 0 0 2 群 馬 ・ 京 都  0  6 静 岡 ・ 三 重  8 
島根 ・ 佐賀  

合計  5 1 5 18 4 14 47 
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B 4

B 3

ェ 

ッ 

ェ 

ッ 

 

＜大腸がん＞ 
 

調 査 2     が ん 部 会 開 催 / 公 表 状
況  
が ん 部 会 開 催 済  公 表 状

況  
 

A B C D 

 
 
 
 

公表準備中 
(H25 年 9 月時 点 ）  

 
 
 

が ん 部 会 未 開 催  合 

(H25 年 9 月 時点 ） 計 
E 

 
 

調 A 0 0 0 0 0 0 0 

査  
1 

神奈 川 ・長 野  
栃木 ・ 新潟  

チ 石 川 ・ 福 井  0 3 
宮城 ・ 茨城  
鳥取 5 

滋 賀 ・ 愛 媛  
福岡 1 大阪 1 和歌 山  14 

 
 

ク 
リ 
ス C 1    岡山  1 宮崎  1 高知   12  
ト 
遵  
守  
状  

秋 田 ・ 福 島  
山 梨 ・ 愛 知  
奈 良 ・ 広 島  
徳 島 ・ 香 川  
大 分 ・ 長 崎  
鹿児 島 沖
縄  

 
 
 

3 山 形 ・ 山 口  
熊本  

 
 

北海 道 ・岩 手 
埼玉 ・ 千葉  

7 富 山 ・ 岐 阜  25 
兵 庫  

 
 

青森 ・ 東京  
況 D 0 0 0 2 群 馬 ・ 京 都  0  6 静 岡 ・ 三 重  8 

島根 ・ 佐賀  

合計  5 1 4 19 4 14 47 
 
 
 
 
 
 
＜肺がん＞ 

 

調 査 2     が ん 部 会 開 催 / 公 表 状
況  
が ん 部 会 開 催 済  公 表 状

況  
 

A B C D 

 
 
 
 

公表準備中 
(H25 年 9 月時 点 ）  

 
 
 

が ん 部 会 未 開 催  合 

(H25 年 9 月 時点 ） 計 
E 

 
 

A 0 0 0 0 0 0 0 
調  
査  
1 神奈 川 ・長 野  

栃木 ・ 石川  
福井  0 4 

チ 

宮城 ・ 茨城  
和 歌 山 ・ 鳥 取  6 

滋 賀 ・ 香 川  
愛 媛 ・ 福 岡  2 山 形 ・ 山 口  0 15 

 
 

ク 
リ 
ス C 2    新 潟 ・ 岡 山  2 高 知 ・ 宮 崎  0  13  
ト 
遵  
守  
状  

秋田 ・ 福島  
群馬 ・ 山梨  
愛知 ・ 奈良  
広島 ・ 徳島  
長崎 ・ 熊本  
大分 ・ 鹿児 島 
沖縄  

 
 
 

1 大阪  7 

 
 

北海 道 ・岩 手 埼 玉 ・
千葉  富 山 ・岐 阜  25 
兵庫  

 
 

青森 ・ 東京  

況 D 0 0 0 1 京 都  0  6 静 岡 ・ 三 重  7 
島根 ・ 佐賀  

合計  5 2 4 20 3 13 47 



参考：都道府県別の結果一覧    ＜胃がん

注   1）指導対象の地域がなかったため「―」無回
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県名 

調 査 1  都道 府県 用チェ ッ ク リス ト の遵守 状況  調 査 2  胃がん 部会の開催状況、および 評価結果の公表状況 
 

×の項目数 
（65 項目中） 評価 

 
胃がん 部会の 

開催 

 
評価結果公表 

公 表 内 容   
評価 市区町 村  検診機 関   改善指 導  改善指 導  改善指 導  都道府 県 チ

ェ ッ ク リス ト  チ ェ ッ ク リス ト  市 区町村 の  （市区 町村  （検診 機関  （精検受診率  チェッ ク リスト 
遵守状 況  遵守状 況  精度指 標  チ ェ ッ ク リス ト  チ ェ ッ ク リス ト  70%未満）  遵守状 況  

が要改善） が要改善） 
北海道 36 Ｃ × - - Ｅ 
青森県 46 Ｄ × - - Ｅ 
岩手県 22 Ｃ × - - Ｅ 
宮城県 13 Ｂ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ○ Ｃ 
秋田県 38 Ｃ ○ × - Ｄ 
山形県 28 Ｃ ○ 公表準備中 - 公表準備中 
福島県 29 Ｃ × - - Ｅ 
茨城県 22 Ｃ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ○ Ｃ 
栃木県 17 Ｂ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ Ａ 
群馬県 42 Ｄ ○ ○ × × × × × × × Ｄ 
埼玉県 31 Ｃ × - - Ｅ 
千葉県 36 Ｃ × - - Ｅ 
東京都 43 Ｄ × - - Ｅ 

神奈川県 7 Ｂ ○ ○ × × ○ × × × ○ Ｄ 
新潟県 15 Ｂ ○ ○ ○ ○ ○ -  注 1） -  注 1） -  注 1） ○ Ａ 
富山県 36 Ｃ × - - Ｅ 
石川県 15 Ｂ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ Ａ 
福井県 14 Ｂ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ Ａ 
山梨県 23 Ｃ ○ × - Ｄ 
長野県 19 Ｂ ○ ○ ○ × ○ × × × × Ｄ 
岐阜県 28 Ｃ × - - Ｅ 
静岡県 52 Ｄ × - - Ｅ 
愛知県 37 Ｃ ○ ○ × × ○ × × × × Ｄ 
三重県 44 Ｄ × - - Ｅ 
滋賀県 14 Ｂ ○ × - Ｄ 
京都府 44 Ｄ ○ × - Ｄ 
大阪府 18 Ｂ ○ 公表準備中 - 公表準備中 
兵庫県 29 Ｃ × - - Ｅ 
奈良県 37 Ｃ ○ ○ ○ ○ × × × × × Ｄ 

和歌山県 15 Ｂ ○ ○ ○ × ○ × × × ○ Ｃ 
鳥取県 19 Ｂ ○ ○ ○ ○ ○ × × × × Ｃ 
島根県 50 Ｄ × - - Ｅ 
岡山県 32 Ｃ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ Ａ 
広島県 37 Ｃ ○ ○ ○ × ○ × × × × Ｄ 
山口県 20 Ｂ ○ 公表準備中 - 公表準備中 
徳島県 35 Ｃ ○ × - Ｄ 
香川県 31 Ｃ ○ × - Ｄ 
愛媛県 15 Ｂ ○ × - Ｄ 
高知県 26 Ｃ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ○ Ｃ 
福岡県 18 Ｂ ○ ○ × × × × × × × Ｄ 
佐賀県 52 Ｄ × - - Ｅ 
長崎県 26 Ｃ ○ × - Ｄ 
熊本県 34 Ｃ ○ 公表準備中 - 公表準備中 
大分県 31 Ｃ ○ × - Ｄ 
宮崎県 23 Ｃ ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ Ｂ 

鹿児島県 18 Ｂ ○ × - Ｄ 
沖縄県 36 Ｃ ○ ○ ○ × ○ × × × × Ｄ 



注   1）指導対象の地域がなかったため「―」無回

参考：都道府県別の結果一覧    ＜大腸がん 
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県名 

調 査 1     都道府県用チェッ ク リストの遵守状況 調 査 2      大 腸が ん 部 会の 開催状 況 、および 評価結 果 の公表 状況  
 

×の項目数 
（65 項目中） 評価 

 
大腸がん 部会の 

開催 

 
評価結果公表 

公表内 容   
評価 市区町村 検診機関  改善指導 改善指導 改善指導 都道府県 チ

ェッ ク リスト   チェッ ク リスト   市区町村の （市区町村 （検診機関 （精検受診率    チェ ッ ク リス
ト  遵守状況 遵守状況 精度指標 チェッ ク リス ト   チェッ ク リス ト   70%未満） 遵守状況 

が要改善） が要改善） 
北海道 36 Ｃ × - - Ｅ 
青森県 47 Ｄ × - - Ｅ 
岩手県 22 Ｃ × - - Ｅ 
宮城県 13 Ｂ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ○ Ｃ 
秋田県 39 Ｃ ○ × - Ｄ 
山形県 28 Ｃ ○ 公表準備中 - 公表準備中 
福島県 29 Ｃ ○ ○ × × × × × × × Ｄ 
茨城県 18 Ｂ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ○ Ｃ 
栃木県 18 Ｂ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ Ａ 
群馬県 41 Ｄ ○ ○ × × × × × × × Ｄ 
埼玉県 30 Ｃ × - - Ｅ 
千葉県 36 Ｃ × - - Ｅ 
東京都 43 Ｄ × - - Ｅ 

神奈川県 7 Ｂ ○ ○ × × ○ × × × ○ Ｄ 
新潟県 15 Ｂ ○ ○ ○ ○ ○ -  注 1） -  注 1） -  注 1） ○ Ａ 
富山県 36 Ｃ × - - Ｅ 
石川県 12 Ｂ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ Ａ 
福井県 14 Ｂ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ Ａ 
山梨県 23 Ｃ ○ × - Ｄ 
長野県 18 Ｂ ○ ○ ○ × ○ × × × × Ｄ 
岐阜県 29 Ｃ × - - Ｅ 
静岡県 52 Ｄ × - - Ｅ 
愛知県 37 Ｃ ○ ○ × × ○ × × × × Ｄ 
三重県 44 Ｄ × - - Ｅ 
滋賀県 14 Ｂ ○ × - Ｄ 
京都府 44 Ｄ ○ × - Ｄ 
大阪府 18 Ｂ ○ 公表準備中 - 公表準備中 
兵庫県 30 Ｃ × - - Ｅ 
奈良県 38 Ｃ ○ ○ ○ ○ × × × × × Ｄ 

和歌山県 17 Ｂ × - - Ｅ 
鳥取県 20 Ｂ ○ ○ ○ ○ ○ × × × × Ｃ 
島根県 50 Ｄ × - - Ｅ 
岡山県 32 Ｃ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ Ａ 
広島県 36 Ｃ ○ ○ ○ × ○ × × × × Ｄ 
山口県 22 Ｃ ○ 公表準備中 - 公表準備中 
徳島県 35 Ｃ ○ × - Ｄ 
香川県 31 Ｃ ○ × - Ｄ 
愛媛県 15 Ｂ ○ × - Ｄ 
高知県 27 Ｃ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ○ Ｃ 
福岡県 18 Ｂ ○ ○ × × × × × × × Ｄ 
佐賀県 53 Ｄ × - - Ｅ 
長崎県 26 Ｃ ○ × - Ｄ 
熊本県 34 Ｃ ○ 公表準備中 - 公表準備中 
大分県 31 Ｃ ○ × - Ｄ 
宮崎県 23 Ｃ ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ Ｂ 

鹿児島県 33 Ｃ ○ × - Ｄ 
沖縄県 36 Ｃ ○ ○ ○ × ○ × × × × Ｄ 



注   1）指導対象の地域がなかったため「―」無回

参考：都道府県別の結果一覧    ＜肺がん 
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県名 

調 査 1  都道府 県 用チェ ッ ク リス ト の遵守 状況  調 査 2  肺がん 部会の開催状況、および 評価結果の公表状況 
 

×の項目数 
（64 項目中） 評価 

 
肺がん 部会の 

開催 

 
評価結果公表 

公 表 内 容   
評価 市区町 村  検診機 関   改善指 導  改善指 導  改善指 導  都道府 県 チ

ェ ッ ク リス ト  チ ェ ッ ク リス ト  市 区町村 の  （市区 町村  （検診 機関  （精検受診率  チェッ ク リス
ト  遵守状 況  遵守状 況  精度指 標  チ ェ ッ ク リス ト  チ ェ ッ ク リス ト  70%未満）  遵守状 況  

が要改善） が要改善） 
北海道 36 Ｃ × - - Ｅ 
青森県 49 Ｄ × - - Ｅ 
岩手県 22 Ｃ × - - Ｅ 
宮城県 13 Ｂ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ○ Ｃ 
秋田県 38 Ｃ ○ ○ × × × × × × × Ｄ 
山形県 13 Ｂ ○ 公表準備中 - 公表準備中 
福島県 28 Ｃ ○ ○ × × × × × × × Ｄ 
茨城県 19 Ｂ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ○ Ｃ 
栃木県 10 Ｂ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ Ａ 
群馬県 40 Ｃ ○ ○ × × × × × × × Ｄ 
埼玉県 32 Ｃ × - - Ｅ 
千葉県 35 Ｃ × - - Ｅ 
東京都 42 Ｄ × - - Ｅ 

神奈川県 7 Ｂ ○ ○ × × ○ × × × ○ Ｄ 
新潟県 25 Ｃ ○ ○ ○ ○ ○ ○ -  注 1） -  注 1） ○ Ａ 
富山県 36 Ｃ × - - Ｅ 
石川県 16 Ｂ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ Ａ 
福井県 14 Ｂ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ Ａ 
山梨県 22 Ｃ ○ × - Ｄ 
長野県 18 Ｂ ○ ○ ○ × ○ × × × × Ｄ 
岐阜県 26 Ｃ × - - Ｅ 
静岡県 54 Ｄ × - - Ｅ 
愛知県 36 Ｃ ○ ○ × × ○ × × × × Ｄ 
三重県 44 Ｄ × - - Ｅ 
滋賀県 14 Ｂ ○ × - Ｄ 
京都府 44 Ｄ ○ × - Ｄ 
大阪府 23 Ｃ ○ 公表準備中 - 公表準備中 
兵庫県 30 Ｃ × - - Ｅ 
奈良県 34 Ｃ ○ ○ ○ ○ × × × × × Ｄ 

和歌山県 19 Ｂ ○ ○ ○ × ○ × × × ○ Ｃ 
鳥取県 15 Ｂ ○ ○ ○ ○ ○ × × × × Ｃ 
島根県 50 Ｄ × - - Ｅ 
岡山県 30 Ｃ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ Ａ 
広島県 35 Ｃ ○ ○ ○ × ○ × × × × Ｄ 
山口県 19 Ｂ ○ 公表準備中 - 公表準備中 
徳島県 32 Ｃ ○ × - Ｄ 
香川県 20 Ｂ ○ × - Ｄ 
愛媛県 15 Ｂ ○ × - Ｄ 
高知県 26 Ｃ ○ ○ ○ ○ ○ × - 注 1）  × ○ Ｂ 
福岡県 17 Ｂ ○ ○ × × × × × × × Ｄ 
佐賀県 51 Ｄ × - - Ｅ 
長崎県 26 Ｃ ○ × - Ｄ 
熊本県 34 Ｃ ○ ○ ○ × ○ × × × × Ｄ 
大分県 30 Ｃ ○ × - Ｄ 
宮崎県 23 Ｃ ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ Ｂ 

鹿児島県 23 Ｃ ○ × - Ｄ 
沖縄県 37 Ｃ ○ ○ ○ × ○ × × × × Ｄ 
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参考：都道府県チェックリストの項目別遵守状況＜胃がん＞ 
 

1 ．        生 活 習 慣 病 検 診 等 管 理 指 導 協 議 会 の 組 織 ・ 運 営  実 施 県 /4 7 県  
(1)       胃 が ん 部 会 は 、 保健 所 、 医 師 会、 日 本消 化 器 が ん 検 診 学 会に所 属 す る学 識 経 験者 、 臨 床 検 査技 師 等胃 が ん 検 診 に係 わる専 門 家によっ て 構 成され て いるか  37 
(2)   胃 が ん 部会 は 、 市 町村 が 策 定 した検 診 結果 について 検診 が 円 滑に実 施され るよう、 広域 的 見 地 から 医 師 会、 検 診 実 施 機関 、 精密 検 査 機 関 等 と調 整 を行っ て いるか  32 
(3)  年 に 1 回 以 上 、 定 期 的に胃 が ん 部 会 を開 催して いるか  34 
(4)     年 に 1 回以 上 、 定 期的 に生 活習 慣 病 検 診等 従 事 者 講 習会 を開 催して いるか  35 
2 ． 受 診 者 の 把 握   
(1)   対象 者数 （推計 を含む ）を把握 して いるか 47 
(2)  受 診 者 数 を把 握して いるか  47 
(2-a)    受診 者数（ 率） を性別・ 年齢 階級 別に集計 して いるか 43 
(2-b)     受診者 数（ 率 ）を市町 村別に集計 して いるか 46 
(2-c)     受診 者 数 を検 診 実施 機 関 別に集 計 して いるか  20 
(2-d)     受 診 者 数 を過 去 の検 診 受 診 歴 別に集 計して いるか  23 
3 ．  要 精 検 率 の 把 握   
(1)  要 精 検 率 を把 握して いるか  47 
(1-a)  要 精 検率 を性 別 ・ 年齢 階 級 別 に集 計 して いるか  42 
(1-b)   要 精 検 率 を市 町 村別 に集 計して いるか  45 
(1-c)     要精 検 率 を検 診 実施 機 関 別に集 計 して いるか  21 
(1-d)     要 精 検 率 を過 去 の検 診 受 診 歴 別に集 計して いるか  15 
4 ． 精 検 受 診 率 の 把 握   
(1)  精 検受 診 率 を把 握 して いるか  47 
(1-a)  精 検 受 診 率 を性 別 ・年 齢 階 級 別に集 計して いるか  41 
(1-b)   精 検受 診 率 を市 町村 別 に集計 して いるか  45 
(1-c)     精 検 受 診率 を検 診実 施 機 関 別に集 計して いるか  21 
(1-d)     精 検受 診 率 を過 去の 検 診 受 診 歴別 に集 計 して いるか  17 
(2)  精検 未 把 握 率 を把 握して いるか  32 
5 ． 精 密 検 査 結 果 の 把 握   
(1)  が ん 発 見 率 を把 握 して いるか  45 
(1-a)  が ん 発 見 率 を性 別 ・年 齢 階 級 別に集 計して いるか  39 
(1-b)   が ん 発 見 率 を市 町村 別 に集計 して いるか  44 
(1-c)     が ん 発 見 率 を検 診実 施 機 関 別に集 計して いるか  20 
(1-d)   が ん 発 見率 を受 診歴 別 に集計 して いるか  17 
(2) 早 期 が ん 割合 （ 発 見 が ん 数 に対 す る早 期 が ん 数） を把 握して いるか  35 
(2-a)   粘 膜 内が ん を区 別して いるか  23 
(2-b)  早 期 が ん 割 合 を性 別・ 年 齢 階 級 別に集 計して いるか  30 
(2-c)    早 期が ん 割 合 を市 町 村 別に集 計して いるか  33 
(2-d)    早 期 が ん 割 合 を検 診 実 施機 関 別 に集 計して いるか  18 
(2-e)    早 期 が ん 割 合 を受 診 歴 別に集 計して いるか  15 
(3)  陽 性反 応 適 中 度 を把 握して いるか  42 
(3-a)   陽性 反 応 適 中 度 を性 別 ・年 齢 階 級 別に集 計 して いるか  36 
(3-b)    陽 性 反 応適 中 度 を市 町 村別 に集 計して いるか  41 
(3-c)     陽 性 反応 適 中 度 を検 診 実施 機 関 別に集 計して いるか  19 
(3-d)    陽 性反 応 適 中 度 を受 診 歴別 に検 討して いるか  15 
(4)   発 見胃 が ん について 追 跡 調査 を実 施 して いるか  15 
(4-a)   発 見 胃 が ん の 追 跡所 見 ・ 病 理 所見 について 把 握して いるか  13 
(4-b)       発 見胃 が ん の 予後調 査（ 生存率 ・死 亡率の 分析 など ）を実 施して いるか 4 
6 ． 偽 陰 性 例 （ が ん  ） の 把 握   
(1)    受 診 者 の 追 跡調 査 や地 域 が ん 登 録 等 により 、 検診 受 診 後 の 胃 が ん を把 握して いるか  10 
(2) 検 診 受 診後 1 年 未 満に発 見され た胃 が ん （ 偽 陰性 例 ） を把 握して いるか  3 
(3)  検 診 受 診後 1 年 以 上経 過 して から 発 見され た胃 が ん を把 握して いるか  1 
7 ． が ん  登 録 へ の 参 加 （ 実 施 地 域 の み ）   
(1)  地 域 が ん 登 録 を実 施して いるか  44 
(2) 地 域 が ん 登 録 に対 して 、 症 例 を提 供して いるか  28 
(3)   偽 陰 性 例の 把 握 の ため に、 地域 が ん 登 録の デ ー タを活用 して いるか  2 
(4)  予 後 の 追跡 の ため に、 地 域が ん 登 録 の デ ー タを活 用して いるか  7 
8 ． 不 利 益 の 調 査   
(1)     検 診受 診後 6 ヶ月（1 年） 以内 の死亡 者を把握 して いるか 3 
(2)  精密 検 査 による偶 発 症 を把 握して いるか  9 
(2-a)   消化 管 穿 孔 例 を把 握して いるか  3 
(2-b) その 他 の 重 要 な 偶 発症 （ 輸 血 や 手術 を要 す る消 化 管出 血 等 ）を把 握して いるか  4 
9 ． 事 業 評 価 に 関 す  る 検 討   
(1)      チ ェ ッ ク リ スト に基 づく検 討 を実 施 して いるか 35 
(1-a)    個 々の市 町村 の チェ ッ ク リス ト について 把握 ・検討 して いるか 34 
(1-b)     個々の 検診 実 施機関 のチェ ッ ク リス ト について 把 握・ 検討 して いるか 24 
(2) 要 精 検率 等 のプ ロセス 指 標 に基 づく検 討 を実 施して いるか  37 
(2-a)   プ ロセス 指 標 について 、 全 国 数値 との 比較 や 、 各 市 町村 間 、検 診 実 施 機 関間 で のば ら つきの 確 認 等 の検 証 を実 施 して いるか  31 
(2-b) プ ロセ ス 指 標において 問 題 が 認 め ら れ た市町 村 か ら 、 聞 き取 り 調 査等 を実 施 して いるか  27 
(2-c)  プ ロセ ス 指 標において 問 題 が 認 め ら れ た検診 実 施 機 関 か ら 、 聞 き取 り 調 査 等 を実 施して いるか  15 
(3)        チ ェ ッ ク リス ト やプ ロセス 指標において 問題 が認め ら れた検診実 施機 関に対して 、実地による調 査・ 指 導等 を実 施 して いるか 13 
(4)    実地 調 査 等により 不適 正 な 検 診 実施 機 関が 認 め ら れ た場 合には 、 市 町村 に対して 委 託 先 の 変 更 を助 言 す るな ど 、 適 切に対 応して いるか  12 
1 0 ．   事 業 評 価 の 結 果 に 基 づ く 指 導 ・ 助 言   
(1) 事 業 評価 の 結 果に基 づき、 指導 ・ 助 言 等 を実 施 して いるか  30 
(1-a)    事業 評 価 の 結 果 を報 告 書に取 りま とめ 、 市 町 村 や 検診 実 施 機関 に配 布して いるか  26 
(1-b)     事 業評 価 の 結 果について 、 市 町村 や 検 診実 施 機 関に対 す る説 明 会 を開 催 して いるか  20 
(1-c)    事 業 評価 の 結 果に基 づき、 市 町 村や 検 診実 施 機 関に対 して 個 別の 指 導 ・ 助 言を実 施して いるか  22 
(2)    事業 評 価 の 結 果 を、 個 別 の市 町 村 や 検 診実 施 機 関 の 状況 も 含 め て 、 ホー ム ペー ジ 等 で 公 表して いるか  21 
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参考：都道府県チェックリストの項目別遵守状況＜大腸がん＞ 
 

1 ． 生 活 習 慣 病 検 診 等 管 理 指 導 協 議 会 の 組 織 ・ 運 営  実 施 県 /4 7 県  
(1)     大 腸 が ん 部会 は 、 保健 所 、 医 師 会、 日 本消 化 器 が ん 検 診 学 会に所 属 す る学 識 経 験者 、 臨 床 検 査技 師 等、 大 腸 が ん 検 診 に係 わ る専 門 家 によっ て 構 成 されて いるか  37 
(2)   大 腸 が ん 部 会 は 、 市町 村 が 策 定 した検 診結 果 について 検 診 が 円滑 に実 施され るよう、 広 域 的見 地 か ら 医 師 会、 検 診 実 施 機関 、 精密 検 査 機 関 等 と調 整 を行っ て いるか  31 
(3)  年に 1 回 以 上、 定 期的 に大 腸が ん 部 会 を開 催して いるか  33 
(4)     年に 1 回 以 上、 定 期的 に生 活習 慣 病 検 診等 従 事 者 講 習会 を開 催して いるか  29 
2 ． 受 診 者 の 把 握   
(1)   対象 者数（ 推計 を含む ）を把握 して いるか 47 
(2)  受診 者 数 を把 握 して いるか  47 
(2-a)    受診 者数（ 率） を性別・ 年齢 階級 別に集計 して いるか 43 
(2-b)    受診 者数 （率 ） を市町村 別に集 計 して いるか 45 
(2-c)     受診 者 数 を検 診 実施 機 関 別に集 計 して いるか  19 
(2-d)     受 診 者 数 を過 去 の検 診 受 診 歴 別に集 計して いるか  21 
3 ． 要 精 検 率 の 把 握   
(1)  要精 検 率 を把 握 して いるか  47 
(1-a)  要 精 検率 を性 別 ・ 年齢 階 級 別 に集 計 して いるか  41 
(1-b)   要精 検 率 を市 町 村別 に集 計して いるか  45 
(1-c)     要精 検 率 を検 診 実施 機 関 別に集 計 して いるか  19 
(1-d)     要 精 検 率 を過 去 の検 診 受 診 歴 別に集 計して いるか  16 
4 ． 精 検 受 診 率 の 把 握   
(1)  精 検 受診 率 を把 握 して いるか  47 
(1-a)  精 検 受 診 率 を性 別 ・年 齢 階 級 別に集 計して いるか  42 
(1-b)   精 検 受診 率 を市 町村 別 に集計 して いるか  45 
(1-c)     精 検 受 診率 を検 診実 施 機 関 別に集 計して いるか  20 
(1-d)     精 検受 診 率 を過 去の 検 診 受 診 歴別 に集 計 して いるか  18 
(2)  精 検未 把 握 率 を把 握して いるか  32 
5 ． 精 密 検 査 結 果 の 把 握   
(1)  が ん 発 見 率 を把 握 して いるか  45 
(1-a)  が ん 発 見 率 を性 別 ・年 齢 階 級 別に集 計して いるか  39 
(1-b)   が ん 発 見 率 を市 町村 別 に集計 して いるか  44 
(1-c)     が ん 発 見 率 を検 診実 施 機 関 別に集 計して いるか  20 
(1-d)   が ん 発 見 率 を受 診歴 別 に集計 して いるか  17 
(2) 早 期 が ん 割 合（ 発 見 が ん 数 に対 す る早 期 が ん 数） を把 握して いるか  36 
(2-a)   粘 膜 内が ん を区 別して いるか  23 
(2-b)  早 期 が ん 割 合 を性 別・ 年 齢 階 級 別に集 計して いるか  30 
(2-c)    早 期が ん 割 合 を市 町 村 別に集 計して いるか  34 
(2-d)    早 期 が ん 割 合 を検 診 実 施機 関 別 に集 計して いるか  19 
(2-e)    早 期 が ん 割 合 を受 診 歴 別に集 計して いるか  18 
(3)  陽 性 反応 適 中 度 を把 握して いるか  42 
(3-a)   陽性 反 応 適 中 度 を性 別 ・年 齢 階 級 別に集 計 して いるか  36 
(3-b)    陽 性 反 応適 中 度 を市 町 村別 に集 計して いるか  41 
(3-c)     陽 性 反応 適 中 度 を検 診 実施 機 関 別に集 計して いるか  19 
(3-d)    陽 性反 応 適 中 度 を受 診 歴別 に検 討して いるか  14 
(4)   発 見大 腸 が ん について 追跡 調 査 を実 施 して いるか  16 
(4-a)   発 見大 腸 が ん の 追跡 所 見 ・ 病 理所 見について 把 握して いるか  14 
(4-b)        発見 大腸 がん の予後 調査 （生存 率・ 死亡率 の分 析な ど ）を実施 して いるか 4 
6 ． 偽 陰 性 例 （ が ん ） の 把 握   
(1)    受診 者 の 追 跡 調 査 や地 域 が ん 登 録 等 により 、 検診 受 診 後 の 大 腸が ん を把 握して いるか  12 
(2) 検診 受 診 後 1 年 未 満に発 見され た大 腸 が ん （ 偽 陰性 例 ） を把 握して いるか  3 
(3)   検 診受 診 後 1 年 以 上経 過 して から 発 見され た大 腸 が ん を把 握して いるか  1 
7 ． が ん  登 録 へ の 参 加 （ 実 施 地 域 の み ）   
(1)  地域 が ん 登 録 を実 施して いるか  44 
(2) 地 域 が ん 登 録に対 して 、 症 例 を提 供して いるか  27 
(3)   偽 陰 性 例 の把 握 の ため に、 地域 が ん 登 録の デ ー タを活用 して いるか  2 
(4)  予 後の 追 跡 の ため に、 地 域 が ん 登 録の デ ー タを活 用して いるか  6 
8 ． 不 利 益 の 調 査   
(1)       検 診受 診後 6 ヶ月（1 年） 以内 の死亡 者を把握 して いるか 3 
(2)  精 密 検査 による偶 発 症 を把 握して いるか  9 
(2-a)   腸 管穿 孔 例 を把 握して いるか  3 
(2-b) その 他 の 重要 な 偶 発症 （ 輸 血 や 手術 を要 す る腸 管 出血 等 ）を把 握して いるか  4 
9 ． 事 業 評 価 に 関 す  る 検 討   
(1)     チ ェ ッ ク リ ス ト に基 づく検 討 を実 施 して いるか 36 
(1-a)    個々 の市 町村 の チェ ッ ク リス ト について 把握 ・検討 して いるか 35 
(1-b)     個々の 検診 実 施機関 のチェ ッ ク リス ト について 把 握・ 検討 して いるか 23 
(2) 要 精 検 率 等の プ ロセス 指 標 に基 づく検 討 を実 施して いるか  37 
(2-a)   プ ロセ ス 指 標 について 、 全 国 数値 との 比較 や 、 各 市 町村 間 、検 診 実 施 機 関間 で のば ら つきの 確 認 等 の検 証 を実 施 して いるか  31 
(2-b) プ ロセ ス 指 標において 問 題 が 認 め ら れ た市町 村 か ら 、 聞 き取 り 調 査等 を実 施 して いるか  26 
(2-c)  プ ロセ ス 指 標において 問 題 が 認 め ら れ た検診 実 施 機 関 か ら 、 聞 き取 り 調 査 等 を実 施して いるか  13 
(3)        チェ ッ ク リ ス ト やプ ロセス 指標において 問題 が認め ら れた検診実 施機 関に対して 、実地による調 査・ 指 導等 を実 施 して いるか 12 
(4)   実 地 調 査 等により 不適 正 な 検 診 実施 機 関が 認 め ら れ た場 合には 、 市 町村 に対して 委 託 先 の 変 更 を助 言 す るな ど 、 適 切に対 応して いるか  11 
1 0 ． 事 業 評 価 の 結 果 に 基 づ く 指 導 ・ 助 言   
(1) 事業 評 価 の 結果 に基 づき、 指導 ・ 助 言 等 を実 施 して いるか  29 
(1-a)    事業 評 価 の 結 果 を報 告 書に取 りま とめ 、 市 町 村 や 検診 実 施 機関 に配 布して いるか  24 
(1-b)     事 業評 価 の 結 果について 、 市 町村 や 検 診実 施 機 関に対 す る説 明 会 を開 催 して いるか  18 
(1-c)   事 業 評 価の 結 果に基 づき、 市 町 村や 検 診実 施 機 関に対 して 個 別の 指 導 ・ 助 言を実 施して いるか  21 
(2)    事 業 評 価 の 結果 を、 個 別 の市 町 村 や 検 診実 施 機 関 の 状況 も 含 め て 、 ホー ム ペー ジ 等 で 公 表して いるか  20 
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参考：都道府県チェックリストの項目別遵守状況＜肺がん＞ 
 

1 ． 生 活 習 慣 病 検 診 等 管 理 指 導 協 議 会 の 組 織 ・ 運 営  実 施 県 /4 7 県  
(1)  肺 が ん 部会 は 、 保 健 所、 医 師 会 、 肺が ん 検 診に関 連 す る学 会に所 属 す る学識 経 験 者、 臨 床 検 査 技師 等 肺が ん 検 診 に係わ る専 門 家によっ て 構 成 され て いるか  37 
(2)                 肺が ん 部 会は、 市町 村が策 定 した検診 結果について 検 診が円 滑に実 施 されるよう、 広域 的見 地から 医師会 、検 診実施 機関 、精密 検査 機関等 と調 整を行っ て いるか 32 
(3) 年 に 1 回 以 上 、 定 期 的に肺 が ん 部 会 を開 催して いるか  34 
(4)    年 に 1 回 以 上 、 定 期的 に生 活習 慣 病 検 診等 従 事 者 講 習会 を開 催して いるか  33 

2 ． 受 診 者 の 把 握   
(1)  対象 者 数(推 計 を含む )を把 握して いるか  47 
(2) 胸 部 Ｘ 線 受 診 者 数 ・ 喀痰 細 胞 診 受 診者 数 を把 握して いるか  47 
(2-a)       胸 部Ｘ 線受診 者数(率 ）・ 喀痰 細胞診 受診者 数(率 ）を性 別・ 年齢階 級別に集計 して いるか 43 
(2-b)       胸部Ｘ 線受 診 者数(率 ）・ 喀痰 細胞診 受診者 数(率 ）を市 町村 別に集計 して いるか 46 
(2-c)   胸 部Ｘ 線 受 診 者 数・ 喀 痰 細 胞 診受 診 者数 を検 診 実 施 機 関 別に集 計して いるか  23 
(2-d)   胸 部 Ｘ 線 受 診 者 数・ 喀 痰 細 胞 診受 診 者数 を過 去 の 検 診 受 診歴 別 に集計 して いるか  23 
3 ． 要 精 検 率 の 把 握   
(1) 胸 部 Ｘ 線受 診 者 ・ 喀 痰細 胞 診 受 診 者の 要 精検 率 を把 握 して いるか  47 
(1-a) 胸 部 Ｘ 線 受 診 者 ・ 喀痰 細 胞 診 受 診者 の 要精 検 率 を性 別 ・ 年 齢階 級 別 に集計 して いるか  42 
(1-b)  胸部 Ｘ 線 受 診者 ・ 喀痰 細 胞 診 受 診者 の 要精 検 率 を市 町 村 別に集 計して いるか  45 
(1-c)   胸 部 Ｘ 線受 診 者 ・喀 痰 細 胞 診 受診 者 の要 精 検 率 を検 診 実 施機 関 別 に集 計 して いるか  21 
(1-d)   胸 部 Ｘ 線 受診 者 ・喀 痰 細 胞 診 受診 者 の要 精 検 率 を過 去 の 検診 受 診 歴 別に集 計して いるか  15 
4 ． 精 検 受 診 率 の 把 握   
(1)  胸 部 Ｘ 線 受 診 者 ・ 喀 痰細 胞 診 受 診 者の 精 検受 診 率 を把 握 して いるか  47 
(1-a)  胸 部Ｘ 線 受 診 者 ・ 喀痰 細 胞 診 受 診者 の 精検 受 診 率 を性 別 ・ 年齢 階 級 別 に集 計 して いるか  42 
(1-b)   胸 部 Ｘ 線 受診 者 ・喀 痰 細 胞 診 受診 者 の精 検 受 診 率 を市 町 村別 に集 計して いるか  45 
(1-c)    胸 部 Ｘ 線 受 診 者 ・喀 痰 細 胞 診 受診 者 の精 検 受 診 率 を検 診 実施 機 関 別に集 計 して いるか  21 
(1-d)    胸 部 Ｘ 線 受 診 者 ・喀 痰 細 胞 診 受診 者 の精 検 受 診 率 を過 去 の検 診 受 診 歴 別に集 計して いるか  17 
(2)  胸 部Ｘ 線 受 診 者・ 喀 痰細 胞 診 受 診 者の 精 検未 把 握 率 を把 握して いるか  31 
5 ． 精 密 検 査 結 果 の 把 握   
(1) 胸 部 Ｘ 線 受 診 者 ・ 喀 痰細 胞 診 受 診 者の が ん 発 見率 を把 握 して いるか  45 
(1-a) 胸部 Ｘ 線 受 診者 ・ 喀痰 細 胞 診 受 診者 の が ん 発見 率 を性 別 ・ 年齢 階 級 別 に集 計 して いるか  41 
(1-b)  胸 部 Ｘ 線受 診 者 ・ 喀痰 細 胞 診 受 診者 の が ん 発見 率 を市 町 村 別に集 計して いるか  43 
(1-c)   胸 部Ｘ 線 受 診 者 ・喀 痰 細 胞 診 受診 者 のが ん 発 見 率 を検 診 実施 機 関 別に集 計 して いるか  21 
(1-d)    胸 部 Ｘ 線 受診 者 ・喀 痰 細 胞 診 受診 者 のが ん 発 見 率 を受 診 歴別 に集 計して いるか  16 
(2)       胸 部Ｘ 線 受診 者 ・喀痰 細胞 診受診 者の 臨床病 期 Ｉ期 がん 割合 （発見 がん 数に対 す る臨床病 期Ｉ期 がん 数） を把握 して いるか 36 
(2-a)          胸部Ｘ 線受 診者・ 喀痰 細胞診 受診 者の臨 床病 期 Ｉ期が ん 割合 を性 別・ 年齢階 級 別に集計 して いるか 30 
(2-b)          胸部 Ｘ 線 受 診者・ 喀痰 細胞診 受診 者の臨 床病 期 Ｉ期が ん 割合 を市 町村 別に集計 して いるか 31 
(2-c) 胸部 Ｘ 線 受 診者 ・ 喀痰 細 胞 診 受 診者 の 臨床 病 期 Ｉ期 が ん 割 合 を検 診実 施 機 関 別に集 計して いるか  19 
(2-d)          胸部 Ｘ 線受 診者・ 喀痰 細胞診 受診 者の臨 床病 期 Ｉ期が ん 割合 を受 診歴 別に集計 して いるか 15 
(3)  胸 部 Ｘ 線受 診 者 ・ 喀 痰細 胞 診 受 診 者の 陽 性反 応 適 中 度 を把 握して いるか  40 
(3-a)  胸 部 Ｘ 線 受診 者 ・ 喀痰 細 胞 診 受 診者 数 の陽 性 反 応 適 中度 を性 別 ・ 年齢 階 級 別 に集 計して いるか  36 
(3-b)   胸 部 Ｘ 線 受 診 者 ・喀 痰 細 胞 診 受診 者 数の 陽 性 反 応 適中 度 を市 町 村別 に集 計して いるか  40 
(3-c)    胸 部Ｘ 線 受 診 者 ・喀 痰 細 胞 診 受診 者 数の 陽 性 反 応 適中 度 を検 診 実施 機 関 別に集 計して いるか  21 
(3-d)   胸 部Ｘ 線 受 診 者 ・喀 痰 細 胞 診 受診 者 数の 陽 性 反 応 適中 度 を検 診 歴別 に集 計して いるか  15 
(4) 胸 部 Ｘ 線受 診 者 ・ 喀 痰細 胞 診 受 診 者の 発 見肺 が ん について 追 跡 調査 を実 施 して いるか 。  16 
(4-a)  胸 部 Ｘ 線 受診 者 ・ 喀痰 細 胞 診 受 診者 の 発見 肺 が ん の 追 跡 所 見・ 病 理 所 見について 把 握 して いるか  14 
(4-b)          胸部Ｘ 線受 診者・ 喀痰 細胞診 受診 者の発 見肺 がん の予 後 調査（ 生存 率・死 亡率 の分析 等） を実施 して いるか 8 
6 ． 偽 陰 性 例 （ が ん   ） の 把 握   
(1)  受 診 者の 追 跡 調 査 や地 域 が ん 登 録 等 により 、 検診 受 診 後 の 肺 が ん を把 握して いるか  13 
(2)     検 診受診 後 １年 未満に発 見 され た肺 が ん （ 偽陰性 例）を把握 して いるか 4 
(3)       検診 受診 後 １年 以上経 過 して から 発見 され た肺 が ん を把 握して いるか 3 
7 ． が ん  登 録 へ の 参 加 （ 実 施 地 域 の み ）   
(1) 地 域 が ん 登 録 を実 施して いるか  44 
(2)     地域が ん 登録に対して 、 症例 を提 供 して いるか 26 
(3)  偽 陰 性 例 の把 握 の ため に、 地 域 が ん 登 録 の デ ー タを活 用して いるか  2 
(4) 予 後の 追 跡 の ため に、 地 域 が ん 登 録 の デ ー タを活 用して いるか  7 
8 ． 不 利 益 の 調 査   
(1)   検診受 診 後 6 ヶ月 （1   年）以 内の 死亡 者 を把 握 して いるか 2 
(2) 精 密 検 査による偶 発 症 を把 握して いるか  10 
(2-a)   精 密検 査 に伴 う気 胸や 感 染 症 を把 握して いるか  5 
(2-b)  その 他 の 重 要な 偶 発症 を把 握 して いるか  5 
9 ． 事 業 評 価 に 関 す  る 検 討   
(1)    チ ェ ッ ク リ ス ト に基 づく検 討 を実 施 して いるか 36 
(1-a)   個々 の市 町村の チェ ッ ク リス ト について 把握 ・検討 して いるか 35 
(1-b)    個々 の検 診実施 機関の チェ ッ ク リ ス ト について 把 握・検 討して いるか 28 
(2)要 精検 率 等 のプ ロセス 指 標 に基 づく検 討 を実 施して いるか  37 
(2-a) プ ロセ ス 指標 について 、 全国 数 値 との 比 較や 、 各 市 町 村間 、 検診 実 施 機 関 間で の ばら つきの 確認 等 の 検証 を実 施 して いるか  32 
(2-b)          プ ロセス 指 標において 問 題が 認め ら れた市 町村 から 、 聞 き取 り調査 等 を実 施 して いるか 25 
(2-c)          プ ロセス 指 標において 問 題が 認め ら れた検 診実 施機 関か ら 、聞 き取 り調査 等 を実施 して いるか 12 
(3)      チェ ッ ク リス ト やプ ロセス 指標において 問題 が認め ら れた検 診実施 機関に対して 、 実地による調査 ・指 導 等を実施 して いるか 12 
(4) 実 地調 査 等により 不 適正 な 検 診 実 施機 関 が認 め ら れ た場 合 には 、 市 町 村に対して 委 託先 の 変 更 を助 言 す るな ど 、 適 切 に対 応して いるか  11 
1 0 ． 事 業 評 価 の 結 果 に 基 づ く 指 導 ・ 助 言   
(1)      事 業評 価の 結果 に基づき、 指導 ・助言 等を実施 して いるか 29 
(1-a)  事 業 評価 の 結 果 を報 告 書に取 りま とめ 、 市町 村 や 検 診 実施 機 関に配 布して いるか  24 
(1-b)   事 業 評 価 の結 果について 、 市 町 村や 検 診実 施 機 関に対 す る説 明 会 を開 催 して いるか  18 
(1-c)  事 業評 価 の 結 果 に基 づき、 市 町 村 や検 診 実施 機 関 に対 して 個 別 の指 導 ・ 助 言を実 施して いるか  21 
(2)  事 業 評 価の 結 果 を、 個 別 の市 町 村 や 検 診実 施 機 関 の 状況 も 含 め て 、 ホー ム ペー ジ 等 で 公 表して いるか  20 
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   がん検診の精度管理に関する研究 
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研究要旨 
【目的】がん検診においては「精度管理」は特に重要であり，精度が保たれない検診では効
果は望めない．精度管理に関しては，スクリーニングの精度管理も重要であるが，それと同
様に精密検査の精度管理も重要である．肺がん検診における喀痰細胞診は主として肺門部の
胸部Ｘ線無所見肺癌の早期発見に寄与するものとして行われており，精密検査としては，胸
部ＣＴを行うだけでは十分ではなく，気管支鏡検査を行う必要がある．しかしながら，その
ように適切な精密検査が行われているかどうかは不明である．今回はそれを確認するために
研究を行った． 
【方法】毎年の肺がん検診における精密検査の実施状況調査から，喀痰細胞診陽性例に対し
てどのような精密検査が行われているかどうか調査した．ことに，気管支鏡を行っていな
い場合には，行わない適切な理由があるかどうか調査した． 
【結果】調査の結果，気管支鏡を受けていない患者さんは少なくなく．その一部は超高齢な
どであったが，多くは，ＣＴ検査のみや喀痰細胞診再検などの不適切な精密検査が行われて
おり，そのような精密検査を行った施設は，開業医のみならず，地域の小病院や，はては県
内の基幹病院もあった．その中には，専門医が院内にいるにもかかわらず「内科」として他
の領域の内科医が処理したところもあった．さらには，呼吸器科医が対応したにもかかわら
ずＣＴのみで「異常なし」とされた場合もあった． 
【結論】喀痰細胞診陽性例の精密検査は，適切に行われていない場合もあった．大きな病院
でも，呼吸器科医が診察していてもそのような事態は起こっていた．そのため，喀痰細胞診
陽性例は気管支鏡専門医の外来を受診させるようなシステムを立ち上げ，現在実行中である． 
 
Ａ．研究目的 
がん検診においては「精度管理」は特に

重要であり，精度が保たれない検診では効
果は望めない．精度管理に関しては，スク
リーニングの精度管理も重要であるが，そ
れと同様に精密検査の精度管理も重要であ
る．スクリーニングが良好に行えても精密
検査が適切でなければ，期待される効果は
得られない．これまでも大腸がん検診にお
いて，精密検査として便潜血反応の再検が
行われるなどの事象が報告されているが，
このような状況では癌は発見できない．本
研究では，喀痰細胞診の精密検査に焦点を
あてて行った． 
肺がん検診における喀痰細胞診は主とし

て肺門部の胸部Ｘ線無所見肺癌の早期発見
に寄与するものとして行われている．その
ようなものの多くは胸部Ｘ線はおろか胸部

ＣＴでも所見は得られない．したがって，
精密検査としては，胸部ＣＴを行うことは
当然であるが（なぜなら横隔膜の裏などの
胸部Ｘ線の死角に存在する末梢型肺癌があ
るためである）それでは十分ではなく，気
管支鏡検査を行う必要がある．それにより
目的とする中心型あるいは中間型早期肺癌，
および上気道癌を発見することが可能とな
る．しかしながら，そのように適切な精密
検査が行われているかどうかは不明である．
今回はそれを確認するために研究を行った． 
 
Ｂ．研究方法 
 毎年の肺がん検診における精密検査の実
施状況調査から，喀痰細胞診陽性例に対し
てどのような精密検査が行われているかど
うか調査した．ことに，気管支鏡を行って
いない場合には，行わない適切な理由があ



るかどうか調査した． 
 
（倫理面への配慮） 
 以前行われた精密検査の記録の調査であ
り，倫理的問題はない．むしろ不十分な検
査であった場合，介入することによって患
者さんの利益になる場合もある． 
 
Ｃ．研究結果 
 調査の結果，気管支鏡を受けていない患
者さんは数割に達することが判明した．一
部は超高齢であるため気管支鏡検査ができ
ない患者さんもいたが，多くは不適切な精
密検査がなされていた．その検査としては
ＣＴ検査のみで「異常なし」とされたもの
が多く，それ以外では「喀痰細胞診再検」
というものがあった．不適切な精密検査を
行った施設は，開業医のみならず，地域の
小病院や，はては県内の基幹病院もあった．
その中には，専門医がいるにもかかわらず，
「内科」として他の領域の内科医が処理し
たところもあった．さらには，呼吸器科医
が対応したにもかかわらずＣＴのみで「異
常なし」とされた場合もあった． 
 
Ｄ．考察 
 残念ながら，喀痰細胞診陽性例の精査は，
「呼吸器科医」でも適切に行っていない場
合があることが判明した．喀痰細胞診陽性
例の精査を行う機会は1990年代に比較する
と著しく減少しており，もはや「呼吸器科
医としては一般的な常識」と言える状況で
はなくなってきたのであろう．このことは
呼吸器科医としては困ったことであるが，
当面肺がん検診の精度を維持し受診者に不
利益を与えないために，なるべく適切な方
法を採る必要がある． 
 気管支鏡専門医は，気管支鏡を相当数こ
なした実績があることが必須である．気管
支鏡専門医であっても喀痰細胞診陽性例の
精密検査を行ったことがない医師は，現在
かなりの割合にのぼっていると考えられる
が，そうであっても「一般の呼吸器科医」
よりは「喀痰細胞診陽性例の精査」に対す
る理解は深いと思われる．そのため，石川
県においては，「気管支鏡専門医が外来を
担当していること」を条件に「喀痰細胞診
陽性例の精査施設の認定」を行うことが望

ましいと考えられた． 
このような状況のもとで，石川県成人病

検診等管理指導協議会肺がん部会が主導し
て，そのような認定制度を2013年度に立ち
上げた．初年度の認定施設は，能登地区4病
院，加賀地区5病院，中央地区12病院の計21
病院である．これらの病院には結果の報告
もお願いしている．今後はこの取り組みが
どういう影響を与えるか観察していく予定
である． 
 
Ｅ．結論 
 喀痰細胞診陽性例の精密検査は，適切に
行われていない場合もあった．大きな病院
でも，呼吸器科医が診察していてもそのよ
うな事態は起こっていた．そのため，気管
支鏡専門医の外来を受診させるようなシス
テムを立ち上げ，現在実行中である． 
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研究要旨 
 子宮頸がん検診における精度管理指標のうち、プロセス指標について現在用いられている
基準値の妥当性、変更の必要性の有無、また現時点での変更の可否について明らかにするこ
とを目的とした。検討した指標は要精検率、精検受診率、未受診率、未把握率、発見率、陽
性反応的中度の6つである。平成17～22年度の47都道府県における数値の推移を分析した。
改善傾向が見られたのは精検受診率、未受診率、発見率の3つであり、一方、要精検率は悪
化、未把握率もやや悪化していた。陽性反応的中度にはほとんど変化が見られなかった。 
精検受診率、未受診率においては改善傾向が認められるものの、未だ十分とは言えず、指

標の特性上、基準値を緩和することは望ましくないと判断した。未把握率についても大きな
変化がないことから基準値を据え置くのが妥当である。発見率の改善と要精検率の悪化につ
いては、基準値を変更する必要性が示唆される。しかしながら、これらの数値の変化は、 平
成21年度以降における受診者の特性変化の影響の可能性が示唆されるため、今後も同様の状
態が持続するか見極める必要がある。 
また、今後の細胞診判定のベセスダシステムへの一本化、子宮頸がんや前がん病変の分類

の改変を受けての精密検査結果報告様式の変更は、発見率や陽性反応的中度に影響を及ぼす
と考えられる。以上より、子宮頸がん検診のプロセス指標においては今後5～6年程度のモニ
タリングを施行した後に再度変更の可否について検討を行うべきである。 
 
Ａ．研究目的 
         
 子宮頸がん検診における精度管理指標の
うち、プロセス指標について現在用いられ
ている基準値の妥当性、変更の必要性の有
無、また現時点での変更の可否について明
らかにすることを目的とした。 
 
Ｂ．研究方法 
         
・平成17～22年度における47都道府県のプ
ロセス指標（要精検率、精検受診率、未受
診率、未把握率、発見率、陽性反応的中度）
の推移、ならびに基準値に対する達成割合
の変化を分析し、個々の基準値の変更の必
要性について検討した。 
・基準値変更の必要性が示唆される指標に
ついてはその背景を検討した。 
・今後プロセス指標の数値に影響を及ぼし
うる因子について検討した。 

 
（倫理面への配慮） 
特になし 
 
Ｃ．研究結果 
         
6つのプロセス指標についての検討（図1） 
① 精検受診率：目標値90%に到達している

都道府県は平成17年～19年度では1～2
県であったが、平成20年度以降は3～5
ヶ所に増加していた。また、許容値70%
に達しない都道府県は平成17～19年度
では23～25ヶ所であったが、平成20年度
以降は16～20ヶ所とやや減少していた。
また精検受診率80％を超える都道府県
数は増加傾向にあり、平成22年度では18
ヶ所に達していた。 

② 未受診率：目標値は5%以下、許容値は20%
以下である。平成17～22年の間、目標値
に到達したのは5ヶ所前後に留まった。



許容値を満たさない都道府県は平成17
～19年度には15ヶ所前後であったのが、
平成20～22年度には5～9ヶ所へと減少
している。 

③ 未把握率：目標値は5%以下、許容値は10%
以下である。許容値を下回る都道府県は
平成17～19年度は25ヵ所前後であった
が、平成20年度以降は30ヵ所前後に増加
していた。また目標値を満たす都道府県
数も6～13ヶ所で平成17年度以降改善は
見られない。また、途中から成績が悪化
している地域も散見される。 

④ 要精検率： 平成17～20年度は基準値
1.4%以下を満たさない都道府県が14ヶ
所程度でほぼ一定していた。平成21年度
より基準値を満たさない都道府県数が
急激に増加し、平成22年度には30ヶ所に
達していた。 

⑤ 発見率：許容値は0.05%以上である。平
成17年には許容値を満たさない都道府
県が21ヶ所であったが、漸減し平成22
年度には2県に留まっている。 

⑥ 陽性反応的中度：許容値は4.0%以上であ
る。平成17～22年度の間、大きな変動は
見られない。 

 
Ｄ．考察 
 
① 精検受診率：全体的には改善傾向にある

が、未だ約半数が許容値に到達していな
い。しかし80%を超える都道府県が増加
していることから目標値90%、許容値70%
を目指すことは十分現実的と考えられ、
変更を行わず、底上げを目指すことが望
ましいと判断した。 

② 未受診率：許容値に到達する自治体数が
増えている一方、目標値に到達に対して
は未だ改善の余地があることから、基準
値は変更せずに動向を観測することが
望ましいと判断した。 

③ 未把握率：成績は総じて不良であり、平
成20年度以降はやや悪化している。精検
結果の把握は極めて重要な精度管理指
標であることから現在の基準値を引き
続き目指すべきと判断する。また、平成
20年度移行については、未把握の定義厳
密化によってそれまで未受診に分類さ
れていたものの一部が未把握に分類さ

れるようになったために、未把握率が上
昇したと考えられる地域も存在する。こ
の点からも、基準値を変更せずに動向を
モニタリングすることが望まれる。 

④ 要精検率：要精検率が上昇して基準値を
満たさない自治体の数が増加した理由
としては対象者の特性の変化の可能性
を考慮する必要がある。すなわち平成21
年度よりがん検診推進事業の一環とし
て、20、25、30、35、40歳という子宮頸
がんやCINの罹患率が比較的高い年代に
子宮頸がん検診の無料クーポン券が配
布され、この年代で受診者、なかでも検
診暴露歴が少ないものの受診が増加し
たことが要精検率上昇の要因である可
能性が示唆される。地域保健・健康増進
事業報告による子宮頸がん検診の初回
受診者（過去3年間に受診歴のないもの）
数でみると、20歳代～40歳代、特に20
歳～30歳代で平成21年以降急激に増加
しており（図2）、50歳代以降ではこの
傾向は強くない。また、初回＋非初回か
らなる受診者の総数についても50歳代
以降の増加がわずかであるのに対して、
20歳代～40歳代での平成21年度以降の
増加傾向が強く見られている（図2）。
よって子宮頸がん検診における平成21
年度以降の要精検率上昇という現象は
必ずしも精度管理状態そのもののの悪
化を示す指標とは言えない。そこで今後、
20歳代～40歳代の受診者、なかでも初回
受診者の増加や要精検率の数値におい
て同様の傾向がこのまま持続するなら
ば、新たな基準値を設定すべきである。
しかしながら、今後無料クーポン配布が
持続するかなどの見通しは明らかでな
く、新規受診者の獲得の持続が不明であ
り、現時点での要精検率の基準値の変更
は留保すべきである。 

⑤ 発見率：特に平成21年度以降で発見率が
許容値を満たさない都道府県が減少し
改善が見られる。発見率単独でみると、
許容値の水準をさらに厳格化すること
も可能かと思われる。しかし、時期を同
じくして要精検率も増加しており、やは
りがん検診推進事業による無料ク－ポ
ン配布により罹患率が比較的高い年代
の初回受診者が増加していたことが影



響している可能性がある。したがって基
準値の変更の可否は受診者特性の変化
も考慮して判断すべきと考えられるの
で、あと数年同様の傾向が続くことを確
認の上、変更を検討すべきと判断した。 

⑥ 陽性反応的中度：検査法に変更もなく、
許容値を満たす都道府県数にも著変が
ないことから、変更の必要はないと判断
する。陽性反応的中度の定義はがん発見
数／要精検者数であり、要精検率が増加
していることから、検診受診者における
有病者も増加していることが示唆され
る。 

⑦ 今後プロセス指標の数値に影響を及ぼ
しうる因子の検討：細胞診判定がクラス
分類とベセスダシステムの2本立てであ
ったものが、平成27年度事業報告よりベ
セスダシステムに一本化される。両者の
間には判定に若干の差異があることか
ら、ベセスダシステムへの一本化によっ
て要精検率が上昇する可能性がある。ま
た、平成27年度事業報告より精密検査結
果の判定分類が変更される。これより今
まで上皮内がんとして「がんであったも
の」に分類されていた病変がCIN3として
分類されることになり、その結果「がん
であったもの」の総数が減じることが予
想される。それにより発見率、陽性反応
的中度に変化が起こる可能性がある。 

 
Ｅ．結論 
 

・検討した6つの子宮頸がん検診のプロ
セス指標は、いずれも現段階では変更は
行わないことが妥当である。 
・今後、無料クーポン配布体制の推移や
ベセスダシステムへの完全移行、報告様
式の分類変更の影響が要精検率、発見率、
陽性反応的中度の数値に現れる可能性
が十分にあるので、さらに数年間モニタ
リングを続行したうえで、再度検討を行
うべきである。 

 
Ｆ．健康危険情報 
特になし 
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高松 潔，鈴木 直，青木大輔：〈シンポ
ジウム〉子宮頸部細胞診における精度
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3. 青木大輔：子宮頸がん検診の精度管理
の在り方．子宮がん検診従事者講習会
（甲府市），2013 年 12 月 

4. 青木大輔：〈特別講演〉子宮頸がん検診
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図 1. 平成 17～22 年度の各プロセス指標における許容値に達しない都道府県数の推移 
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図 2. 平成 20 年度および平成 21 年度以降の年代別子宮頸がん検診初回受診者数の推移 

（地域保健・健康増進事業報告より作図） 

 

 

 
図 3． 平成 20 年度および平成 21 年度以降の子宮頸がん検診の年代別総受診者数（初

回受診者＋非初回受診者）の推移 

（地域保健・健康増進事業報告より作図） 
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   厚生労働科学研究費補助金（第３次対がん総合戦略研究事業） 
 （分担）研究報告書 

 
   職域大腸がん検診の精度管理－精検受診率からの考察－ 

   研究分担者 渋谷 大助  公益財団法人 宮城県対がん協会がん検診センター 所長 
  研究協力者 島田 剛延    公益財団法人 宮城県対がん協会がん検診センター 副所長 
 
 
研究要旨 
平成 23 年度の日本消化器がん検診学会全国集計によると、わが国の地域大腸がん検診に

おける精検受診率は約 70％であるのに対して、職域では極めて低く約 30％と報告されてい
る。我々は職域検診における精検受診率向上のため、１）精検処理能を確保し、精検まで
の待ち日数を少なくすること、２）受診状況の確認、３）未受診者への受診勧奨、などを
行った。平成4年度から平成23年度の職域検診の受診数は142,437名で、精検該当者は5,180
名（3.6％）であった。このうち 95.4％が精密検査を受診していた。こうした対策でも職域
大腸がん検診の精検受診率は改善する可能性が示唆されたが、検診の効果を最大限に高め
るには組織型検診の体制を導入するような抜本的な取り組みが必要だろう。 
 
 
Ａ．研究目的 
  従来から指摘されているように、大腸が
ん検診の精検受診率は平成 4年度から低い
ままで、平成 23 年度日本消化器がん検診学
会全国集計では、53.6％（地域・職域・ド
ック等の合計）と報告されている１）。しか
しながら、地域と職域でその傾向は大きく
異なり、地域検診が精検受診率 70％前後で
推移しているのに対して、職域では低下を
続け平成 23 年度の精検受診率は 32.6％と
報告されている（図１）。 
一方、地域検診における我々の経験では、

１）説明会を実施するなど精検について受
診者の理解を深めること、２）精検処理能
を確保し、精検までの待ち日数を少なくす
ること、３）説明会での精検予約やバス送
迎などの利便性の向上、４）徹底した受診
確認と地域保健師からの受診勧奨、などに
配慮することで、90％を越える精検受診率
を達成してきた 2）。さらに職域や人間ドッ
クでの大腸がん検診においても、地域検診
と類似した方法を用いることで、90％前後
の精検受診率を継続してきた。 
 本研究では、これまでの 20 年間における
経験をもとにして、職域検診の精検受診率
向上のために重要な点を検討した。 
     

Ｂ．研究方法 
  当施設では、地域検診が業務の大半を占
めるが、職域検診や人間ドックも一部行っ
ている。地域検診においては市町村の保健
担当者と十分な連携を取り、図２のような
方法で精密検査を実施してきた。しかしな
がら、職域検診や人間ドックにおいては市
町村の保健担当者のようなキーパーソンは
必ずしも存在しないため、地域の場合とは
若干異なった方法をとっている（図３）。す
なわち、精検説明会は開催しないが、地域
の場合と同様に、精検処理能を確保し、当
施設において少ない待ち日数で精検を受け
られるようにした。そして、市町村の保健
担当者が担っていた精検該当者や未受診者
への勧奨、受診状況の把握は、当施設の職
員が確実に行うこととした。 
 以上のような方法で実施した職域や人間
ドックにおける大腸がん検診の精検受診率
及び精検受診医療機関について、平成 4年
度から平成 23 年度まで検討した。なお、有
意差の検定はカイ二乗検定で行い、1％未満
を有意差有りとした。 
 
（倫理面への配慮） 
  各種倫理指針に準拠し、個人データは用
いていない。 



 
Ｃ．研究結果 
  平成 4～23 年度の当施設の成績では、地
域検診の精検受診率 93.5％、職域検診では
95.4％、人間ドックでは 89.8％であった 
（表１）。平成 23 年度本学会全国集計によ
る精検受診率は地域検診 69.8％、職域検診
32.6％、人間ドック 41.1％と報告されてお
り１）、いずれの対策においても当施設の成
績が上回っているが、とりわけ職域検診や
人間ドックでその傾向が顕著であった（地
域・職域・ドックともｐ＜0.001）。がん発
見率も全国集計の地域 0.21％、職域 0.04％、
人間ドック 0.06％に対して、当施設は地域
0.26％、職域 0.15％、人間ドック 0.16％と
有意に高く（ｐ＜0.001）、精検受診率との
密接な関係が伺えた。当施設の地域・職域・
人間ドックにおける精検受診率の年次推移
をみると、３群はいずれの年度においても
90％前後の成績を維持していた（図４）。 
 精検受診医療機関の推移をみると（図５）、
地域検診では当施設受診の割合が低下を続
け、平成 5年度の 87％から平成 23 年度の
34％まで低下した（ｐ＜0.001）。一方、職
域検診や人間ドックでは当施設受診の割合
は 80％以上の高値を維持していた。 
 
Ｄ．考察 
 大腸癌による死亡数は増加を続け、わが
国における平成24年の死亡数は47,276人、
臓器別癌死亡数の第 3位（男性第 3位、女
性第 1位）を占めている 3）。多方面からの
十分な大腸がん対策が求められるが、その
一つとしてがん検診に期待がかかる。しか
し、厚生労働省から報告されているがん検
診の受診率は低く 4）、さらに地域検診と同
等かそれ以上の受診数が推定されている職
域検診では、極めて低い精検受診率が報告
されるなど１）、その精度管理には大きな問
題がある。 
 職域検診の本質的な問題は何であろうか。
我々は組織型検診（organized screening）
という視点から考えるのが、最も明快だろ
うと考えている。 
国際がん研究機関では組織型検診の定義

として、１）対象年齢、検診方法、検診間
隔が明確に定められていること、２）対象
となる集団が定義されていること、３）実

施に対して責任のあるマネージメントチー
ムが存在すること、４）決定とケア（リス
ク評価、一次予防、検診、診断、治療、サ
ーベイランス、ターミナルケア）を行うヘ
ルスケアチームが存在すること、５）質を
保証する仕組みが存在すること、６）がん
の罹患や死亡を把握する仕組みが存在する
こと、をあげている 5）（表２）。そして、Ｅ
Ｕの大腸がん検診ガイドラインでは、検診
の効果を最大にするためには、組織型検診
を実施すべきであると推奨している 6）。 
この観点から地域検診を評価すると、不

十分な点はあるものの概ね組織型検診の定
義を満たすことがわかる。一方で、職域検
診においては、１）地域検診における「が
ん予防重点健康教育及びがん検診実施のた
めの指針」のような統一された指針は存在
せず、対象年齢、検診方法、検診間隔等が
明確になっていない、２）地域検診におけ
る市町村保健担当者のような、検診の運営
に責任を有し包括的な管理を行うチームが
必ずしも存在するわけではない、３）各ケ
アの実施と連携（精検受診率に関わる部分
では、精密検査や治療を担う医療機関との
連携）が不十分な場合がある、４）地域検
診のように結果を集計し報告する義務はな
く、生活習慣病検診等管理指導協議会のよ
うな問題の改善へ向けて指導する仕組みも
ない、等の点から組織型検診とは程遠い状
況にあると言えるだろう。従って、ＥＵの
ガイドラインに倣い本質的な改善を目指す
には、地域検診と同様に組織型検診の体制
を構築することが不可欠と思われる。佐々
木らが報告したように、地域検診に集約す
るというのも一つの方法だろう 7）。 
 このように組織型検診への転換が職域検
診の抜本的な改善につながると思われるも
のの、現時点において国レベルで具体的な
取り組みが予定されているわけではない。
従って、当面は各職場や検診実施機関が地
域検診での経験をもとに対処していかざる
をえないだろう。我々の経験では、当施設
で十分な数の精検を提供し、さらに当施設
の職員が受診状況の把握と受診勧奨を徹底
することで、地域検診と同等の精検受診率
を達成できた。横山らの報告でも、職域大
腸がん検診の受診勧奨および事後指導に力
を入れ、さらに隣接する健康管理センター



で精検まで実施することにより、要精検率
は8～9％と高いにもかかわらず、75％前後
の精検受診率を継続していた8）。従って、
精検への円滑な誘導及び徹底した受診状況
の把握と受診勧奨をいずれかの部署が確実
に行うことにより、精検受診率を地域と同
等に高められる可能性は十分あると思われ
る。そのためには、職域検診においても指
針等による法的な取り決めがまず必要だろ
う。 
地域検診では我々の施設で精検を受ける

割合が年々低下していたが、職域やドック
では現在まで精検受診者のほとんどは我々
の施設で受けていた。これは、地域検診で
は地元医療機関への移行が着実に進んでい
るのに対し、職域検診では地域検診ほど円
滑な流れができていないことを示している
のかもしれない。従って、職域検診での精
検医療機関への誘導に際しては、地域検診
における市町村の保健担当者以上に職場や
検診実施機関が力を注ぐ必要があると思わ
れる。 
Ｅ．結論 
 我々の経験を通し、職域検診における精
検受診率向上策について考察した。本論文
で組織型検診の重要性を述べたが、わが国
においても以前から熱心に検診を実施して
いる地域や職域では、これに類することが
当然のこととして考えられてきたのではな
いだろうか。しかし、全ての職域で自発的
にこうした仕組みが導入されるとは考えら
れない。地域検診と同様に、職域検診にお
いても、法的な裏付けをもとにした組織型
検診の体制を構築するような抜本的な対策
が必要だろう。 
 
 本論文の要旨は第21回JDDW（東京）・第
51回日本消化器がん検診学会大会の特別企
画（主題）1「がん検診の精度管理」におい
て発表した。 
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   大腸内視鏡検査を対策型検診として用いた場合の問題点に関する研究 
        研究分担者 西田 博 パナソニック健康保険組合産業保健センター所長 
 
 
研究要旨 
 がん検診の費用便益分析のために開発したシミュレーションプログラムを用いて、便潜血
検査 (FOBT) と大腸内視鏡検査 (CS) を大腸がん検診の検査法とした場合の、効果の大きさ
や費用について推定した。毎年実施のFOBTと10年に1度実施のCSでは、死亡率減少効果に差
は認めないが、要する費用は受診率が増加するに従い増え、受診率70%の場合では、CSはFOBT
の3.5倍の費用を要すると推定された。 
 
Ａ．研究目的 
    大腸内視鏡を対策型検診として用いた
場合の効果の大きさや費用について推定す
る。 
 
Ｂ．研究方法 
    がん検診での費用便益分析のために開
発したプログラムを用い、大腸内視鏡 (CS)
を実施した場合の効果や費用について検討
した。対照として便潜血検査 (FOBT)を用い
た場合を利用した。仮定した数値は以下の
通りである。 
FOBT 
 受診間隔 毎年 
 感度 50.0%、特異度 97.0% 
 精検受診率 80.0% 
 精検感度 95% 
  精検特異度 100% 
    ただし、便潜血陽性者に対する精検は

大腸内視鏡を用いると仮定した。 
CS 
 受診間隔 10年に1度 
 感度 90%、特異度 100% 
 
両者ともに受診率が30%、50%、70%の場合 
想定した。 
前臨床期は、FOBT 5±2年、CSは7±2年と
仮定し、観察期間は10年とした。 
またモデル人口は、職域で図１のような年
齢分布を呈するものとした。 
 

シミュレーションを各ケースについて5回
実施し、その平均値を比較に用いた。 
 
（倫理面への配慮） 
  なし 
 
Ｃ．研究結果 
 40歳ではじめて検診(FOBT)を受けた実際
のコホート集団でのがん発見率とプログラ
ムから推計される発見率の間には、差を認
めなかった(図2)。 
 検診を実施しなかった場合の死亡者数は、
194人であり、受診率が30%, 50%, 70%の場
合のFOBTでの死亡者数は120.0人、88.2人、
66.8人であり、CSでは128.8人、89.0人、79.6
人であった。死亡率は両者とも、受診率が
増加するに従い低下した。また、相対危険
度は、受診率が70％の場合を除いて、両者
に差を見なかった。受診率が70％の場合で
は、FOBTで死亡率低下が大きかった。 
費用については、CSでFOBTに比し2倍から
3.5倍程度要すると推定された(表1)。 
 
Ｄ．考察 
 受診率が70％の場合を除いて、毎年実施
のFOBTと10年に一度のCSでは死亡率に大差
をみなかった。受診率70%を長期に渡って維
持することは、これまでのRCTからみても困
難であり、受診率70%での両者の効果の差は
問題になるものではないと考えられる。し
かし、費用については、受診率の増加とと



もにFOBTとCSの差は大きくなることから、
実施に際しては、慎重な判断が求められる。 
 今回の検討はあくまでシミュレーション
であり、仮定した数値の妥当性に左右され
る。80％というFOBT陽性者の精検受診率や
特に、前臨床期についてFOBTでは報告が存
在するが、CSについてはなく、今回の仮定
の妥当性についてはさらに検討が必要であ
る。 
 
Ｅ．結論 
 毎年実施のFOBTと10年に一度実施のCSで
は、死亡率減少効果に差はないと考えられ
た。しかし、費用については、後者で大き
く、実際の導入に際しては慎重な判断が必
要である。 
 
Ｆ．健康危険情報 
  なし 
 
 
 

 
 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
なし 
 
 2.  学会発表 
1)松本貴弘、西田 博、原田明子.職域大腸
がん検診の最適化－便潜血検査 cut off
値の検討－. 第 52 回日本消化器がん検
診学会総会（仙台市）2013 年 6月 7日 

 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
 1. 特許取得 
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 2. 実用新案登録 
 なし 
 
 3.その他 
 なし 
 

 

 

 

 

 

図１モデル人口の年齢分布 

 



 
図２ 職域でのがん発見率の推移とモデル予想 

 

 

 

表１ シミュレーション結果 
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国民生活基礎調査と地域・職域を併せた全数調査によるがん検診受診率の違い 
―大腸がん検診無料クーポン券配布後の受診率の変化を含めて― 

          
研究分担者 松田 一夫 福井県健康管理協会・県民健康センター所長 

 
 
研究要旨 
2011年に始まった、働く世代への大腸がん検診推進事業（大腸がん検診無料クーポン券）

によって大腸がん検診の受診率が向上したのかどうかを検証するためには、地域のみならず
職域をも含めたがん検診の受診率を把握する必要がある。 
全国において、地域・職域を含めたがん検診受診率を把握する手段としては3年に1度行わ

れる国民生活基礎調査（健康票）があるものの、本人の記憶に基づく回答のため受診年の間
違い、がん検診と診療との混同、便潜血検査を大腸がん検診とは理解していない等の誤りが
予想される。一方で福井県では、2008年から市町が行った対策型検診に加えて県内の全医療
機関が実施したがん検診の数を集計（全数調査）して県民のがん検診受診率をほぼ正確に把
握している。福井県のがん検診受診率（2010年）を全数調査と国民生活基礎調査とで比較す
ると、大腸がん検診ではそれぞれ27.3％、25.6％とほぼ近似していたが、肺がん検診では全
数調査で45.0％、国民生活基礎調査では25.8％、胃がん検診ではそれぞれ21.2％、32.4％と
両者間に大きなかい離を認めた。 
福井県では受診率向上を図るため、2010年から全県を一体的に精度管理した個別検診を開

始し、2011年から前述の大腸がん検診無料クーポン券の配布を開始した。これらの取り組み
による大腸がん検診受診率の変化を全数調査によって検討すると、2009年―2010年―2011年
―2012年には26.6％―27.3％―27.3％―28.9％と増加はわずかであった。一方、対策型検診
の受診者数が大幅に増加した福井市では精検処理能力の不足もあってか精検受診率の大幅
な低下がみられた。 
大腸がん検診では肺がん・胃がんと違って国民生活基礎調査によって受診率を把握できる

であろうと考えた。福井県では無料クーポン券の配布後も受診率向上はわずかであったが、
全国的にはどうなのか、2013年の国民生活基礎調査による大腸がん検診受診率の発表が待た
れる。働く世代への大腸がん検診推進事業を実効あるものにするためには、無料クーポン券
による個別受診勧奨だけにとどまらず、実際の受診の有無を確認し、未受診者に対しては再
受診勧奨が重要である。また受診率のみに目をとらわれて精検受診率等の精度管理がおろそ
かになってはならない。 
Ａ．研究目的 
2011年に始まった働く世代への大腸がん

検診推進事業（40、45、50、55、60歳に対す
る大腸がん検診無料クーポン券の配布）によ
って、大腸がん検診の受診率が向上したのか
どうかを検証するためには、地域のみならず
職域をも含めたがん検診の受診状況を網羅
的に把握する必要がある。 
全国において地域・職域を含めたがん検診

受診率を把握する手段としては3年に1度行

われる国民生活基礎調査（健康票）があるも
のの、本人の記憶に基づく回答のため、受診
年の間違い、がん検診と診療との混同、便潜
血検査を大腸がん検診とは理解していない
等の誤りが予想される。果たして、国民生活
基礎調査によるがん検診受診率が正しいの
か疑問がある。一方で福井県では、県独自の
事業として市町で実施された対策型による
がん検診の他に県内の全医療機関で行われ
た職域でのがん検診を合わせて集計（全数調



査）し、県民全体のがん検診受診率を計測し
ている。そこで、全数調査によるがん検診受
診率と国民生活基礎調査による受診率に違
いがあるのかどうか検討した。 
福井県では受診率向上を図るため、2010年

から全県を統一的に精度管理する個別検診
を開始し、2011年から他の都道府県同様に大
腸がん検診無料クーポン券の配布を開始し
たが、その後、大腸がん検診受診率および精
検受診率がどう変わったかを検討した。 
 
Ｂ．研究方法 
 2010年の国民生活基礎調査による福井県
のがん検診受診率を全国平均と比較し、さら
に同年の福井県による全数調査と比較して、
がんの種類による違いについて検証した。 
 次に全数調査による大腸がん検診受診率
を個別検診の開始前（2009年）と開始後 
（2010年）で比較した。また大腸がん無料ク
ーポン券配布前（2010年）と配布後（2011
－2012年）について全年齢および69歳以下に
ついて受診率の変化を検討した。さらに対策
型による市町での大腸がん検診について精
検受診率の変化をみた。 
  
Ｃ．研究結果 
 2010年の国民生活基礎調査によれば、過去
1年以内の胃がん、肺がん、大腸がんの受診
割合は全国平均でそれぞれ30.1％、24.8％、
23.0％、過去2年以内に乳がん、子宮頸がん
検診を受診した割合は31.4％、32.0％であっ
た。同調査による福井県の受診率はそれぞれ
32.4％、25.6％、25.8％、32.9％、33.5％で、
福井県の方が5がんすべてにおいて全国平均
をわずかに上回っており、大きなかい離は認
めなかった。また同年の福井県における全数
調査による受診率は、胃がん、肺がん、大腸
がん、乳がん、子宮頸がん検診でそれぞれ、
21.2％、27.3％、45.0％、22.5％、23.1％で
あった。 
福井県の全数調査の方が国民生活基礎調

査よりも正確にがん検診受診率を把握でき
ると考えるならば、国民生活基礎調査による
受診率は胃がん検診では11.2％高く、大腸が
ん検診では1.7％低く、肺がん検診で19.2％
低かった（表1）。大腸がん検診では両者の
数字は近似するが、胃がん検診と肺がん検診
では相当のかい離がみられた。一方で、乳が

んおよび子宮頸がん検診については、全数調
査による職域でのがん検診は単年度での調
査で過去2年に1回受診した者の割合は不明
な為、国民生活基礎調査と単純に比較するこ
とはできなかった。 
 次に全数調査による福井県内の大腸がん
検診受診率の推移をみると、2009年は26.6％
であったが、個別検診を開始した2010年には
27.3％となった。大腸がん検診無料クーポン
券が配布されても2011年には職域での大腸
がん検診が減ったために受診率は前年と同
様の27.3％であったが、翌年には職域・地域
ともに受診者数が増加し、受診率は28.9％と
わずかに増えた。また年齢を69歳以下に限定
しても受診率は2010年には32.8％、2011年に
は32.2％、2012年には35.0％になったものの
増加はわずかにとどまった（図1）。 
 また市町が実施した対策型大腸がん検診
の受診者数、精検受診率は2010年には42,428
名、78.0％、2011年には49,222名、77.7％で
あったが、2012年には受診者数が52,428名と
増えたものの精検受診率は74.1％と低下し
た。とりわけ受診者数の1/3を占める福井市
では、2011年に79.8％であった精検受診率が
2012年には71.9％と大きく低下した（表2）。
その理由は定かではないが、多数の精検を行
っている病院のひとつで大腸内視鏡検査の
待ち時間が以前よりも相当長くなっている
ことが判明した。 
 
Ｄ．考察 
 働き盛りの大腸がん死亡を減らすことを
目的として2011年から大腸がん検診無料ク
ーポン券の配布が開始された。本事業によっ
て市町の受診者数が増えたとの声をよく聞
くが、本当に地域全体で受診率が向上したの
かどうか検証するには、地域のみならず職域
を含めた受診状況を正確に把握することが
重要である。 
全国の受診率を把握する手段としては3年

に1度行われる国民生活基礎調査（健康票）
によるがん検診の受診調査がある。この調査
は基本的に本人の申告によりもので、記憶違
い、がん検診と診療との混同等、誤りがある
と思われる。一方で、福井県では2008年から
地域で行われたがん検診の他に、県内の全医
療機関で行われた診療以外のがん検診を集
計（全数調査）して福井県民におけるがん検



診受診率を集計している。福井県は人口が80
万人足らずで、県外からの検診業者の参入が
あまりなく、また他県で診療を受けることも
多くないと考えられるため、この全数調査の
方が国民生活基礎調査よりも実際のがん検
診受診状況を正確に把握できると考え、国民
生活基礎調査によるがん検診受診率を検証
した。 
国民生活基礎調査によるがん検診受診率

を全数調査による受診率と比較すると、大腸
がん検診については両者が近似した。理由と
しては大腸がん検診の説明として便潜血反
応検査（検便）などと調査票に記載されてい
ること、有症状者に対する診療行為としては
便潜血検査が余り用いられていないためと
考える。他方、胃がん検診受診率は実態より
もかなり高く、肺がん検診では非常に低く算
定されていることが明らかになった。従って、
国民生活基礎調査によって得られたがん検
診受診率は、大腸がん検診については参考に
なるが、胃がん・肺がん検診については妥当
ではない。 
大腸がん無料クーポン券の配布によって

大腸がん検診受診率が向上したかどうかを
福井県での地域・職域全数調査によって検証
した結果、2010年と比較すると2010年には全
年齢で1.6％増加、69歳以下に限定しても 
2.2％の増加に過ぎなかった。受診率向上が
わずかであったのは福井県だけかも知れな
いが、全国で受診率が向上したのかどうかを
検証するには地域・職域を含めてがん検診の
受診状況を正確に把握する必要がある。今回
は検証の材料として福井県が独自に行って
いる地域・職域全数調査を用いたが、福井県
でこの調査が行えるのは、①人口が少ない、
②他県からの検診業者の参入が少ない、③他
県で診療を受けることが少ない、④県医師会
の協力により県内全医療機関におけるがん
検診実施状況を収集できるからである。他の
都道府県で同様の調査を正確に行うことは
極めて困難であると考える。その代わりとし
て、国民生活基礎調査は大腸がん検診の受診
率把握には利用できると考える。無料クーポ
ン券の配布によって全国の大腸がん検診受
診率が向上したのかどうか、2013年の国民生
活基礎調査の結果が待たれる。 
一方で、福井県における2010年の国民生活

基礎調査では胃がん・肺がん検診の受診率は

全数調査とはかなりかい離があった。国民生
活基礎調査でがん検診（とりわけ胃がん・肺
がん）受診率を正確に把握するには、診療に
よる検査とがん検診とは異なることを明記
するとともに、肺がん検診は専ら胸部X線検
査で行っていること等が伝わるように設問
を吟味することが必要であろう。 
 また福井市では受診者数が着実に増加し
たが、2012年の精検受診率が大幅に低下した。
その理由をしっかり検証した訳ではないが、
多数の精検を担っている医療機関で内視鏡
精検までの待ち時間がかなり延長していた。
大腸がん検診によって大腸がん死亡を減ら
すには、受診率を向上させる必要があるが、
受診率にのみ目を奪われてはならない。 
福井県では、大腸がん検診無料クーポン券

を配布してもわずかな受診率向上しか認め
なかった。本事業が実効あるものにするため
には、未受診者に対する受診勧奨・再受診勧
奨が必要であり、加えて精検未受診者に対す
る精検受診勧奨と精検処理能力の向上も必
要である。現在福井県では全精検の94％は、
全大腸内視鏡検査で行われていた。現有の精
検処理能力を十分に活用するためにも特定
の医療機関に要精検者が集中しないよう、か
かりつけの胃腸科でも精検が可能であるこ
とを周知することが必要と考える。一方で、
すべての精検登録機関での精検の精度を高
めるため、大腸内視鏡挿入技術の向上ととも
に、内視鏡精検の標準化が必要である。 
 

Ｅ．結論 
2011年から始まった働く世代への大腸が

ん検診推進事業（大腸がん検診無料クーポン
券）の効果を検証するには、地域・職域を含
めた大腸がん検診の受診状況を網羅的に把
握する必要がある。福井県が行った地域・職
域全数調査による大腸がん検診受診率と国
民生活基礎調査による受診率は近似してい
たため、前述の大腸がん検診無料クーポン券
の効果をみるためには、国民生活基礎調査に
よる受診率が判断材料になると考える。2013
年の国民生活基礎調査の結果が待たれる。 
福井県における大腸がん検診受診率を無

料クーポン券配布前後で比較すると、受診率
の増加は全県的にはわずかであった。一方で、
受診者数が大きく増加した福井市では、精検
処理能力の不足もあってか、精検受診率が大



幅に低下した。 
大腸がん死亡を減らすには大腸がん検診

の受診率のみに目をとらわれることなく、精
検受診率等の精度管理にも努める必要があ
る。 
 

Ｆ．健康危険情報 
 特になし 
 
Ｇ．研究発表 
1.  論文発表 
1)松田一夫、田中正樹：内視鏡による対策
型大腸がん検診は実施可能か？―大腸が
ん検診における内視鏡精検の感度と精検
処理能力の観点から―．日消がん検診誌、
51(4)：456-464、2013  

2)田中正樹、松田一夫:地域がん登録との記
録照合による胃がん検診新旧撮影法の精
度比較．日消がん検診誌、51(2)：223-233、
2013 

  
2.  学会発表 
1) 服部昌和、松田一夫、藤田 学、他：
地域がん登録を用いた大腸がん集団検
診の検討．第52回日本消化器がん検診学
会総会、2013.6、仙台市 

2) 松田一夫：大腸がん検診無料クーポン
券の送付による大腸がん検診受診者数
の変化―福井県で実施した大腸がん検
診の地域・職域全数調査より―． 第52
回日本消化器がん検診学会総会【附置研
究会1】大腸がん検診精度管理検討研究
会、2013.6、仙台市 

3) 服部昌和、藤田 学、松田一夫：地域
がん登録を用いた大腸がん集団検診の
精度管理．第51回日本消化器がん検診学
会大会、2013.10、東京都 

4) 石川善樹、松田一夫、斎藤 博：一般 
 地域住民を対象とした大腸がん検診マ
ルチメディアキャンペーンの効果：準実
験デザイン．第51回日本消化器がん検診
学会大会、2013.10、東京都 

 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
 1. 特許取得 
   なし 
2．実用新案登録 
   なし 
3．その他 
   特になし  

 
                
                                                                                
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



研究報告書                                
 

                                                                                 
   厚生労働科学研究費補助金（第３次対がん総合戦略研究事業） 

 （分担）研究報告書 
 

   検診受診者台帳とがん登録との照合による感度・特異度測定に関する研究 
 

研究分担者 中山 富雄 大阪府立成人病センター  
がん予防情報センター疫学予防課課長 

 
 
研究要旨 
大阪府A市が、がん検診の事業評価として行った、受診者台帳とがん登録の照合成績を元に、
がん登録との照合による課題を整理した。H16-19年度に行われたのべ23,000～10万弱の受診
者台帳を、大阪府がん登録と照合した。中間期がんの定義を胃・肺・大腸で12ヶ月、子宮頚・
乳で24ヶ月以内の診断と定義した場合、精検不要と判定されたものからの偽陰性は、肺では
41例、他のがんでは10例前後把握された。一方、市が発見がんとして把握しているもののう
ち、最小は肺の40％、最大は大腸の74%が、がん登録に登録漏れしていた。検診発見がんの
うち、上皮内がんやcancer in adenomaで見つかることの多い子宮頸部・大腸の場合は、外
来を主体とした軽微な治療で済ますことができるため、がん診療拠点病院以外の小規模な医
療機関で精密検査・治療が行われるため、登録漏れを生じやすいと考えられる。今後がん登
録法の整備によりがん登録の登録精度は向上するものの、診療所への届け出義務がないこと
から、上記の課題は解消しない可能性が有り、がん登録との照合が普及したとしても、結果
の解釈には注意を要することが示された。 
 
Ａ．研究目的 

 がん検診のプロセス指標の一つとして、
がん登録との照合による偽陰性例の把握、
感度の測定がある。過去には集団検診実施
機関が有する検診受診者台帳との照合とい
う形で、学会発表や学術雑誌への投稿が盛
んに行われてきたが、これらは精度管理に
熱心な検診実施機関が研究として行なって
きた意味合いが強く、定期的に行われる検
診の事業評価という意味あいで行われたも
のではない。大阪府では平成 24 年度から市
町村の事業評価として、市町村が有する検
診受診者台帳をがん登録と照合することを
励行し、そのための基盤整備をしてきた。
今回 A市の受診者台帳との照合を行い、照
合の結果判明した課題について報告する。 
 
Ｂ．研究方法 
 
  大阪府 A市は人口 40 万のベッドタウ

ンで、５つのがん検診のうち胃・大腸・乳

房を集団車方式と個別方式の併用、肺・子
宮頸部を個別方式単独で行っている。受診
率は最小で胃の 6%から最高で子宮頸部の
18％までに分布し、都市部としては府内で
平均的な受診率を示している。この A市の
がん検診受診者台帳（平成 16 年度～19 年
度）と大阪府がん登録を照合した。照合時
点で平成 20 年のがん罹患が使用可能とい
う状況であった。 
｢発見がん｣とは A市が要精密検査の追跡

調査により把握している発見がんと定義し
た。A市保健センターは検診受診後から 24
ヶ月にわたり計 3回の追跡調査・未受診者
勧奨を郵送・電話・訪問などで実施してい
る。この発見がんのうちがん登録に登録さ
れているものを｢登録がん｣、登録されてい
ないものを｢未登録がん｣に区分した。｢偽陰
性｣は、市が把握しておらず、がん登録に検
診受診後 X年以内に当該がんの罹患が登録
されているものと定義した（X年：胃・肺・
大腸は 1年、乳房・子宮頸部は 2年）。偽陰
性には検診で要精検となったがその過程で



診断されなかったものと、精検不要となっ
たものが存在するが、要精検となったもの
からの偽陰性には、①精検で正しくがんと
診断されていたが把握もれ、②精検での診
断が誤っていた偽陰性の二種が論理的には
存在するが、ここでは主に①の市町村の把
握もれとして扱った。 
発見がんとして、市が把握しているすべ

ての発見がん数と、要精検者から照合によ
り把握されたがんを市の把握した発見がん
に加えたもの（要精検者からの偽陰性をす
べて把握漏れであり精検での誤診断がない
と仮定した場合）の二通りで求めた。 
がん発見率は、｢健康増進事業報告時｣(検

診実施年度の翌年度 5月)、｢最終把握分｣
（検診実施年度の翌々年度 5月）、｢がん登
録照合｣（要精検者でがん登録により補充さ
れたものを含めた）の 3通りで求めた。感
度については、がん登録照合により把握さ
れた要精検者からの偽陰性例も発見がんに
含めた場合で求めた。 

（倫理面への配慮） 

A市が所有する個人識別情報を施設外に
持ち出し、がん登録との照合に使用するこ
とは、自治体の所有する個人情報の目的外
利用に相当するため、A市の個人情報保護審
査委員会で審議・承認を得た。今回の本研
究報告は、この事業としての位置づけで行
った照合により判明した問題点を検討し、
統計表を用いて議論するものであり、倫理
的な問題は発生しない。 

Ｃ．研究結果 

各臓器の照合結果を表１に示した。 
平成16-19年間ののべ受診件数は、23,000

～10万弱であった。 
A市が発見がんとして把握しているのは、

子宮頚がん101例、胃がん95例、肺がん103
例、乳がん117例、大腸がん338例であった。
一方A市が発見がんとして把握せず、今回の
照合で把握された偽陰性例のうち、要精検
と判定されていたものは、それぞれ19例、
11例、18例、9例、22例であった。これらの
診断時期は、精密検査受診からそれほど離
れていない期間であり、精密検査としての
一連の流れの中で診断されたものと考えら

れた。したがってこれらを発見がんに含め
ると、各臓器の発見がんはそれぞれ120例、
106例、121例、126例、354例となった。表
２に複数の条件で求めた発見率と感度を示
す。当該年度での公式の統計である健康増
進事業報告時（当時は翌年度の5月に回収）
では各臓器の発見率はそれぞれ0.15％、
0.23％、0.08％、0.39％、0.42％であった。
A市では上記の報告を行ったあとも検診か
ら24ヶ月後まで追跡調査をおこなっていた
が、その終了時点（最終把握時）での発見
率はそれぞれ0.16％、0.28％、0.11％、
0.50％、0.63％であった。大腸で特に健康
増進事業報告後からの変化が大きかった。
要精検者で今回のがん登録との照合で判明
したものも含めた場合、更に0.04％程度の
発見率の向上を認めた。がん登録照合時点
で把握された要精密検査者からの診断例を、
発見がんに含めて感度を求めると、それぞ
れ90.9％、96.6％、74.7％、88.7％、97.5％
であった。 

Ｄ．考察 

がん検診のシステム全体を評価するプロ
セス指標として地域がん登録との照合によ
る感度が重要とされてきた。今回の検討で
は予想に反して、発見がんとして市町村が
把握しているものの多くが、地域がん登録
に登録されていなかった。特に子宮頚がん
と大腸がんでこの傾向が強かった。これら
の臓器では上皮内がんやcancer in adenoma
が円錐切除やポリペクトミーなど侵襲性の
小さい検査（治療）で診断し得る。すでに
このような検査は普及していることから、
院内がん登録を要件としているがん診療拠
点病院以外でも診断・治療がなされている
と考えられる。この市の基幹病院は、拠点
病院ではなく、がん登録が組織的に行われ
てこなかった病院であり、早期がんの多い
検診発見がんが大量に登録漏れを来したと
考えられる。大阪のような都市部では、医
療機関数が多いことから登録精度が必ずし
も高くなく、がん登録との照合では期待さ
れたほどの偽陰性の把握は困難かもしれな
い。 
要精検者のうち市が把握していなかった

例を発見がんに含めて求めた感度は、過去



の報告例に比べて高い値を示した。発見が
んの登録率が悪いことから、偽陰性例につ
いても同様に登録率が悪い可能性がある。
そこで表３のように感度分析を行った。発
見がんの登録率と偽陰性例の登録率が同様
であった場合、偽陰性例の数は、それぞれ
25.3、21.9、62.8、29.2、33.6例と推定さ
れる。これを元に感度を求めると、それぞ
れ82.6、82.9、65.8、92.4、78.9％となり、
5.1～13.7％低下した。過去の報告と比較す
れば、この値は妥当な成績であると考えら
れる。 
今回の検討のように、地域がん登録と検

診受診者台帳との照合にはいくつかの課題
がある。一つはがん登録側の登録精度の問
題であり、上皮内がんなどの軽微な治療で
すませられる進行度ほど漏れやすく、検診
の発見率や感度を低く見積もる可能性があ
る。このA市は、市保健センターによる要精
検者の追跡調査を熱心に行なっているとこ
ろであることから発見がんの把握率が高く、
逆にがん登録の登録漏れが明瞭になった。
がん登録法の制定により、登録精度が上が
ることが期待されるものの、診療所への届
け出は義務化されていないため、この問題
は依然つきまとうと予想される。二つ目は、
得られた結果の解釈である。感度・特異度
といった報告は、それぞれのがん検診の導
入初期に研究として報告されたものが多く、
最近の報告は乏しい。このため得られた結
果を何と比較参照するのか？精度は高いと
みるべきか、悪いとみるべきなのかが判断
がつかない。今後照合する自治体の数を増
やしながら、その分布でもって判断してい
く必要がある。 

Ｅ．結論 

 市町村が事業評価として、がん検診の受
診者台帳を、がん登録と照合したが、発見
がんの登録漏れが多いことが明らかとなっ
た。特に子宮頚がんや大腸がんの上皮内が
んでは、登録漏れが生じやすいことから、
結果の解釈には注意を要する。今後がん登
録法により、登録精度は上がるものの、診
療所で治療される例は、依然として登録漏
れになりやすいことに留意が必要である。 
 

Ｆ．健康危険情報 
   
  特になし 
 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
1. Tabuchi T, Hoshino T, Nakayama T, 

Ito Y, Ioka A, Miyashiro I, 
Tsukuma H. Does removal of 
out-of-pocket costs for cervical 
and breast cancer screening work? 
A quasi-experimental study to 
evaluate the impact on attendance, 
attendance inequality and average 
cost per uptake of a Japanese 
government intervention. Int J 
Cancer. 2013, 133(4): 972-83 

2. Ito Y, Nakayama T, Miyashiro I, 
Ioka A, Tsukuma H. Conditional 
survival for longer-term 
survivors from 2000-2004 using 
population-based cancer registry 
data in Osaka, Japan. BMC Cancer. 
2013, 22(13): 304-310. 

3. Ikeda A, Miyashiro I, Nakayama T, 
Ioka A, Tabuchi T, Ito Y, Tsukuma 
H. Descriptive Epidemiology of 
Bile Duct Carcinoma in Osaka. Jpn 
J Clin Oncol. 2013 
43(11):1150-1155.  

4. Tabuchi T, Ito Y, Ioka A, Nakayama 
T, Miyashiro I, Tsukuma H. Tobacco 
smoking and the risk of subsequent 
primary cancer among cancer 
survivors: a retrospective cohort 
study. Ann Oncol. 2013; 
24(10):2699-704. 2013. 

5. 中山 富雄. 肺がん検診の現状と
成績. 日本臨床 71(増6) 最新肺癌
学 2013: 311-314 

6. 伊藤 ゆり, 中山 富雄, 山崎 秀
男, 津熊 秀明. 市町村におけるが
ん検診精度管理指標の評価方法に
ついて Funnel plotによる評価. 
厚生の指標 2013, 60(11); 20-25 

 
 2.  学会発表 

1. 中山富雄．肺癌検診は有効か? 胸部X



線を用いた肺癌検診の評価研究をど
う考えるのか?．第54回日本肺癌学会
総会（2013年11月 東京） 

2. 中山富雄．がん検診の精度管理 がん
検診の精度管理の方向性 検診の格
差は解消可能か? 第 51 回日本消化
器がん検診学会総会（2013 年 11 月 
東京） 

3. 中山 富雄. 喀痰による肺癌検診の
問題点とその克服に向けて 肺がん
検診の動向と喀痰細胞診 喀痰集検
の存続は?（2013 年 5月 東京） 

4. 濱 秀聡, 田淵 貴大, 中山 富雄, 
福島 若葉, 松永 一朗, 伊藤 ゆり, 
宮代 勲. 喫煙状況別にみたがん検
診(肺・胃・大腸)受診状況 大阪市

民の断面調査. 第 72 回日本公衆衛
生学会総会(2013 年 10 月 津市) 

 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
 
 1. 特許取得 

     特になし 
 2. 実用新案登録 

     特になし 
 3.その他 
     特になし 
 
 

 
 
 



表１．照合結果 

 発見がん 偽陰性 

登録がん 未登録がん 計 

子宮頚 

(60,175) 

精検不要 

(59,345) 

- - - 12 
上皮内 7 
限局    4 
遠隔    1 

要精検 

(830) 

38 
上皮内 9、限局   17 
隣接  7、遠隔  1 
不明  4 

63 101(120*) 19 
上皮内 12 
限局    6 
不明   1 

胃 

(33,756) 

精検不要 

(28,206) 

- - - 13 
限局  8、リンパ 1 
隣接   1、遠隔   2 
不明   1 

要精検 

(5,584) 

52 
限局 24、リンパ 11 
隣接  7、遠隔  5 
不明  5 

43 95(106*) 11 
限局  8、リンパ 1 
遠隔   2 

肺 

(96,468) 

精検不要 

(90,571) 

- - - 41 
限局 12、リンパ 3 
隣接   8、遠隔   9 
不明   9 

要精検 

(5,897) 

61 
限局 21、リンパ 11 
隣接  8、遠隔  15 
不明   4 

42 103(121*) 18 
限局  9、リンパ 2 
隣接   2、遠隔   5 

乳房 

(23,293) 

精検不要 

(20,966) 

- - - 16 
限局 13、リンパ 2 
不明   1 

要精検 

(2,327) 

51 
限局 37、リンパ 7 
隣接   1、不明   6 

66 117(126*) 9 
上皮内 2、限局  4 
リンパ 2、遠隔   1 

大腸 

(66,890) 

精検不要 

(60,379) 

- - - 9 
上皮内 2、限局   2 
リンパ 1、隣接   1 
遠隔   1、不明   2 

要精検 

(6,511) 

87 
上皮内 16、限局 46 
リンパ 14、隣接  2 
遠隔    3、不明   6 

245 332(354*) 22 
上皮内 4、限局 10 
リンパ 4、隣接  1 
遠隔   2、不明   1 

(＊；要精検からの偽陰性を、把握漏れの発見がんと見なした場合の発見がん数) 

 



表２．発見率と感度 

 発見率(%) 感度 

健康増進事業

報告時 

最終把握時 がん登録 

照合後 

 

子宮頚 0.15 0.16 0.20 120/132=90.9 

胃 0.23 0.28 0.32 106/119=96.6 

肺 0.08 0.11 0.13 121/162=74.7 

乳房 0.39 0.50 0.54 126/142=88.7 

大腸 0.42 0.63 0.68 354/363=97.5 

要精検者で市の発見がんに含まれておらず検診受診後 24 ヶ月以内に発見されたものを 

「把握漏れの発見がん」と見なした場合 

 

表３．感度分析 

 発見がん

数 

登録率

（％） 

(a) 

照合で把

握された

偽陰性 

(b) 

推定 

偽陰性

数 

(b)/(a) 

感度(%) 

1 2 

子宮頚 120 47.5 12 25.3 120/132=90.9 120/145.3=82.6 

胃 106 59.4 13 21.9 106/119=96.6 106/127.9=82.9 

肺 121 65.3 41 62.8 121/162=74.7 121/183.8=65.8 

大腸 354 30.8 9 29.2 354/363=97.5 354/383.2=92.4 

乳房 126 47.6 16 33.6 126/142=88.7 126/159.6=78.9 

(子宮頸、胃、肺、大腸、乳房は H16-19 年度、前立腺は H19 年度のみ) 

1. 要精検者で市の発見がんに含まれておらず検診受診後 12 ヶ月(子宮頸、乳房は 24 ヶ

月)以内に発見されたものを「把握漏れの発見がん」と見なした場合 

2. 要精検者で市の発見がんに含まれておらず検診受診後 12 ヶ月(子宮頸、乳房は 24 ヶ

月)以内に発見されたものを「把握漏れの発見がん」と見なし、中間期がん数が発見が

ん全体と同じ割合で登録されていたと仮定した場合 

 



 
研究報告書                                
 

                                                                                 
   厚生労働科学研究費補助金（第３次対がん総合戦略研究事業） 

 （分担）研究報告書 
 

   マンモグラフィ検診下での検診発見例と偽陰性例に関する研究 
              研究分担者 笠原善郎 福井県済生会病院 外科 

田中文恵 大田浩司 前田浩幸 福井県癌検診精度管理委員会乳がん部会 
 
 

研究要旨 
 2004年度から2008年度の5年間に実施した福井県視触診併用マンモグラフィ対策型検診発
見受診者を2004年4月から2011年12月末までの福井県癌登録と照合し、検診発見例と偽陰性
例を抽出した。検診方法は、視触診＋マンモグラフィ1方向撮影を原則隔年検診で行い、そ
の精度管理は精中委の基準に準じた。 
 期間中に発見された検診発見例は209例、偽陰性例は48例で、病理検査結果の報告の得ら
れた206例および47例を対象とした。 
偽陰性例は確認できる範囲でのマンモグラフィの見直しで見落とし例はなく、また75％の症
例の発見動機はしこりなどの自覚症状であった。組織学的特性としては、検診発見例がDCIS
例を18.4％と多く占めているのに対し、偽陰性例では検診発見癌と比べDCIS症例が有意に少
なく、ER陰性乳癌、Triple negative乳癌の割合が高かった。再発に関して検診発見に比べ、
偽陰性例は有意に再発率が高かった。 
 今回、マンモグラフィ併用対策型検診での発見現状、組織学的特性を偽陰性の特性から把
握することができた。今後の検診システムや精度の検討に役立てていきたい。 
 
Ａ．研究目的 
   対策型検診にマンモグラフィが導入さ
れて以来、その感度特異度などの成績報告、
また中間期癌の報告はされていない。福井
県におけるマンモグラフィ検診での発見例
と偽陰性例の特徴をその病理組織学的に比
較し予後を含め検討した。 
 
Ｂ．研究方法 
  2004年度から2008年度の5年間での福井
県乳癌検診受診者を2004年度から2011年12
月末までの福井県癌登録と照合し、検診発
見例および偽陰性例を抽出した。検診方法
は視触診およびマンモグラフィ1方向を原
則隔年検診で実施、その精度管理は精中委
の基準に準じた。（但し、2004年度は一部
視触診単独検診受診者を含む。）次年度検
診発見乳癌は次年度検診発見（真陽性）と
して扱った。これら検診発見209例と偽陰性
48例のうち報告の得られた206例、47例を対
象とし病理組織学的に検討した。尚、症例

の予後は、福井県がん登録および診断・治
療を行った各医療機関へ照会確認した。ま
た偽陰性例に対して、保管されている検診
発見受診時のマンモグラフィを精中委マン
モグラフィAS判定医3名で見直した。 
 
Ｃ．研究結果 
  まず、偽陰性症例の発見時受診動機をみ
ると、約75％はしこりや乳頭分泌の自覚症
状で受診しており、約20％は任意型検診要
精査であった(表1)。また偽陰性症例診断時
の画像が得られた症例のうち、80％がマン
モグラフィで、96％が超音波で病変指摘が
可能であった。 
尚、検診マンモグラフィ画像が現存する偽
陰性例28例(58.3%)をAS判定医師3名で見直
しを行ったが、明らかな見落とし例はなか
った(表2)。  
病期進行度の評価として、検診例と偽陰性
例を比較すると、検診例では0期の非浸潤癌
例の割合が高く、病理組織学的に見ても、



検診例は有意に非浸潤癌が多かった(表3)。 
免疫組織学的には、ER陰性乳癌の割合が偽
陰性例で40％と有意に高かった。これは、
浸潤癌での比較検討でも同様の結果であっ
た。HER2についても検討したが、特に傾向
などはみられなかった(表4)。Subtypeでは
Triple negative乳癌症例が有意に多かっ
た(表5)。 
 予後についての検討では、再発に関して
検診発見に比べ、偽陰性例は有意に再発率
が高く、死亡例2例のうち1例は原病死であ
った(図1)。 
 
Ｄ．考察 
 日本でのマンモグラフィ検診は2000年に
50歳以上にMLO一方向で導入され、2004年に
40歳代に適応拡大された。 
福井県では、2002年から50代にマンモグラ
フィ併用検診を導入し、2005年から40代に
適応拡大している。今回の検討は、このよ
うな導入初期の検診例および偽陰性例を比
較し、それぞれの組織学的特性を検討した。 
検診例でも3期以上の進行例も認める中、非
浸潤癌18.4％を含む早期癌71.8％の成績は
精度の高い検診成績と考える。 
その検診間で見つかった偽陰性48例は、検
診受診者内罹患者の18.7％を占めており、
検診での発見率は82.3％であった。また偽
陰性例の検診時マンモグラフィでの見直し
でも、明らかな異常所見を指摘できなかっ
た。これらの成績から、今回の検討での偽
陰性例は、見落とし例よりも真の中間期癌
が大半であると考えられた。その組織学的
特性として、DCIS症例が少なく、ER陰性乳
癌、Triple negative乳癌の割合が高かった。 
 
Ｅ．結論 
 2004年-2008年度のマンモグラフィ併用
対策型検診発見癌はがん登録との照合では、
検診受診者内の乳癌患者の82.3％を占め、
偽陰性例では明らかな見落とし例は指摘で

きず、真の中間期癌が大半であると考えら
れた。その組織学的特性は検診発見癌に比
べDCISが有意に少なく、ER陰性のTriple 
negative乳癌が有意に多かった。 
 
Ｆ．健康危険情報 
  なし 
 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
なし 

 
 2.  学会発表 
1)田中文恵、大田浩司、笠原善郎： 
福井県における乳癌検診での偽陰性例の
特徴と検診発見例との比較―検診で見つ
けにくい癌と見つけやすい癌―.第22回
日本乳癌検診学会 2013/11/8 東京 

2)大田浩司、笠原善郎、田中文恵、前田浩
幸：福井県における併用検診とその評価-
検診精度、効果、生存率から視触診の意
義を再考する‐.第22回日本乳癌検診学
会 2013/11/9 東京 

 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。）なし 
 
 1. 特許取得 
 なし 
 
 2. 実用新案登録 
  
 
 3.その他 
 なし 
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   厚生労働科学研究費補助金（第３次対がん総合戦略研究事業） 

 （分担）研究報告書 
 
        高濃度バリウムを用いた胃Ｘ線検査偶発症発症率の推計 
           研究分担者 濱島ちさと 国立がん研究センター検診研究部室長 
 研究協力者 岸 知輝  慶應義塾大学大学院健康マネジメント研究科後期博士課程 
           
 
 
研究要旨 
胃がんＸ線検診では高濃度バリウム使用による誤嚥増加が報告されており、偶発症調査が求
められている。2012年度医薬品医療機器総合機構（PMDA）報告を用い偶発症発症率を推計し、
2010年度精度管理委員会報告（委員会報告）と比較検討した。その結果、偶発症死亡率はほ
ぼ同等の結果であったが、誤嚥発症率、消化管穿孔発症率は報告間で大きく乖離していた。 
 

Ａ．研究目的 
胃 X 線検査は老人保健法施行以来、胃が

ん検診として実施されており、2000 年頃か
ら高濃度バリウムを使用している。高濃度
バリウム導入で誤嚥増加が報告されており、
胃がん検診の不利益としての偶発症調査が
求められる。 
偶発症調査は、日本消化器がん検診学会

胃がん検診精度管理委員会報告（委員会報
告）があるが、医薬品医療機器総合機構
（ PMDA ： Pharmaceuticals and Medical 
Devices Agency）報告もある。PMDA は多く
の医薬品副作用報告をまとめており、近年、
子宮頸がん予防ワクチンの安全対策のため、
ワクチン接種後の副反応を調査し報告する
など、がん研究でも活用が期待されている。 
本研究では、PMDA報告を用い高濃度バリ

ウムによる胃X線検査偶発症発症率を推計
し、委員会報告と比較検討した。 
 
Ｂ．研究方法 
1) PMDA 報告を用いた高濃度バリウムによ
る胃 X 線検査偶発症発症率の推計 
PMDA のデータベース「副作用が疑われる

症例報告ラインリスト」から、高濃度バリ
ウムによる偶発症報告を抽出した。医薬品
は「硫酸バリウム」、医薬品の経路は「経口」、
報告分類は医療機関、企業の両者を含めた
「全分類指定」の検索語で抽出した。抽出
された報告に原疾患の記載があるものは保

険診療受診、記載がないものは検診受診と
仮定した。 
 PMDA 報告は母集団が特定できていないた
め、発症率の分母にあたる胃 X 線検査受検
者数の推計を行った。保険診療での受検者
数の推計方法を図 1 に示した。社会医療診
療行為別調査の実施件数を用いたが、2010
年の調査は共済組合保険加入者にかかる診
療行為は含まれていない。そのため、医療
給付実態調査から共済組合保険加入者数と、
共済組合以外の保険加入者数を確認し、均
等分布と仮定したうえで、保険加入者の比
から共済組合保険加入者の受検者数を推計
した。この総和から保険診療での受検者数
を推計した。検診での受検者数の推計方法
を図 2に示した。2010 年度全国集計委員会
報告は検診の全数調査ではない。そのため、
受診者数の実数をベースラインとした。さ
らに、受診者数を 1.5 倍、2倍に変化させ、
感度分析を行った。実数をシナリオ 1、1.5
倍にしたものをシナリオ 2、2倍にしたもの
をシナリオ 3とした。 
データベースから抽出した報告数を受検

者数推計値で除し、発症率推計値を算出し
た。その際、検診での発症率として、原疾
患の記載がない報告数を検診受検者数で除
した「原疾患なし」と、検診に保険診療も
含めた発症率として、原疾患の記載がない
ものとあるものすべて含めた報告数を検診
と保険診療の合計受検者数で除した「原疾



患あり・なし合計」とに分けて検討した。 
2)PMDA 報告と委員会報告の比較 
PMDA 報告を用いた偶発症発症率推計値と

委員会報告の偶発症発症率を比較した。ま
た，PMDA報告の原疾患なしの報告について，
委員会報告と偶発症発症者の年齢分布比較
を行った。 
 
（倫理面への配慮） 
官庁統計に基づく検討を中心に行うため、

個人情報を取り扱うことはない。 
        
Ｃ．研究結果 
1) PMDA 報告を用いた高濃度バリウムによ
る胃 X 線検査偶発症発症率の推計 
PMDA のデータベースから抽出された、高

濃度バリウムによる偶発症報告数を表 1 に
示した。また、保険診療と検診での受検者
数の推計値と、これらを合算したシナリオ
1～3の受検者数を図 2に示した。保険加入
者全体のうち共済組合保険加入者数は 3.0%
であった。この比を用い、共済組合の受検
者数を推計し、共済組合以外の受検者数と
合算したところ、2010 年保険診療での 40
歳以上の受検者数推計値は 47,975 人とな
った。 
2) PMDA 報告と委員会報告の比較 
2012 年度 PMDA 報告を用いた偶発症発症

率推計値と、2010 年度委員会報告の偶発症
発症率を表 1 に示した。偶発症死亡率はシ
ナリオ 1 では委員会報告より高かったが有
意差は認められなかった（原疾患あり・な
し合計：P＝0.34、原疾患なし：P=0.46）。
シナリオ 2・3は、より委員会報告に近い値
となり特にシナリオ 3 の原疾患なしは、委
員会報告とほぼ同等の結果となった（原疾
患あり・なし合計シナリオ 2：P=0.58、シ
ナリオ 3：P=0.78、原疾患なしシナリオ 2：
P=0.71、シナリオ 3：P=0.91）。 
偶発症発症率はシナリオ 1 では、原疾患

あり・なし合計、なしどちらも委員会報告
より有意に低かった（P<0.05）。シナリオ 2・
3 も委員会報告より有意に低かった
（P<0.05）。 
誤嚥発症率はシナリオ 1 では、原疾患あ

り・なし合計、なしどちらも委員会報告よ
り有意に低かった（P<0.05）。シナリオ 2・
3 も委員会報告より有意に低かった

（P<0.05）。 
消化管穿孔発症率はシナリオ 1 では、原

疾患あり・なし合計、なしどちらも委員会
報告より有意に高かった（P<0.05）。シナリ
オ 2・3 も委員会報告より有意に高かった
（P<0.05）。 
PMDA 報告と委員会報告の偶発症発症者年

齢分布比較を表 2 に示した。偶発症死亡は
PMDA では 5人の報告があり、そのうち 4人
が 70 歳以上であった。委員会報告では詳細
な報告はなかったが、死因が消化管穿孔の
ため 60 歳以上であった。誤嚥は PMDA では
全員 80 歳以上であり、委員会報告も高齢者
に多く認めたことが報告されていた。消化
管穿孔は PMDA では 60 歳以下の報告もあっ
たが、委員会報告では全員 60 歳以上であっ
た。 
 
Ｄ．考察 
本研究の結果、PMDA 報告を用いた偶発症

死亡率推計値は委員会報告と比較すると、
すべてのシナリオで有意差は認められなか
った。特に、検診での受検と仮定した「原
疾患なし」のシナリオ 3 では、委員会報告
とほぼ同等の結果であった。 
2009 年度日消がん検診学会調査報告で、

偶発症死亡率（10 万人対）は 0.024 であっ
た。「原疾患なし」のシナリオ 3は、これと
比較しても有意差は認められず（p=0.71）
ほぼ同等の結果であった。この結果から、
全国集計委員会報告では胃 X 線検診受診者
の半数を把握していると仮定したシナリオ
での推計の妥当性が示唆された。 
偶発症死亡率はほぼ同等の結果であった

のに対し、誤嚥発症率、消化管穿孔発症率
は報告間に乖離を認めた。 
偶発症発症者の年齢分布比較では、偶発

症死亡については PMDA 報告、委員会報告、
胃 X 線検査偶発症に関する先行症例報告い
ずれにおいても 60 歳以上が多く、同等の結
果であった。誤嚥については PMDA 報告、委
員会報告共に高齢者が多かった。  
死亡のように非常に重篤で稀な偶発症は、

報告間でほぼ同等の結果となり比較的正し
く把握できているが、誤嚥や消化管穿孔は、
報告間で結果は大きく異なり正しく把握で
きていない傾向を認めた。 
PMDAデータは全国の偶発症を把握する上



で重要な情報源であるが、母集団が特定で
きていないことや、医療関係者の副作用報
告が少ないこと、原疾患による症状も副作
用として報告されてしまうことが挙げられ
る。本研究で対象とした硫酸バリウムも企
業報告が大部分を占めていた。そのため、
むせ込みなどの判別が難しく定義があいま
いな症状の報告が漏れてしまった可能性や、
原疾患による症状を副作用として把握し、
より多く報告された可能性がある。偶発症
を正確に把握できるよう、偶発症の定義を
統一する必要がある。 
 
Ｅ．結論 
 胃がんＸ線検診では高濃度バリウム使用
による誤嚥増加が報告されており、偶発症
調査が求められている。2012年度医薬品医
療機器総合機構（PMDA）報告を用い偶発症
発症率を推計し、2010年度精度管理委員会
報告（委員会報告）と比較検討した。その
結果、偶発症死亡率はほぼ同等の結果であ
ったが、誤嚥発症率、消化管穿孔発症率は
報告間で大きく乖離していた。 
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シナリオ1 シナリオ2 シナリオ3 シナリオ1 シナリオ2 シナリオ3

調査対象者数（人） 6,987,464 10,457,209 13,926,953 6,939,489 10,409,234 13,878,978 3,130,477

偶発症発症者数（人） 1,325

偶発症発症率（10万人対） 1.93 1.29 0.97 1.76 1.17 0.88 42.33

誤嚥発症者数（人） 1,180

誤嚥発症率（10万人対） 0.03 0.02 0.01 0.03 0.02 0.01 37.69

消化管穿孔発症者数（人） 5

消化管穿孔発症率（10万人対） 1.16 0.77 0.58 1.07 0.71 0.53 0.16

偶発症死亡者数（人） 1

偶発症死亡率（10万人対） 0.086 0.057 0.043 0.072 0.048 0.036 0.032

表1　PMDA報告を用いた偶発症発症率推計値と委員会報告の偶発症発症率比較

2 2

81 74

日本消化器がん検診学会
胃がん検診精度管理委員会報告

2010年度

6 5

135 122

PMDA報告

2012年度

原疾患あり・なし合計 原疾患なし

 

 

 

人数 割合（%） 人数 割合（%） 人数 割合（%） 人数 割合（%） 人数 割合（%） 原因 人数 割合（%） 原因

30～39歳 5 6.8

40～49歳 23 31.1

50～59歳 18 24.3 1 20.0 心肺停止

60～69歳 12 16.2 3 60.0

70～79歳 16 21.6 2 40.0 消化管穿孔

80歳以上 2 100.0 2 40.0 2 40.0
誤嚥

肺の悪性新生物
肺扁平上皮がん

不明 1,180 100.0 1 100.0 消化管穿孔

合計 2 100.0 1,180 100.0 74 100.0 5 100.0 5 100.0 1 100.0

表2　PMDA報告と委員会報告の偶発症発症者年齢分布比較

誤嚥 消化管穿孔 偶発症死亡

2012年度 2010年度 2012年度 2010年度 2012年度 2010年度

胃がん検診
精度管理委員会報告

PMDA報告
原疾患なし

胃がん検診
精度管理委員会報告

PMDA報告
原疾患なし

胃がん検診
精度管理委員会報告

PMDA報告
原疾患なし
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